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令 和 ２ 年 度 一 般 会 計 歳 入 歳 出 決 算 総 括 表　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　   特 別 会 計

区　　分
会　計　名

予 算 現 額 歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額
歳 入 歳 出
差  引  額

左　　　 の　　　 内　　　 訳
予算現額と歳入 予算現額と歳出決算額との比較
決算額との比較 翌年度繰越額 不 用 額

（A） （B） （C） （B－C）（D） （B－A）（E） （F） （A－C－F）（G）

一 般 会 計
円 円 円 円 円 円 円

1,330,020,125,877 1,220,817,046,212 1,202,474,893,128 18,342,153,084 △ 109,203,079,665 107,664,645,580 19,880,587,169

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

営 林 事 業 282,754,000 221,381,866 220,384,528 997,338 △61,372,134 60,871,100 1,498,372

母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業 560,578,000 581,982,798 399,277,356 182,705,442 21,404,798 0 161,300,644

農業改良資金助成事業等 120,328,000 423,089,690 22,173,269 400,916,421 302,761,690 0 98,154,731

中小企業経営基盤強化資金助成事業 613,103,000 445,987,603 411,548,608 34,438,995 △167,115,397 0 201,554,392

収 益 事 業 16,776,303,000 16,887,183,176 15,662,886,752 1,224,296,424 110,880,176 0 1,113,416,248

地 域 開 発 事 業 275,855,000 300,658,647 275,224,059 25,434,588 24,803,647 0 630,941

公共用地先行取得事業 637,210,000 637,178,857 637,178,857 0 △ 31,143 0 31,143

港 湾 事 業 1,228,473,000 1,113,471,673 1,113,471,673 0 △ 115,001,327 115,000,000 1,327

公 債 費 326,450,437,000 325,720,392,106 325,720,392,106 0 △ 730,044,894 0 730,044,894

国 民 健 康 保 険 事 業 227,216,094,000 231,461,818,965 224,471,479,726 6,990,339,239 4,245,724,965 0 2,744,614,274

小          計 574,161,135,000 577,793,145,381 568,934,016,934 8,859,128,447 3,632,010,381 175,871,100 5,051,246,966

合　　　　　　　　　  計 1,904,181,260,877 1,798,610,191,593 1,771,408,910,062 27,201,281,531 △ 105,571,069,284 107,840,516,680 24,931,834,135





一　　　般　　　会　　　計
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

第 2款　総 務 費

１  総 務 管 理 費
１ 一般管理費

 （P70）
511,066,000

（5,978,046,000）
504,609,174

（5,891,030,641）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

6,671,900
財 産 収 入

5,000,000
寄　附　金

415,749,940
一 般 財 源

77,187,334

オクシタニ州友好提携
５周年記念事業

（国  際  課）

留学生総合支援事業
国　  際 　 課
人材確保推進室（ ）

１　施策の趣旨等
　府とフランス共和国オクシタニ州との友好提携５周年を記念して、両地域の強みである陶
磁器産業分野での新たな交流の創出を図る。

２　施策の実施状況
（1）　キックオフイベントの開催

　陶磁器産地交流のシンボルとなるモニュメントを制作し、交流事業の発表会を開催する
とともに、「第２回京都インターナショナル・ギフト・ショー」において、作品展示やパ
ネルディスカッションを行った。
　開催期間　令和３年３月９日～３月11日

（2）　オンライン交流会の開催
　両地域の陶磁器職人による勉強会や情報交換を行うオンライン交流会を開催した。
　参加者数　27人

３　執　　行　　額 1,485,000円
                                                      　　　　   　　　　　　   （委託料）

１　施策の趣旨等
　海外から留学生を積極的に受け入れ、彼等の知識や経験を地域の国際化・活性化に活かす
ため、オール京都で留学生を誘致・支援する。

　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　　実　績
　府内の留学生数　　　　　　　　　　　  11,000人　　　　　　　   10,896人
　留学生の就職内定者数　　　　　　　　　   400 　　　　　　　　　   294

２　施策の実施状況
（1）　留学生スタディ京都ネットワーク事業

ア　京都留学に関する総合ポータルサイトの運営
　　学校情報や生活情報等、京都地域の留学に関する情報を一元化した総合的なポータル
サイト「STUDY KYOTO」を運営した。

　　対応言語　　　　　 ７言語（英語、中国語（簡体字、繁体字）、韓国語、タイ語、
　　　　　　　　　　　　　　　 ベトナム語、日本語）

予算現額及び決算額欄中（　）内の数字は、歳入歳出決算事項別明細書の当該目に係る額を示す。
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　アクセス件数　149,472件
イ　留学コーディネータの配置
　　京都留学に関する相談・問合せへの対応や関係機関とのコーディネートを実施した。
ウ　海外向け日本留学フェアへのオンラインブースの出展
　　関係機関と連携し、現地の学生、教育機関及び留学関連事業者等への京都留学情報　　　　
の発信等を行った。

　　参加国（地域）数　10箇国（地域）
エ　留学生向け有給インターンシップの実施
　　派遣留学生数　６人　　派遣企業数　５社
オ　留学生のための住宅情報サイトの運営
カ　京都ジョブパークでの留学生の就職支援
　　留学生向け就職・生活相談件数　1,430件
　　就職活動セミナー　開催回数　51回　　参加留学生数　658人
　　企業交流会    　　　     〃　 　 ５　　　 　     〃　　 　302　　　参加企業数　37社
キ　首都圏での留学生誘致活動
　　関係機関と連携し、首都圏の日本語学校で学ぶ留学生や教職員を対象とした京都進　　　　
学説明会等の誘致活動をオンラインで行った。

ク　留学生ジョブ博の開催
　　参加留学生数　195人　　参加企業数　19社
ケ　日本語能力養成研修の実施
　　受講留学生数　122人

（2）　きょうと留学生宿舎グループ事業
　きょうと留学生オリエンテーションセンター（きょうと留学生ハウス・さつき寮・みず
き寮）において、入居留学生に対する様々な交流支援事業や生活ルールの指導等を行うこ
とにより、日本で自立した生活ができるよう支援した。
　きょうと留学生ハウス（上京区）　38室
　さつき寮（上京区）　　　　　　　45
　みずき寮（左京区）　　　　　　　44

３　執　　行　　額 22,908,456円
 　 うち委託料　8,145,080円
 　　　 負担金　3,306,466

１　施策の趣旨等
　外国人住民の増加が見込まれる中、外国人の受入環境の整備を図り、多文化共生を推進　　
する。

（　 　　　　　）
　

多文化共生推進事業
（国  際  課）
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　指標：府内日本語教室の数　目標：28教室　実績：27教室

２　施策の実施状況                                                                 
（1）　京都府外国人住民総合相談窓口の運営

ア　外国人住民に対する生活情報の提供・相談を行う「京都府外国人住民総合相談窓口」
を運営

　　対応言語　20言語　　相談件数　1,904件
イ　外国人住民が増加している市町村を中心に出張相談を実施
　　実施回数　９回

（2）　府内における日本語教育の総合的な体制づくり
　「地域における日本語教育推進プラン」に基づき、地域における日本語教育の取組を総
合的に推進した。
ア　日本語教室空白地域における新たな教室の開設支援
　　新たな日本語教室を開設するために、学習支援者の養成講座を開催した。
　　開催地域　宮津市　　学習支援者養成数　17人
イ　初期日本語教育の広域的な展開のための研修機会の提供
　　日本語を初めて学ぶ外国人住民の学習機会を確保するため、日本語教室の学習支援　
者が初期日本語教育を学ぶ場を設けた。

　　参加者数　52人
ウ　市町村、地域日本語教室及び企業等が参加する意見交換会の実施

（3）　「やさしい日本語」活用・普及促進事業
　外国人住民とのコミュニケーション手段として有効な「やさしい日本語」の行政機関で
の活用と府民への普及を促進した。
ア　市町村向け情報交換会
　　開催回数　２回　　参加者数　  19人
イ　府民向け講習会
　　開催回数　８回　　参加者数　235人

（4）　多言語対応推進事業
　外国人住民に対する円滑な窓口対応を推進するため、府庁舎に多言語のオンライン通訳
サービスや通訳機器を導入した。
　配備台数　10台

３　執　　行　　額 17,687,932円
　  うち委託料  　3,251,600円
　 　　 補助金　12,166,950（　　　　　 　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症が発生し、府民生活に多大な影響が生じている状況に鑑み、　 
府民、事業者等から広く募った寄附金等を新型コロナウイルス感染症対策に活用するため、　 
「京都府新型コロナウイルス感染症対策応援基金」を設置する。

２　施策の実施状況
　京都府新型コロナウイルス感染症対策応援基金の設置及び積立てを行った。
　令和元年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    0円
　執行額（積立金） 440,749,940
　（一般会計への繰出額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　341,501,239） 
　令和２年度末現在高 93,962,276  
　※　出納整理期間中に、5,286,425円を積立て

３　執　　行　　額 440,749,940円
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（積立金）

１　施策の趣旨等
　「きょうと地域創生府民会議」が地域創生を盛り上げるために実施する「府民交流フェス
タ」の開催支援や「協賛事業」等により、地域創生の機運醸成及び地域力のさらなる推進を
図る。
　指標：ネットでどこでも！府民交流フェスタ参加団体数及び参加者数
　　　　参加団体数　　　参加者数
　目標：50団体以上　　　 　5,000人
　実績：58団体　　　 　　　4,051

２　施策の実施状況
（1） 　「ネットでどこでも！府民交流フェスタ」の開催

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症が拡大している状況を踏まえ、従来の野外で
の交流・体験型のイベントは中止し、インターネット上で特設サイトを作成して開催
　開催期間　令和３年１月６日～３月21日（75日間）
　参加者（実閲覧者）数　4,051人
　総アクセス件数　17,802件

（2）　きょうと地域創生府民会議協賛事業
　府民会議構成団体が実施する地域創生に関するイベントに対する支援　　９団体

新型コロナウイルス感
染症対策応援基金積立
金

（総務調整課）

きょうと地域創生活動
推進事業

（企画参事）
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３　執　　行　　額 4,959,440円
                                                                    （補助金）

１　施策の趣旨等
　様々な地域団体やボランティア団体等との協働による地域防犯活動を実施し、犯罪のない
まちづくりを総合的に推進する。
　
　指標：刑法犯認知件数　目標：15,000件以下　実績：11,851件

            
２　施策の実施状況
（1）　ビューティフル・ウィンドウズ運動

　小さな犯罪の芽を摘むことで、大きな犯罪を抑止することを目的とし、地域との協働に
より、花を植えるなどまち全体をきれいにすることで犯罪の起こりにくい環境づくりを
行った。
　期　　間　令和２年４月６日～令和３年３月27日（全18回）     
　場　　所　府内市街地等         
　協働団体　NPO法人京都割れ窓理論実践委員会他　延べ45団体、参加者延べ245人

（2）　地域安全マップづくり講習会
　子ども達自身が、どのような場所で犯罪が起こりやすいか理解し、犯罪被害を回避する
能力を身に付けるための地域安全マップづくりの講習会を開催した。    
　期　　間　令和２年11月12日～ 11月13日（１回）
 場　　所　福知山市立成仁小学校        
　参 加 者　延べ55人

（3）　子ども・地域安全見守り隊支援
　地域住民による自主的な防犯活動に必要な資機材の交付及びボランティア保険の加入に
より子どもの安全確保と地域防犯力の向上を図った。      
　交付団体　地域の子ども見守り隊　173団体

（4）　府民防犯旬間啓発活動
　犯罪のない安心・安全なまちづくりの機運を醸成するため、府内各地域で広報啓発活動
を実施することで、府民一人ひとりの防犯意識の向上と犯罪を発生させない環境づくりを
推進した。          
　期　　間　令和２年７月10日～７月25日　       
　場　　所　商業施設、鉄道駅前等37箇所       
　参 加 者　約3,300人         
 

３　執　　行　　額 12,269,111円  
   
  

防犯まちづくり推進事
業

安心・安全まち
づくり推進課
警　察　本　部
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　犯罪被害者等に対する支援の充実と社会全体で犯罪被害者等をサポートする環境づくりを
図る。

　指標：犯罪被害者等からの相談件数　目標：1,000件以上　実績：1,017件
            
２　施策の実施状況
　京都府犯罪被害者サポートチームを運用するとともに、公益社団法人京都犯罪被害者支援
センター及び同ほくぶ相談室が実施する相談・被害者支援事業を支援することで、社会全体
で犯罪被害者等をサポートする環境づくりを促進した。

（1）　総合的な被害者支援のための犯罪被害者サポートチームの運用 
　犯罪被害者支援コーディネーターの配置　 　３人      
　相談件数　　　　　　　　　　　　　　 　   21件

（2）　公益社団法人京都犯罪被害者支援センターへの助成
　フリーダイヤルによる電話相談や臨床心理士によるカウンセリングに要する経費に対
し、助成した。
　フリーダイヤル相談件数　　469件（うちほくぶ相談室109件）    
　カウンセリング件数   　　 　111 

（3）　中高生を対象とした「いのちを考える教室」の開催
　期間　令和２年11月９日～ 12月16日（全３回）
　場所　京都聖カタリナ高等学校他２校

   
３　執　　行　　額 3,245,937円 

（うち補助金　2,614,587円）
           

１　施策の趣旨等
　犯罪をした者等が社会において孤立せず、再び社会を構成する一員となることができるよ
う、再犯防止に対する府民理解の促進を図る。

２　施策の実施状況
　「犯罪のない安心・安全なまちづくりに関する協定」を締結している龍谷大学の協力の下、
再犯防止施策の必要性について、府民の理解を促進する目的で広報啓発用ハンドブックを作
成し、府内市町村役場等に配布した。        
　発行部数　本冊：3,000部　概要版：1,000部 

   
３　執　　行　　額 1,303,358円

犯罪被害者等支援活動
推進事業

安心・安全まち
づくり推進課

 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 

   
 
再犯防止推進事業

安心・安全まち
づくり推進課
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１　施策の趣旨等
　現場主義を徹底し、前例にとらわれず、民間団体等と連携して、先進性のある施策提案を
行うとともに、果敢にチャレンジする職員の育成を実施する。

　　　指　標　　　　　　実　績
　提案・研究件数　　　　　２件
　事業化比率　　　　　   100 ％

２　施策の実施状況
　職員が府政全般に関する課題について、市町村、大学、民間企業やNPO等と連携・協力し、
専門家の意見を踏まえた幅広い視点から、その解決策を研究、提案し、事業化に繋げた。

３　執　　行　　額 3,431,104円

１　施策の趣旨等
　府民利用施設にキャッシュレス決済を導入し、府民の利便性の向上を図る。

２　施策の実施状況
　公園・スポーツ施設、文化関連施設、宿泊・交流施設における入場料等の支払いについて、
クレジットカード・電子マネー・スマートフォン（QRコード）による決済を導入した。
　導入施設　33施設

３　執　　行　　額 5,404,814円
（うち委託料　4,069,150円）

１　施策の趣旨等
　文化庁移転に向け、新行政棟建設及び旧京都府警察本部本館改修等を行う。

２　施策の実施状況
（1）　新行政棟・文化庁移転施設整備

　新行政棟建設及び旧京都府警察本部本館改修工事、埋蔵文化財調査等を実施した。
（2）　仮移転先の賃借

　教育庁仮移転先である京都産業大学むすびわざ館を賃借した。

 ３　執　　行　　額 1,004,452,792円
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 委託料　     　37,399,100円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち工事請負費　880,213,000（　 　 　　　　　）

ベンチャーチャレンジ
職員育成事業

職 員 総 務 課
循環型社会推進課
文 化 芸 術 課
労 働 政 策 課
農 村 振 興 課

 

キャッシュレス推進事
業

会 計 課
自然環境保全課
文化スポ－ツ施設課
健康福祉総務課
こども・青少年
総 合 対 策 室
文 化 学 術 研 究
都 市 推 進 課
労 働 政 策 課
都 市 計 画 課
水 環 境 対 策 課
社 会 教 育 課

新行政棟・文化庁移転
施設整備事業

府有資産活用課
文 化 政 策 室（　　　　）

２ 人事管理費
 （P70）

６ 会計管理費
 （P72）

７ 財産管理費
 （P74）

3,690,000 
（4,397,043,000）

6,700,000
（133,494,000）

1,996,177,000
（3,270,433,000）
翌年度への繰越 
事業費繰越額

975,000,000 
新行政棟・文化
庁移転施設整備
費

3,431,104 
（4,360,428,243）
決算額の財源
内訳
一 般 財 源

  3,431,104

5,404,814
（121,073,846）

決算額の財源
内訳
一 般 財 源

5,404,814

1,020,628,842
（1,877,908,186）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

5,142,000
寄　附　金

2,000,000
府   　 　債

916,000,000
一 般 財 源

97,486,842
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　府民に開かれた府庁のシンボルとして利活用を進めてきた府庁旧本館を府民の財産として
未来に引き継ぐため、保存と活用を推進するための整備を行う。

２　施策の実施状況
（1）　北側車寄せ上屋部分の改修
（2）　トイレの多機能化に係る実施設計

３　執　　行　　額 16,176,050円
                                                         うち委託料　　　7,878,750円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 工事請負費　8,297,300

１　施策の趣旨等  
　学校や地域の文化施設と連携した小・中学生等への「質の高い芸術文化」や「地域文化」
を活かした文化体験機会の提供や全国トップレベルの高校生が京都に集い、日頃の成果を披
露し合い、交流する「全国高校生伝統文化フェスティバル」等を実施する。

　　　　　　　指　標        　　　     　　  　　  　　　   目　標        　　実　績
　児童生徒等が学校等で体験する文化活動事業数　　　　 80件　　　　　 57件

２　施策の実施状況
（1）　文化を未来に伝える次世代育み事業

　優れた専門講師を派遣し、質の高い、また各地域に根ざした文化芸術を、学校や地域で
体験・体感できる機会を提供した。
　小・中・高・特別支援学校等での芸術体験　 46件
　地域の文化会館等での地域文化承継事業　　 11      

（2）　古典芸能普及促進事業
　京都の歴史と伝統に育まれてきた古典芸能を継承し、技術を未来に引き継ぐため、古典
芸能団体に助成を行った。
　助成件数　　　　　　　　　　　　　　　    22件

（3）　全国高校生伝統文化フェスティバル開催事業
　次世代の文化活動の夢や希望、目標の場として、「全国高校生伝統文化フェスティバル」
を文化庁と共同開催した。

　　　　　　場　　所           　   　 　　  開  催  日　　 　　   参加者数
　京都コンサートホール他　　令和２年12月12日、13日　　 約810人

（ 　 　　　　  　）
８ 文化芸術費

 （P74）
817,883,000

（1,348,216,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

71,000,000
文化芸術施設整
備事業費

730,544,055
（1,229,258,477）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

371,027,353
寄　附　金

14,350,000
繰　入　金

8,029,000
繰　越　金

6,000,000
諸　収　入

2,000,000
府　　　債

166,000,000
一 般 財 源

163,137,702

旧本館保存活用推進事
業
（府有資産活用課）

文化を担う人づくり事
業

（文化芸術課）
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３　執　　行　　額 27,663,976円
                                                         うち委託料　20,458,605円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　負担金　  5,140,645

１　施策の趣旨等
　「古典の日」の法制化を踏まえ、古典に親しみ、次世代へとつないでいくための新たな一
歩を踏み出すため、他府県と連携した全国展開活動や学校における古典教育の充実等を図る。

２　施策の実施状況
　古典の日推進フォーラム及び古典の日朗読コンテストを開催し、府民が古典に親しむ機会
づくりを進め、「古典の日」の普及・定着を図った。

（1）　「古典の日フォーラム2020」の開催
　　場　　所           　   　 開  催  日　　 　　 参加者数
　京都テルサ   　 　　令和２年11月１日  　  　  336人　

（2）　第12回古典の日朗読コンテストの実施
　応募426作品　受賞９作品

３　執　　行　　額 6,500,000円　　　
                                                                  　　　　　　　　　　　　　    （負担金）

１　施策の趣旨等
　京都文化を支える文化芸術団体の分野横断的連携を促進するとともに、各分野の芸術活動
を振興し、新たな京都文化の創造を図る。

２　施策の実施状況
（1）　文化芸術団体連携強化事業

　府内の文化芸術団体の活動支援により、芸術分野の枠を越えた連携強化と協働による取
組の促進を図った。
　文化芸術団体の活動への助成　　12団体

（2）　京都野外彫刻展
　野外に相応しい彫刻作品を展示することにより、府民の彫刻に対する関心を高めるとと
もに、京都彫刻界の振興を図った。

　　　場　　所           　   　 　       　開  催  日　　 　　     　　入場者数
　府立植物園             　　 令和２年12月５日～ 12月20日   　　21,497人
　府立陶板名画の庭　　　　　　　 　 〃　　　　 　  　　 　  2,820

（3）　京都新世代いけばな展
　京都の若手華道家によるいけばな展を開催し、次代を担う華道家の育成及び華道の振　　　
興を図った。

（ 　 　　　　　）
こころを育む古典の日
推進事業

（文化芸術課）

文化創造促進事業
（文化芸術課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　　場　　所           　　   　 　       開  催  日　　 　　     　　入場者数

　府立植物園         　　　令和３年２月20日～２月23日   　　  16,728人
（4）　舞台芸術振興・次世代体験

　優れた舞台芸術を体験する機会の提供や、多様な舞台芸術公演の実施を通じて府民が舞
台芸術に親しむ環境を創出し、舞台芸術の活性化を図るため、府民ホールアルティ、府立
文化芸術会館等での公演事業を実施した。
　公演事業数　　11件

３　執　　行　　額  16,578,817円 
                                                         うち委託料　11,402,130円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　補助金　  4,334,565

１　施策の趣旨等
　アーティスト・イン・レジテンスの府内各地展開や、市町村を含む実行委員会等や地域の
団体による文化事業に対する助成等、府内各地域における文化活動の振興と地域の活性化に
資する取組を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　京都：Re-Search芸術祭創生事業

　地域アートマネージャーを配置し、市町村と協働して、地域の文化資源を発掘し、文化
による地域の活性化を図るアーティスト・イン・レジデンス事業「京都：Re-Search」 等
を実施した。
ア　地域アートマネージャーの配置
　　配置箇所　山城広域振興局、南丹広域振興局、中丹広域振興局、丹後広域振興局
イ　京都：Re-Search等の実施
＜短期アーティスト・イン・レジデンス＞　  
　八幡市　　　　　　　　　　令和２年８月24日～９月６日
　南丹市　　　　　　　　　　令和２年９月７日～９月20日
＜中期アーティスト・イン・レジデンス＞　  
　和束町　　　　　　　　　　令和２年10月30日～11月１日、６～８日、13～15日

（2）　新・文化芸術振興助成事業
　市町村における地域文化資源を活用した文化芸術活動を発展させるとともに、東京2020
オリンピック・パラリンピック競技大会等に向けた新たな文化の創造の取組を推進するた
め、府内市町村やNPO等の地域団体等が取り組む文化活動に対し助成を行った。
　文化芸術振興・発信事業　　12件 
　文化力チャレンジ事業　　　14

（　 　　　　　）
地域文化活動振興事業

（文化芸術課）
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  ３　執　　行　　額 55,196,163円 
                                                         うち負担金　14,940,000円
                                                             補助金　13,775,783

１　施策の趣旨等
　文化庁が推進する「日本博」事業として、地域の文化に触れる新たな機会を創出すること
により、観光誘客の促進、地域経済の活性化を図るためのアートプロジェクトを実施する。

２　施策の実施状況
（1）　天橋立砂浜ライトアップ

　天橋立の砂浜において光と音による演出を実施
　　　場　　所           　　   　 　       　　　　　   開  催  日　　 　　     参加者数

　天橋立公園 令和２年７月11日～９月30日 21,752人
（2）　メディアアート展示

　神社の参道等を活かしたデジタルアート作品の展示を実施
　　　場　　所           　　   　 　       　　　　　   開  催  日　　 　　     参加者数

　天橋立公園 令和２年10月16日～11月３日 675人
　元伊勢籠神社 令和２年10月16日～11月23日 2,805

（3）　スペシャル演出「JIKU ＃009 TANGO_KOKUBUNJI」
　丹後国分寺跡で光や音による演出を実施

　　　場　　所           　　   　 　       　　　　　   開  催  日　　 　　     参加者数
　丹後国分寺跡 令和２年11月20日～11月23日 227人

３　執　　行　　額  46,367,620円 
                                                         　（うち負担金　44,500,000円）

　

１　施策の趣旨等  
　国際的なアート展を開催し、国内外の美術関係者と京都の作家とのマッチングなど、作家
のステップアップに繋がるマーケットを開拓する。

２　施策の実施状況
　文化を活かした新たな産業創出や産業界と連携した新たな文化マーケットの創出のた
め、作家自らが販売等を行う見本市「ARTISTS' FAIR KYOTO」や若手作家の選抜展覧会

「Kyoto Art for Tomorrow 2021」等を実施した。
ア　ARTISTS' FAIR KYOTO 2021の開催                                  

　　　　場　　所           　　   　 　       　　　　   開  催  日　　 　　     入場者数
　　京都文化博物館他 令和３年３月６日～３月７日 3,961人

（　 　　　　　）
日本博府域展開アート
プロジェクト事業

（文化芸術課）

京都作家マーケット開
拓支援事業

（文化芸術課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
イ　Kyoto Art for Tomorrow 2021 －京都府新鋭選抜展－の開催

　　　　場　　所           　　   　 　       　　　　   開  催  日　　 　　     入場者数
　　京都文化博物館 令和３年１月23日～２月７日 16,305人
ウ　京都アートラウンジの開催

　　　　場　　所           　　   　 　       　　　　   開  催  日　　 　　     入場者数
　　藤井大丸ブラックストレージ他 令和３年３月４日～３月14日 498人　                                         

３　執　　行　　額   150,734,600円 
                                                         うち委託料  　14,794,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　負担金　135,218,000

１　施策の趣旨等  
　文化財の価値や承継の大切さが広く地域の人々に伝わるよう、社寺等の文化財において地
域の特色を生かした文化に親しむ取組を支援するなど、文化財に親しむ機会を増やすことで、
保存に対する認識も高まるという、文化財の「保存」と「活用」の好循環を生み出す取組を
実施する。

２　施策の実施状況
　社寺等の文化財を活用し、個性豊かな地域の文化資源の魅力を活かし、地域における文化
に親しむ取組を行う団体を支援した。
　助成件数　　２件

３　執　　行　　額 943,000円 
                                                         （補助金）

１　施策の趣旨等
　文化芸術振興の「拠点」としての機能及び発信力を強化するため、緊急度の高い施設や設
備の充実・機能回復を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　京都文化博物館

　冷却塔機器の更新、建物防水層の改修工事等
（2）　府立府民ホール

　中央監視装置の更新等

（　 　　　　　）
文化財活用支援事業

（文化芸術課）

文化芸術施設整備事業
（文化スポーツ施設課）
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（3）　府立植物園
　無線放送設備の更新等

（4）　府立文化芸術会館
　舞台吊物設備の更新等

（5）　府立堂本印象美術館
　高圧受変電設備の更新等

３　執　　行　　額  181,139,764円
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 委託料　　  　18,990,200円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち工事請負費　152,576,009

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた府内文化芸術団体等が行う文化芸術活動の継
続・再開に向けた取組を支援する。

２　施策の実施状況　　　
　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、文化芸術活動を自粛・縮小せざるを得ない団体
等の活動継続・再開に向けた取組に対し助成を行った。
　助成件数　985件

３　執　　行　　額 178,112,000円 
                                                     　　　　   　　　　　　　  （補助金）        　

１　施策の趣旨等  
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大による活動自粛等の影響を受けた府内文化芸術関係
者向けに相談窓口を設置し、文化活動再開等に向けた伴走支援を実施する。

２　施策の実施状況
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響が広がる中、活動継続のための補助制度紹介
など様々な相談に対する文化芸術分野の相談窓口を設置した。
　相談件数　7,875件

３　執　　行　　額 9,779,140円 
                                                      

（　 　 　　　　　）
新型コロナウイルス感
染症経済対策事業

（文化芸術課）

文化芸術関係者相談窓
口設置事業

（文化芸術課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、活動自粛を余儀なくされたアーティスト等の
発表の場を提供することで活動を支援する。

２　施策の実施状況
　府立植物園内において、幅広いジャンルのアーティストが出演し、来園者が鑑賞できるパ
フォーマンスの場を提供した。
　出演アーティスト数　33組

　　　      　　
３　執　　行　　額 8,174,719円

　　　　　　　　　　　　　　　   　 （うち委託料　8,172,945円）

１　施策の趣旨等
　府立文化施設の新型コロナウイルス感染症拡大に伴う休館からの再開に向け、府民の安心
安全な施設利用のために、感染症対策を実施する。

２　施策の実施状況
　府立文化施設において、サーモグラフィー、体温計、消毒液等を設置した。
　設置施設　　府立植物園ほか７施設

３　執　　行　　額 49,354,256円
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

１　施策の趣旨等
　ワールドマスターズゲームズ2021関西の開催に向けた準備等を実施する。
　　　

２　施策の実施状況
（1）　ワールドマスターズゲームズ2021関西開催負担金
（2）　広報活動

　府内開催競技におけるテストイベント等において、大会の広報活動を実施した。
　　

３　執　　行　　額 26,698,823円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　    （うち負担金　26,210,000円）

９ 体育振興費
 （P74）

422,621,000 
（803,682,240）

翌年度への繰越
事業費繰越額

79,000,000
東京2020オリン
ピック・パラリ
ンピック聖火リ
レー事業費

63,000,000
スポーツ拠点施
設充実費

16,000,000

335,513,864 
（696,427,551）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

91,441,491
繰　越　金

1,745,964
府　　　債

203,000,000
一 般 財 源

39,326,409

北山アート・パフォー
マンスフェスタ開催事
業

（文化政策室）

文化・スポーツ施設新
型コロナウイルス感染
症対策事業
（文化スポーツ施設課）

ワールドマスターズ
ゲームズ2021関西開催
準備事業
（スポーツ振興課）
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１　施策の趣旨等
　東京2020オリンピック聖火リレーの開催に向けた準備等を実施する。

２　施策の実施状況
　聖火リレーの実施に向けた市町による警備計画の策定等に係る準備経費について、５市１
町に対して助成した。

３　執　　行　　額 4,002,150円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　      （うち補助金　3,808,000円）

１　施策の趣旨等
　広域的スポーツ施設を整備する市町村への支援を実施する。

２　施策の実施状況
交 付 先　京都市
事業内容　西京極総合運動公園陸上競技場における諸室・トイレ改修
　　　　　横大路運動公園における園路・駐車場等整備
交 付 先　福知山市
事業内容　三段池公園テニスコート増設
交 付 先　京田辺市
事業内容　田辺中央体育館における空調設備設置
交 付 先　京丹後市
事業内容　峰山途中ヶ丘公園陸上競技場第３種公認化整備に係る工事
　　　　　久美浜湾カヌー艇庫整備

３　執　　行　　額 138,743,400円
　　　（うち補助金　132,029,000円）

１　施策の趣旨等
　VR・eスポーツを体験できる環境整備を実施する。

２　施策の実施状況
　京都スタジアム内にVR・eスポーツを体験できる環境を整備した。

３　執　　行　　額 121,867,036円
　　　　　　　　　　　　　　　     （工事請負費）

東京2020オリンピック
・パラリンピック聖火
リレー事業
（スポーツ振興課）

スポーツ拠点施設充実
事業
（文化スポーツ施設課）

京都スタジアム周遊拠
点化事業
（文化スポーツ施設課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
文化・スポーツ施設新
型コロナウイルス感染
症対策事業
（文化スポーツ施設課）

京のスポーツ・スタジ
アム夢づくり事業
スポーツ振興課
文化スポーツ施設課（ 　　　　 ）

１　施策の趣旨等
　府立スポーツ施設の新型コロナウイルス感染症拡大に伴う休館からの再開に向け、府民の
安心安全な施設利用のために、感染症対策を実施する。

２　施策の実施状況
　京都スタジアム及び府立体育館に、サーモグラフィー、体温計、消毒液等を設置した。
　　　
３　執　　行　　額  17,366,256円

                                                    （うち備品購入費　15,100,250円）

１　施策の趣旨等
　京都スタジアムがスポーツの裾野拡大と地域のにぎわいづくりの核となる取組を実施す
る。

２　施策の実施状況
（1）　アスリートとの交流会の実施

　スポーツ体験機会及び京都スタジアム周辺のにぎわい創出のため、小学生以上を対象と
した、アスリートによるスポーツ体験・交流会を開催した。
　　　 開 催 日　　　　　　　　内　　容　　　　   参加者数
　令和３年３月14日　　　バスケットボール教室　　　45人

（2）　フードコート府内産食イベントの実施
　スタジアム内のフードコートにおいて府内食材を使用したメニューを販売し、府内食材
のPRを実施した。
　開 催 日　 令和２年12月18日～令和３年２月28日
　来場者数　 5,011人

（3）　府内スポーツイベント等の広報
　京都サンガFCのホームゲームにおいて大型映像装置等を活用し、府内スポーツイベン
ト等の広報を実施した。

（4）　スマートフォンアプリを活用したスタンプラリー
　京都スタジアムにおける試合時の交通渋滞対策及び観光客の府内周遊を促進するため、
スマートフォンアプリを活用したスタンプラリーを実施した。

３　執　　行　　額 26,836,199円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　   　うち委託料　8,995,855円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 補助金　5,420,160（　 　　　　　）
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10 広域振興局
費
 （P76）

１　施策の趣旨等
　広域振興局ごとに策定した「地域振興計画」に基づき、総合的・戦略的な視点による地域
づくりを進める。

２　施策の実施状況
（1）　山城広域振興局

ア　「お茶の京都」や「竹の里・乙訓」による地域ブランド力向上事業
　　「お茶の京都」を展開する中、宇治茶の魅力等を発信し、宇治茶ファンの拡大と宇治
茶の消費拡大、「竹の里・乙訓」かぐや姫観光を企画、推進した。

（ｱ）　宇治茶文化の継承・発展を目指し、歴史や美味しさ等の魅力を伝え、コロナ禍にお
ける「お茶する生活」を普及

・宇治茶ムリエ講座（オンライン開催）　　　　　　参加者　　   603人
  うちキッズ茶ムリエ検定（オンライン開催）　　　参加者　　   107
・キッズ・ジュニア茶ムリエマスター活動　　　　  参加者　 延べ77

（ｲ）　「宇治茶・山城ごちそうフェスタ」により発信してきた山城の食の魅力をコロナ禍
においても継続的に広報するため「京やましろ産ごちそうマップ」を発行　20,000部

（ｳ）　「竹の里・乙訓」かぐや姫観光の推進
・「京都乙訓いとをかし」Webサイトの開設やサイクリングマップの作成を行い、コ

ロナ禍においても持続可能な乙訓観光・物産振興を推進
・「ツーリズムEXPOジャパン2020」への参加を通じた誘客促進

イ　相楽東部地域の活性化事業
　　相楽東部地域の活性化のため、「相楽東部未来づくりセンター」を核に、府と相楽東
部３町村や地域団体等が連携し、近隣都市部等との関係人口拡大に向けたスポーツ観光
を推進した。

　　「京都きづ川アクティビティキャンペーン2020」の開催　参加者  約1,500人
ウ　山城産業の育成、活性化事業
　　山城地域の企業による異業種交流ネットワーク「京都やましろ企業オンリーワン倶楽
部」を中心に、コロナ禍における企業の存続をテーマとして勉強会等を実施し、地域産
業の育成や活性化を推進した。

　　「YMBA（やましろ流MBA）勉強会」を実施（オンライン開催）　６回
　　参加企業　13社
エ　人づくりに始まる災害に強いやましろづくり事業                   
　　「水害等避難行動タイムライン」の作成支援等により、地域における災害対応力の向
上を促進した。

（ｱ）　タイムライン作成等に係る市町村との意見交換の実施
　　５回

（ｲ）　地域防災力向上講座の実施
　　１回（オンライン開催）

（ｳ）　水害から身を守るための情報発信を、多雨期を中心に集中実施
　　管内全域で防災情報の入手方法を記したチラシを住民に配布　14箇所

地域振興計画推進事業
（企画参事）

                   

120,298,000
（500,851,500）

119,672,249
 （441,866,553）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

23,913,935
繰　入　金

6,980,000
一 般 財 源

88,778,314
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（ｴ）　災害拠点病院、市町村等と連携した災害対応訓練、研修会の実施
　　３回　参加者　94人

（2）　南丹広域振興局
ア　京都丹波の地域資源を生かした交流・活力のまちづくり事業
　　新しい生活様式等に配慮しつつ、豊かな「食」など、京都丹波の地域資源を広く発信
し、地域の賑わいづくりを推進した。

（ｱ）　京都丹波の魅力を発信するWebサイトを作成するとともに、地元CATVを活用した
地域の魅力発信を実施

（ｲ）　京都丹波のモデルコースを紹介するプロモーション動画を発信
・プロモーション動画放映箇所数　27箇所

（ｳ）　地元産木材を使った食器・小物などを展示等により発信
（ｴ）　森の京都DMO等と連携し、魅力発見の実践例と事業運営・収支までのノウハウを

学ぶ講座を実施することで教育体験旅行の受入体制を強化
（ｵ）　旅行業者等を対象に､ 京都丹波の魅力をまるごと体感できるファムトリップを開催
　　参加者　14社　17人

（ｶ）　地産地消によるメニューを提供する店舗情報を発信　40店舗
イ　人権が尊重され、希望を持って元気に暮らせる地域づくり事業
　　NPO等地域活動団体や障害者に対する支援など、誰もが生き生きと暮らせる地域づ
くりや、京都丹波の豊かな自然環境やスポーツ資源を生かした健康づくりを推進した。

（ｱ）　地域の若者等を対象に、地域活動を担うリーダーを育成
・地域リーダー養成講座の開催（オンライン含む）　参加者　25人

（ｲ）　介護予防や運動習慣の定着に向け、ウォーキングマップの配布を実施
・ウォーキングマップ配布数　1,989枚

（ｳ）　障害者の経済的自立を支援するため、オリジナルブランド「ぬくもり京都丹波」商
品の販売促進研修を実施　１回

ウ　明日の京都丹波産業を担う人づくり事業
　　中小企業への支援強化や農林畜産業の担い手育成及び生産拡大を推進した。
（ｱ）　管内企業の課題解決を支援するため、「京都丹波中小企業支援Aチーム」による伴

走支援を行うとともに、WITHコロナ社会の経営等についてのオンラインセミナーを
開催

・「京都丹波中小企業支援Aチーム」による企業訪問　延べ226社　
・経営セミナー　２回　　参加企業　36社　　参加者　51人

（ｲ）　農場HACCP認証に向け専門家による技術指導等を実施　17回
（ｳ）　丹波くりの生産拡大に向け、「丹波くりマイスター」を管内各市町に養成するため

の講座を開催
・「丹波くりマイスター養成講座」の開催　修了者　３人
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エ　オール京都丹波による移住・定住プロジェクトの推進事業
　　大都市に近く暮らしやすいという京都丹波の強みを生かした移住・定住施策や、子育
て環境日本一の京都丹波を実現する取組を推進した。

（ｱ）　オンラインセミナー、相談会等を開催し、移住希望者に対し京都丹波の魅力を発信
するとともに、雇用や子育てなどの移住に伴う不安を解消し、移住者の増加を促進

・新規移住者　218人
（ｲ）　「京都丹波子育て文化推進協議会」分科会において、子育てに優しい職場づくりや

病児保育の整備などを検討するとともに、住みやすい、働きやすい地域づくりを推進
・子育て支援リーダー養成塾　３回　参加者　120人（オンライン参加含む）
・療育教室、保育所等の従事者に対する発達障害児及び保護者への対応力向上に向

けた研修・連携会議の開催　４回　参加者　57人
オ　交流と安心・安全の基盤づくり事業
　　地域の防災力の向上に向けた取組など、安心・安全な京都丹波づくりを推進した。
（ｱ）　水害等避難行動タイムラインの作成支援

・自主防災組織（京丹波町）を対象に、タイムラインの必要性に係る研修を実施
　　　参加者　13人

・自主防災組織（南丹市及び京丹波町）の幹部を対象に、タイムラインの作成方法
に係る研修を実施　参加者　20人

（ｲ）　防災パンフレットの作成・配布
（3）　中丹広域振興局

ア　持続可能な地域づくり「子育て・定着促進」事業
　　安心して子育てしやすい地域づくりに向けて立ち上げた、子育て中の方をはじめ子育
て支援者、企業、行政機関が参画する子育て支援のプラットフォーム「中丹子育て未来
づくり100人会議」主催の研修等を開催するとともに、中丹地域への移住・定住を促進
するため、中丹地域での働き方や暮らし方を移住希望者に広く発信した。

（ｱ）　中丹地域まるごと子育て支援事業
・「中丹子育て未来づくり100人会議」の賛同者　28団体・個人　累計125団体・個人
・子育て支援者向けオンライン会議ツール操作研修の開催　　３回　参加者139人
・働きやすい職場づくりに向けた企業ワークショップの開催　４回　参加者  16人

（ｲ）　若者地域定着促進事業　
・中丹地域で「働く・暮らす」をテーマとしたインタビュー記事を発信するととも

に、掲載サイトの案内を中丹地域の全ての高校生に配布
　　サイトへの年間アクセス件数　9,242件
・中丹地域での魅力ある働き方について伝える高校出前講座の開催　６校　
　参加生徒　720人

（ｳ）　「京都府北部いなか暮らし」魅力発信事業
・オンラインでの移住セミナーの開催　２回　参加者　33人

イ　持続可能な地域づくり「働く場づくり」事業
　　中小企業の育成を図るため、新商品開発を目指す地元企業相互の交流を地域の高等教
育機関とも連携して促進するとともに、「儲かる農林水産業」を推進するため、中丹地
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
域の主要農産物の若手生産者や新規生産者向け、ICT技術導入や品質向上の講座、講習
会を開催した。

（ｱ）　新商品開発アイデア交流会事業
・「新産業創出イノベーション交流会」の開催　３回　参加企業　36社

（ｲ）　「儲かる農林水産業」推進事業
・万願寺甘とうの担い手育成や温湿度自動制御センサー等のICT技術の活用による

効率化を目的とした「万とうゼミ」の開催　７回　参加者　43人
・担い手育成を目的とした「丹波くり実習モデル園」での講習会の開催
　２回　参加者　86人
・品質向上を目的とした「丹波くりマイスター養成講座」の開催　修了者　３人
・若手生産者の技術向上を目的とした共同茶園の設置　１箇所
・茶の手摘み等を支援する中丹茶サポーター登録者の在宅研修を実施
　参加者　216人

ウ　魅力あふれる地域づくり事業
　　交流の拡大と関係人口の創出を図るため、DMO等と連携し、自然や地域文化等の地
域資源の魅力を発信する情報サイトの開設やプロモーション、食などの特産品の新商品
開発及び販売支援を実施した。

（ｱ）　中丹ファン（応援団）獲得拡大事業
・ 中丹地域出身者をはじめ、ゆかりの方々に対して、子育て、働き方、移住、観光・

イベント、季節の特産品等の地域情報を発信するまとめサイト「CO-KYOTO（こ　
きょうと）」を開設

・海路からの周遊促進・観光消費拡大のため、関係団体等と連携して、観光情報を
一元化するとともに、所要時間別コースや二次交通、キャッシュレス対応店等の
情報提供サイト「京都舞鶴港エリアNAVI」を開設

・明智光秀ゆかりの地を巡るメディア向けファムツアーを実施し、各Webメディア
や地方紙等に掲載　84件

（ｲ）　中丹「食の魅力」発掘・発信事業
・消費者視点で地域の加工食品の付加価値向上を図る「京都中丹いちおし商品」を

追加選定するとともに、大型店舗や観光拠点での販売促進イベントを実施
  追加選定　21点　年間販売額　21,801千円
・中丹地域の独自基準による「京都中丹認証ジビエ」の需要拡大のため、「第４回

森の京都ジビエフェア」や地域イベントへのジビエ料理提供を実施
  中丹地域の参加店舗　23店　「京都中丹認証ジビエ」の年間販売額　6,602千円

（ｳ）　中丹スポーツ・トレイル推進事業
・「京都縦貫トレイル」に綾部まちなかサイクリングルートを追加し、登山アプリ
「YAMAP」に掲載　追加４コース

・自転車、カヌー、トレッキング体験コースや食事や買い物ができる協力店舗を集
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約したガイドマップの発行　8,000部
エ　災害に強い地域づくり事業
　　地域全体の防災力を高めるため、道路冠水等の災害情報提供者や自治会等における地
域防災リーダーを育成するとともに、治山・治水対策の検証をモデル地区で行い、関係
者間で情報を共有した。

（ｱ）　地域防災・減災ネットワーク事業
・LINEを活用して災害箇所の情報共有を図る「中丹自然災害情報連絡ネットワー

ク」に地図上に自動表示する機能を付加するとともに、登録者のオンライン防災
教育・システム操作講習会を開催

・地域防災リーダー（災害時声掛け隊）の育成　59人　累計133人
（ｲ）　安心・親しみの流域づくり事業
　　地域ぐるみによる防災・減災対策の取組支援を図るため、高野川流域をモデル地区
として農地、森林を含めた流域の貯留効果等を高めるための調査を実施

（4）　丹後広域振興局
ア　丹後産農産物の販路拡大や魅力づくりによる誘客促進事業
　　丹後産農産物等の販売促進活動を展開するとともに、四季を通じた産地発信、地産地
消の仕組みづくりによる丹後への誘客を促進した。

（ｱ）　丹後産品の魅力向上・発信
・丹後産農産物の応援フェア等の開催　４回
・フルーツde丹後チームによる丹後産フルーツを用いた新商品開発　３商品
・丹後の直売所の魅力発信に向けた直売所マップの作成

（ｲ）　四季毎に選定した旬の食材を使った昼食の提供店舗を認定し、統一的に発信　　　　　
・選定食材　40種類　旬の食材提供認定店舗　50店舗（延べ97店舗）

（ｳ）　丹後産農産物の流通の効率化ための仕組みづくりに向けた試験配送の実施
イ　広域周遊観光を目指した観光交通充実事業
　　丹後地域の豊富な観光資源やジオパークなどの自然環境を生かし、鉄道事業者との連
携や自転車の活用による周遊観光につながる事業を実施した。

（ｱ）　JR西日本、京都丹後鉄道、兵庫県と連携した「近畿のキタだよ、北近畿キャンペーン」
の実施

・キャンペーン専用サイトにおけるモデルコース掲載　４コース
・フォトコンテストの実施　応募件数　82件
　　　　　　　　　　　　　（実施期間　令和２年８月22日～９月30日）

（ｲ）　天橋立－城崎温泉直通「城崎・天橋立ダイレクト」の運行に合わせた誘客PRの実施
・運行日数　14日間【令和２年８月22日～９月27日の土・日及び祝日、１日１往復】
・アテンダントによる沿線観光案内、地元産ドリンク提供等

（ｳ）　山陰海岸ジオパークを活用したイベントの実施
・TANGOジオヨガの開催　４回
・トレイルモニターツアー実施　１回

（ｴ）　eバイクを活用した周遊観光基盤の整備
・充電ステーション整備　８箇所　立ち寄りステーション整備　16箇所
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
・ICTを活用した遠隔ガイド及び乗捨て自転車回収に係る実証実験の実施

ウ　丹後の森の新たな魅力を発掘・発信する事業
　　地域住民や地元高校生等多様な主体との協働により森林の保全活動等を実施
　　・地元高校生の植林・木工製作活動　５回　109人参加
　　・杉山天然杉写真展（６日間　令和３年３月16日～３月21日）　 298人参加
エ　医療的ケア児への移動支援事業
　　医療的ケア児とその家族が地域で安心して生活できるよう、関係機関や市町村と連携
し、通学等に係る支援のモデル事業に取り組んだ。

　　・医療的ケア児の移動支援の実施　30回
オ　「丹後ちりめん創業300年」を契機とした地場産業振興事業
　　丹後ちりめん創業300年事業実行委員会により、令和２年に創業300年を迎えた「丹
後ちりめん」産業の振興を推進した。

（ｱ）　丹後ちりめん創業300年記念事業「丹後ちりめん創業300年 SILK WEEKS IN 
TANGO TANGO TEXTILE EXHIBITION」の実施　参加者　997人

（ｲ）　ロゴマーク「TANGO OPEN」利用企業の認定　21社
（ｳ）　国内外デザイナーとの「丹後ちりめん」を活用した商品づくり、展示会の開催
　　参加企業　15社

（ｴ）　首都圏等における展示・販売や催事の開催　参加企業　延べ95社
（ｵ）　首都圏、京阪神の学生や若手クリエイターとのコラボ作品制作、展示
　　参加者　延べ997人

カ　地域の実情に応じた防災・減災対策の推進事業
　　各市町等と連携し、丹後地域特有の実情を踏まえた防災訓練等を実施した。
　　・地域防災リーダー等研修会の開催　参加者　300人
キ　丹後地域を支える人材確保・育成事業
　　移住・定住の促進による地域の担い手の確保や関係人口の拡大を図るとともに、人材
確保に熱意を持って取り組む企業を応援した。

（ｱ）　企業向け採用活動セミナーの開催　３回　参加者　延べ24人
（ｲ）　「京丹後市オンライン合同企業説明会2021春（京丹後市地域雇用促進協議会共催）」

の開催　参加者　延べ388人　参加企業　17社
（ｳ）　移住セミナー・ツアーの開催（オンライン）　５回　参加者　58人
（ｴ）　関係人口創出事業の実施

・丹後地域に関わる起業等に関心のある若者を対象した「Local Venture College 
in Tango」を開催　参加者　７人

・関係人口の創出に向けた、民間との連携事業を実施　４事業

３　執　　行　　額 119,672,249円
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１　施策の趣旨等
　旧総合資料館跡地や府立植物園、老朽化した府立大学体育館の整備等、北山エリア全体の
施設整備を計画的に進めるための基本計画を策定する。

２　施策の実施状況
　北山エリア整備基本計画を策定した。

３　執　　行　　額  9,950,123円
　（委託料） 

１　施策の趣旨等
　京都学・歴彩館を拠点として、京都の歴史、文化に関するフォーラム等の実施及び国内外
の大学や研究機関との研究ネットワークを構築し、研究成果を国内外へ発信する。

２　施策の実施状況
　京都の文化資源などをテーマにセミナー等を開催したほか、地域の文化資源について、大
学・研究機関と共同で研究を行った。

（1）　大学等との共同研究会の実施 
ア　令和２年度研究テーマ「伏見の文化資源」　　参加大学等　府立大学ほか６大学等     
イ　平成31年度研究テーマ「洛東の文化資源」　　報告書及び一般書籍の発行
ウ　平成30年度研究テーマ「洛西の文化資源」　　「京都を学ぶセミナー」実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計８回　延べ1,366人）

（2）　海外若手研究員招聘事業の実施
　京都学・歴彩館と覚書を締結した日本文化研究機関から推薦を受けた海外若手研究者の  
中から選考の上、研究員として招聘（１箇国、１人）

（3）　海外若手研究員による府民向けセミナーの実施 
　海外から招聘した日本研究・京都研究の優秀な若手研究員による府民向けセミナーを開催
　　　　　　　　　　　　 　　　　（令和２年８月27日及び９月３日開催、参加者100人）

３　執　　行　　額 8,548,834円

１　施策の趣旨等
　植物園の持つ四季折々の魅力を更に向上させ、より多くの府民に親しんでいただく憩いの　　
場を提供する。

　指標：植物園入園者数
　共通目標：90万人　　実績：57万4,084人

北山エリア整備基本計
画策定事業
（文化スポーツ施設課）

国際京都学活動推進事
業
（文化スポーツ施設課）

四季の彩り事業
（文化スポーツ施設課）

18,498,957
（703,590,545）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

4,274,417
一 般 財 源

14,224,540

6,885,000 
（490,759,042）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

3,442,000

19,072,000
（708,957,000）

6,885,000 
（493,662,000）

11 京都学・歴
彩館費
（P76）

12  植 物 園 費
（P78）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
　次の施策を実施することにより、植物園の魅力の向上を図り、年間入園者数は57万4,084
人となった。

（1）　秋　　　秋は植物園（植物クラフト体験、植物園マルシェ等）
　 　　　　　開催期間　令和２年11月21日、22日
 　　　　　　入園者数　約10,400人
 　　　　　　 「紅葉」のライトアップ
　 　　　　　開催期間　令和２年11月14日～11月29日
 　　　　　　入園者数　約17,000人（夜間の入園者数　約9,200人）
（2）　早春　　早春の草花展

　　　　　開催期間　令和３年２月13日～３月14日
　　　　　入園者数　約39,700人
※例年春に開催している「桜」のライトアップや、夏に実施している早朝開園は、新型コ
　ロナウイルス感染症拡大防止のため中止した。

３　執　　行　　額 6,885,000円

１　施策の趣旨等
　学術上又は文化的価値の高い貴重な文化財の保全を図るため、「文化財を守り伝える京都
府基金」への寄附金等を活用しながら、未指定文化財を含む文化財の保存、修理、防災対策
等を総合的に推進する。

２　施策の実施状況
（1）　文化財を守り伝える京都府基金等事業

　　　　　　　事　業　内　容　　　　　　　　　　　　件数　　 補　助　金
　歴史的建造物など文化財（有形）の保存・修理事業 14件 13,809,000円
　地震・火災等から文化財（有形）を守る事業 ３  1,702,000
　文化財保護のこころを育む事業 １  2,000,000
　文化レジリエンス事業 ６  5,698,000

（2）　未指定文化財の保全
　　　　　　　事　業　内　容　　　　　　　　　　　　件数　　 補　助　金
　防災防犯設備の整備又は保存施設の修理 14件 5,508,000円
　建造物の補修 35  33,476,000
　美術工芸品の補修 39  20,830,000
　有形民俗文化資料の保全等 10  1,957,000
　無形民俗文化資料の保全等 24  3,168,000

こころのふるさと京都
の文化財保護事業

（文化政策室）

繰　入　金
3,443,000

103,985,142
（1,475,032,620）
決算額の財源
内訳
寄　附　金

5,500,000
繰　入　金

32,709,000
府  　  　債

64,000,000
一 般 財 源

1,776,142

104,109,000
（1,550,423,000）

16 諸　　　費
（P80）
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（3）　選定委員会の開催等
　文化財を守り伝える京都府基金事業の選定委員会を開催するとともに、PRリーフレッ
トを作成し、寄附の呼びかけに関する広報活動を行った。
　寄附金額　160件　　17,669,935円

３　執　　行　　額  88,985,142円
                                       　　　　　　　　　　　　　　　　     （うち補助金　88,148,000円）

１　施策の趣旨等
　祇園祭山鉾懸装品のうち、損傷が著しく、保存を要するものについて、これらの代替品と
して現代の意匠・染織技術の粋を集めた文化的価値の高い懸装品の新調を行う保存団体等を
支援する。

２　施策の実施状況
　公益財団法人鶏鉾保存会ほか３団体に対し支援を行い、祇園祭山鉾懸装品の保全を図った。

３　執　　行　　額 15,000,000円
                                                            　　　   　　　　　　　    （補助金）

１　施策の趣旨等
　関西広域連合は、平成22年12月１日に関西の２府５県（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
和歌山県、鳥取県、徳島県）が結集し、複数府県で構成される全国初の広域連合として設立
され、平成24年から４政令市（京都市、大阪市、堺市、神戸市）、平成27年12月から奈良県
も加わった。
　その運営に要する経費に対して分担金を支出することにより、広域的な課題に取り組み、
住民の安心・安全を守り、関西を活性化する広域行政の推進を図る。

２　施策の実施状況
（1）　広域連合議会等の開催

　広域連合議会の開催　　　　　　　　　　　　　４回
　広域連合議会総務常任委員会の開催　　　　　　２
　広域連合議会防災医療常任委員会の開催　　　　２
　広域連合議会産業環境常任委員会の開催　　　　２
　広域連合委員会の開催　　　　　　　　　　　　13
　広域連合協議会の開催　　　　　　　　　　　　１
　新型コロナウイルス感染症対策本部会議の開催　14

祇園祭山鉾懸装品新調
事業

（文化政策室）

関西広域連合分担金
（総合政策課）

　　　　　　　　　　

147,651,000
（1,223,437,706）
決算額の財源
内訳
一 般 財 源

147,651,000

147,651,000
（1,234,067,000）

２  企 　 画 　 費
１ 企画総務費

（P80）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（2）　広域連合の事業分野

　防災、観光・文化・スポーツ振興、産業振興、医療、環境保全、資格試験･免許等、職
員研修の７分野の各事業及び広域行政の推進に係る基本的な政策の企画調整を実施

                                                                
３　執　　行　　額  147,651,000円

                                                             　　　     （負担金）

１　施策の趣旨等
　宇治市ウトロ地区について、国・府・宇治市の三者連携により、平成27年３月に策定され、
令和元年12月に変更されたウトロ地区小規模改良事業計画に基づき住環境の改善を図る。

　目標：宇治市ウトロ地区の住環境改善
　実績：地区内幹線道路に係る排水路整備及び公的住宅第２期棟詳細設計

２　施策の実施状況
　国・府・宇治市の三者で構成される「ウトロ地区住環境改善検討協議会」における連携の
下、宇治市が行う地区内幹線道路に係る排水路整備及び公的住宅第２期棟詳細設計等に対し
て助成した。

３　執　　行　　額  59,885,000円
                                                    　   　　　    　　　　　 （補助金） 

１　施策の趣旨等
　業務プロセスの改善や最新のICTの活用により府庁運営の効率化と府民サービスの向上を
図り、府庁における生産性向上を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　業務プロセス改善

　所属長のマネジメントに資する職員端末稼働時間の可視化
（2）　データに基づく業務改善・施策立案

ア　職員研修・施策立案
　　エビデンスに基づく施策立案・業務改善の能力向上を図るため、「施策立案に生かせ
るEBPMセミナー」を開催した。

　　受講者数　18人

２ 計画調査費
（P82）

1,592,526,952 
（3,744,998,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

61,557,000
ウトロ地区住環
境改善事業費

22,215,000
「もうひとつの
京都」観光誘客
事業費

19,392,000
新しい観光資源
発掘事業費

17,950,000
「もうひとつの
京都」周遊観光
推進事業費

2,000,000

1,443,363,053
（3,565,294,041）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

661,259,346
繰　越　金

699,000
府　　　債

596,000,000
一 般 財 源

185,404,707

ウトロ地区住環境改善
事業

（総務調整課）

府庁生産性向上推進事
業

職員総務課
企画総務課
情報政策課
企画統計課（ ）
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イ　京都データストアの運営
　　インターネット上で京都府に関するオープンデータを広く公開し、容易にデータ分析　　　　
に活用することのできるサイト「京都データストア」の運営を行った。
　京都データストアのデータセット数　766種類　12,877件

３　執　　行　　額 9,712,618円

１　施策の趣旨等
　「もうひとつの京都」における市町村の地域づくりをさらに深化させるため、DMO等との
連携による広域周遊の拠点整備や、それらを活用した住民主導による広域交流促進等の取組
等を支援する。

２　施策の実施状況
　各市町村における戦略拠点を中心として、海の京都・森の京都・お茶の京都の各DMO等
との連携により広域周遊に資する施設の整備や、交流人口の拡大に向けた住民主導による広
域交流促進のための取組の支援等を実施した。
　交付先　福知山市、亀岡市、向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、井手町（７市町）

３　執　　行　　額 11,950,000円
（うち交付金　11,800,000円）

１　施策の趣旨等
　観光交流・観光消費額の拡大や、地域資源のブランド化を図るため、観光地域づくりの総
合プロデューサーである一般社団法人京都府北部地域連携都市圏振興社（海の京都DMO）
を支援し、地域の稼ぐ力の創出を図る。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　   目　標　　 実　績
　海の京都エリアにおける観光入込客数　 1,140万人　671万人　
　海の京都エリアにおける観光消費額　　    323億円　199億円 

２　施策の実施状況
　海の京都エリアの観光振興を図るため、海の京都DMOが行う事業に対して助成した。

（1）　マーケティング調査事業
　外国人・日本人観光客動向調査、全国観光圏顧客満足度調査等
　事業数　７事業
　「海の京都DMO」観光マーケティング調査データの公表

（2）　着地型旅行商品等の造成・販売事業
　着地型旅行商品造成等　145商品

「もうひとつの京都」
ステップアップ推進事
業

（企画参事）

「海の京都」DMO推進
事業

（企画参事）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

「森の京都」DMO推進
事業

（企画参事）

　観光事業者等応援キャンペーンの実施　４回　参加者数　10,237人
（3）　特産品のブランド化・販売促進事業

　ECサイト ｢海の京都市場｣ での特産品販売　商品売上高　2,142千円
　販路開拓に向けた台湾企業との共催による酒造商品ライブ配信の実施

（4）　インバウンド推進事業
　欧米豪やアジア圏への訪日旅行需要の回復期を見据えたオンライン商談会の実施
　現地旅行社等との商談　153社
　エージェント向けバーチャル体験ツアーの実施　３回　参加企業数　14社

（5）　人材育成・確保事業
　インバウンドローカルガイド養成講座の実施　養成者数　４人
　観光ガイド育成支援　助成団体　６団体　参加者数　90人

（6）　情報発信・プロモーション事業
　海の京都新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン策定、ポスター等による啓発
　ネット配信サービスの実施
　錦市場「丹後TABLE」での情報発信

  
３　執　　行　　額 74,747,000円

                                  　　　　　　　　　  （負担金）

１　施策の趣旨等                                                                
　観光交流・観光消費額の拡大や、地域資源のブランド化を図るため、観光地域づくりの総
合プロデューサーである一般社団法人森の京都地域振興社（森の京都DMO）を支援し、地
域の稼ぐ力の創出を図る。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　   目　標　　 実　績
　森の京都エリアにおける観光入込客数　 1,100万人　674万人　
　森の京都エリアにおける観光消費額　　    221億円　127億円

２　施策の実施状況
　森の京都エリアの観光振興を図るため、森の京都DMOが行う事業に対して助成した。

（1）　マーケティング調査事業
　外国人・日本人観光客動向調査、スマートフォンによるアンケート調査等
　事業数　３事業

（2）　着地型旅行商品等の造成・販売事業
　着地型旅行商品造成等　65商品
　WITHコロナ期における教育旅行受入モデルの開発
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「お茶の京都」DMO推
進事業

（企画参事）

　御城印の観光コンテンツ化　販売枚数　24,442枚
（3）　特産品のブランド化・販売促進事業

　ECサイト「森のおすそわけ」での特産品販売　商品売上高　1,251千円
　京都市内ホテルと連携した「森の京都ジビエ絶品グルメフェア」の開催
　売上高　1,129千円
　食を活かした商品開発　商品売上高　2,332千円

（4）　インバウンド推進事業
　欧米豪やアジア圏への訪日旅行需要の回復期を見据えたオンライン商談会の実施
　現地旅行社等との商談　18社
　海外向けオンラインバスツアーの実施　参加者数　100人

（5）　人材育成・確保事業
　インバウンドローカルガイド養成講座の実施　養成者数　８人

（6）　情報発信・プロモーション事業
　海外エージェント向けニュースレターの配信　配信数　644通
　錦市場「丹後TABLE」での情報発信

３　執　　行　　額 43,260,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （負担金）

１　施策の趣旨等
　観光交流・観光消費額の拡大や、地域資源のブランド化を図るため、観光地域づくりの総
合プロデューサーである一般社団法人京都山城地域振興社（お茶の京都DMO）を支援し、
地域の稼ぐ力の創出を図る。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　    目　標　　実　績
　お茶の京都エリアにおける観光入込客数　1,460万人　795万人　
　お茶の京都エリアにおける観光消費額　　  296億円　136億円

２　施策の実施状況
　お茶の京都エリアの観光振興を図るため、お茶の京都DMOが行う事業に対して助成した。

（1）　マーケティング調査事業
　外国人・日本人観光客動向調査
　お茶の京都DMO観光地域づくり戦略の改訂

（2）　着地型旅行商品等の造成・販売事業
　着地型旅行商品の造成等　76商品
　近隣地域をターゲットとした誘客商品の開発
　農泊推進体制の構築

（3）　特産品のブランド化・販売促進事業
　　ECサイト「お茶の京都宇治茶navi」での特産品販売　商品売上高　1,183千円
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

伝統的建造物活用宿泊
施設等整備推進事業

（企画参事）

「もうひとつの京都」
観光周遊カーシェアリ
ング推進事業

（企画参事）

　宅配便会社との連携による新たなECシステムの構築
（4）　インバウンド推進事業

　欧米豪やアジア圏への訪日旅行需要の回復期を見据えたオンライン商談会の実施
　現地旅行者等との商談　27社
　欧州・台湾向けファムトリップの実施　視察先　６箇所

（5）　人材育成・確保事業
　観光地域づくり専門アドバイザー派遣地域・施設等　103件
　観光ガイド育成講座（英語ガイド講座含む）　７回

（6）　情報発信・プロモーション事業
　コロナ禍における寺社、観光施設からのメッセージや魅力を発信する動画の配信
　掲載施設数　25施設
　関西の鉄道会社と連携した広報キャンペーンの実施
　錦市場「丹後TABLE」での情報発信

（7）　宇治茶プレミアムブランド化推進事業
　宇治茶アソシエーションメンバーへの宇治茶ブランド化に向けた情報発信

       
３　執　　行　　額 58,672,000円

　　　　　　　　　　　　　　（負担金）

１　施策の趣旨等
　「もうひとつの京都」エリアの交流人口拡大のため、地域に散在する伝統的建造物や古民
家等の歴史的資源を活用した新たな宿泊施設の創出を通じた観光地域づくりを推進する。

２　施策の実施状況
　伝統的建造物や古民家等を活用した宿泊施設等の整備検討を行うためのイメージパース作
成等の支援を実施した。
　実施地域　福知山市、宮津市、南丹市

３　執　　行　　額 2,999,900円
　　　　　　　　　　　　　　（委託料）

１　施策の趣旨等
　民間事業者との連携により展開する観光周遊カーシェアリングについて、お茶の京都エリ
アの実施駅を拡大するとともに、実施エリアを森の京都エリアにも拡大し、府域における観
光・周遊の取組を推進する。
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「もうひとつの京都」
インバウンド誘客促進
強化事業

（企画参事）

「もうひとつの京都」
見える化促進事業

（企画参事）

２　施策の実施状況
　府、森の京都DMO、お茶の京都DMO、タイムズモビリティ株式会社、JR西日本が連携し、
観光周遊カーシェアリング事業を実施した。

（1）　観光周遊カーシェアステーションの新設
　設置駅　　森の京都エリア　　亀岡駅、馬堀駅
　　　　　　お茶の京都エリア　松井山手駅

（2）　優待観光施設の新規設定
　設定施設　森の京都エリア　　４施設
　　　　　　お茶の京都エリア　４

３　執　　行　　額 3,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（委託料）

１　施策の趣旨等
　「もうひとつの京都」多言語Webサイトを整備し、外国人目線で掲載コンテンツを充実さ
せるなど、外国人に向けた情報発信の強化を図る。

２　施策の実施状況
　海の京都DMO、森の京都DMO、お茶の京都DMOと京都府観光連盟の多言語Webサイト
を統合し、ネイティブ翻訳による情報掲載、外国人ライターによる取材記事の掲載等、外国
人目線のコンテンツを充実した「もうひとつの京都」多言語Webサイト（対応言語：英語、
中国語（繁体字、簡体字）、韓国語）を整備した。

３　執　　行　　額 16,863,000円
　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　旅行者や地域住民が「もうひとつの京都」の魅力を一層体感できる環境整備を進め、地域
振興と観光需要の喚起を図る。

２　施策の実施状況
　「森の京都QRトレイン」の運行開始を契機とした観光客の周遊・滞在を促進するための情
報発信を実施した。

（1）　公式サイトの制作
　令和３年３月13日からJR嵯峨野（山陰本）線等において運行を開始した「森の京都QR
トレイン」の公式サイトを制作し、コンセプトや外装・内装デザイン、運行情報等につい
て情報発信を行った。
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

「もうひとつの京都」
観光誘客事業

（企画参事）

新しい観光資源発掘事
業

（企画参事）

（2）　出発式の記事配信
　「森の京都QRトレイン」出発式の記録を公式サイト等で情報発信するとともに、鉄道・
旅行情報サイト「トレたび」において記事を配信することで、「森の京都」エリア内外の
鉄道ファン等に運行開始をPRした。

３　執　　行　　額 4,999,900円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち補助金　3,089,000円）

１　施策の趣旨等
　宿泊者に対する特典付与キャンペーンの実施や顧客データベースの構築により、WITHコ
ロナ社会における「もうひとつの京都」エリアへの観光誘客を段階的に推進する。

２　施策の実施状況
（1）　京都のお宿で魅力再発見キャンペーンの実施

　新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言の解除を受け、国内観光の需要を喚起す
るため、関西２府４県在住者が「もうひとつの京都」エリアで１人１泊につき5,000円以
上の宿泊をした場合に2,500円相当の特典を付与するキャンペーンを実施した。
　実施期間　令和２年７月１日～７月31日
　利用人数　延べ36,049人
　参加施設　268施設
　交 付 額　90,021千円

（2）　「もうひとつの京都」顧客データベースの構築
　海の京都DMO、森の京都DMO、お茶の京都DMOが、「もうひとつの京都」エリアを訪
れる観光客の顧客データを収集・蓄積し、効果的なデジタルマーケティングやプロモーショ
ンの展開等、持続可能な観光消費の増大につなげるための顧客データベースを構築した。

３　執　　行　　額 129,635,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち委託料　  11,000,000円

　　　　　　　　補助金　118,635,000

１　施策の趣旨等
　WITHコロナ社会における「新しい生活様式」に対応した安心・安全な京都観光を段階的
に推進するため、府内の観光事業者等が工夫を凝らして取り組む、新たな観光コンテンツの
発掘・磨き上げの取組を推進する。

（　 　　　　　 ）
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２　施策の実施状況
　府内観光資源の更なる磨き上げ・充実を図る取組や、地域資源を活用した新たな観光コン
テンツの造成を図る取組を実施した。

（1）　京都府北部ゲートキーパー戦略事業（福知山市）
　府北部の事業者や住民を繋ぐための人材（ゲートキーパー）を発掘し、地域の多様な観
光資源を磨き上げ、体験型観光コンテンツとして造成した。

（2）　里山の楽しさを価値にするアドベンチャー体験プログラム創造事業（宇治市）
　府立山城総合運動公園にある里山を活用したアドベンチャー体験施設を整備した。

（3）　新たな生活様式に対応したクルーズ船活用による地域消費拡大事業（宮津市）
　「海の京都」エリアの代表的なナイトコンテンツであるナイトクルーズの本格運航に向
けた商品の造成や実証運航を実施した。

（4）　保津川リバーボートパーク構想基盤整備づくり事業（亀岡市）
　桂川舟運歴史体験・展示施設を拠点として、保津川の水運の歴史や文化的役割、豊かな
自然環境を学ぶとともに、地域の賑わいを創出するための基盤・周辺整備を実施した。

（5）　滞在交流型ツーリズムによるまちづくりの実践と新しい生活様式に対応した地域経営基
盤の整備（南丹市）
　南丹市美山地域の自然資源を活かした滞在交流型ツーリズムを創出するための移住体験
モニターツアーやワーケーションプランを造成する実証事業を実施した。

３　執　　行　　額 42,039,000円
　　　　　　（委託料）

１　施策の趣旨等
　文化財を活用したナイトコンテンツを充実させることで、エリア内の回遊性を高めて滞在
時間の拡大を図るとともに、府域のナイトコンテンツを一体的にブランディングすることに
より、消費拡大を促進する。

２　施策の実施状況
（1）　海の京都エリア

ア　福知山ナイトツーリズム
（ｱ）　イル未来と2020
　　福知山城を舞台にしたライトアップ、プロジェクションマッピングイベントを実施
　　開催期間　令和２年10月１日～ 11月３日
　　来場者数　延べ約38,300人

（ｲ）　ザ・ワンダーナイトパーティー
　　福知山城周辺のまちなかを会場に、ナイトマーケット等を実施
　　実施期間　令和２年10月１日、10日、17日、24日
　　来場者数　延べ約1,560人

イ　赤れんがナイトツーリズム

ナイトツーリズム促進
事業

（企画参事）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（ｱ）　Sunset Cruise & Enjoy Brick
　　舞鶴赤れんがパークにおいて音楽演奏やトークイベント、夜間クルーズ等を実施
　　開 催 日　令和２年11月７日
　　来場者数　589人

（ｲ）　舞鶴湾サンセットクルーズ
　　旅行・観光等の業界向けのモニタークルーズを実施
　　開 催 日　令和３年３月19日
　　乗船者数　14人

ウ　夕日ヶ浦ナイトツーリズム
　　夕日ヶ浦海岸（京丹後市）においてビーチブランコのライトアップやキャンドルナイ
ト等のイベントを実施

　　開催期間　令和２年10月17日～ 11月１日
　　来場者数　延べ約4,000人

（2）　お茶の京都エリア
ア　大御堂観音寺ライトアップ
　　大御堂観音寺（京田辺市）や近鉄新田辺駅等で地元小学校、幼稚園及び一般参加者に
よる竹灯籠のライトアップを実施

　　開催期間　令和２年11月20日～ 11月29日
　　来場者数　延べ約63,300人
イ　海住山寺ライトアップ
　　恭仁京跡・海住山寺・神童寺・岩船寺（木津川市）周辺のライトアップやアート作品
等をオンラインにより配信

　　配信期間　令和３年２月20日～２月28日
ウ　石清水八幡宮祈りのともしび
　　国宝・石清水八幡宮（八幡市）社殿と鎮守の森のライトアップ等を実施
　　開催期間　令和３年３月12日～３月14日
　　来場者数　延べ865人
　　Live配信によるアクセス数　130件
エ　ロゴスランドナイト観光事業
　　城陽市総合運動公園（ロゴスランド）において、「焚火」をテーマにしたイルミネー
　ションの配置とプロモーション動画の作成、メディア配信等を実施
オ　萬福寺ランタン
　　黄檗山萬福寺（宇治市）境内において中華風ランタンによるライトアップ等を実施
　　開催期間　令和３年３月19日～３月21日
　　来場者数　延べ約3,550人
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「もうひとつの京都」
魅力発信ラッピング事
業

（企画参事）

「もうひとつの京都」
周遊観光推進事業

（企画参事）

３　執　　行　　額 50,000,000円
　　　　　　　　　　　　　（委託料）

１　施策の趣旨等
　旅行者や地域住民が「もうひとつの京都」の魅力を一層体感できる環境整備を進め、地域
振興と観光需要の喚起を図る。

２　施策の実施状況
　「森の京都」エリアの持つ魅力を発信するため、「森の京都」をイメージしたデザインで統
一したラッピング電車の運行を開始した。

（1）　名称
　森の京都QRトレイン～ Quality and Relaxing Train～
　※「森の京都」の上質なコンテンツ（自然・食・文化）をイメージした「Quality（上質な）

and Relaxing（くつろいだ気分にさせる）」と、車内で情報発信手法として活用する
QRコードに掛けて表現

（2）　特徴
　車内の座席カバー、ポスター、つり革等にちりばめたQRコードを使って、「森の京都」
に関する様々な情報を発信

（3）　主な運行区間
　JR嵯峨野（山陰本）線　京都駅～胡麻駅間

（4）　運行期間
　令和３年３月13日から３年間（予定）

（5）　完成お披露目及び出発式
　日時　令和３年３月12日
　場所　亀岡駅

３　執　　行　　額 20,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（委託料）

１　施策の趣旨等
　「お茶の京都」エリアの周遊観光を促進し、エリア内での滞在時間の増加による観光消費
額の拡大を図る。

２　施策の実施状況
　「お茶の京都」エリアにおいて、鉄道駅を起終点として、観光地のみを繋ぐループバスを
観光シーズンに運行した。

（1）　お茶の京都　宇治やんたんライナー（宇治市・宇治田原町）
　運行期間　　　令和２年10月17日～ 12月13日の土・日・祝日（１日６往復）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

地域づくり京ファンド
設立事業

（企画参事）

京都夢実現プラン・地
域創生戦略推進事業

（総合政策課）

　主な運行経路　京阪宇治駅～黄檗公園（萬福寺）～平等院～宇治茶の郷～宗円交遊庵や
　　　　　　　　んたん
　利用実績　　　800人

（2）　お茶の京都　木津川古寺巡礼バス（木津川市）
　運行期間　　　令和２年10月17日～ 12月13日の土・日・祝日（１日６往復）
　主な運行経路　JR奈良駅～近鉄奈良駅～浄瑠璃寺～岩船寺～ JR加茂駅～岡崎（海住山
　　　　　　　　寺）
　利用実績　　　1,448人

３　執　　行　　額 13,000,000円
　　　　　　　　　　　（委託料）

１　施策の趣旨等
　地域に眠る資源である古民家等の建造物を活かした地域づくりを官民一体となって推進
し、地域課題を解決することにより持続可能な地域を実現する。

２　施策の実施状況
　古民家等の歴史的資源や遊休施設等を活用する地域の取組を支援するため、海の京都
DMO、森の京都DMO、お茶の京都DMOと府内の４金融機関等が共同で「地域づくり京ファ
ンド」を設立した。

（1）　投資対象エリア　府内全域（各DMOの事業エリアを重点対象とする）
（2）　ファンド総額　　２億円
（3）　設立日　　　　　令和３年３月29日
（4）　存続期間　　　　15年間

３　執　　行　　額 100,000,000円
　　　　　　　　　　　　（出資金）

１　施策の趣旨等
　「京都府総合計画（京都夢実現プラン）」で掲げた「将来構想」の実現に向け、概ね４年間
で取り組む「基本計画」及び「地域振興計画」並びに「京都府地域創生戦略」の総合的な推
進を図る。

２　施策の実施状況
　「京都府総合計画」及び「京都府地域創生戦略」を着実に推進するため、課題や方向性に
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京都府WITHコロナ・
POSTコロナ戦略検討
事業

（総合政策課）

府民サービス継続体制
整備事業

（情報政策課）

ついて助言を得る有識者会議を運営するとともに、府政運営の方向性が府民の皆様の意識と
かけ離れたものとなっていないかなどを点検する府民意識調査を実施した。
　京都府総合計画・地域創生戦略推進会議の開催　　　　１回
　府民意識調査の実施（郵送アンケート形式）　対象　4,900人

３　執　　行　　額 13,549,703円
                             　　　　　　　（うち委託料　7,791,811円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響の長期化が見込まれる中、府政の全ての分野について、
外部の知見を最大限に活用し、部局横断的な体制の下、WITHコロナ社会やその後のPOST
コロナ社会を見据えた戦略を策定する。

２　施策の実施状況
　外部有識者等へのヒアリングを実施するとともに、戦略策定にあたっての調査及び分析等
を実施した。

３　執　　行　　額 8,340,975円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち委託料　6,840,000円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大を防ぐため、Web会議室システムを導入するとともに、
府職員が在宅勤務においても府民サービスを継続できるようセキュリティ機器等を整備す
る。

２　施策の実施状況
（1）　Web会議室システムの導入

　感染拡大防止のため、３密を避けた会議等を実施できるWeb会議室システムを導入
　調達数　60ライセンス

（2）　在宅勤務体制の確保
　府職員が在宅で勤務できるようにするためのセキュリティ機器やモバイル端末等を導入
　調達モバイル端末数　約1,900台（既調達端末数を合わせて約2,700台配備）

３　執　　行　　額 437,866,957円
（うち委託料　330,882,736円）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
情報通信格差是正事業
（デジタル政策推進課）

文化庁京都移転促進事
業

（文化政策室）

京都学生祭典開催助成
事業

（大学政策課）

１　施策の趣旨等
　携帯電話等の移動通信に係る地域格差是正を図るため、市町村が行う携帯電話等の基地局
施設の整備に対して助成する。

２　施策の実施状況
　携帯電話不感地域解消のための移動通信用鉄塔等の基地局施設の整備に対して助成し、不
感地域を解消した。
　解消地域　南丹市（園部町法京、八木町神吉）

３　執　　行　　額 16,582,000円
                                                                  （補助金）

１　施策の趣旨等
　文化庁の京都への全面的な移転を円滑に進めるため、府・京都市・京都商工会議所等の連
携による取組等を推進する。

２　施策の実施状況
　文化庁京都移転準備実行委員会において、文化庁京都移転ロゴマークの作成等の機運醸成
活動を行った。

  
３　執　　行　　額 898,000円

                                  　　　　　　　　　　　　　　（うち負担金　700,000円）

１　施策の趣旨等                                                                
　京都の活性化を推進するため、京都に学ぶ学生たちが力を合わせ、行政、経済界、地域と
幅広く連携しながら、京都の学生文化や学生の熱気あふれる大学のまちを全国に発信する「京
都学生祭典」の開催を支援するため、第18回京都学生祭典実行委員会に対して助成する。

             　指　標　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　実　績
　京都学生祭典参加学生数　　　2,000人（令和２年度）　　　    816人

２　施策の実施状況
　産学公連携のもと、京都の学生たちが中心となり第18回京都学生祭典がリモート方式で開
催され、特設ホームページ等において約６万６千回視聴された。
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人・まち・キャンパス
連携支援事業

（大学政策課）

            

　　実施内容　　　 　　　　  　　　開　催　日　　     　　   　視聴回数
　本祭　　　　　 　　　　 令和２年10月11日　　 　　 　　　  約24,000回
　本祭前（予選等）　　　　令和２年10月１日～ 10月10日　　　約31,000
　本祭後（アーカイブ等）　令和２年10月13日～ 10月31日　　　約11,000
　　　　　　　　  
　　企画参加者                  　 　  大学      学生数
　実行委員　　　　　　　　    　 24　 　 135人
　「京炎そでふれ！」おどり手　　24　 　 681
         　　　　計 　　　　　 　　 31　 　 816

３　執　　行　　額 3,850,000円
　　　　　　　　　　　　 （補助金）

１　施策の趣旨等
　大学等が市町村及び企業・団体等と連携し、当該市町村をフィールドとして取り組む大学
等の授業や研究活動等のプロジェクトを支援することにより、府内全体をキャンパス化し、
地域や企業と結び付いた教育環境を整備する。

　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　実　績
　大学と市町村及び企業・団体との連携事業数　　20プロジェクト　　９プロジェクト

２　施策の実施状況
　大学・地域連携プロジェクトへ助成を行った。

　大学名    　  プロジェクト数　  連携市町村名　　連携企業・団体数　　  補助金
　京都大学 ２ 宮 津 市 ９　　　　　  600,000円
  伊 根 町 ４ 1,000,000
　京都文教大学 ２ 京丹後市 ４ 387,000
　  宇 治 市 ３ 250,000
　龍谷大学 ２ 京丹後市 ４ 920,000
  福知山市 １ 697,000
　京都産業大学 １ 綾 部 市 12 172,000
　関西大学 １ 八 幡 市 ２ 1,000,000
　大阪国際大学 １ 南山城村 ４ 102,000
　　 　 計 ９  43 5,128,000

  
３　執　　行　　額 5,128,000円

                                         （補助金）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　学生が安心して学業に専念できる学修環境を整備できるよう、府内の大学等が行う授業再
開に向けた感染拡大防止対策を支援する。

２　施策の実施状況
（1）　新型コロナウイルス感染症対策大学連携会議の実施

　大学連携会議実施回数　９回　　　
（2）　大学等授業再開に対する支援

　消毒液の購入等、各大学ごとの実情を踏まえた感染拡大防止対策に必要な経費に対して
助成を行った。
　助成件数　37大学等

３　執　　行　　額 37,990,000円
 　　　　　　　　　　　　　 （うち補助金　37,000,000円）

１　施策の趣旨等
　安心して学生生活を送れるよう、府内の大学等が実施する学内施設における新型コロナウ
イルス感染防止対策や、３密を避けた授業を支援する。

２　施策の実施状況
（1）　学内施設の感染拡大防止対策

　学生食堂及びクラブボックス等の感染症防止対策等に対する助成
　助成件数　34大学等

（2）　学生寮の相部屋解消のための家賃補助
　代替となる賃借部屋の家賃補助に対する助成
　助成件数　３大学等

       
３　執　　行　　額 265,138,000円

                 （補助金）

１　施策の趣旨等
　医療・社会福祉施設等において、実習生及び施設の双方が安心して実習を行えるよう、
PCR検査費用の一部支援を実施する。

新型コロナウイルス感
染症対策大学等授業再
開支援事業

（大学政策課）

大学等学生生活安心支
援事業

（大学政策課）

            

施設実習生安心確保事
業

（大学政策課）
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３ 交通対策費
（P82）

3,894,594,000
（4,804,965,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

245,632,750
JR奈良線複線
化・高速化整備
事業費

26,613,000
鉄道駅利便性向
上整備事業費

77,960,000
「もうひとつの
京都」にぎわい
回復支援事業費

14,059,750
地域公共交通支
援事業費

111,000,000
北近畿タンゴ鉄
道強靱化対策事
業費

16,000,000

3,639,242,380
（4,410,273,381）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

278,370,250
寄　附　金

5,000,000
繰　越　金

8,446,890
府　　　債

2,635,000,000
一 般 財 源

712,425,240

未来へつなぐ交通安全
推進事業

安心・安全まち
づくり推進課

JR奈良線複線化・高
速化整備事業

（交通政策課）

（ ）

２　施策の実施状況
　大学が施設実習を行う際に学生に実施するPCR検査費用の一部を助成した。
　助成件数　12大学等

　　 　　　　　　
３　執　　行　　額 13,256,000円

                                         （補助金）

１　施策の趣旨等
　交通事故で亡くなった交通巡視員の遺族からの寄附を活用し、交通事故をなくすための交
通安全教育「かなえる・かなでる」プロジェクトを展開する。

            
２　施策の実施状況
（1）　交通安全教育に係る機材等を整備

　・四輪運転シミュレーター
　・運転、歩行能力診断機         
　・交通安全教育（広報啓発用）車両

（2）　四輪運転シミュレーター等を活用し、警察や綾部市等と連携した交通安全教育を実施
　開催日　令和２年11月26日        
　場　所　あやべ日東精工アリーナ
　参加者　約50人

  
３　執　　行　　額 5,000,000円 
 （うち備品購入費　4,828,336円）

１　施策の趣旨等
　JR奈良線複線化整備に向けた取組を沿線市町と協働して実施し、沿線地域の利便性向上
による地域活性化を図る。

　指標：府域における鉄道（JR在来線）の複線延長（累計）     
　目標：94.6km（令和４年度まで）　実績：80.6km
          

２　施策の実施状況
　複線化・高速化第二期事業に係る複線化本体事業（鉄道施設設計、線増工事）及び複線化
に伴う関連事業（山城青谷駅及び六地蔵駅）の支援を行った。

３　執　　行　　額 2,229,955,000円
                                         （補助金）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

 

北近畿タンゴ鉄道支援
事業

（交通政策課）

北近畿タンゴ鉄道緊急
防災対策強化事業

（交通政策課）

鉄道駅舎バリアフリー
化設備整備事業

（交通政策課）

１　施策の趣旨等
　安心・安全・快適性を確保するための基盤部分（インフラ）を担う北近畿タンゴ鉄道株式
会社への支援を行う。

　指標：年間利用人数　 目標：200万人　 実績：106万人

２　施策の実施状況
　基盤部分（線路・電路・車両）の維持管理等に係る経費に対しての支援を行い、安全対策
の向上を図った。

３　執　　行　　額 350,714,427円
（補助金）

            
１　施策の趣旨等
　北近畿タンゴ鉄道が緊急的に実施する防災対策強化事業に対して支援し、利用者の安全及
び地域公共交通の維持・確保を図る。

            
２　施策の実施状況
　豪雨により崩壊のおそれがある箇所における法面防護工等に対して支援を行った。

   
３　執　　行　　額 151,882,890円

（補助金）

１　施策の趣旨等
　府域における交通拠点となる鉄道駅舎を対象に、バリアフリー化のための整備を行う事業
者に対して助成し、高齢者・障害者等の移動の円滑化を図る。

　指標：バリアフリー法に基づく基本方針において対象とされる駅舎のうち段差解消済の割
　　　　合　 　
　共通目標※：100％（令和７年度まで）　実績：94.3％　     
 ※鉄道駅利便性向上整備事業と共通の目標

          
２　施策の実施状況
　　   施行場所 　　　　　　　補助金 
　J R 桃 山 駅  　10,000,000円
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鉄道駅利便性向上整備
事業

（交通政策課）

生活交通ネットワーク
構築支援事業

（交通政策課）

　J R 山 崎 駅  　71,032,000
　近 鉄 伊 勢 田 駅  　51,893,000
　京阪鳥羽街道駅  　　 783,333
　J R 京 都 駅  　24,836,000

３　執　　行　　額 158,544,333円
（補助金）

            
            
１　施策の趣旨等
　鉄道駅の総合的な改善を行う事業者に対して助成し、鉄道利用旅客の利便性、安全性の向
上等を図る。

　指標：バリアフリー法に基づく基本方針において対象とされる駅舎のうち段差解消済の割
　　　　合
　共通目標※：100％（令和７年度まで）　実績：94.3％　     
　　※鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業と共通の目標

２　施策の実施状況
　　   施行場所 　　　　　　　補助金 
　J R 西 大 路 駅 　　　　   90,152,000円

   
３　執　　行　　額 90,152,000円

（補助金）

            
１　施策の趣旨等
　過疎地域等における住民の交通確保を図るとともに、便利で使いやすい生活交通ネット
ワークの構築に向け、利用者・交通事業者・市町村・府等が協働し、利用者の視点に立った
公共交通の改善を図る。

２　施策の実施状況
（1）　路線維持対策等補助事業

　生活交通バス路線及び市町村運行確保バス等に対して助成し、生活交通の維持確保を
図った。
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助金 
　路線維持対策補助金 　　100路線  371,334,000円
　車両購入費等補助金 　　  33両　　　　　　　  41,751,000

（2）　便利で使いやすい生活交通ネットワークの構築支援事業
　交通事業者や市町村等との連携のもと、生活交通対策地域協議会や市町村が開催する地
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

新モビリティサービス
推進事業

（交通政策課）

「もうひとつの京都」
にぎわい回復支援事業

（交通政策課）

「もうひとつの京都」
魅力発信ラッピング事
業

（交通政策課）

域公共交通会議などへの参画を通じて、利用促進策の検討やダイヤ、停留所、運行情報等
の交通システムの改善を進めた。

３　執　　行　　額 413,280,680円
          （うち補助金　413,085,000円）
 

１　施策の趣旨等
　MaaSによるシームレスな移動と生活交通を確保し、活力ある地域づくりを推進する。

  
２　施策の実施状況
　南山城村におけるMaaSアドバイザー養成・設置等への支援を実施し、MaaSの利用普及
を図った。           
        

３　執　　行　　額 217,800円
（補助金）

  

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響により利用者数が減少した府内公共交通の利用を促進
し、 地域のにぎわい回復を図る。

            
２　施策の実施状況
　「もうひとつの京都」の各地域の乗合バス事業者が共同して販売する周遊フリーパスの発
行を支援した。
　販売実績枚数　 4,902枚

３　執　　行　　額 18,940,250円
       （うち補助金　 17,058,250円）

１　施策の趣旨等
　旅行者や住民が「もうひとつの京都」を一層体感できる環境整備を進め、認知度向上及び
観光需要の喚起を図る。

  
２　施策の実施状況
　「もうひとつの京都」エリアを運行する路線バス10車両にラッピングを実施した。
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５ 男女共同参
画推進費
（P84）

83,274,000
（151,675,000）

81,025,351
（147,492,485）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

35,149,164
寄　附　金

500,000
諸　収　入

1,150,000
一 般 財 源

44,226,187

地域公共交通支援事業
（交通政策課）

マザーズジョブカフェ 
推進事業
（男女共同参画課）

   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   

３　執　　行　　額 25,000,000円
（委託料）

            
            
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が減少している府内公共交通の維持を図る
ため、魅力向上に繋がる車両改良や安心・安全な車内環境の確保に向けた取組を支援する。

２　施策の実施状況
（1）　乗合バス事業者への支援

　府内乗合バスに対して、事業者が実施する車内密度を上げないよう配慮した運行等の実
証事業を支援した。
　支援事業者数　９社         
　支援系統数     105系統 

（2）　京都丹後鉄道への支援 
　沿線自治体と一体となり、観光列車の車両改良や軌道修繕、利用が落ち込む運行会社へ
の支援を行った。

３　執　　行　　額 195,555,000円
（補助金）

    
１　施策の趣旨等
　再就職に向けたカウンセリング、職業紹介及び保育情報の提供等を行う「京都ジョブパー
クマザーズジョブカフェ」を運営するとともに、「北京都ジョブパークマザーズジョブカフェ」
での相談等により、子育てしながら働きたい女性やひとり親家庭の方などのニーズに応じて、
子育てと就業をワンストップで支援する。

　指標：相談者のうち、就職内定者数
　目標：1,400人　実績：1,428人

２　施策の実施状況
（1）　利用状況・就職内定者数

　延べ利用者数　　　　24,975人（１日平均 87人）
　うち延べ相談者数　   18,451
　就職内定者数　　　     1,428

（2）　ママ再就職フェア
　仕事と子育ての両立が可能な企業の出展による就職説明会を実施した。
　開 催 回 数 ７回
　出展企業数 43社
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
 
   
 
   
 
   
 
 

   

京都ウィメンズベース 
事業  
（男女共同参画課）

   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   

　来 所 者 数 190人
（3）　一時保育の実施

　京都ジョブパークマザーズジョブカフェ及び北京都ジョブパークマザーズジョブカフェ
内の保育ルームで、就職活動中保育所が決まるまでの一時保育を実施した。   
　　　　　　　　　場　所  　　　　　 延べ利用者数 
　京都ジョブパークマザーズジョブカフェ　　　　  705人 
　北京都ジョブパークマザーズジョブカフェ　　　  329

（4）　マザーズジョブカフェ巡回相談
　マザーズジョブカフェへの来所が難しい女性を対象に府内６地域で就職に関する巡回相
談を実施した。
　開 催 回 数 64回
　延べ相談者数 102人

  
３　執　　行　　額 45,060,000円 

（うち委託料　41,571,640円）

    
１　施策の趣旨等
　「輝く女性応援京都会議」のもと、京都労働局、府、京都市、経済団体が一体となって運
営する女性活躍支援拠点「京都ウィメンズベース」を中心に、企業における女性の活躍を重
点的に支援する。

　　　　　　　　　　　指　標   　　目標　　　  実績
　事業主行動計画策定企業数（従業員300人以下の企業）　　 10社 18社
　「京都モデル」ワーク・ライフ・バランス認証企業数　　　50 　　　　34

２　施策の実施状況
（1）　大学連携京都版リカレント事業

　出産・育児等により離職した女性を対象に、大学と連携したリカレント（学び直し・再
就職支援）を実施した。
　連携大学　京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部、京都精華大学
　参 加 者 ７人

（2）　女性中核人材育成研修
　企業の意思決定に参画できる役職（中核人材）への女性の登用を推進するため、研修を
実施した。
　開催回数 ７回
　参 加 者 延べ284人
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ドメスティック・バイ
オレンス対策事業
（男女共同参画課）

  
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   

（3）　一般事業主行動計画策定支援
　企業訪問による支援 249社

（4）　女性活躍・ワーク・ライフ・バランス企業応援チームによる中小企業の取組支援
　「京都モデル」ワーク・ライフ・バランス推進企業の認証を進めるため、社会保険労務
士等からなる女性活躍・ワーク・ライフ・バランス企業応援チームが中小企業を訪問し、
中小企業のニーズに合わせた相談、研修等を実施した。
　ワーク・ライフ・バランス推進宣言企業数　　　　　 　15社　　累計　 2,676社
　「京都モデル」ワーク・ライフ・バランス認証企業数　   34　  　  〃  　   491

（5）　管理職・人事担当者向け研修
　女性の部下を持つ管理職・人事担当者向けに女性活躍推進研修を実施した。
　開催回数 １回 
　参 加 者 19人

（6）　女性社員向け研修
　スキルアップや意識醸成を目的とした研修を実施した。     
　開催回数 　　　 ４回
　参 加 者 　 延べ59人

３　執　　行　　額 25,670,928円
 （うち委託料　16,020,309円）

１　施策の趣旨等
　ドメスティック・バイオレンス（DV）について、広く府民への意識啓発を行うことで、
被害者支援や防止を図る。

　指標：自立支援計画を策定し継続的に支援する者（概ね２週間以上の家庭支援総合センター
　　　　入所者）
　目標：50件　実績：125件

２　施策の実施状況
　DVに関する講座の開催やグループカウンセリング等を実施し、被害者支援や被害の未然
防止を図った。

（1）　DV一般啓発講座 
　「DVを考えるつどい」を開催し、DV根絶の気運を醸成した。
　講座数　　２回
　場　所　　フレアス舞鶴（舞鶴市）
　　　　　　久御山町役場コンベンションホール（久御山町）
　受講者　　68人

（2）　自立支援グループカウンセリング
　自立支援の一環として、DV被害者同士が体験を共有しつつ専門のカウンセラーの援助



― 50 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
 
   
 
   
 
   
 
  
   
 
   
 
   
 
   
 
  
   
 
   
 
   
  
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 

   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
 

 
   
 
   
 
   
 
   
 
  
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
  
   
 
   
 
 

 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 

京都STEM女子応援事
業
（男女共同参画課）

子育てにやさしい府庁
づくり事業
（男女共同参画課）

を受けるグループカウンセリング等を実施した。
　参加者　　延べ70人

（3）　若年層向けデートDV防止啓発講座
　中学生・高校生を対象にデートDV防止啓発講座を開催し、年代に応じた暴力を許さな
い意識づくりを進めた。
　講座数　　４回
　場　所　　府立網野高等学校、京丹後市立網野中学校（京丹後市）
 　　　　　城陽市立南城陽中学校（城陽市）、府立莵道高等学校（宇治市）
　受講者　　630人

（4）　加害者更生プログラム
　被害者支援の一環として加害者が自らの加害に気づき、加害を繰り返さないための更生
プログラムに取り組んだ。
　相談者数 延べ68人 
　グループワーク参加者 〃  ８
　相談員養成研修における新規参加者数 ４

３　執　　行　　額 4,325,700円

１　施策の趣旨等
　高校生やその保護者、教諭を対象として、京都の企業で働く女性技術者との交流等を通じ、
理系の学部や理系の仕事への関心を高め、未来の女性研究者・技術者の裾野拡大を図る。

２　施策の実施状況
　京都STEM女子応援セミナーを開催し、第一線で活躍する女性研究者の基調講演と京都の
企業で働く女性技術者や理系学部の大学生によるパネルディスカッションを実施した。
　開 催 日　令和３年１月24日
　開催場所　京都経済センター及びオンライン開催
　参加者数　40人

３　執　　行　　額 　2,374,000円
 （うち委託料　2,270,507円）

１　施策の趣旨等
　子どもや子育て中の方が利用しやすい施設・設備の整備促進のために、府庁舎における子
育てにやさしい環境整備を実施する。
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６ 青少年育成

費
（P84）

 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 

   
 
   
 
   

   
 
   
 
   

   
 
   
 
   

 
108,004,000

（429,003,000）
   

   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   
 
   

   
 
   
 
   

   
 
   
 
   

   

 
102,400,865

（415,795,088）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

15,845,148
一 般 財 源

86,555,717
   
 
   
 
 
   
 
   
 
   

   
 
   
 
   

  
 

 

脱ひきこもり支援推進
強化事業

（家庭支援課）

２　施策の実施状況
　各種免許等の申請手続等で来庁される方を対象とした保育ルームを府庁内に設置した。

３　執　　行　　額 3,594,723円
（うち工事請負費　3,530,560円）

１　施策の趣旨等
　「脱ひきこもり支援センター」を中心に、ひきこもり状態にある者の早期把握、相談、社
会適応訓練、自立までを一体的に支援するとともに、市町村での相談体制の構築を図る。
      
　指標：ひきこもり支援を受けてコミュニケーション能力や生活スキルなどが改善した人の
　　　　割合
　目標：68.0％　実績：65.2％

  　　
２　施策の実施状況
（1）　「脱ひきこもり支援センター」の運営

　設置場所　　家庭支援総合センター、福知山総合庁舎（北部サテライト）
　支援コーディネーターの配置  ５人
　臨床心理士の配置　　　　　  ３

（2）　市町村相談体制構築支援
　より身近な市町村における初期相談体制の構築に向け、市町村支援員（臨床心理士）の
配置や対応力強化のための研修を実施した。
　ひきこもり支援対応力強化研修参加者　延べ211人

（3）　ひきこもり早期支援事業
　社会的自立に向けた不登校児童生徒支援計画（アクションプラン）に基づき、「不登校・
ひきこもり対応連携組織」を設置し、教育委員会と連携して不登校生徒へ中学在籍時から
卒業後も見据えて対応する仕組みを構築した。
　また、各教育局ごとに早期支援特別班の担当を配置し、学校との連携や定期的な不登校
生徒の情報共有等、個々の状況に応じた支援を実施した。
　早期支援特別班支援件数　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　72件

（4）　ひきこもり相談・外出支援事業
　ひきこもりの長期化を防ぐため、臨床心理士等を中心とした「チーム絆」が、ひきこも
り状態にある者や家族への面接相談、訪問支援等を行った。
　また、ひきこもり状態にある者の社会参加を促進するため、個々の希望に応じた社会適
応訓練を実施する団体に対し補助するとともに、支援ネットワークの構築やひきこもり支
援情報ポータルサイトの運営により、ひきこもり状態にある者同士や支援者との交流、ネッ
ト相談等を実施した。
　さらに、ひきこもり状態にある者の自立を図るため、職親体験、ファイナンシャルプラ
ンナー等による将来設計セミナー等を実施した。
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　「チーム絆」相談件数　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 568件
　ひきこもり状態にある者のための社会参加支援事業補助金交付件数  　　21
　社会的ひきこもり支援ネットワーク連絡会議参加団体  　　　　　  　　 36団体
　ネット相談件数                                           　　 　　　　　　　　　　   72件
　職親登録事業所（民間協力事業所） 　　　　　　　　　　　　　 　　   118事業所
　職親事業参加者　　　　　　　　　                              　　　　　　　　３人
　将来設計セミナー参加者　　　 　 　             　 　　　　　　　　　　 113

３　執　　行　　額 77,708,178円
  うち報酬　 　16,386,264円
 委託料　 34,974,799

１　施策の趣旨等
　「立ち直り支援チーム」が関係機関と連携して、非行等の問題を抱える少年の立直りを支
援するため、少年一人ひとりに適した就学・就労等の寄り添い型支援プログラムを実施し、
再非行の防止を図る。
　また、地域の民間団体と協働し、少年の学習支援や相談支援を行う居場所（ユース・コミュ
ニティ）を運営することにより、非行・再非行の未然防止を図る。

２　施策の実施状況
（1）　「立ち直り支援チーム」の運営 

　設置場所　　家庭支援総合センター、福知山総合庁舎（北部サテライト）
　支援コーディネーターの配置　　　　　　６人
　臨床心理士の配置　　　　　　　　　　　１

（2）　支援人数・体験受入登録事業所数 
　寄り添い型支援人数　　　　　　　　　　40人
　家庭裁判所との連携支援人数　　　　　　46
　体験受入登録事業所数　　　　　　　　 183事業所

（3）　非行少年等立ち直り支援ネットワーク推進連絡会議
　会議開催　　１回

（4）　「ユース・コミュニティ」の運営
　設置場所　　京都市西京区、宇治市、長岡京市及び精華町
　参 加 者　　延べ1,620人

（ 　 　　　　　）
非行少年等立ち直り支
援事業

（家庭支援課）

 
   
 
   

   
 
   

   
 
   

   
 
   

   
 
   

   
 
   

   
 
   

 
   
 
   

   
 
   
 
   

   
 
   
 

  
 



― 53 ―

３　執　　行　　額 24,692,687円
  うち報酬　　13,802,400円
 委託料　  4,050,000

１　施策の趣旨等
　府及び府内市町村（京都市除く）の税業務を統合的に行うことにより、納税者の利便性向
上や業務の効率化を図るとともに、公平公正な税業務の一層の推進を図る。

　指標：徴収率　実績：98.0％
　

２　施策の実施状況
　各構成団体の滞納案件に係る徴収業務並びに法人関係税及び自動車関係税の課税業務を実
施した。

（1）　府税の滞納に係る整理状況　　　　　　　　　※延滞金・加算金除く
　移管件数       　　　　　　　 　　28,073件
　移管額             　　　　　  　　　  1,604百万円
　移管総額（繰越分含む）　　　　　 3,421
　収納額             　　　　　  　　　  1,490

（2）　法人関係税の事務共同化の取組状況　　　　　※市町村分除く
　申告書の受付調定件数　       　　 82,531件
　更正・決定、加算金決定件数   　　3,065

（3）　自動車関係税の事務共同化の取組状況        　  ※市町村分除く
　申告書等の受付件数　　      　　271,889件

　　
３　執　　行　　額 1,529,350,788円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（分担金）

１　施策の趣旨等
　府と市町村、市町村間の連携を強め、一体となった地域づくりを推進していくため、府の
施策との相乗効果を発揮し、ともに地域の課題解決に取り組む市町村の事業を支援するとと
もに、市町村間の連携や行政サービス提供体制・公共施設運営のあり方の見直し・改善に取
り組む市町村の取組を支援する。

（1）　地域づくり連携推進事業
　目標：子育て環境日本一の推進等府が重点的に取り組む施策において、府と市町村が連
　　　　携した効果的な地域づくりの推進に寄与する事業を積極的に支援

（ 　 　　　　　）

京都地方税機構分担金
（税  務  課）

   
 
   
 
   
 

 

 
  

きょうと地域連携交付
金

（自治振興課）
          　

1,529,350,788
（6,346,703,817）
決算額の財源
内訳
一 般 財 源

1,529,350,788

   
 
   
 
   
 
   
 
  

 

2,014,865,328
（2,798,858,106）
決算額の財源
内訳
繰　入　金

601,497,950
府　　　債

900,000,000

 

 
３  徴 　 税 　 費
２ 賦課徴収費

（P86）

４  市町村振興費
２ 自治振興費

（P86）

1,553,827,000
（6,406,897,000）
 

  
 

  
 

  
 

  
 

 

2,099,191,000 
（2,891,836,000）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　実績：府内市町村（京都市除く）が府の施策との相乗効果を発揮する取組を実施

（2）　市町村間連携推進事業
　指標：市町村が他の市町村と連携して行う広域的な事業を支援
　実績：22市町村等（一部事務組合・広域連合含む）、連携事業数28件

（3）　行政サービス改革推進・小規模市町村支援事業
　指標：公共施設の運営改善等、市町村における行財政コストの削減・効率化に資する事
　　　　業を支援
　実績：行政サービス提供体制の工夫を支援　　　　　８市町村
　　　　公共施設の運営改善、あり方の見直しを支援　11

　
２　施策の実施状況
（1）　地域づくり連携推進事業

　全市町村において、府が推進する重点施策分野における府と市町村の連携を強めるとと
もに効果的な地域づくりに向けた取組の推進に寄与した。
                                         　　  　　　　　  　　     件数　　　　　金　額
　子育て環境日本一の推進 　　　　　　　　　　　129件　　  624,442,000円　
　高齢者が安心して暮らせるまちづくりの促進 26  81,583,000
　ひきこもり者の社会参加の促進  ６ 15,580,000
　スポーツ交流の拡大 ９ 22,313,000
　多文化共生の推進 13  20,095,000
　地域文化の振興 17  61,753,000
　広域周遊観光の促進 31 78,735,000
　地域経済を担う産業の創出等 77 282,992,000
　防災対策の推進 65 156,825,000
　過疎地の交通移動手段の確保 14  53,045,000
　新型コロナウイルス感染症対策 21 60,084,000
　その他 42 94,211,000
　　　　　　　　計 450 1,551,658,000

（2）　市町村間連携推進事業
　市町村間で取り組む事務の共同処理による効率化、業務連携による施策効果の向上に資
する取組を支援し、府内の市町村間連携の推進に寄与した。
　９市６町１村６団体　　　　　　　 148,342,000円

（3）　行政サービス改革推進・小規模市町村支援事業
　厳しい財政状況に置かれている市町村の行政サービス提供形態の工夫による行財政コス
トの削減、効率化に資する取組を支援し、持続可能な行政サービスの提供に向けた行財政
基盤構築の推進に寄与した。
　12市６町１村                    　　　　 200,000,000円

       　

 
   
 

　

　

一 般 財 源
513,367,378
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３　執　　行　　額 1,900,000,000円
                                                      　         （交付金）  

１　施策の趣旨等
　地域住民自らが相互に協力して地域社会の諸課題の解決に取り組む地域活動が継続して実
施できるよう、周辺住民の協力が得られる環境の整備や他の活動団体や市町村、府等との連
携・協働関係の構築を支援。

　指標：地域課題の解決に取り組む活動に対する支援件数
　実績：延べ508件

２　施策の実施状況
（1）　地域交響プロジェクト交付金

　地域住民が相互に協力して課題解決に取り組む活動が継続して実施出来るよう、周囲の
環境の整備や他団体、行政との連携・協働を目指す取り組みを支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　    　　 件数　       　    金　額
　重点課題対応プログラム                                    119件　　    38,207,000円 
　　介護予防分野  （26） （6,413,000） 
　　見守り・生活支援分野 （９） （3,005,000）
　　子育て分野 （57） （22,308,000）
　　ひきこもり分野 （12） （3,349,000）
　　防災分野 （７） （2,150,000）
　　多文化共生分野 （８） （982,000） 
　基盤強化プログラム 107 37,706,000
　移住促進プログラム １ 1,363,000
　ちーびず地域の支え合い推進プログラム ４ 3,356,000
　地域協働モデル推進プログラム ６ 1,797,000
　　　　　　　計 237 82,429,000

（2）　伴走支援・基盤強化事業
　専門家による周囲との関係性構築の少人数制講座や伴走支援等により、NPO等地域活
動団体の持続性強化やさらなる府民の参画に寄与した。
ア　きょうとNPOアカデミー事業
　　非営利活動団体が自らの運営を振り返り、ステップアップのための組織基盤強化や安
定的な自主財源の確保を目指す講座を実施し、団体の持続的な事業運営やさらなる共感
の高まり、先進性・専門性の深化へとつなげた。

　　受講団体　　10団体
イ　民間力による地域力再生促進事業
　　活動の支え手との関係づくりに関心を持っている団体に対して専門家によるセミナー
を実施した。

地域交響プロジェクト
推進事業

（企画参事）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　専門家によるセミナー参加者数    　231人（205団体） 
 ウ　専門家派遣事業 
　　府政の重点課題の解決や地域で自立的に活動を行う団体に対し、専門家の派遣による
定期的なアドバイスを行い課題解決への伴走支援を実施した。

　　専門家派遣回数　　 　　50団体延べ161回 
 エ　地域協働推進事業
　　地域コミュニティが地域で抱える課題を掘り起こし、その解決方法や地域が目指すべ
き方向性を共有するため、地域に関わる多様な主体が対話する場の設置などを実施した。

　　対話の場の実施回数　  　６地域延べ11回

３　執　　行　　額  114,865,328円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （うち交付金　82,429,000円）　　 　　　　　　　　　　 　　　　　　 

１　施策の趣旨等
　適切な原子力防災対策の推進を図る。       

　目標：原子力発電所、特に40年超えとなる高浜発電所１・２号機の再稼働について、安全
性等を追求する。

　　　　また、UPZ（原子力発電所から概ね30km圏）内の市町等と合同で、令和２年７月
に改定された広域避難計画「高浜・大飯地域の緊急時対応」における感染症流行下
での防護措置等を踏まえた原子力総合防災訓練等を実施し、感染症流行下での避難
計画等の実効性の向上を図る。

　実績：地域協議会等を実施（地域協議会４回、現地調査１回、住民説明会２回 開催）
　　　　原子力総合防災訓練を実施（参加機関約20機関、約300人）

２　施策の実施状況
　高浜発電所１・２号機の再稼働について、地域協議会や住民説明会を開催し、原子力規制
委員会の審査内容（安全性に対する評価）、関西電力の安全対策等の確認を行った。
　また、原子力災害に備え、避難訓練の実施、原子力防災資機材の整備等により、原子力防
災体制の充実・強化を図った。
　原子力発電所緊急時安全対策事業
　・原子力発電所の安全性等確認
　　　　　　　　　　　　　実 施 日　　　　　　　　　内　　容
　　地域協議会　　　　令和２年11月３日　関西電力業務改善計画の確認
　　　　　　　　　　　令和２年11月22日　高浜発電所１・２号機の安全性等確認

原子力防災対策事業
（原子力防災課）

947,939,586
（1,522,045,259）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

570,986,193
繰　越　金

27,635,300
府　　　債

299,000,000
一 般 財 源

50,318,093

６  防 　 災 　 費
１ 防災総務費

（P90）

 

1,110,764,000
（1,686,399,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

144,000,000
原子力災害対策
施設整備事業費
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　　　　　　　　　　　令和２年11月27日                  　　　〃
　　　　　　　　　　　令和３年３月14日                  　　　〃
　　現地確認　　　　　令和２年11月25日                  　　　〃
　　住民説明会　　　　令和２年12月６日　高浜発電所１・２号機の安全対策、審査結果等
　　　　　　　　　　　令和２年12月12日                  　　　〃
　・原子力発電所事故時の避難訓練（図上・実動）の実施
         　        　　　     　　　  　　　  実 施 日　    　　　　　　  場　　所
　　原子力総合防災訓練（実動）　令和２年11月29日　　福知山市、舞鶴市、綾部市、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  京丹波町
　　※実動訓練前に各市町で図上訓練を実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・原子力防災資機材の整備　　　　
　・緊急時連絡網の管理運営

３　執　　行　　額 200,271,438円

                                               
１　施策の趣旨等
　原子力発電所の周辺地域住民の安全確保のため、要配慮者施設や屋内退避施設の放射線防
護工事及び資機材整備の支援を実施する。

　指標：要配慮者施設の放射線防護工事及び資機材整備の支援    
　目標：１箇所　   実績：１箇所
　

２　施策の実施状況
　原子力災害発生時に、即時避難が困難な要配慮者等が一時的に退避できる施設を確保する
ため、要配慮者施設の放射線防護工事、資機材整備に助成した。
　　  施設種別　　　　　　　　 箇所数
　養護老人ホーム　　　　　　　１箇所
　　　　　

３　執　　行　　額 343,564,590円
                                                                           （補助金）

１　施策の趣旨等
　災害時に府民一人ひとりが自らの安全を確保する行動がとれるよう、マルチハザード情報
提供システムの運用・保守を行うとともに、ハザード情報を随時更新する。

２　施策の実施状況
　府管理河川（55河川）の洪水浸水想定区域図や避難施設等のハザード情報を更新した。

原子力災害対策施設整
備事業
（原子力防災課）

マルチハザード情報活
用促進事業

（災害対策課）



― 58 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

総合防災訓練等実施事
業

（災害対策課）

    

総合防災情報システム
整備事業

（災害対策課）

避難所等緊急実態調査
事業

（災害対策課）

３　執　　行　　額 10,126,275円
　　　　　　　　　　　　　 （委託料）

１　施策の趣旨等
　防災関係機関の連携強化や防災意識の高揚を図るため、地震や水害を想定した訓練及び防
災教育を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　防災教育・啓発

　防災に関する知識・技術を体系的・実践的に修得するための出前講座を実施した。
　実施回数　　  ７回
　参 加 者　　 191人

（2）　災害ボランティアセンターの設置・運用研修
　現地災害ボランティアセンターの早期設置や活動支援を行える人材育成のための研修を
実施した。
　実施回数　　  ６回（オンライン開催含む）
　参 加 者　 　890人（オンライン参加者含む）

  　  
３　執　　行　　額 1,750,799円                               
　

１　施策の趣旨等
　災害対応力の強化を図るため、防災情報システムの機能強化を図る。

２　施策の実施状況
　多言語発信機能や備蓄物資管理機能等を追加し、機能拡充を図るとともに、サーバのクラ
ウド化による業務継続性の確保に向けた防災情報システムを整備した。
　　　  　  

３　執　　行　　額 328,248,020円　　　　
                                                                 （うち委託料　328,168,500円）

１　施策の趣旨等
　令和元年台風19号等によって、避難所の浸水や避難経路上の被災等の課題が顕在化したこ
とから、府内の避難所等の実態を緊急的に調査する。
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災害時避難行動円滑化
事業

危機管理総務課
災 害 対 策 課

危機管理センター整備
計画策定事業
（危機管理総務課）

（ ）

２　施策の実施状況
　府内の避難経路上の危険箇所、避難所の環境及び避難施設数の改善が必要との調査結果に
基づき、今後の改善策を検討した。
　　　  　  

３　執　　行　　額 27,635,300円　　　　
                                                               　　 　　　 （委託料）

１　施策の趣旨等
　災害危険度の高い地域に対応した避難訓練プログラムの開発並びに災害時声掛け人材の養
成及びタイムライン策定の研修を実施するとともに、地域で行う避難訓練の実施に必要な資
機材整備に要する経費を消防団に補助する。

　　　　　　　　指標                   　　　　　　　　目標　      　　　 実績
　避難訓練実施数　　　　　　　　　　　　　　  25地域　　　　　 ２地域
　災害時声掛け人材養成数　　　　　　　　　　 100人　　　　　  120人
　水害等避難行動タイムライン作成市町村数　　    ７市町村　　　　 ２市町

２　施策の実施状況
（1）　避難訓練プログラム教材の作成
（2）　避難訓練

　実施地域　２地域（舞鶴市京口、精華町西北）
（3）　災害時声掛け人材養成研修

　４回（京都市２回、山城地域、南丹地域各１回）、120人
（4）　水害等避難行動タイムラインのモデル作成支援

　京丹波町（町内の自主防災組織）、京丹後市（久美浜一区自治会）

３　執　　行　　額 6,868,104円　　　　
                                                             　　 （うち委託料　5,292,939円）

　                       
　

１　施策の趣旨等
　自然災害や大規模事故などのあらゆる危機事象への迅速・的確な初動と国等の応援態勢に
も対応できる常設の危機管理センター設置に向けた整備計画を策定する。

２　施策の実施状況
　外部有識者等の意見を踏まえ、基本構想を策定した。
　　  　  

３　執　　行　　額 3,900,060円　　　　
                                                             　　 （うち委託料　3,680,600円）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

２ 消防連絡調
整費
（P90）

113,946,000
（255,686,000）

避難所等新型コロナウ
イルス感染症対策事業

（災害対策課）

わがまちの消防団強化
・応援事業
（危機管理総務課）

113,258,355
（253,072,859）

決算額の財源 
内訳
国庫支出金

90,200
府　　　債

23,000,000
一 般 財 源

90,168,155

１　施策の趣旨等
　市町村が実施する避難所等における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を支援する。

２　施策の実施状況
　22市町村が実施した簡易間仕切りや大型扇風機の設置等の避難所等の新型コロナウイルス
感染症拡大防止対策に対し助成した。

３　執　　行　　額 25,575,000円　　　　
                                                               　　　  　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　消防団員の確保等、消防団が実施する取組を支援し、安心安全な地域づくりを推進する。

　指標：消防団員充足率　目標：100％　実績：89.3％ （令和３年４月１日現在） 
                                                           　　

２　施策の実施状況
（1）　消防団活動活性化支援

　消防団員の確保や活動活性化を支援し、各地域における消防団活動の充実強化を推進し
た。
ア　わがまちの消防団強化交付金
　　内　　容　消防団の自主的な取組に対する支援
　　実　　績　55消防団　　活用団員数　17,217人
イ　地域防災力総合支援事業
　　内　　容　消防団車両等の整備に対する支援
　　実　　績　３市町
ウ　消防団の裾野拡大の取組
　　内　　容　経験者・女性・大学生等への働きかけによる消防団への加入促進
　　実　　績　消防団員OBの登録　　　  　　   延べ75人
　　　　　　　大学生消防防災サークル数　　　  〃 13大学（継続13大学）
エ　京都府消防団応援の店事業
　　内　　容　府内飲食店等の登録店舗で割引サービス等を提供することにより、府内の
　　　　　　　消防団員やその家族を応援する制度の運用
　　実　　績　266店舗

（2）　消防団員確保対策
　団員募集チラシ等による消防団加入促進キャンペーンを実施した。
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７  統 計 調 査 費
２ 統　計　費

（P92）
1,220,109,000

（1,331,097,000）
国勢調査事業

（企画統計課）
1,189,628,126

（1,290,868,540）
決算額の財源 
内訳
国庫支出金

1,189,628,126

（3）　ふるさとレスキュー事業
　府内中山間地において、災害時などに消防団員等の地域住民が協力し、現地でいち早く
けが人の救助等を行う「ふるさとレスキュー」の立上げを支援した。
　　　　　取組地域　　　　　　人数
　宮島（南丹市）　　　　　　　 83人
　久美浜町二区（京丹後市）        34

３　執　　行　　額 113,258,355円
                                                             （うち補助金　112,984,411円）

１　施策の趣旨等
　人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策の基礎資料を得ることを目的として、統計法第
５条第２項の規定により、令和２年10月１日を調査日として国勢調査を実施した。

２　施策の実施状況
（1）　令和２年国勢調査の実施状況

　調査期日　令和２年10月１日午前零時現在
　調査対象　日本国内に常住するすべての者
　調査項目　氏名、男女の別、出生の年月、国籍、現住居での居住期間、５年前の住居の

所在地、在学・卒業等教育の状況、就業状態、従業地又は通学地、世帯に関
する事項等の19項目

　調査方法　・総務大臣任命の国勢調査員が調査票を配布・回収
　　　　　　・調査への回答は、調査員への提出のほか、郵送回答及びインターネット回
　　　　　　　答の三つの方法
　結果利用　衆議院小選挙区の改定、地方交付税の算出、その他学術研究・教育・企業等
　　　　　　で利用

（2）　結果公表
　・速報集計（令和３年６月15日公表）
　　人　口　2,579,921人　 （対平成27年調査比　1.2％減　30,432人減）
　　世帯数　1,188,106世帯（　　　 〃　　　　   3.1％増　35,204世帯増）

　　　　
３　執　　行　　額 1,189,628,126円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち交付金　1,149,884,722円）





― 63 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

第 3款　民 生 費

１  社 会 福 祉 費
１  社会福祉総

務費
 （P94）

38,957,279,000
（45,246,110,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

3,000,000 
京都式地域包括
ケアセカンドス
テージ事業費

38,886,547,732
（45,077,119,871）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

34,568,765,201
繰　入　金

353,279,600
府　　　債

59,000,000
一 般 財 源

3,905,502,931

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業
高 齢 者 支 援 課
地域福祉推進課
障 害 者 支 援 課（　　　　）

１　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図る。
　
　京都府介護・福祉人材確保総合事業
　指標：福祉人材の確保
　目標：7,500人（うち北部1,050人）（平成30年度～令和２年度まで）　
　実績：7,123 （うち北部1,085 ）（平成30年度～令和２年度まで）

 
２　施策の実施状況
（1）　京都府介護・福祉人材確保総合事業

　福祉人材の確保及び定着を図るための支援を行った。
ア　福祉人材育成認証システム推進事業
　　全国に先駆けた取組として、人材育成に積極的に取り組む福祉事業所を府が認証し、
公表する「きょうと福祉人材育成認証制度」を推進した。

　　宣言法人　　　　 503法人
　　認証法人　　　　 286
　　上位認証法人    　  12
イ　人材確保・定着
（ｱ）　福祉の星事業
　　福祉業界のイメージアップのため、上位認証法人の職場環境改善モデルについて積
極的に広報を行うとともに、職場の魅力発信を行い、福祉業界の見える化を推進した。

（ｲ）　介護・福祉人材プラットフォーム事業
　　関係機関・団体からなるプラットフォーム（きょうと介護・福祉ジョブネット）に
より、介護・福祉人材確保・定着に係る事業を企画・調整するとともに、情報発信等
を行った。

（ｳ）　福祉人材カフェの運営
　　福祉人材カフェにおいてきめ細やかな就業相談・支援を行うとともに、求職者支援
員の配置や福祉職場就職フェアの開催等を実施し、介護・福祉を担う人材の確保・定
着を図った。

　　福祉人材カフェ（京都ジョブパーク内）　 　 相談件数  3,543件　就職者数　573人
　　北部福祉人材カフェ（北京都ジョブパーク内）    〃　   1,677　　　  〃　　 344
　　福祉職場就職フェアの開催　　　　        　  全域　　　 　２回　地域別   　  １回
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　福祉就活サポート事業　　　　        　  　　就職者数　　21人

ウ　人材育成
　　小・中・高校生に対する職業教育プログラムや福祉職場未経験者への職場体験事業を
実施し、介護・福祉を担う人材を育成した。

　　次世代の担い手育成事業　　　  小学校４校170人、中学校１校17人
　　職場体験事業　　　  　　　　　高等学校３校112人
エ　介護・福祉人材総合支援センターの運営
　　介護福祉人材確保の拠点として、就業支援やマッチングに加え、就業後の研修や定着
支援までを一体的に実施した。

　　就業相談・マッチング事業　内定者　100人
　　再就職支援　　　　　　　　 〃 　  51
オ　介護福祉士等修学資金貸付事業・介護人材再就職準備金貸付事業等の実施
　　介護福祉士等を目指す学生への修学資金貸付制度の充実及び離職した介護人材が再就
職する際に必要となる準備金の貸付を実施した。

　　また、介護福祉士の資格を取得しようとする者に対し、実務者研修の受講に必要な資
金の貸付を実施した。

　　修学資金貸付  　　　　　 49件　
　　再就職準備金貸付      　　 11
　　実務者研修受講資金貸付　76　
カ　北部福祉人材養成システム推進事業
　　府北部地域の医療・福祉施設・行政・地域の団体等が協働して学生等を対象とした社
会福祉に関する実習やフィールドワーク等を実施。福祉や北部地域の魅力を体感するこ
とにより府北部地域での就職につなげた。　

　　参加者　92人
キ　業務効率化支援事業
　　介護サービス従事者の介護における身体的負担の軽減や業務の効率化を目的に、介護
ロボット及びICT機器の導入に係る補助金を交付した。

　　補助金交付　介護ロボット  27事業所、ICT機器  24事業所
（2）　新・地域包括ケア総合交付金事業

　京都式地域包括ケアシステムの３大プロジェクト（認知症、リハビリ、看取り）を軸と
した、地域の特性に応じた市町村の積極的な取組や、団体による府全域を対象とした人材
育成事業、団体と市町村との連携による取組に対して交付金を交付した。
　５市町村　　　　　　　　　 　   1,002,000円
　６団体　　　　　　　　　　　    9,230,000

（3）　看取りプロジェクト推進事業                                  
　「『さいごまで自分らしく生きる』を支える京都ビジョン・京都アクション」に基づき、
看取りサポート専門人材の養成や、本人の意思を尊重した在宅及び施設における看取りの
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支援等、看取り対策を推進した。
（4）　高齢者等見守り地域づくり事業

　地域の高齢者、障害者、児童等、要配慮者の見守り・生活支援を進めるため、地域の活
動団体を巻き込んだ「見守りネットワーク（絆ネット）」を構築するとともに、見守り団
体の強化・支援を実施した。
　絆ネット構築市町村　　　　　　　　     13市町  
　訪問見守りボランティア支援数　　　    592団体

３　執　　行　　額 415,164,152円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　      うち委託料　300,525,668円

 補助金　103,140,046

１　施策の趣旨等
　重度心身障害児（者）、ひとり親家庭及び重度心身障害のある高齢者の経済的負担の軽減
を図る。

２　施策の実施状況
　市町村が実施する福祉医療給付事業等に助成した。

 重度心身障害児（者）
                  　　  　京　都　市　　 京都市以外の市町村　　 　　 計
　　医 療 費 1,086,447,649円 835,066,664円 1,921,514,313円

ひとり親家庭
                  　　  　京　都　市　　 京都市以外の市町村　　 　　 計
　 　　〃  461,845,259円 375,488,666円 837,333,925円

重度心身障害老人
                  　　  　京　都　市　　 京都市以外の市町村　　 　　 計
　 　　〃 582,363,240円 463,344,134円 1,045,707,374円

３　執　　行　　額 3,848,420,220円
                                                    　　　　　　　　　　　    （うち補助金　3,848,419,300円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
（1）　生活福祉資金貸付事業

　新型コロナウイルス感染症による経済への影響に伴う休業や失業等により一時的又は継

（ 　 　　　　　）
重度心身障害児（者）
等医療給付助成事業
（医療保険政策課）

新型コロナウイルス感
染症対策事業
（地域福祉推進課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
続的に収入が減少した世帯の生活の立て直しを図るため、生活福祉資金貸付制度における
緊急小口資金等の特例貸付を実施した。（貸付原資の補助）
　補助金交付先　　京都府社会福祉協議会
　補助金交付額　　34,518,000,000円

（2）　住居確保給付金支給事業
　新型コロナウイルス感染症により経済的に困窮し、住居を失った又はそのおそれがある
者に対し、家賃相当額（生活保護の住宅扶助費上限）を支給した。
　支給期間　　　原則３箇月（状況により延長可（最長12箇月））
　新規決定件数　61件

（3）　介護福祉士養成施設等における感染予防対策支援事業
　消毒液等を一括購入し、介護福祉士養成施設等への配布を行った。
　配布先　22施設　

  　　　 
３　執　　行　　額 34,530,930,600円

　　　　　　　（うち補助金　34,518,000,000円）

１　施策の趣旨等
　子どもや子育て中の方が利用しやすい施設・設備の整備促進に当たり、市町村や民間企業
などの取組を牽引するために、府が率先して庁舎や府民利用施設における子育てにやさしい
環境整備に取り組む。

２　施策の実施状況
　広域振興局や府民利用施設において、多機能トイレや授乳室の整備など、子育てにやさし
い環境整備を実施した。
　整備箇所　            　　　83箇所
　内訳　多機能トイレ　  　40
　　　　授乳スペース　  　15
　　　　キッズスペース　  16　　他

３　執　　行　　額 91,109,760円
  　                                                        （うち工事請負費　47,012,103円）

子育てにやさしい府庁
づくり事業
国 際 課
職 員 総 務 課
府有資産活用課
企 画 参 事
府 民 総 合 案 内・
相 談 セ ン タ ー
自然環境保全課
スポーツ振興課
文化スポーツ施設課
こ ど も・ 青 少 年
総 合 対 策 室
高 齢 者 支 援 課
障 害 者 支 援 課
産業労働総務課
河 川 課
都 市 計 画 課
水 環 境 対 策 課
港 湾 企 画 課
議 会 事 務 局
社 会 教 育 課
文 化 財 保 護 課
警 察 本 部
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１　施策の趣旨等
　平成30年７月豪雨等の教訓を踏まえ、府内各地域の避難所において要支援者にきめ細かく
対応するための取組を支援する。

２　施策の実施状況
　避難所において意思疎通支援を必要とする方、その他避難所内で合理的配慮が必要な方の
ために市町村が行う備品等の整備に対して支援を行った。
　実施市町村　　４市町　　　

３　執　　行　　額 923,000円
                                                               　  （補助金） 　  

１　施策の趣旨等
　障害福祉計画に定めるサービス見込量を確保するため、施設の創設や既設事業所の大規模
修繕等に要する経費を助成し、量的整備と質の向上を図る。

　指標：共同生活援助の支給決定見込量　　目標：1,931人　　実績：1,460人

２　施策の実施状況
（1）　共同生活援助・短期入所（改築）

　設置主体　　特定非営利活動法人朔日の会
　事業所名　　共同生活ホーム　シュクレサレ精華（精華町）
　定員　　　　19人
　総事業費　　44,000,000円
　補助額　　　33,000,000

（2）　就労継続支援Ｂ型・就労移行支援（創設）
　設置主体　　社会福祉法人綾部福祉会
　事業所名　　ともの家（綾部市）
　定員　　　　40人
　総事業費　　135,982,000円
　補助額　　　  92,418,000

（3）　就労継続支援Ｂ型・生活介護（大規模修繕）
　設置主体　　社会福祉法人あみの福祉会
　事業所名　　四つ葉ハウス（京丹後市）
　定員　　　　40人
　総事業費　　32,175,000円
　補助額　　　20,827,000

（4）　共同生活援助（大規模修繕）
　設置主体　　社会福祉法人よさのうみ福祉会　

災害時要支援者コミュ
ニケーション支援事業
（障害者支援課）

障害者施設整備助成事
業

（障害者支援課）

２ 障害者福祉　　　
費
 （P96）

4,151,087,000
（24,838,093,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

250,816,000
障害者施設整備
助成事業費

104,721,000
新型コロナウイ
ルス感染症対策
費

146,095,000 

2,298,149,367
（22,342,263,736）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

2,101,859,548
繰　越　金

3,668,000
府　　　債

110,000,000
一 般 財 源

82,621,819
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　事業所名　　菜の花ホーム　ハイツゆいまーる（与謝野町）
　定員　　　　19人
　総事業費　　3,889,000円
　補助額　　　2,708,000

（5）　就労継続支援Ｂ型（創設）
　設置主体　　社会福祉法人久美の浜福祉会
　事業所名　　杜の散歩道（京丹後市）
　定員　　　　20人
　総事業費　　62,681,300円
　補助額　　　33,849,000

（6）　児童発達支援センター・放課後等デイサービス・生活介護（創設）
　設置主体　　社会福祉法人朔日
　事業所名　　児童発達支援センター　マムぐりお（八幡市）
　定員　　　　50人
　総事業費　　399,400,100円
　補助額　　　119,648,000

（7）　日中サービス支援型共同生活援助・短期入所（創設）
　設置主体　　社会福祉法人みずなぎ学園
　事業所名　　グループホームみずなぎ朝来（舞鶴市）
　定員　　　　25人
　総事業費　　414,762,000円
　補助額　　　  38,766,000

　
３　執　　行　　額 341,216,000円

               　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　   （補助金）

１　施策の趣旨等
　障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らせる共生社会を実現するため、障害
のある人の文化芸術及びスポーツ活動を推進する。

　指標：スポーツ、文化、芸術、レクリエーション活動への障害のある人の延べ参加者数
　実績：2,221人

      
２　施策の実施状況
（1）　自立型障害者アート推進事業

　「きょうと障害者文化芸術推進機構」の運営や芸術作品のアーカイブ化を行い、文化芸

障害者文化・スポーツ
振興事業

（障害者支援課）
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術活動を推進した。
　障害者文化芸術展の企画・開催　　　　　　 　　　 来場者数　2,282人
　「共生の芸術祭　DOUBLES」　　　　　　　　　　  　  〃　　     834
　とっておきの芸術祭　　　　　　　　　          　　  　  〃　　  1,643
　アートサポーター等人材育成　　　　　　　　　 　　 　　 　　　 ３回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　延べ　　　 40人受講
　アーカイブ「アートと障害のアーカイブ・京都」　　作家数　　　 15人

（2）　障害者スポーツ推進事業
　身近な施設でスポーツに親しむ障害者を増加させるため、指導員の養成や、スポーツ庁
から指定を受けたナショナルトレーニングセンター（NTC）の整備等、障害者スポーツ
の推進を図った。
　障害者スポーツ指導員養成講習会　　　参加者数  　   45人
　パラリンピック競技ナショナルトレーニングセンターパワーリフティング強化合宿等
 　                                            　　　　　参加選手数　224
　障害者スポーツ拠点NTCの備品の整備等

                                                                        
３　執　　行　　額  57,440,818円

　　　　　　　　　　　うち報酬　　13,610,588円
                                                 　 補助金　24,538,000

１　施策の趣旨等
　農福連携を軸に、障害者の就労促進や地域の人々と交流できる仕組みを構築し、障害者が
地域の担い手となる地域共生社会づくりを推進する。

２　施策の実施状況
　きょうと農福連携センターを中心に、農福連携を通じて地域社会づくりを行う事業所に対
する補助や、農産物等を販売する「マルシェ」の開催、農業技術等に係るアドバイザーの派
遣、就農促進や意欲向上のためのキャリアパス制度の運営等を行った。
　京都式農福連携補助金　　　　　　　10事業所　
　マルシェ開催　　　　　　　　　　　４回
　アドバイザー派遣　　　　　　　　　９
　チャレンジアグリ認証修了　　　　　29人

３　執　　行　　額 38,851,984円
                      　                       　　　 　　　　　　　　　　  　（うち補助金　25,516,000円）
                                                              　  

（　 　　　　　）
京都式農福連携事業
（障害者支援課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　発達障害児者に対する相談支援体制を整備するとともに、府民への発達障害に関する普及
啓発を行う。

２　施策の実施状況
（1）　発達障害者支援センター運営事業

　発達障害者支援センター「はばたき」を設置し、発達障害児者及び家族からの相談に応
じた助言等を行うとともに、関係機関と連携し、発達障害児者に対する地域の支援体制の
向上を図った。
　本人等の相談支援　　実人数　 312人　　延件数　1,214件
　相談機関への助言　　延件数　　 10件
　関係機関向け研修　　開催回数　３回　　受講人数　134人

（2）　発達障害者圏域支援センター運営事業
　府内６圏域に発達障害者圏域支援センターを設置し、発達障害児者及び家族からの日常
の相談・支援等を行うとともに、圏域内の関係機関の連携を図った。
　（丹　後）障害者生活支援センター結
　（中　丹）福知山市障害者生活支援センター青空
　（南　丹）花ノ木医療福祉センター
　（乙　訓）乙訓ひまわり園地域連携室
　（山城北）障害児（者）地域療育支援センターうぃる
　（山城南）しょうがい者生活支援センター「あん」

（3）　京都府発達障害者支援体制整備検討委員会
　発達障害の早期発見・早期療育やライフステージを通じた適切な支援が継続して行われ
るよう、医療、保健、福祉、教育、労働等の各分野が連携した総合的な支援施策の検討を
行った。

（4）　普及啓発事業
　発達障害関係団体と連携し、府民への発達障害に関する普及啓発活動を行った。
　２回　令和２年４月２日（京都市内、福知山市内）

　
３　執　　行　　額 45,030,360円 

（うち委託料　44,633,900円）
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

発達障害者支援体制整
備事業
（障害者支援課）

新型コロナウイルス感
染症対策事業
（障害者支援課）
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２　施策の実施状況
（1）　多床室の個室化改修経費支援事業

　多床室の個室化に要する改修経費を補助することで、当該施設における新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大の防止を図った。
ア　設置主体　　社会福祉法人京都太陽の園
　　事業所名　　障害者支援施設こひつじの苑舞鶴（舞鶴市）
　　定員　　　　60人
　　総事業費　　82,854,000円
　　補助額　　　61,062,000
イ　設置主体　　社会福祉法人南山城学園
　　施設名　　　障害者支援施設紡（城陽市）
　　定員　　　　37人
　　総事業費　　122,760,000円
　　補助額　　　  19,720,000

（2）　聴覚障害者に対する感染拡大防止対策支援事業
　聴覚障害者に対する遠隔手話通訳サービスの提供を行った。
　遠隔手話通訳サービス用タブレット　17台
　提供回数　　　　　　　　　　　　　50回

（3）　訪問入浴サービス強化事業
　障害者への訪問入浴サービス等を提供する際の感染症対策に係る経費を助成した。
　実施市町村　　11市町

（4）　Web環境を活用した障害者スポーツ・文化芸術の振興
　新型コロナウイルス感染拡大防止を徹底し、障害者スポーツ・文化芸術の振興を図るた
め、オンライン運動会の開催や「京都とっておきの芸術祭」のWeb公開を行った。
ア　オンライン運動会
　　７競技、投稿動画総数201本、投稿団体29団体
イ　京都とっておきの芸術祭Web公開
　　日図デザイン博物館で開催した京都とっておきの芸術祭を３D撮影し、ホームページ　
で公開した。

（5）　就労支援事業所維持確保事業
　新型コロナウイルス感染症の影響により生産活動が縮小している就労継続支援Ｂ型事業
所に対し、障害福祉サービスを継続するために必要な支援を行った。
　支援事業所数　　　　　　52事業所
　支援額　　　　　27,977,000円

（6）　障害福祉施設感染症対策促進事業
　新型コロナウイルス感染症による重症化リスクが高い利用者に対して接触を伴うサービ
スを提供している障害福祉サービス事業所等に対し、事業所等職員への慰労金の交付及び
感染拡大防止のための必要な支援を行った。
　支援事業所数　　　 　 2,687事業所
　支援額　　　  1,587,812,000円
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（7）　障害福祉分野のICT導入等支援事業

　対面での業務が多い障害福祉サービス事業所等に対し、ICT導入等の環境整備のために
必要な支援を行った。
　支援事業所数　　　 　　  27事業所
　支援額　　　　　22,991,000円

３　執　　行　　額 1,815,610,205円
  　　　　　　　　（うち補助金　1,753,451,931円）

１　施策の趣旨等
　家庭支援総合センターを中心に、市町村等関係機関と連携・協力し、配偶者から暴力を受
けた者に対する相談対応、一時保護及び自立支援等を実施する。
　
指標：自立支援計画を策定し継続的に支援する者（概ね２週間以上の家庭支援総合セン

ター入所者）
　目標：50件　実績：125件

２　施策の実施状況
（1）　相談・支援機能の強化

　家庭支援総合センター（配偶者暴力相談支援センター）において、被害者に対する適切
な処遇を行うための相談・支援を実施した。
　相談件数　　　　　　               延べ10,947件
　カウンセリング件数  　               〃   　226

（2）　一時保護、被害者の自立支援事業
　家庭支援総合センターにおける緊急一時保護や民間支援団体が運営する民間シェルター
への助成により、被害者支援の推進を図るとともに、被害者の地域生活を支援する地域生
活サポーターへの資質向上研修を実施した。
　一時保護人数　　　　　                   　 146人
　地域生活サポーター養成数          　        97

（3）　協力機関の連携・協力
　関係機関・団体からなる「DVネットワーク京都会議」を開催するとともに、同会議主
催のシンポジウム「DV加害者の心理について」を開催した。また、市町村相談員等を対
象に研修を実施し、市町村におけるDV施策の推進・連携体制を整備した。
　DVネットワーク京都会議　　    　 　     ４回
　DV被害者シンポジウム参加者数　   　   89人
　市町村相談員等研修　　　　　        　　４回

３ 婦人福祉費
 （P96）

42,095,000
(121,492,000）

39,983,305
（115,954,133）

決算額の財源
内 訳
国庫支出金

14,997,000
一 般 財 源

24,986,305

ドメスティック・バイ
オレンス対策事業    

（家庭支援課）
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３　執　　行　　額 20,856,349円
（うち報酬　10,272,662円）

 

１　施策の趣旨等
　性暴力被害者に対して総合的な支援を提供する「京都性暴力被害者ワンストップ相談支援
センター」を運営し、被害者の心身の負担軽減とその回復を図るとともに、被害の潜在化を
防止し、性暴力のない社会づくりを推進する。

２　施策の実施状況
（1）　性暴力被害者の状況に応じた支援を関係機関と連携して実施

　電話相談　　　　　　　　　  延べ1,126件
　来所相談　　　　　　　　　    〃　   83
　同行支援　　　　　　　　　    〃　   66
　公費負担による経済的支援　医療費　13　　カウンセリング　160件

（2）　性暴力被害者相談支援員のスキルアップを図るための研修
　関係機関の支援をコーディネートできる専門的な知識やスキルの向上を図るための研修
を実施した。
　性暴力被害者支援員ステップアップ講座　14回　　受講者　延べ177人

３　執　　行　　額 19,126,956円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （うち委託料　17,826,930円）

１　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図るとともに、高齢者健康福祉計画に基づく特別養護老人
ホーム等の創設及び既存施設の増改築を促進し、入居者の生活空間の量的整備と質的向上を
推進する。

２　施策の実施状況
（1）　福祉有償運送事業

　通院等の外出に支援を要する高齢者の移動手段を確保するため、事業者の車両購入経費・
保有する車両の改造経費の助成及び運転協力者の養成講習会を実施した。
　福祉車両購入等助成台数　　　 　 　 　５台
　運転協力者養成講習参加者数　　　　 120人

（2）　特別養護老人ホーム等整備事業
　特別養護老人ホーム等における入居者の居住環境向上のための施設整備事業や家族と入
居者の交流のための宿泊室等整備事業に助成し、介護基盤整備を推進した。
　設置主体　　社会福祉法人弥勒会

４ 老人福祉費
 （P96）

2,025,909,000
（39,848,682,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

101,686,000
新型コロナウイ
ルス感染症対策
費　

1,784,197,092
（39,516,083,055）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

19,813,000
繰　入　金

975,789,000
繰　越　金

1,382,000
府　　　債

376,000,000
一 般 財 源

411,213,092

京都性暴力被害者ワン
ストップ相談支援セン
ター事業

（家庭支援課）

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業
（高齢者支援課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　施設名　　　特別養護老人ホーム久御山しみずの里（久御山町）
　定員　　　　特養110人、ショート10人
　総事業費　　1,757,138,000円
　補助額　　　　377,382,000

３　執　　行　　額 382,950,240円
　                                                   　　　　　　　　　　　 　 （うち補助金　382,128,000円）
　

１　施策の趣旨等
　府民の高齢期における適切な医療を確保し、健康を守る。

２　施策の実施状況
　65歳以上70歳未満の高齢者のうち、高齢者の医療の確保に関する法律による医療等の給付
の対象とならない者を対象に、市町村が行う医療費の給付に助成した。
　　　　　　　　　 京　都　市　  　京都市以外の市町村　 　　 　計
　　医　療　費　  136,078,941円　　　257,423,712円　　　 393,502,653円

                                             
３　執　　行　　額  405,644,852円

                                                       　　　　　　　　　　　     （うち補助金　405,432,653円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
（1）　簡易陰圧装置及び換気設備の設置に係る費用を助成した。

ア　簡易陰圧装置設置経費支援　143施設
イ　換気設備設置経費支援　　　  15

（2）　介護サービス事業所等が必要なサービスを継続して提供するために必要な経費等に対　　　 
して支援した。 　

　　 41事業所

３　執　　行　　額 592,602,000円 
 （補助金）

老人医療給付助成事業
（医療保険政策課）

新型コロナウイルス感
染症対策事業
（高齢者支援課）
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１　施策の趣旨等
　後期高齢者の保険料の増加を抑制するため、保険料負担の一部を支援する。

２　施策の実施状況
　後期高齢者医療財政安定化基金を活用し、京都府後期高齢者医療広域連合に交付すること
により、保険料を抑制した。

　
３　執　　行　　額 403,000,000円 

 （補助金）

１　施策の趣旨等
　介護保険制度の円滑な運営を図る。

２　施策の実施状況
　介護保険法に基づき、市町村の介護給付及び予防給付に要する費用の一部を負担した。
　要介護認定者数　　　　　161,453人
　受給者数　　　　　　　　135,561
　給付額　　　　　230,647,039,045円

３　執　　行　　額 34,437,358,968円
                                   　　                       　　　　　　　　　　　　　  （負担金）

１　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図る。

　
２　施策の実施状況
（1）　認知症総合対策事業

ア　認知症の人とその家族を支えるため、相談体制の充実及び専門的な診断等のサービス
を充実し、医療・介護・福祉の連携体制の強化を図った。

　　認知症疾患医療センターの設置　 　　　　　　　  　８箇所
　　認知症初期集中支援チームの設置 　　　　　  　　　26市町村
　　初期認知症対応型カフェの設置　 　　　　　  　　　26
　　認知症対応力向上研修受講者数　　　　　　  　　  703人
　　高齢者あんしんサポート企業　登録数　　  　　　   166事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　養成研修受講者数     296人
イ　京都認知症総合センター機能強化事業
　　認知症の初期から重度まで、状態に応じた適時・適切なサービスを一体的に提供する

７ 介護保険推
進費
 （P98）

44,470,281,000
（46,953,647,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

1,004,666,000 
京都式地域包括
ケアセカンドス
テージ事業費

791,352,000
新型コロナウイ
ルス感染症対策
費

213,314,000　　　

42,071,403,022
（43,992,467,090）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料　　　457,980
国庫支出金

6,693,341,187
繰　入　金

823,001,748
繰　越　金

81,375,000
一 般 財 源

34,473,227,107

後期高齢者保険料低減
対策事業
（医療保険政策課）

介護給付費負担事業
（高齢者支援課）

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業
（高齢者支援課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
複合型施設「京都認知症総合センター」における医療・介護連携の枠組みの構築や、初
期支援プログラムの開発等を支援した。

ウ　日本版リンクワーカーの養成
　　支援の空白期間となっている初期認知症の方への総合的な伴走支援を行うリンクワー
カーを養成した。

　　リンクワーカー養成数　　　　　　58人
エ　認知症アクションアライアンスの推進
　　当事者ワーキンググループの設置等による認知症の方にやさしいまちづくりを推進し
た。

オ　若年性認知症対策の推進
　　就労継続できる環境の整備に向け、若年性認知症支援コーディネーターを設置すると
ともに、産業医等への理解促進のための研修を実施した。

（2）　介護予防安心住まい推進事業
　市町村が実施する要介護状態となるおそれが高い高齢者等の住宅改修事業に対して助成
した。
　８市町　50世帯

（3）　地域介護基盤整備促進事業
　地域医療介護総合確保基金を活用して、認知症グループホーム等の設置を促進し、量的
整備を行った。
ア　地域密着型サービス等整備助成事業
　　市町村の計画に基づき事業者が実施する認知症グループホーム等の整備事業に助成
し、介護基盤整備を推進した。

　　特別養護老人ホーム　　　　　　　　　　　　２箇所
　　小規模特別養護老人ホーム　　　　　　　　　２       
　　認知症高齢者グループホーム　　　　　　　　１       
　小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　　　４       
　看護小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　１
　認知症対応型デイサービスセンター　　　　　１
　地域包括支援センター　　　　　　　　　　　１

イ　施設開設準備経費等支援事業
　　開設時から安定した質の高いサービスが提供できるよう、施設の開設準備に必要な初
年度経費等に対して助成した。

　　特別養護老人ホーム　　　　　　　　　　　　５箇所
　　小規模特別養護老人ホーム　　　　　　　　　２
　　養護老人ホーム　　　　　　　　　　　　　　１　
　　介護医療院　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　認知症高齢者グループホーム　　　　　　　　１
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　　小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　　　３
　　看護小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　１
　　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　　６
　　訪問看護ステーション　　　　　　　　　　　１

（4）　京都地域包括ケア推進機構の事業展開
　京都地域包括ケア推進機構において、多職種による在宅療養支援プロジェクト、看取り
対策プロジェクト、認知症総合対策推進プロジェクト等５つの事業推進プロジェクトを実
施するとともに、各保健所に地域包括ケア推進ネットを設置し、プロジェクトを実施する
市町村及び地域団体等に対し支援を行った。

（5）　介護・医療連携ケア推進事業
　医療職と介護職の相互連携に必要な専門知識等に関する研修を実施した。
　受講者数   医療的研修　　　　　　　　　　　 320人
　　　　　　指導看護師養成研修　　　　　　       30

（6）　在宅療養あんしん病院登録システム推進強化事業
　在宅で療養する高齢者がいつでも必要な時に安心して適切な医療サービスを利用できる
よう、空床情報の公開によるスムーズな入院を支援するなど、在宅療養あんしん病院登録
システムを強化するとともに、医療・介護・福祉の関係者が連携した在宅医療をチームで
支える取組を推進した。
　在宅療養あんしん病院指定数　 　135病院
　登録者数　　　　　　　　　   15,333人

（7）　在宅療養サポート強化事業
　在宅療養者が病状増悪時等に安心して在宅療養生活が送れるよう、地区医師会や医療機
関が連携した拠点の運営や在宅チームの活動を支援した。

３　執　　行　　額  969,404,773円
　　　　　　　　　　　うち委託料      66,924,073円

                                                 　 補助金　871,228,614

１　施策の趣旨等
　市町村が介護保険事業計画に基づく自立支援・重度化防止を推進できるよう支援する。

２　施策の実施状況
　全市町村の介護給付費や認定者の有病状況等の基礎分析を行うとともに、データ分析に基
づく計画策定に係る研修会等を実施した。
　開催数　　　　５回

３　執　　行　　額 12,643,299円
（うち委託料　9,460,000円）

（ 　 　　　　　）
健康長寿・データヘル
ス推進事業
（高齢者支援課）



― 79 ―

― 78 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

4,232,299,018
（10,909,756,407）

3,841,473,108
（10,302,208,416）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

1,043,353,895
寄　附　金

1,000,000
繰　入　金

24,107,563
一 般 財 源

2,773,011,650

新型コロナウイルス感
染症対策事業

（高齢者支援課）

子育てにやさしいまち
づくり事業

（総合政策課）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
（1）　介護サービス事業所等において感染症対策を徹底するために必要な経費を支援した。

　支援事業所数　　　延べ　7,303事業所　
　支援額　　　　　3,284,775,000円

（2）　新型コロナウイルス感染症による重症化リスクが高い利用者に対して接触を伴うサービ        
スを提供している介護サービス事業所等職員に対し、慰労金を支給した。　
　支給職員数　　　　　　 61,555人　
　支給額　　　　　3,277,020,000円

（3）　介護サービス事業所等に対するマスク等の衛生用品の備蓄・配布を行った。
　サージカルマスク　　2,600,000枚
　フェイスシールド　　     80,000

　３　執　　行　　額 6,651,995,982円
                                                        （うち補助金　6,561,795,000円）

１　施策の趣旨等
　安心して子どもを産み育て、子どもが健やかに育つことができるよう、地域全体で子育て
しやすいまちづくりを進めるため、子育てに適した住環境や、親子が集い、子どもが安心し
て遊べる公園・広場等の居場所づくり等、子育てにやさしいまちづくりを総合的に行う市町
村に対して交付金を交付する。

２　施策の実施状況
　子育てにやさしいまちづくりに取り組む市町村をハード・ソフト両面から包括的に支援し
た。
　子育てにやさしいまちづくりモデル事業交付金　４地域
　（宮津市、亀岡市、八幡市、与謝野町）

 
３　執　　行　　額 86,889,000円

                                                    　   　　　     （交付金）

２  児 童 福 祉 費
１ 児童福祉総　　　

務費
 （P100）
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１　施策の趣旨等
　子育てに係る経済的負担を軽減し、子育てを社会全体で支援する。

２　施策の実施状況
　中学校卒業までの子どもを対象に、市町村が実施する子育て支援医療給付事業に対して助
成した。
                  　  　京　都　市　    京都市以外の市町村　 　　  計
　医  療  費　    995,628,602円　　1,054,815,174円　　2,050,443,776円

                                                    
３　執　　行　　額 2,071,315,482円

                                                     　　　　　    （うち補助金　2,071,262,000円）

１　施策の趣旨等
　急増・困難化する児童虐待に迅速かつ的確に対応するため、関係機関と連携を図り、未然
防止、早期発見・早期対応、再発防止に至るまで、一貫した施策を総合的に推進する。

２　施策の実施状況
（1）　未然防止

　心理カウンセラー、医師、保健師等による相談・支援を行うとともに、児童虐待防止ネッ
トワーク会議を通じた関係機関との連携強化や市町村への虐待防止アドバイザーの派遣等
を実施した。
　心理カウンセラー等による相談・支援　　 　延べ 98人
　虐待防止アドバイザーの派遣　　　　　　　    　 13市町

（2）　早期発見・早期対応
　児童相談所への児童虐待対応協力員及び児童虐待・DV連携推進員の配置、法的対応を
行うための弁護士の招へいを実施するとともに、相談援助を行う児童家庭支援センターの
運営費を助成し、地域における相談体制を充実した。
　児童虐待対応協力員の配置　　　　　　　　　 　 15人
　児童虐待・DV連携推進員の配置　　　　　　　　３　
　弁護士への依頼件数　　　　　　　　　　 　   　129件
　児童家庭支援センター相談人数　　　　　 延べ2,134人

（3）　再発防止
　家庭支援総合センターや児童相談所に精神科医を配置し、保護者へのカウンセリングを
実施した。
　精神科医による保護者カウンセリング　　  　　 103件

（4）　市町村との連携強化
　市町村（要保護児童対策地域協議会）職員の保護者対応等、児童虐待に関する専門的な
対応力・技術力の強化を図った。
　要保護児童対策調整機関の調整担当者研修参加者数　　19人

京都子育て支援医療助
成事業
（医療保険政策課）

児童虐待総合対策事業
こども・青少年
総 合 対 策 室
家 庭 支 援 課（ ）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
３　執　　行　　額 122,183,448円

                                                      うち報酬　　37,135,841円    
                                                          補助金　31,030,946     

１　施策の趣旨等
　令和元年９月策定の子育て環境日本一推進戦略に基づき、オール京都体制で「子育てにや
さしい社会づくり」の実現に向けた取組を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　子育てにやさしい風土づくり

ア　子育てにやさしい風土づくり推進事業
（ｱ）　関係団体と連携した地域サミットの開催
　　「社会全体で子育てを見守り支える」という気運を醸成するため、各地域において、
府民参加型のシンポジウムやワークショップ等を開催した。

　　開催回数　23回
（ｲ）　地域の子育て環境充実度 ｢見える化｣ ツールの開発
　　地域の子育て環境の充実度を ｢見える化｣ するためのツールのパイロット版を開発
した。

（ｳ）　子連れ世帯の外出・移動支援モデル事業
　　府内の商店街や企業の店舗を「きょうと子育て応援施設」と位置づけ、子ども同伴
での外出を応援する取組を実施した。

　　実施店舗　76店舗
イ　京都若者ライフデザイン推進事業
　　若者（大学生や企業の若手社員）が人生設計を考えるきっかけづくりのため、ワーク
ショップや仕事と子育てを両立している家庭との交流等、体験的に学ぶプログラムを実
施した。

　　ワークショップ開催数　　　　　　延べ12校・団体
　　ワークショップ受講者数　　　　　  　222人
　　仕事と育児の両立体験事業参加企業数　19社
ウ　その他
（ｱ）　「出会いは京都」きょうと婚活応援センター事業
　　「きょうと婚活応援センター」を活動拠点とし、婚活マスターや婚活支援団体、民
間企業等と連携し、結婚の希望を持つ独身者の支援を行うとともに、団体会員制度と
登録結婚支援団体制度を通じて、事業所や団体への支援を行った。

　　本会員登録者数　　　  1,046人
　　団体会員数　　　　　 　106社

（　 　　　　　）
子育て環境日本一推進
戦略事業

こども・青少年
総 合 対 策 室
  

（ ）
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　　婚活マスター登録数　  　 32人
　　登録結婚支援団体　　　   ５団体

（ｲ）　京都で育む子育て応援パスポート事業
　　子育て家庭・妊産婦の方が様々な特典を受けられる「きょうと子育て応援パスポー
ト」のさらなる利便性の向上や普及促進のため、同パスポートのスマートフォンアプ
リ「まもっぷ」をリニューアルした。

　　「まもっぷ」利用登録者数　累計98,876人
（ｳ）　少子化対策推進事業
　　府子育て支援審議会幼保連携型認定こども園審査部会を開催し、同認定こども園　　　　　　
の設置に係る審査を行った。

　　開催回数　２回
（2）　子育てしやすい地域・まちづくり

ア　保育人材等総合確保対策事業
（ｱ）　保育士修学資金等貸付事業
　　保育士資格取得のための修学資金、潜在保育士の再就職時の就職準備金、保育料等
の負担軽減のための貸付、保育補助者の雇上費の貸付を実施した。

　　保育士修学資金貸付　　　　　　　　　　 　　 　　　　　  48件
　　潜在保育士の再就職準備金貸付　         　　　　　 　　　　 14
　　未就学児をもつ保育士に対する保育所復帰支援に係る貸付　 34　
　　保育補助者雇上支援に係る貸付　                   　　　　　      ２

（ｲ）　保育士等の確保・養成対策事業
・働き続けられる保育職場づくり事業
職位や役割、昇進に必要な研修・資格等を盛り込んだ、京都式キャリアパスの普

及のため、研修ハンドブックを保育士に配布するとともに、キャリアパス導入や園
内活動中の事故防止等に関するアドバイザー派遣を実施した。

アドバイザー派遣巡回件数　28件　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・保育の魅力発信キャンペーン事業
保育団体等と合同で、学生や潜在保育士等に向けて保育の魅力を伝えるため、
SNS等を活用した広報活動や、特設Webサイトを活用した、府内の保育所等の情
報やイベント情報等の発信を行った。

（ｳ）　保育士・保育所マッチング支援事業
　　京都府保育人材マッチング支援センターにおいて、保育士の就職相談、職業紹介、
定着支援のほか求人開拓などを実施し、保育人材の安定的確保・定着を図った。

　　京都府保育人材マッチング支援センターにおけるマッチング数　　     17人
　　離職保育士バンク登録人数　　　　　　　　　　　　　　　　   累計302

（ｴ）　働き方改善アドバイザー派遣事業
　　保育士等の就業継続支援のため、時間単位年休制度の導入など職場環境の改善を支
援するアドバイザー派遣を実施した。

　　アドバイザー派遣園数　８園
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（ｵ）　保育事務等ICT化推進事業
　　市町村が実施する保育士の負担軽減を図るために必要な業務のICT化を支援した。
　　実施市町村　３市町

（ｶ）　病児保育促進事業
　　市町村が実施する病児保育の施設整備費や運営費を助成した。
　　実施市町村　18市町

（ｷ）　園外活動等重大事故予防対策事業
　　認可保育施設及び認可外保育施設を対象に、園外活動時における交通安全対策等の
事故防止に係る研修を実施するとともに、アドバイザー派遣を実施した。

　　研修受講者数　　　 　 334人
　　アドバイザー派遣園数　22園　　

（ｸ）　認可外保育施設等の質確保・向上支援事業
　　認可外保育施設における保育士の負担軽減を図るために必要なICT化を支援すると
ともに、認可外保育施設の質の向上のための巡回支援指導を実施した。

　　ICT化支援施設数　　　５施設
　　巡回施設数　　　  　　40

イ　その他
　　第３子以降保育料無償化事業
　　子育て世帯の経済的負担感を軽減するため、市町村が実施する３人目以降の幼児　　　　　　
教育・保育料無償化事業に対して助成を行った。

　　補助対象　　全市町村
　　負担割合　　（保育料無償化分）府１／２、市１／２
　　　　　　　　（副食費分）府１／４、市３／４
　　交付額　　　 246,299,000円

３　執　　行　　額 589,790,647円
　　　　　　　　　　　　　　　（うち補助金　500,834,444円）

１　施策の趣旨等
　すべての子どもが生まれ育つ環境に左右されることなく、その将来に夢や希望を持って成
長していけるよう、施策を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　きょうとこどもの城づくり事業

　子どもたちが自分の家のように安心して過ごせる場所を作り、育ちや学びをサポートす
る総合的な支援を実施した。

子どもの未来を守る事
業

（家庭支援課）
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ア　ひとり親家庭等のこどもの居場所づくり事業
（ｱ）　夏休み等短期型
　　夏休み等長期休暇期間中の生活習慣の確立及び学習等の支援を行った。
　　実施箇所　４箇所　　参加世帯　  46世帯

（ｲ）　通年型
　　年間を通じ、居場所を開設し、生活習慣の確立及び学習等の支援を行った。
　　実施箇所　25箇所　　参加世帯　302世帯

（ｳ）　親の学び直し等の支援
　　こどもの居場所を活用し、ひとり親への生活相談及び学習等の支援を行った。
　　実施箇所　２箇所　　参加世帯　  34世帯

イ　きょうと子ども食堂開設・運営支援事業
　　無償又は低価格で食事を提供し、様々な課題を抱える子どもとその保護者の居場所や
その他の福祉施策につなぐ入口となる子ども食堂の開設・運営を支援した。

　　実施箇所　46箇所
ウ　子どもの未来づくりサポーター活動支援事業
　　若い世代が主体となった子どもの貧困対策に係る取組を支援した。
　　実施箇所　３箇所
エ　きょうとフードセンター事業
　　食材提供者と子ども食堂等食材受給者とのマッチングを実施した。
　　実施件数　64件

（2）　施設等入所児童社会生活自立支援事業
ア　就業定着支援事業　
　　児童養護施設等と連携し、入所中から退所後まで切れ目のない支援を実施した。
　　進路相談人数　３人　　研修実施回数　19回
イ　施設退所者居場所運営事業
　　児童養護施設退所児童の居場所の運営と併せて生活相談等の寄り添い型支援を実施し
た。

　　交流事業参加退所者数　延べ61人
ウ　施設等入所児童社会生活自立支援貸付事業
　　保護者の援助が期待できない児童養護施設等入所者及び退所者が、安定した生活基盤
を築くことができるよう、資格取得及び家賃等生活に要する資金貸付を実施した。

　　貸付件数　50件
エ　社会的養護自立支援事業
　　措置解除後も引き続き支援が必要な者に対し、22歳の年度末まで居住支援、生活費支
援を実施した。

　　支援対象者数　４人
   
３　執　　行　　額 131,826,774円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（うち委託料　109,012,902円）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　発達障害児に対する切れ目のない支援体制を構築し、安心して子育てできる環境を整備す
る。

２　施策の実施状況
（1）　発達障害児支援拠点相談体制強化事業

　発達障害児に対し、医療・福祉・相談をトータルパッケージで提供できる支援拠点とし
て北部、中部の専門医療機関に相談員を配置し、身近な地域での相談体制を強化した。
　北部：府立舞鶴こども療育センター
　中部：花ノ木医療福祉センター
　南部：発達障害者支援センターこども相談室

（2）　発達障害診療体制拡充業務
　発達障害に係る初診待機期間の短縮に向けて、診断ができる医師を養成するため、若手
の小児科医師を対象として、府立こども発達支援センターの医師の指導の下、実習や診察
補助等の研修を実施した。

（3）　南部地域における発達障害児の専門医療あり方検討会
　 「府立こども発達支援センター」を核とした発達障害に係る専門医療機能の確保等につ
いて検討するため、検討会を設置・開催した。

（4）　その他
　早期発見された幼児の保護者に対する指導助言等、市町村が行う事後支援への助成等を
行った。

                                                          　
３　執　　行　　額  61,797,636円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（うち委託料　52,607,563円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

　　  
２　施策の実施状況
（1）　保育や地域の子育て支援充実事業

　小学校の臨時休業等に伴い追加で生じる放課後児童クラブ運営費等に対する助成を行っ
た。
　実施市町村　　　　　　　　23市町村

（2）　保育所等の感染拡大防止対策
　市町村が実施する保育所等の継続的な運営に必要となる衛生用品や感染防止のための備

発達障害者支援体制整
備事業
（障害者支援課）

新型コロナウイルス感
染症対策事業

こども・青少年
総 合 対 策 室
家 庭 支 援 課（ ）
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品の購入等に対し支援を行った。
　実施市町村　　　　　　　　25市町村

（3）　児童養護施設等の感染拡大防止対策
　感染発生時の個室対応に要する機器等を購入し、各児童養護施設等へ貸与した。
　次亜塩素酸空間除菌脱臭機　10台

（4）　児童養護施設等へのインターネット環境整備
　児童養護施設等や里親家庭で育つ児童の学習機会を確保するため、インターネット環　　 　
境整備やパソコン等の機器購入費を助成した。
　児童養護施設等　  　　　　 ７施設
　里親・ファミリーホーム　   ９世帯

（5）　児童養護施設等の業務継続支援
　児童養護施設等において、感染症対策の徹底を図りながら業務を継続していくための経
費に対する助成を行った。
　児童養護施設等　  　　　　 ９施設
　里親・ファミリーホーム　   ６世帯

（6）　こどもの城づくり臨時対策支援事業
　「きょうと子ども食堂」や「ひとり親家庭のこどもの居場所」の再開に向けた感染症　　　 
対策に係る設備購入等に対して支援を行った。
　子ども食堂　　　　　　　　30箇所
　こどもの居場所　　　　　　21    

（7）　こどもの城づくり特別支援事業
　ひとり親家庭等の子どもの受け皿となる子ども食堂・こどもの居場所において、感染　　 　
対策を講じて実施した年末年始の催しに対する支援を行った。
　子ども食堂　　　　　　　　17箇所
　こどもの居場所　　　　　　20

（8）　児童虐待防止強化対策検討事業
　児童虐待等の発生予防等の取組を推進・強化していくため、有識者からの意見聴取によ
る検討会を開催した。
　開催回数　　　　　　　　　２回

３　執　　行　　額 777,670,121円
  　                                                    （うち補助金　760,789,000円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
　新型コロナウイルス感染症拡大による保育所等の臨時休園に伴う保育料の日割り減免に要

新型コロナウイルス感
染症対策事業

こども・青少年
総 合 対 策 室（ ）

143,537,000
（22,217,618,843）
決算額の財源
内訳
一 般 財 源

143,537,000

143,537,000
（22,314,867,000）

２ 児童措置費
 （P102）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
する経費を支援した。
　実施市町村　16市町　　

                                     
３　執　　行　　額 143,537,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）　

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
（1）　低所得のひとり親家庭への臨時特別給付金

　低所得のひとり親家庭の子育て負担の増加や収入の減少に対する支援を行うため、臨時
特別給付金を支給した。
　支給世帯数　基本給付　  1,018世帯
　　　　　　　追加給付　　 555    

（2）　ひとり親家庭等に対する学習支援
　ひとり親家庭等の子どもの学習支援のため、児童扶養手当受給世帯の児童等に対し、京
都府新型コロナウイルス感染症対策応援基金を活用し図書カードを配布した。
　配布枚数　26,072枚

（3）　ひとり親家庭相談支援体制強化事業
　就労環境の変化等による生活不安に対応するため、年末年始期間中の夜間・休日にも相
談時間を拡大するとともに、心理的なアプローチが可能なカウンセラーを新たに配置し、　　　　
ひとり親家庭に対する相談体制を強化した。

                                     
３　執　　行　　額 313,518,150円

　　　　　　　　　　　　（うち扶助費　295,260,000円）

新型コロナウイルス感
染症対策事業

（家庭支援課）

313,518,150
（1,371,843,057）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

171,576,000
繰　入　金

130,360,000
一 般 財 源

11,582,150

329,892,000
（1,403,910,000）

３ 母子福祉費
 （P102）
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円 円

第 4款　衛 生 費

1  公 衆 衛 生 費
１ 公衆衛生総　　　  

務費
 （P106）

3,195,099,506
（5,308,726,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

44,247,975
新型コロナウイ
ルス感染症対策
費

2,930,102,597
（4,939,844,853）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

1,509,245,836
寄　附　金

59,690,616
繰　入　金

67,009,047
繰　越　金

82,960,100
諸　収　入

7,412,386
一 般 財 源

1,203,784,612

子育て環境日本一推進
戦略事業

こども・青少年
総 合 対 策 室

難病対策総合推進事業
（健康対策課）

（ ）
１　施策の趣旨等
　令和元年９月策定の子育て環境日本一推進戦略に基づき、オール京都体制で「子育てにや
さしい社会づくり」の実現に向けた取組を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　子育てにやさしい風土づくり

　学校と連携した妊娠・出産に係る啓発事業
　小・中・高等学校等に対して、産婦人科医や助産師を派遣し、子どもが医学的知見に基
づく妊娠及び出産に関する知識を学ぶ機会を提供し、啓発を行った。
　派遣小学校数　 20校
　派遣中学校数　 10
　派遣高等学校数  3

（2）　子育てしやすい地域・まちづくり
ア　不妊治療給付等事業
　　一般不妊治療（保険適用治療、人工授精、不育症治療）及び特定不妊治療（体外受精 
・顕微授精等）において初回治療への上乗せ助成、通院交通費に対する助成等を実施し
たほか、国の制度拡充に伴って、助成額の増額や所得制限の撤廃を行い、更なる患者負
担の軽減を図った。

　　治療費助成件数　　 6,484件
　　通院交通費助成件数　108
イ　多胎妊婦健康診査支援事業
　　市町村が実施する多胎妊婦への追加健診費用を補助する事業に対し、助成を行った。
　　実施市町村　18市町村

３　執　　行　　額 346,729,150円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち補助金 　 70,610,100円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　扶助費　269,626,765
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　施策の趣旨等
　難病医療法の施行に伴う医療費助成制度の運営をはじめ、難病医療提供体制の整備、難病
患者の療養生活支援、多領域の難病に対応できる相談支援体制等の強化を図る。

（ 　 　　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
（1）　医療費助成制度の運営

　指定難病についての治療研究事業を推進し、指定難病患者の医療費負担の軽減を図った。
　助成額　　1,687,184,052円

（2）　医療提供体制整備
　難病医療法の施行に伴い、新たに設けられた難病指定医を養成するため、必要な研修カ
リキュラム等を策定し、難病指定医を養成した。
　難病指定医登録数　  累計1,091人

（3）　療養生活支援
ア　在宅難病患者に対する療養支援
　　難病対策地域協議会の設置等により、地域での包括的な療養生活を推進した。
イ　在宅重症難病患者に対する支援
　　在宅難病患者等に意思伝達装置等の療養生活機器を貸し出し、難病患者の生活の質の
向上を図った。

　　貸出件数　　　　　   48件
ウ　在宅重症難病患者等入院受入体制整備事業
　　介護者の疾病等により在宅療養が困難になった重症患者の一時的な入院を受け入れ、
重症患者や介護者の負担軽減を図った。

　　受入件数　　　　　   47件
（4）　相談支援

　難病相談・支援センターにおいて、相談員、専門医による相談を実施し、日常生活の悩
みや不安等の解消を図った。

                                                            
３　執　　行　　額 1,754,689,334円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　   （うち扶助費　1,687,184,052円）
                        
                                          
１　施策の趣旨等
　京都府歯と口の健康づくり推進条例の規定により策定した京都府歯と口の健康づくり基本
計画（第２次）に基づき、8020運動を推進するなど、口腔保健支援センターを核として、乳
幼児期、学齢期、成人期、高齢期などライフステージに応じた歯科保健の普及・啓発を図る。

　指標：12歳児一人平均むし歯数　　目標：0.5以下（令和５年）　　実績：0.55

２　施策の実施状況
（1）　むし歯予防対策事業

　幼児・小学生を対象とした、むし歯予防に優れた効果を発揮するフッ化物の塗布・洗口

歯と口の健康づくり事
業

（健康対策課）
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による予防事業を実施する市町村に対して助成し、市町村における歯の健康づくり対策の
充実を図った。
　実施市町村　　  　 14市町
　実 施 人 数　　29,007人

（2）　地域歯科保健推進事業
　歯周病予防・歯周疾患に対する府民の意識向上のための普及・啓発を行うとともに、歯
周病に罹患しやすく歯の健康を損ねやすい障害（児）者、要介護高齢者等を対象に歯周病の
予防を図った。
ア　京都歯と口の健康づくり推進協議会（京都8020運動推進協議会）の開催
　　条例に基づく京都府歯と口の健康づくり基本計画の推進、進行管理及び見直しのため、
意見聴取を行った。

イ　歯科保健指導事業
　　看護師及び養護教諭等地域保健活動従事者向け歯科保健研修会を開催した。
　　開催回数　　 　 　 12回
　　受講者数　　　  1,453人、156事業所

（3）　歯科専門職人材育成研修事業
ア　災害時歯科保健医療活動研修
　　災害時における歯科口腔保健のための活動が実施できる人材育成や実施体制の整備等
を推進するための研修会を開催した。

　　受講者数　　　　　41人
イ　歯科専門職向け糖尿病重症化予防研修
　　歯周病と糖尿病の双方の重症化予防のため、歯科専門職が糖尿病重症化予防に関する
理解を深め、他職種連携を推進するための研修会を開催した。

　　受講者数　　　　　91人
（4）　障害者等歯科健診・指導事業

　歯科医師・歯科衛生士による健診・保健指導を実施し、障害者等の口腔状態の改善を図っ
た。
　施　設　数　　　31施設
　健診実施人数　　 633人

（5）　在宅要介護者口腔支援体制整備事業
　在宅歯科医療の充実のための人材育成及び訪問歯科診療を支援する体制の強化を図っ
た。

                                                                 
３　執　　行　　額 20,883,019円

                                                       　うち委託料 　 4,309,223円
                                                       　　　補助金　15,189,796

                                                                     

１　施策の趣旨等                                           
　京都府がん対策推進条例に基づき、がん検診受診率の向上をはじめ、がん教育の推進、相

（ 　 　　　　　）
がん対策総合推進事業

（健康対策課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
談支援の強化、がん医療提供体制の充実など、総合的ながん対策の推進を図る。

　指標：がん検診受診率　目標：50％　実績：胃がん　　38.7％　乳がん　　44.3％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    肺がん　　43.9％　子宮がん　38.9％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大腸がん　39.8％
                                          　　　　　　　　  （出典：令和元年度国民生活基礎調査）

　
２　施策の実施状況
（1）　がん対策府民運動の展開

　京都府がん対策推進府民会議運営事業
　行政、各種団体、がん患者等の関係者が一体となりがん対策を推進するため、がん撲滅
に向け様々な府民運動を推進する府民会議の取組を進め、気運醸成を図った。

（2）　がんの予防と早期発見
ア　100万人がん検診推進運動事業
　　啓発強化月間を設定し、民間団体及びNPOと協働して啓発イベント等を行い、がん
検診の重要性を集中的にPRした。

イ　がん検診推進加速化事業
　　がん検診受診率向上のため、市町村が休日に実施する総合がん検診に係る費用に対す
る一部助成や、コンビニを検診会場とするモデル事業を実施した。

　　休日総合がん検診助成市町村数　６市町
ウ　生命のがん教育推進プロジェクト事業
　　医療従事者とがん経験者による教育実践チームが、学校・企業等に出向き、がんの予
防や検診受診の啓発を行う授業等を実施した。

　　実施校数　　　　　　39校
エ　受動喫煙防止対策推進事業
　　改正健康増進法の周知啓発のため、保健所等において周知チラシやステッカーの配付
等を実施した。

オ　胃がん予防事業
　　胃がんの原因の一つとされているピロリ菌の検査を実施するとともに、除菌治療費を
助成した。

　　検査等人数　　　  7,369人
（3）　医療体制の充実・強化

ア　がん診療連携拠点病院機能強化事業
　　がん医療に従事する医師等の研修、がん患者及び家族等への相談支援、がんに関する
各種情報の収集・提供等の事業を実施し、地域におけるがん診療連携の円滑な実施を図
るとともに、質の高いがん医療提供体制の確立を推進した。

イ　がん登録推進事業
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　　がん患者の診断・治療内容等のデータを登録し、がんの治療状況を把握した。
ウ　がん緩和ケア推進事業
　　医療従事者等を対象にがん緩和ケア研修を実施した。
　　受講者数　 119人（医師87人、その他32人）
エ　在宅がん医療推進事業
　　がん患者が住み慣れた地域において、がんと診断された時からの切れ目のない緩和ケ
ア及び最新のがん医療に即したフォローアップを受けられる体制の構築を目指し、医療
機関を対象に研修を実施した。

　　受講者数　　51人
（4）　相談支援体制の充実

ア　京都府がん総合相談センター運営事業
　　相談件数　 882人
イ　がん患者生殖機能温存療法助成事業
　　小児・AYA世代（思春期・若者）がん患者の生殖機能温存療法に要する費用の一部　
を助成した。

　　助成人数　　27人
                                                          
３　執　　行　　額 238,708,936円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （うち補助金　145,352,228円）
                         
                                       
１　施策の趣旨等
　民間企業や関係団体と連携して健康づくりの取組を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　糖尿病重症化予防対策事業

　糖尿病重症化予防の保健指導に従事する専門職不足解消のため、府医師会、府栄養士会
が実施する研修会を支援し、人材育成と人材登録を実施した。
　人材育成研修会受講者　　　　309人
　地域保健指導人材の登録者　　124

（2）　きょうと健康づくり実践企業認証制度事業
　働き盛り世代の検診受診率の向上や健康づくりを推進するため、がん検診や健康づくり
活動に取り組む府内企業を、きょうと健康づくり実践企業として認証した。
　認証企業　　　　　60社

３　執　　行　　額 5,030,885円
                                                      　うち委託料　1,102,985円
　                                                          補助金　3,800,000（ 　 　　　　　）

健康長寿・データヘル
ス推進事業

（健康対策課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
（1）　不妊治療給付等事業

　新型コロナウイルス感染防止の観点から一定期間治療を延期した場合の年齢要件を緩和
し、経済的負担の軽減を図った。
　助成件数　　 76件

（2）　安心・安全な妊婦出産確保事業
　妊産婦が安心して出産・育児に臨むことができるよう、出産前妊婦のPCR検査費用助成
等を実施した。
　助成件数　2,033件 

（3）　乳児個別健康診査支援事業
　市町村が実施する乳児後期健康診査の集団健診から個別健診への切り替えに要する経費
を助成した。
　実施市町村　 ４市町

（4）　医療資材コントロールセンター事業
　Ｎ95マスク等の医療資材を一括調達し、医師会等団体や医療機関への配布を行った。
　資材配布数
　　Ｎ95マスク　　　　　 242,490枚
　　医療用ガウン 344,133
　　サージカルマスク 4,552,018
　　手袋 5,513,100
　　消毒用エタノール 　　　76,590リットル
　　防護服　　　　　　　　 7,965枚
　　フェイスシールド 296,228
　　ヘアキャップ 170,350

（5）　社会福祉施設等の感染拡大防止対策事業
ア　消毒液等を一括購入し、各施設等への配布を行った。
　　介護施設等　　　 　延べ　7,739施設
　　障害者支援施設等　   〃 　1,681
　　児童福祉施設等　　   〃 　　181
イ　施設等の消毒・洗浄に係る経費を支援した。
　　介護施設等　15施設

３　執　　行　　額 564,061,273円

新型コロナウイルス感
染症対策事業
こ ど も・ 青 少 年
総 合 対 策 室
健康福祉総務課
高 齢 者 支 援 課
障 害 者 支 援 課
家 庭 支 援 課
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１　施策の趣旨等
　ウイルス性肝炎（B型・C型）の検査体制を整備して早期発見を図るとともに、医療費を
公費負担し、患者の負担軽減を図る。

２　施策の実施状況
（1）　肝炎コーディネーターの養成

　看護師、薬剤師、行政職員などを対象に肝炎コーディネーターの養成を行った。
　認定者数　　    35人

（2）　肝炎ウイルス検査等強化事業
　保健所や医療機関において無料で肝炎検査を実施した。
　検査人数　　  465人

（3）　肝がん・重度肝硬変患者の入院医療費助成事業
　B型・C型肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変の患者に対して、入院医療費の
助成を行った。
　助成人数　　　６人

（4）　医療費助成事業
　B型・C型肝炎のインターフェロン治療費及びインターフェロンフリー治療費等を公費
負担し、医療費の負担軽減を図った。
　助成人数　　 308人

（5）　重症化予防事業
　府及び市町村が実施した肝炎ウイルス検査で陽性となった者に対して、医療機関への受
診勧奨及び検査費用の助成を行った。
　助成人数　　   58人

（6）　肝疾患相談センターの運営
　肝疾患診療連携拠点病院である府立医科大学附属病院及び京都大学医学部附属病院にお
いて肝疾患相談センターを運営し、肝炎患者支援の充実を図った。
　相談件数　　   85件

                                                                
３　執　　行　　額 127,480,840円

                                                      　　　　　　　　　　　      （うち扶助費　112,247,532円）
                           
                                           
１　施策の趣旨等
　新型インフルエンザ等の感染拡大を防止するため、患者発生時の体制整備の充実を図る。

２　施策の実施状況
（1）　防護服等資機材の整備

　各保健所に防護服をはじめとした資機材を配備するほか、検査機器の点検・整備等によ
り、患者発生時に即応できる体制の充実を図った。

肝炎対策事業
（健康対策課）

新型インフルエンザ対
策事業

（健康対策課）

３ 予　防　費
 （P108）

5,200,617,388
（5,543,489,388）

4,516,816,271
（4,601,150,901）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

3,994,290,994
繰　入　金

16,800,000
繰　越　金

4,950,022
一 般 財 源

500,775,255
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（2）　医療体制の整備

　医療関係者等を対象として、感染症に関する研修会及び会議を開催し、情報共有を図っ
た。

（3）　抗インフルエンザウイルス薬の更新
　備蓄している抗インフルエンザウイルス薬のうち、使用期限を迎えるものについて更新
を行った。
　タミフルカプセル　　43,620人分
　イナビル　　　　　　43,620

３　執　　行　　額 172,473,638円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
（1）　新型コロナウイルスワクチン接種体制の確保

　ワクチン保冷容器の整備 155個
　アドレナリン注射調達 3,000本
　医療従事者等からの優先接種相談対応件数 727件
　医療従事者向け予診票作成業務 39,948
　パンフレット作成 6,000部
　京都新型コロナワクチン相談センター対応件数 705件

（2）　高齢者入所施設等従事者へのPCR検査等実施
　検査数　361施設、16,180人

（3）　障害者・障害児入所施設等従事者へのPCR検査等実施
　検査数　  34施設、　2,018人

（4）　医療提供体制の確保
ア　帰国者・接触者外来医療機関等の医療資機材購入に対する支援
　　帰国者・接触者外来及び入院受入医療機関に対し、医療資機材の購入費を補助した。
　　補助件数　　      　    72医療機関
　　助成額   　  723,355,000円
イ　宿泊療養施設の整備・運営
　　軽症者等が滞在療養するための民間ホテル等の借上げ及び整備、運営を行った。
　　確保室数         　　  826室
　　療養者数       　     1,934人

新型コロナウイルス感
染症対策事業
ワクチン接種対策室
高 齢 者 支 援 課
障 害 者 支 援 課
健 康 対 策 課（　　　　）
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ウ　入院費用等に対する支援
　　入院患者の自己負担相当分を公費負担した。
　　助成額    　　58,959,498円
エ　自宅療養者に対する支援
　　パルスオキシメーター等の貸与や食料品・生活必需品の配送を行い、安心して自宅療
養できる環境を整備した。

　　発送実績
　　健康管理機器    延べ608台
　　生活支援物品      〃 644セット

（5）　検査体制の確保
ア　京都検査センターの運営
　　PCR検査検体を採取し、迅速に検査機関に繋げる仕組みを構築し、運営した。
　　設置箇所数　      　    ６箇所
　　検査件数　　　　  2,995件
イ　検査キット・試薬等の購入
　　行政検査に必要な検査試薬等を購入した。
ウ　PCR検査費用に対する支援
　　PCR検査の保険適用に伴う自己負担相当分を公費負担した。
　　助成額   　  193,594,484円  
エ　抗原検査の検査キット備蓄
　　感染ピーク時に活用するため、抗原検査キットを備蓄した。
　　備蓄数　　　　 　 2,000セット

（6）　その他
ア　抗体検査の活用による感染状況の把握
　　府立医科大学と連携した抗体検査により、感染状況の把握や防護策の評価を実施した。
イ　きょうと新型コロナ医療相談センターの運営
　　休日・夜間や、かかりつけ医がいない場合などの受診・検査等に関する相談に24時間
体制で対応した。

　　相談件数　　　   35,207件
ウ　LINEによるパーソナルサポート  　
　　府民一人ひとりに応じた健康情報を提供した。
　　登録者数  　　　170,682件
エ　スマートフォンアプリ「こことろ」の運用
　　店舗や集客施設等の利用者から陽性者が確認された場合にアプリの登録情報からより
多くの接触者を捕捉できるよう整備し、運用した。

　　登録者数    　  　 30,054件（令和３年３月31日時点）
オ　施設内感染専門サポートチームの派遣　
　　医療機関、社会福祉施設等で集団感染が疑われた場合に、早期に適切な感染防止策を
講じるため、専門家を派遣した。

　　派遣実績      　    　　81回
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
カ　対策本部会議及び専門家会議の開催
　　新型コロナウイルス感染症対策に係る方針を決定するため、専門家等の意見を聴取す
る会議を開催した。

　　開催数              　　   48回

３　執　　行　　額  4,216,861,793円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち使用料　1,331,305,933円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　扶助費　1,292,838,929

１　施策の趣旨等                                                                
　京都府自殺対策に関する条例及び京都府自殺対策推進計画に基づき、自殺ストップセン
ターを核として、関係機関との連携により、総合的な自殺対策を推進する。
　　
　指標：府内の自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）　実績：13.7

 
２　施策の実施状況
（1）　相談事業

　精神保健福祉総合センター内に設置している自殺ストップセンターにおいて、府民の
様々な悩みについて相談を行った。
　相談件数　　　　　　　  　　　　延べ1,609件

（2）　広報・啓発促進事業
　SNS等を活用して自殺ストップセンターやLINE相談等の広報を行った。
　自死遺族を対象とした相談窓口や分かち合いの会等の情報を掲載したパンフレットを作
成し、保健所・市町村・警察署・大学・民間団体相談窓口等へ配布した。

（3）　対応力向上支援事業
　事業所等や小・中・高等学校への臨床心理士等の派遣、ゲートキーパー養成研修等を対
面講義やオンラインで実施した。
　職場のメンタルヘルス向上支援事業　　　６回
　小・中・高校生に対する自殺予防教育　　12  
　ゲートキーパー養成研修　　　　　　　　３  

（4）　地域活動強化事業
　市町村が実施する普及啓発や相談会の開催、民間団体が実施する電話相談、自死遺族支
援事業に助成するなど、地域で自殺対策に取り組む体制を強化した。
　18市町村・７団体

                                                

（  　 　　　　　）
４ 精神保健費

 （P108）
103,206,000

（309,668,000）
89,704,274

（291,411,062）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

66,460,690
一 般 財 源

23,243,584

自殺防止総合対策事業
地域福祉推進課
学 校 教 育 課（ 　 ）
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３　執　　行　　額 68,612,899円
　　                                                    うち報酬　　14,787,899円

                                                             補助金　35,407,000

１　施策の趣旨等                                                                
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

　　
２　施策の実施状況
（1）　相談事業

　新型コロナウイルス感染症に起因するこころの悩みが原因となる自殺を防止するため、
LINEを活用した相談を行った。
　相談件数　　延べ　653件

（2）　精神科医療提供体制確保事業
　集団感染発生時の精神科医療の提供体制を確保するため、DPAT隊派遣に必要な医療資
材の確保等を実施した。

                                                                             
３　執　　行　　額 21,091,375円

　　                                                   　（うち委託料　17,276,500円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
　保健環境研究所や保健所における検査体制強化のため、等温遺伝子増幅装置やリアルタイ
ムPCR等の整備を行った。

３　執　　行　　額 22,813,967円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（備品購入費）

１　施策の趣旨等
　市町村と協働してレジ袋に頼らない社会の実現を目指すとともに、プラスチックごみ全体
の３Rに向け、総合的・重点的な取組を進める。

            

（　 　　　　　）

５ 保健環境研
究所費
 （P110）

２  環 境 衛 生 費
３ 環境衛生指

導費
（P112）

 

24,000,000
（877,607,000）

60,431,000
（1,627,064,000）

22,813,967
（672,705,429）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

22,813,000
一 般 財 源

967

56,432,251
（1,571,743,530）
決算額の財源
内訳

新型コロナウイルス感
染症対策事業

地域福祉推進課
障害者支援課

新型コロナウイルス感
染症対策事業
（健康福祉総務課）

プラスチックスマート
きょうと推進事業
（循環型社会推進課）

（　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
　京都府レジ袋削減促進事業         
　市町村等が参画する協議会等で取り組む地域資源を活用したレジ袋削減事業の支援を実施
した。           
　補助件数　21件

３　執　　行　　額 2,030,920円
（うち補助金　2,010,000円）

１　施策の趣旨等
　災害廃棄物の迅速・円滑な処理のため、市町村に対して災害廃棄物処理計画策定の支援を
実施する。

２　施策の実施状況
　災害廃棄物処理に関する専門的知見を有するアドバイザーを市町村へ派遣し、市町村にお
ける各地域の実情に応じた災害廃棄物処理計画の策定を支援した。
　計画策定市町村数　12市町村（うち令和２年度　３市町村）     

３　執　　行　　額 903,870円 
（うち委託料　902,000円）

１　施策の趣旨等
　海岸漂着物の回収・処理及び海ごみ発生抑制に係る啓発事業を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　回収・処理事業

　市町村名　　　　　　　海　岸　数　　　　 回収・処理量
　舞 鶴 市　　　　　　　 　  ３海岸　　　　　　 52.4トン
　宮 津 市　　　　　　　　　２ ８.0
　京丹後市　　　　　　　　　21 213.6 
　与謝野町　　　　　　　　　１ 7.3 
　伊 根 町　　　　　　　　　４ 7.1 
　　 計　　　　　　　　　　 31 288.4 

使用料及び手数
料　　　903,870
国庫支出金

38,849,000
繰　入　金

2,030,920
一 般 財 源

14,648,461

災害廃棄物処理計画策 
定支援事業
（循環型社会推進課）

海岸漂着物地域対策推
進事業 
（循環型社会推進課）
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（2）　発生抑制事業
　市町村名　　　　　　 啓 発 人 数
　亀 岡 市　　　　　   　   　 50人
　京丹後市　　　　　 　　20,100

３　執　　行　　額 32,783,121円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （うち補助金　31,456,000円）

１　施策の趣旨等
　将来にわたる安心・安全な上下水道サービスの供給体制を築くため、京都水道グランドデ
ザイン等に基づく市町村の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　「京都府水道施設に関する意見聴取会議」を設置し、京都水道グランドデザインの取組状
況の確認や評価を行うとともに、府内水道事業の持続可能なあり方等に向けた意見聴取を実
施した。
　市町村水道事業の経営状況等の将来見通しについてシミュレーションを実施し、施設の共
同設置・共同利用や事務の広域的処理の効果について検討した。

３　執　　行　　額 19,714,340円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　（うち委託料　19,377,600円）

１　施策の趣旨等
　公衆浴場の経営基盤の安定化や活性化等、業界全体の振興に向けた支援を展開する。

２　施策の実施状況
　府内公衆浴場の経営安定化に向けた意識改革及び経営改善のため、京都府公衆浴場業生活　　
衛生同業組合が実施する経営モデル構築の一助とする事業に対して助成した。

（1）　公衆浴場経営者が財務戦略や集客戦略等を学ぶ勉強会の開催　　３回
（2）　公衆浴場の経営状況等の実情を把握するため、実地調査を実施　４施設

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）

きょうと上下水道未来
づくり総合対策事業

（公営企画課）

公衆浴場経営安定・活
性化支援事業

（生活衛生課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

１　施策の趣旨等
　住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるよう、急性期から回復期、維持・生活期ま
で継続した総合的なリハビリテーション提供体制を整備する。

　　　
２　施策の実施状況
（1）　地域リハビリコーディネート事業

　地域リハビリ支援センターにコーディネーターを配置し、地域包括支援センター等に対
する助言、リハビリ従事者への訪問指導、リハビリサービス窓口担当者との事例検討会等
を実施した。
　リハビリサービスの助言　          　  334件
　リハビリ従事者への訪問指導　　　  369回
　事例検討会参加者数　　　　　　  　662人

（2）　リハビリ人材確保育成事業
　理学療法士等養成施設の在学者に修学資金を貸与するとともに、就業フェアや研修会を
開催するなど、人材の確保・育成を図った。                                     
　修学資金貸与人数　　　　　　　　　60人
　就業フェア参加者数　　　　　　  　 49
　研修会受講者数　　　　　      延べ1,263

（3）　リハビリ医等養成事業
　回復期、維持・生活期のリハビリを担う、リハ医、リハ専門職の養成及び府内定着を推
進するため、研修会等を実施するとともに、府立医大のリハ医学教室の運営を支援した。
　座学研修会参加者数　　　　　 延べ251人（２回）
　実践セミナー　　　　　　　     　　17課目

（4）　訪問リハビリ事業所等整備促進事業
　在宅療養者が訪問リハビリサービスを受けられる環境を整備するため、事業所開設に要
する経費を助成した。
　２事業所

（5）　先端的リハビリ推進事業
　府立医科大学附属病院内に開設した「ロボットリハビリテーションセンター」による、
先端的リハビリロボットの臨床研究や普及及び介護ロボット等の普及・啓発を行った。

（6）　北部リハビリテーション推進事業
　北部リハビリテーション支援センターにおいて、丹後・中丹地域のリハビリテーション
の充実のため在宅リハビリテーション研修等の取組を実施した。

３  保 健 所 費
１ 保 健 所 費

 （P112）
86,020,000

（2,434,924,000）
82,169,138

（2,354,402,332）
決算額の財源
内訳
繰　入　金

80,135,596
一 般 財 源

2,033,542

総合リハビリテーショ
ン充実事業

リハビリテーション
支 援 セ ン タ ー

 

（ ）
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３　執　　行　　額  82,169,138円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委託料　21,754,409円

                                                        うち補助金　31,965,000
                                                        　　貸付金　25,380,000

１　施策の趣旨等
　適切な原子力防災対策の推進を図る。

２　施策の実施状況
　舞鶴赤十字病院と放射線検査施設の保守管理に係る協定に基づき、緊急時に対応できる体
制を確保した。

３　執　　行　　額 16,306,002円
                                                      　　　　　　　　　　　　 　  （うち委託料　7,013,600円）

１　施策の趣旨等
　適切な原子力防災対策の推進を図る。

２　施策の実施状況
　原子力災害時の医療活動の拠点となる病院施設の維持管理や備蓄医薬品の更新を行うな
ど、緊急時の被ばく医療体制を確保した。

３　執　　行　　額 1,499,049円
　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　　　      　

１　施策の趣旨等
　医師の確保が困難な地域等における医療体制を確保するため、病・学・公が協働、連携し、
総合的な医師確保対策の充実・強化を図る。

２　施策の実施状況
（1）　地域医療支援センターの運営

　府内の大学、医療機関、医療関係団体等が連携して地域医療支援センターを設置し、若
手医師への研修や医学生向けのガイドブック等広報・情報発信を行い、医師確保を図った。

（2）　若手医師の確保・育成
　医師確保困難地域の専攻医及び専攻医を配置する施設を支援し、技術向上及び研修環境
の改善を図った。
　補助対象病院　　　　　12病院

（ 　 　　　　　）
４  医 　 薬 　 費
１ 医薬総務費

 （P114）

２ 医　務　費
 （P114）

19,592,000
（1,445,340,000）

54,572,929,000
（57,667,450,000）

16,306,002
（1,409,722,778）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

16,302,838
一 般 財 源

3,164

49,986,527,296
（53,013,564,813）
決算額の財源
内訳
国庫支出金  　　

49,016,602,207
繰　入　金      

724,883,154
府　　　債

30,000,000
一 般 財 源

215,041,935

原子力防災対策事業
（医  療  課）

原子力防災対策事業
（医  療  課）

総合医師確保対策事業
（医  療  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（3）　中堅医師の確保・育成

　医師確保困難地域に勤務する医師の研修・研究活動を助成し、技能向上及び研修環境の
改善を図った。
　補助対象病院　　　　　８病院

（4）　地域医療支援センター京都大学ブランチ事業
　京都大学における地域医療の推進拠点として、地域医療に貢献する人材を育成するため、
地域医療セミナー等を実施した。
　セミナー等参加人数　   68人

（5）　地域医療確保奨学金等貸付事業
　医師確保が困難な地域にある病院で医師として勤務する意志を有する者に奨学資金等を
貸与し、地域医療を担う若手医師を育成した。
　貸与人数　　　　　　　58人

（6）　大学院生学費免除事業
　中丹以北の医療機関で勤務実績がある医師の大学院進学の学費を免除し、若手医師の
キャリア形成を支援した。
　免除人数　　　　　　　25人

（7）　地域医療を担う人材の育成
　府立医科大学「総合医療・医学教育学講座」において地域医療の教育を進めるとともに、
医学生等を対象に府北部の病院が制作した地域課題のビデオ等を通じて、将来の地域医療
を担う人材の育成を図った。
　実習参加者数　　　　 112人

（8）　産科医等確保支援事業
　産科医に手当を支給する医療機関に助成することにより、地域の産科医療の確保を図っ
た。
　分娩取扱手当     　     　51病院　　
　産科後期研修医手当　　２
　新生児担当医手当　　　２

（9）　女性医師等就労支援事業
　医療機関が実施する女性医師等の復職研修や短時間勤務の導入、宿日直の免除等の取組
に対して助成し、離職防止や再就業を支援するとともに、京都府医師会館に開設した「子
育て支援サポートセンター」により、子育てしながら働く医師を支援した。
　支援した病院数　　　　20病院 　　　

（10）  北部地域医療人材育成事業
　北部地域における若手医師の定着・育成を図るため、北部医療センターに設置されてい
る人材育成センターが実施する北部の公的病院による合同研修等を支援した。
　合同研修　　　　　　　３回　
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（11）  北部地域等在宅医療確保対策事業
　医療機関が新たに受け入れた在宅医療や地域医療を担う医師への研修を支援した。
　支援した病院数　　　　１病院

                                             
３　執　　行　　額 364,384,555円

うち補助金　238,296,640円
            貸付金　109,800,000

１　施策の趣旨等
　在宅医療を担う医療機関に対し、より質の高い在宅医療を提供するために必要な医療機器
の整備等の支援を行い、在宅医療の推進を図る。

２　施策の実施状況
（1）　在宅医療に取り組む医療機関に対し、必要な医療機器の整備等を支援した。

　補助対象医療機関　　　171医療機関
（2）　在宅医療の充実を図るため、訪問看護ステーションの新設及び人員増に対し支援した。

　新設施設数　　６施設
　人員増施設数　46

（3）　地域特性に応じた在宅医療を推進するための拠点づくり及びその核となる人材養成を支
援した。

３　執　　行　　額 133,725,000円
                                                              　　　　   （補助金）

１　施策の趣旨等
　在宅医療機能の充実と病床機能の強化に向け、ハード整備と人材育成確保等のソフト事業
をパッケージで支援する。

２　施策の実施状況
　医療機関の病床機能強化に必要となる施設・設備整備、人材養成等に係る経費及び病床機
能強化に併せて行う在宅医療提供の実施に必要な経費を補助することにより、病床転換を支
援した。
　実施数　　９病院

３　執　　行　　額 153,002,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （補助金）　　

（ 　 　　　　　）
在宅医療推進基盤整備
事業

（医  療  課）

地域医療機能強化特別
事業

（医  療  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　患者の療養環境等の充実を図るため、医療施設・設備等の整備に対して助成する。

２　施策の実施状況
　スプリンクラー等整備　１医療機関
　耐震整備　　　　　　　２
　医療機器整備　　　　　８

３　執　　行　　額 444,791,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （補助金）

１　施策の趣旨等
　子どもから高齢者まで、すべての年代の府民の救急医療相談に応じられる体制づくりのた
め、「救急安心センターきょうと（＃7119）」を開設し、従来からの小児救急電話（＃8000）
と連携した相談対応の充実を図る。　

２　施策の実施状況
　救急安心センター事業　　　　相談件数　 9,964件
　小児救急医療電話相談事業  　　　〃　　 13,419

３　執　　行　　額 28,785,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち委託料　15,785,000円

                                                    　 　　負担金　13,000,000

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

 ２　施策の実施状況
（1）　受入病院の施設・設備の整備に対する支援

　新型コロナウイルス感染症患者の受入のための動線の確保や高度医療機器の整備等に  
対する支援を行い、医療機関の受入体制の確保を図った。
 33病院 2,817,019,000円

（2）　入院患者受入のための病床確保等に対する支援
　入院受入医療機関の病床確保等に要する経費を助成し、新型コロナウイルス感染症患者

（   　　　　　）

医療施設設備整備助成
事業

（医  療  課）

救急・医療ほっとライ
ン事業

（医  療  課）

新型コロナウイルス感
染症対策事業

（医  療  課）



― １05 ―

― １04 ―

の受入病床の確保を図った。
 58病院 26,038,093,000円
（3）　入院医療コントロールセンターの運営　

　新型コロナウイルス感染症患者の受入先の調整を行う入院医療コントロールセンターの
運営や患者搬送を行った。

                                       　調整数　5,430件 搬送件数　66件  25,199,885円
（4）　医療従事者等に対する支援

　新型コロナウイルス感染症患者に対応する医療従事者等に対する特殊勤務手当や宿泊費
用に対する支援を行った。

 69病院 494,807,000円
（5）　周産期医療体制緊急強化事業

　周産期母子医療センターの施設・整備に対する支援により、新型コロナウイルス感染症
に感染した妊産婦及び出生児を受け入れる体制を確保した。

 17病院 201,490,000円
（6）　医療機関資金確保緊急支援事業

　新型コロナウイルス感染症の影響により経営が悪化した病院を支援するため、運転資 
金の融資を受けた際の金利に対して助成を行った。
 27病院 9,540,321円

（7）　救急病院等の院内感染防止対策
　救急病院等の院内感染防止対策に要する費用を助成し、医療体制の確保を図った。
 4,540病院 8,380,365,047円

（8）　医療従事者慰労金の支給
　府内に勤務する全ての医療従事者等に対し慰労金を支給するとともに、受入医療機関の
医療従事者等に対し、応援金を支給した。
 92,049人  10,812,750,239円

（9）　看護師等の養成支援
　看護師養成施設等における、新型コロナウイルス感染症による実習中止の代替となる
学内演習等の体制整備を支援し、国家試験受験資格に必要な単位修得のための教育体制        
を確保した。
 15校  72,876,200円

（10）  施設実習生安心確保事業費
　医療・社会福祉施設等において、実習生及び施設の双方が安心して実習を行えるよう、
PCR検査費用の一部を支援した。
 167件  8,200,000円

３　執　　行　　額 48,860,340,692円
                                           　　　　　　　（うち補助金　48,730,439,645円）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　高齢化が急速に進む北部地域において、地域包括ケアを着実に推進するため、看護師確保
対策の一層の充実を図る。

２　施策の実施状況
（1）　北部地域病院実習受入拡大の支援

　北部病院看護師の実習指導者講習会受講支援　　　　　　　１病院１人
　南部地域看護師等学校養成所学生の北部地域臨地実習支援　　６校74
　看護師等修学資金北部特別枠の設置　　　　　　　　　　　貸与者７

（2）　京都府看護師等確保対策推進協議会等の開催　　　　　　 　   　   ２回

３　執　　行　　額 12,660,037円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （うち報酬　4,147,200円）  

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

２　施策の実施状況
　新型コロナウイルス感染症流行下においても、対策を徹底し、看護師等養成所の学生の実
習受入を実施した医療機関に対して助成を行った。
　助成数　63病院　

３　執　　行　　額 12,064,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　府民、特に小・中・高校生や大学生等の若年層の薬物乱用ゼロを目指し、行政・PTA・
業界団体・民間団体等との協力・連携の下、薬物乱用防止対策を総合的に推進するとともに、
京都府薬物の濫用の防止に関する条例に基づき、規制強化を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　若年層向け体験型薬物乱用防止対策の実施

　高校生を対象にした模擬裁判やシンポジウムの開催により、高校生自らが薬物乱用につ
いて考え、発信する機会を創出し、効果的な啓発を実施した。

24,724,037
（796,495,237）

決算額の財源
内訳
繰　入　金

11,077,756
一 般 財 源

13,646,281

304,055,207
（355,279,576）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

284,436,000
一 般 財 源

19,619,207

32,246,000
（815,659,000）

307,867,000
（362,870,000）

北部地域看護師確保対
策事業

（医  療  課）

新型コロナウイルス感
染症対策事業

（医  療  課）

薬物乱用ゼロ推進事業
（薬  務  課）

３ 保健師等指
導管理費
 （P116）

４ 薬　務　費
 （P116）
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（2）　薬物乱用防止対策推進事業
ア　教員に対する薬物乱用防止教育推進に係る研修の実施（Web開催）　   １回
イ　小・中・高校生への薬物乱用防止教室のモデル作成及び講師養成　 1,519人
ウ　PTA、青少年団体、業界団体等オール京都体制による予防啓発運動の推進
　　きょうと薬物乱用防止行動府民会議の設置　       　　　  参画団体　 158団体

（3）　薬物再乱用防止事業
　薬物依存症からの回復支援を行っている医療機関や民間支援団体等と連携し、本人やそ
の家族に対する回復支援の推進を図った。

  
３　執　　行　　額 12,842,309円

                                                         　　　　　　　　　　　      （うち委託料　7,272,706円）

１　施策の趣旨等
　ベンチャー企業、中小企業や大学等による医薬品、医療機器、化粧品等の研究開発から許
認可取得、実用化に至るまで、切れ目のない寄り添い方支援を実施するため、「薬事支援セ
ンター」を保健環境研究所内に開設し、安心・安全な医薬品や医療機器等の創出を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　薬事支援センターの開設　令和２年４月
（2）　薬事支援相談事業

ア　薬機法に関する規制を乗り越えるために必要な相談の実施　　71件
イ　薬事支援専門アドバイザーの登録　分野別に４人
ウ　公益社団法人京都高度技術研究所、公益財団法人京都産業21等の既存のネットワーク
と共同で支援体制を構築

（3）　薬事支援情報発信事業
ア　セミナー開催等
（ｱ）　薬事支援セミナー（Web配信等）　 　　 ３回　延べ約1,200人  
（ｲ）　新型コロナPCRオンラインセミナー  　 １ 　18人  
（ｳ）　新型コロナ病原体等運搬技術講習会　　１ 　37   
イ　異業種交流会の開催　　　　　　　　　　１ 　48社参加
ウ　医療機器開発支援リーフレット作成　　 500部

 
３　執　　行　　額 7,862,898円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な対策を講じることにより、府民生活
の安心の確保を図る。

安心医薬品・医療機器
等創出支援事業

（薬  務  課）

新型コロナウイルス感
染症対策事業

（薬  務  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
（1）　検査体制確保事業　

　検査機関、医療機関が実施するPCR検査機器等の整備に対して助成を行った。
　行政検査機関　１機関
　医療機関　       20
　衛生検査所        6      

（2）　薬局の業務継続支援事業
　勤務薬剤師が新型コロナウイルス感染症に感染したことにより業務継続が困難となった
地域の薬局を支援する体制を構築した。
　派遣候補者リストの作成　14人登録

３　執　　行　　額 283,350,000円
                                                     　（うち補助金　283,150,000円）

１　施策の趣旨等
　スマート社会の実現のため、家庭や中小企業等における再生可能エネルギーの導入及び省
エネルギーの促進に係る助成等を総合的に実施する。

　　　　　　　指　標　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　　実　績
　再生可能エネルギー年間導入量　　１億５千万kWh　　　5.9千万kWh（令和元年度）

２　施策の実施状況
（1）　スマートライフ推進事業

ア　家庭向け相談窓口設置事業
　　府内各地域の家電販売店や工務店の店員等を「京都再エネコンシェルジュ」に認証し、
家庭の再生可能エネルギー設備導入を促進した。

　　認証者数　  21人
イ　家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事業
　　市町村と連携して太陽光発電設備と蓄電池の同時導入に対する助成を実施した。
　　助成件数　543件
ウ　スマート・エコハウス促進事業
　　住宅用太陽光発電設備等の設置に対する低利融資を実施した。
　　融資件数　  13件

（2）　スマートオフィス推進事業
ア　事業者向け自立型再生可能エネルギー設備及びBEMS等設置助成事業

スマートライフ・スマー
トオフィス推進事業

地球温暖化対策課
エネルギー政策課（ ）

1,487,720,232
（2,134,814,807）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

27,828,715
財 産 収 入

4,998,478
寄　附　金

605,000
繰　入　金

15,845,280
繰　越　金

1,615,000
諸　収　入

1,115,000,000
府　　　債

139,000,000
一 般 財 源

182,827,759

1,501,602,000
（2,150,526,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

1,994,630
生物多様性未来
継承事業費 

５  環 境 対 策 費
１ 環境総務費

 （P118）
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　　再生可能エネルギー設備及び効率的利用設備（蓄電池・BEMS等）を導入する中小事
業者等を対象に計画認定及び助成を実施した。

　　認定件数　  ８件
イ　EMS診断事業
　　府内中小企業者等を対象にEMS導入等に係る診断を実施した。
　　診断件数　  23件
ウ　省エネ・節電設備更新助成事業
　　中小事業者等が実施する省エネ設備等への更新に対して助成した。
　　助成件数　  12件

３　執　　行　　額 1,292,976,815円

うち補助金　　159,162,666円
　　貸付金　1,115,000,000　

１　施策の趣旨等
　地域におけるエネルギーの自立化のため再生可能エネルギー電源等の拡大による拠点整備
や地域電源を活用したエネルギーの地産地消に向けた取組を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　京都舞鶴港エネルギークラスター事業

ア　京都舞鶴港における再生可能エネルギー発電施設整備に対する補助制度により、誘致
した木質バイオマス発電所へ助成した。（令和２年４月運転開始、出力6.8MW）

イ　京都舞鶴港等でのエネルギーインフラ整備・活用の方向性について、事業者ヒアリン
グや関係機関との意見交換会等を実施した。

ウ　表層型メタンハイドレートの実用化促進に向け、日本海側の12府県で構成する「海洋
エネルギー資源開発促進日本海連合」において、国による資源量把握調査の継続及び回
収技術の開発促進に向けた要望活動を実施した。

（2）　京都舞鶴港スマート・エコ・エネルギーポート化推進事業 
ア　京都舞鶴港前島ふ頭において、エネルギーの地産地消や地域住民等によるふ頭の利活
用の促進等を図ることを目的に、再エネ設備の整備や利活用方策に係る事業計画策定に
向けた調査・検討を実施した。

イ　京都舞鶴港を中心とする府北部地域における水素サプライチェーン構築に向け、水素
需要・供給ポテンシャル調査を実施するとともに、燃料電池フォークリフト実証事業計
画を策定した。

（3）　地産地消型地域エネルギー活用事業
　府民が設置した太陽光発電設備の長期的な利用を推進し、再エネ電力の地産地消を促す
ため固定価格買取制度（FIT）の買取期間を終えた家庭用太陽光発電設備の健全性調査を
実施した。          

（　　 　　　　　）
地域スマートエネルギ
ーマネジメント推進事
業
（エネルギー政策課）



― １１１ ―

― １１0 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
３　執　　行　　額 122,242,001円

うち委託料  　19,838,940円
補助金　101,200,000 

１　施策の趣旨等
　脱炭素社会実現のため、次世代エネルギーの一つとされる水素エネルギーの活用方策を検
討する産学公連携によるプラットフォーム（水素社会みらいプロジェクト）を活用した普及
調査業務を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　水素エネルギーポテンシャルの調査

　水素社会の実現に向け、交通結節点である府南部（久御山町周辺）での地産地消型の水
素製造・利活用に向けたポテンシャル調査を実施した。

（2）　水素みらいプロジェクトの検討会議の開催
　産業界や有識者、行政等で構成する「京都府水素社会プロジェクト検討会議」において、
ポテンシャル調査結果を踏まえた次年度の取組内容について意見聴取等を実施した。

　　開催回数　２回          

３　執　　行　　額 1,901,590円
（うち委託料　1,760,000円）

１　施策の趣旨等
　温室効果ガスの排出削減を図るため、京都議定書誕生の地として、先駆的な省エネ・省
CO₂の取組及び次代を担う子どもたちを中心とした環境教育や啓発活動を実施する。

　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　 目　標　　　　　　　  実　績
　府内温室効果ガス削減率（平成２年度比）　25％（令和２年度まで）　15.1％（令和元年度）
　※令和元年度の電気の排出係数を使用して算定
　　

２　施策の実施状況
（1）　事業者CO₂削減対策事業

ア　京都版CO₂排出量取引制度の運営やクレジット取引の仲介等を実施した。
　　クレジット創出量　1,809.6t－CO₂（令和元年度）
イ　特定事業者の事業者排出量削減計画書・報告書に対して指導・助言を行った。
　　府への提出事業者　171事業者

（   　　　　　）
水素エネルギー施策推
進事業
（エネルギー政策課）

省エネ・脱炭素化推進
事業

地球温暖化対策課
エネルギー政策課（ ）
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（2）　次世代環境担い手づくり推進事業
　府立丹後海と星の見える丘公園及びけいはんな e

イイ
２未来まなびパークを活用した環境学

習など、次代を担う子どもたちや若者を環境人材として育成した。
ア　環境学習参加者数　108人
イ　「WE  DO  KYOTO!  ユースサポーター」として15人に委嘱
ウ　小学生向け気候変動啓発物品の配布　約3,700人  

（3）　EV・PHVタウン推進事業
　EV（電気自動車）やPHV（プラグインハイブリッド自動車）、FCV（燃料電池自動車）
の普及推進による運輸部門のCO₂削減を図るため、公用車への率先導入や急速充電器の管
理等を実施した。
　実績： 6,927台（令和２年度末累計）

３　執　　行　　額 22,931,556円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （うち委託料　11,204,263円）

１　施策の趣旨等
　家庭生活や業務活動における脱炭素化を推進するため、家庭部門を中心とした排出削減対
策を講じるとともに、庁舎等の省エネ化を促進するための取組を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　住まいの脱炭素化大作戦事業

　温室効果ガスの排出削減が進んでいない家庭部門等の省エネ推進に向けた普及啓発施策
として、住宅の断熱・気密に関する府民向け啓発資料を府ホームページで紹介するととも
に、省エネ家電買替えキャンペーンを実施した。
　省エネ家電買替えキャンペーン申込者数　389人

（2）　民活型の庁舎等省エネ推進事業
　省エネ化で節電する電気料金でリース料を賄い、初期投資なしで省エネ機器への切替を
支援する民間のサービス事業（ESCO）を庁舎等の省エネ化に活用し、推進するための調
査を実施した。
　調査対象　18施設

３　執　　行　　額 5,012,075円

うち委託料　2,112,000円
負担金　2,558,938 

１　施策の趣旨等
　京都の豊かな生物多様性を守り、未来に伝えるため、生物多様性に関する情報基盤の構築
や府民協働での希少種対策、保全地域の生態系維持回復、外来生物対策を実施する。

（  　　　　　）

暮らしとオフィスの脱
炭素化推進事業
（地球温暖化対策課）

生物多様性未来継承事
業
（自然環境保全課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　指標：環境学習等の啓発イベントの実施　目標：５回　実績：５回

２　施策の実施状況
（1）　生物多様性情報基盤構築事業

　府内に生息・生育する生物の分布状況や生息地の環境等の生物多様性に関するデータ
ベースを構築し、収集した情報を活用して保全活動を推進した。

（2）　京都府レッドリスト更新事業
　府内の生物多様性を保全する基礎的データとして活用するため、哺乳類及び鳥類のレッ
ドリストを改訂した。

（3）　プラットフォーム事業 
　保全と自然資源の利活用について検討し、生物多様性の保全を考えるシンポジウムを開
催した。     

（4）　指定希少野生生物保全回復府民協働推進事業
　府の保全回復事業計画に基づき地域住民等と協働で指定希少野生生物の保全を図る事業
を行う団体に対して、その事業に必要な活動経費を支援した。
　実施団体　３団体

（5）　生態系維持回復事業
　府条例で指定した保全地域の生態系維持回復のため、シカ柵整備等を実施した。

（6）　特定外来生物対策事業
　地域固有の生態系を守るため、外来生物対策を実施した。
ア　「侵入特定外来生物バスターズ」の活動推進
　　行政、専門家、事業者、保全団体等で結成する「侵入特定外来生物バスターズ」によ
り、ヒアリ、クビアカツヤカミキリ、オオバナミズキンバイの侵入監視や初期防除を実
施した。

イ　その他の特定外来生物の対策
　　アライグマ：市町村と府で構成する協議会を運営し防除を実施した。
　　　　　　　　（有害鳥獣捕獲で対応する丹後地域及び京都市以外で実施）
　　アルゼンチンアリ：府、京都市ほか関係機関との協働による一斉防除を実施した。
　　ヌートリア：餌やり等の不適切行為の監視及び防止啓発等を実施した。

３　執　　行　　額 19,797,095円

うち委託料　11,457,641円
補助金  　3,816,000 （   　　　　　）
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１　施策の趣旨等
　兵庫県・鳥取県と連携し、山陰海岸世界ジオパークの貴重な地質資源や景観の保全と、観
光・ジオツーリズムなど地域振興の取組を展開する。

２　施策の実施状況
（1）　山陰海岸ジオパーク推進協議会活動

　関係府県（府、兵庫県、鳥取県）、関係市町（京丹後市、豊岡市、鳥取市、新温泉町、香美町、
岩美町）及び民間団体等が参加する山陰海岸ジオパーク推進協議会を中心に様々な活動を
実施した。
ア　専門家による専門部会を開催し、ジオサイトを巡る散策コースの検討等を実施
イ　調査研究、環境学習推進　山陰海岸ジオパーク学術研究奨励制度による補助　４件
ウ　ジオパークスタンプラリーの実施　応募者468人
エ　地域座談会を開催　４回　延べ56人
オ　自然回帰型の観光・体験ができる魅力あるコンテンツとしてトレイルの普及・啓発を
推進

　　ウォークイベント開催　　　　３回　参加者延べ121人
　　ポイント獲得ウォークキャンペーン　 〃 127

（2）　京都府域におけるジオサイトの保全・整備
　京丹後市が行うジオサイト（大成古墳）整備に対する支援や付近の歩道整備を実施した。

３　執　　行　　額 22,859,100円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （うち工事請負費　19,300,000円）

１　施策の趣旨等
　高浜及び大飯原子力発電所に係る放射能の環境影響調査、監視調査を行う。

２　施策の実施状況
（1）　放射線監視測定

　空間放射線線量率測定調査　19測定所（大山、吉坂、倉梯、塩汲、岡安、老富、日出、上司、
地頭、上杉、八津合、盛郷、島、本庄、峰山、福知山、亀岡、乙訓、宇治）
　浮遊じん中の放射能濃度測定調査　　３測定所（吉坂、塩汲、老富）
　ガス状よう素の放射能濃度測定調査　１測定所（吉坂）
　降下物中の放射能濃度測定調査　１測定所（吉坂）
　環境放射能測定車による空間放射線線量率測定調査　３地点（河辺原、三浜、多門院）
　環境放射線調査車による空間放射線線量率測定調査（東舞鶴、綾部・西舞鶴、綾部老富、
福知山市、伊根・橋北、宮津・栗田・由良、京丹波町、南丹市美山町、京北上弓削町、広
河原・久多地域）

（2）　環境試料放射能分析
　陸水、海水、陸土、農畜産物、海洋生物、指標植物、指標海洋生物、海底沈積物

山陰海岸世界ジオパー
ク誘客促進事業
（自然環境保全課）

放射線モニタリング強
化事業

（環境管理課）

229,138,322
（462,482,271）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

221,454,627
諸　収　入

675,403
一 般 財 源

7,008,292

２ 環境保全費
 （P118）

229,599,000
（465,565,000）



― １１4 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（3）　気象観測調査

　風向、風速、気温、湿度、雨雪量、感雨（大山、吉坂、倉梯、塩汲、岡安、老富、地頭、
上杉、八津合、本庄、日出、伏見測定所）、積雪深（大山、老富測定所）、日射量（吉坂、
老富測定所）、放射収支量（吉坂、老富測定所）、大気安定度（吉坂、老富測定所）

（4）　緊急時モニタリング用資機材の整備・維持管理
　簡易型電子線量計　31測定所（久多Ⅱ、広河原、京北、有路下、三浜、平、千歳、与保
呂、池内、相生、丸田、神崎、岡田、成生、睦寄、五泉、十倉名畑、旭、綾部・岡安、星原、
志賀郷、杉末、由良、府中、日置、養老、知井、美山Ⅱ、大野、下粟野、井室）
　大気モニタ　18測定所（広河原、塩汲、岡安、吉坂、倉梯、地頭、三浜、相生、神崎、老富、
八津合、上杉、上司、養老、島、知井、本庄、日出）
　ヨウ素サンプラ　９測定所（広河原、倉梯、日出、三浜、神崎、八津合、上杉、島、知井）
　可搬型モニタリングポスト　７台

３　執　　行　　額 229,138,322円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （うち委託料　171,982,133円）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

第 5款　労 働 費

１  労 　 政 　 費
１ 労政総務費

 （P120）
83,037,000

   （193,144,000）
72,251,105

   （181,941,474）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

7,597,285
一 般 財 源

64,653,820

中小企業労働相談事業
（労働政策課）

 

就労・奨学金返済一体
型支援事業

（労働政策課）

１　施策の趣旨等
　健全な労使関係の安定を図るため、京都テルサ内に設置する労働相談所において、職場で
のトラブルや人間関係、労働条件等の問題について労使双方からの相談に応じる｡     

　
２　施策の実施状況
　専門的知識を有する相談員を配置し、電話、来所、メール、Webにより相談に対応すると
ともに、ブラックバイト相談窓口を併設し、学生からの相談にも対応した。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響により、急増する相談に対応するため、相談員等
を増員し、体制を強化するとともに、切れ目ない相談対応を行うため、５月の大型連休及び
年末年始に臨時相談窓口を開設した。
　相談件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,082件
　うち新型コロナウイルス感染症に関連する相談　1,784

　　
３　執　　行　　額 27,575,482円

　　　　　                                     　　  うち報酬　　11,082,503円
                                 　　　　　　　　　　　　 委託料  　5,092,758

１　施策の趣旨等
　中小企業等の人材確保と従業員の定着及び若者の負担軽減を図るため、従業員の奨学金返
済支援を行う中小企業等を支援する。

　指標：奨学金の返済負担軽減制度を設けた企業数　　目標：150社　　実績：127社
　　
２　施策の実施状況
　中小企業等が従業員へ支給する奨学金返済に係る手当等に対して助成した。
　交付企業数　　　　　86社
　支援対象者数　　　  445人
　交付額　　　　　20,642千円

　　
３　執　　行　　額 22,642,000円
                             　　　　　　　　　　　　　         　　　　　　　  　   （補助金）

（ 　 　　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　人手不足に対応するため、中小企業の就労環境を改善し、企業の魅力向上を図るとともに、
採用・定着支援まで、一貫した支援をきめ細かく実施し、人材確保対策を強化する。

                  　　　　指　標                      　　  　　　　　 目　標      　　実　績
　就労環境改善アドバイザーによる企業訪問件数　　　　　260件 　 　　 209件　
　就労環境改善の取組を支援した団体数　　　　　　　　　  50団体　　　 56団体　　

２　施策の実施状況                               
（1）　 「中小企業人材確保・多様な働き方推進センター」の運営

　人材確保に向けた新しいワークスタイルの推進に取り組む中小企業等を対象に、コンサ
ルティングサービスを通じ、労働者の処遇改善や正規雇用化など就労環境改善を総合的に
支援した。

（2）　社会保険労務士派遣事業
　就労環境改善アドバイザーが中小企業等を訪問し、就労環境改善等に向けたアドバイス
を実施した。
　訪問件数　　    209件　　

（3）　就労環境改善助成金事業
　中小企業等の就労環境改善の取組を支援するため、就業規則の整備や就労環境改善のた
めの設備導入等に対して助成した。 
　交付団体数 　 　 56団体
　交付額　　　  9,690千円 　

（4）　新しいワークスタイル分野別会議の開催
　課題に応じた就労環境の改善のため、医療、福祉、ものづくり、建設等の分野から、働
き方に関する意見を聴取する会議を開催した。

（5）　ワークルール等教育充実会議の開催
　ワークルール教育充実に向けた具体的な方策を協議するため、国、府、市、教育委員会
等を委員とするワークルール等教育充実会議を実施し、相談窓口のあり方や高校・大学で
のワークルール教育のニーズを把握するとともに、労働法制等に関する出前講座の活用等
を促進した。

（6）　働きやすい職場環境づくりに向けた意識啓発         
　事業主団体等に対し、ワークルールの周知・啓発を行った。

（7）　ブラックバイト相談窓口の設置
　京都府労働相談所内に、学生からのアルバイトに関する相談を受け付ける「ブラックバ
イト相談窓口」を設置するとともに、周知・広報を行った。
　学生からの相談件数　               　　 121件
　うちアルバイトに関する相談件数　  112               

働き方安心社会実現事
業

雇用推進室
労働政策課（　　　　）
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３　執　　行　　額 22,033,623円
　　　　　                                     　　  うち委託料  　6,088,272円

                                 　　　　　　　　　　　　 補助金　12,204,996

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響を受け離職等（解雇、内定取消、雇い止め等）を余儀な
くされた方の府内中小企業への就職を促進するため、企業の採用活動を支援する。

２　施策の実施状況
　京都市との府市協調の取組として、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた離職者等を
新たに雇用する府内中小企業等に対し、当該労働者の賃金、研修、求人広報に要する経費を
助成した。

　助成対象・金額
　　正規雇用労働者を雇用した場合　　30万円／人
　　非正規雇用労働者を雇用した場合　10

　申請数　　　1,308件
　実績数　　　   970
　雇用数　　　2,461人（正規 1,391人、非正規 1,070人）

３　執　　行　　額 417,998,629円
                                                  （うち補助金　388,012,976円）

１　施策の趣旨等
　国の「地域活性化雇用創造プロジェクト」を活用し、京都の主要産業であるものづくり産
業、非正規率の高い観光関連産業、特に人手不足が深刻な建設業を対象として、産学公・公
労使の「オール京都」体制のもとで、AI・IoT技術等を活用した生産性向上や就労環境改善
を推進することで、質の高い安定的な雇用を創出する。

　指標：正規雇用創出数（うち良質な正規雇用）
　目標：863人（387人）　　実績：1,497人（519人）

２　施策の実施状況
　AI・IoT人材の育成・活躍促進等を通じて生産性向上や働き方改革を進め、質の高い安定
的な雇用を創出するとともに、多様な人材の活躍の場を広げた。

（ 　 　　　　　）

新型コロナウイルス感
染症離職者採用支援事
業

（雇用推進室）

京都の未来を拓く次世
代産業人材活躍プロジ
ェクト事業
ものづくり振興課
染 織・工 芸 課
文 化 学 術 研 究
都 市 推 進 課
雇 用 推 進 室
人 材 育 成 課
観 光 室
指 導 検 査 課

 2,557,782,016
（3,438,291,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額
     220,000,000
京都未来塾事業
費

75,000,000
子育てにやさし
い職場づくり事
業費

145,000,000

２ 雇 用 対 策 費
２ 雇用促進費

 （P122）
2,019,629,098

（2,811,779,409）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

1,353,090,575
諸　収　入

9,574,861
一 般 財 源

656,963,662
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（1）　スマート産業関連生産性向上事業

　ものづくり企業における雇用環境の整備を促進するため、業務プロセス改善や生産性向
上による職場環境改善等に関するセミナー開催やコーディネータによる伴走支援等を実施
した。
　セミナー等開催数　40回　支援企業数　延べ9,331社

（2）　AI・IoTで「人の成長」を支える夢工場の雇用創出事業
　ものづくり系優良中小企業のAI・IoT、ロボット導入等に必要な、良質かつ多様な人　
材確保のため、コーディネータによる企業訪問やハンズオン支援、業務・雇用管理改善プ
ロセスのセミナー開催等を実施した。
　セミナー等参加者（企業）数  291人（186社）　訪問企業数  391社　人材登録人数  106人

（3）　新文化産業就業支援事業
　伝統産業業界が継続発展するための人材確保・育成や販路開拓支援のため、新たに雇用
した人材の研修支援、専門コーディネータによる持続的なサポート等を実施した。
　支援企業数　　 197社

（4）　観光経営人材育成事業
　観光産業の労働生産性や稼ぐ力の向上を図り、経営の好循環を生むため、経営者向け段
階別セミナーや従業員向け実務スキル向上セミナーを実施した。
　観光おもてなし人材育成セミナー参加者　　  　　　   83人
　観光経営入門セミナー参加者企業（参加者）　　　　   24社（24人）
　観光経営ステップアップセミナー参加企業（参加者）　６ （７ ）

（5）　観光関連産業担い手創造・育成プロジェクト（京都市内の担い手確保・流出防止、受入
事業者の環境改善）
　観光関連産業において従業員の定着率向上や生産性向上、雇用環境の改善を促進するた
め、　経営者や若手従業員を対象にしたセミナーや専門家派遣を実施した。
　セミナー開催数　６回　セミナー参加企業数　164社　専門家派遣　90回　
　出前研修　　　　39

（6）　観光関連産業担い手創造・育成プロジェクト（京都市外からの担い手確保）
　京都市外から京都の観光産業を支える担い手を確保するため、首都圏等で開催された就
職フェアへの出展や、メルマガの配信を実施した。
　就職フェア来場及びマッチングイベント参加者数　306人

（7）　京都の建設産業の魅力発信とICT技術の活用等による担い手確保・育成事業
　建設技術者等の育成、確保を支援する事業を推進し、地域の安心・安全を支える建設産
業を発展させるため、建設業団体、教育機関、行政が参加する『京都府建設業魅力向上プ
ロジェクト推進プラットフォーム』が連携し、建設業の魅力を広報するホームページや
SNSによる情報発信を行うとともに、就職博へのブース出展やPR動画作成、インターン
シップ等を実施した。
　就職博ブース出展　１回　インターンシップ開催　３回（参加者　15人）
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（8）　良質な正規雇用による人材確保チャレンジ事業
　人手不足が顕著となっている「ものづくり産業」、「観光関連産業」、「建設業」のうち、　
特に良質な雇用条件で持続的な人材確保と定着を図ろうとする府内の中小企業に対して、
求職者とのマッチング支援を実施するとともに、良質な雇用条件を目指して社内環境整備
などに取り組む企業の支援を実施し、良質な正規雇用を創出した。
　支援企業数　208社　合同企業説明会開催　 　１回（参加15社）　
　働きやすい職場づくりに向けた研究会の開催　20

（9）　IoT等技術人材活躍支援事業
　質の高い安定的な雇用の創出に意欲的な企業を支援するため、企業が行う生産性向上や
働き方改革等の推進役となる人材を正規雇用した際の人件費に対し補助を行うとともに、
コンサルティングやフォローアップのための専門家派遣を実施した。
　支援企業数　37社　専門家派遣回数　45回

（10）　若年者IoT活用人材育成支援事業
　AI等を活用し社内の生産性向上に向けた環境整備を行う高度・中核人材を確保するた
め、府内企業の良質求人及び求職者を開拓し、合同企業説明会の開催等により両者のマッ
チングを支援するとともに、AI活用人材等の育成に取り組む府内中小企業に対し、人材
育成経費の助成を行った。
　支援企業数 62社 　
　交付企業数 18 　　
　マッチング支援者数 191人
　交付額　　　　　　5,399千円

３　執　　行　　額 388,137,969円
                                                    　　　　　　　　　　　　　 （うち委託料　344,720,218円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症による経済的な影響（解雇・雇い止めなど）を受けた求職者を
一定期間雇用し、研修と企業実習を組み合わせた訓練コース等の受講により、府内中小企業
の未来を担う人材を育成するとともに、正規雇用に繋げる取組を推進するためのきめ細やか
な支援体制を構築する。

　指標：就職者数　　目標：200人　　実績：145人

２　施策の実施状況
　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、解雇・雇い止めにあった方や内定の取消・延期
になった若者等に対し、求職者の社会人経験に合わせ、研修内容を分けた複数のコースを設
定し、３箇月間の雇用型訓練を実施した。

（1）　第１期
　訓練期間　令和２年９月14日～ 12月11日

京都未来塾事業
（労働政策課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　受講者数 95人
　修了者数 86
　就職者数 73

（2）　第２期
　　　訓練期間　令和２年11月１日～令和３年１月31日
　　　受講者数 105人
　　　修了者数 95
　　　就職者数 72

３　執　　行　　額 199,428,500円
                                                                     （委託料）

１　施策の趣旨等
　共生社会の実現に向け、障害者の相談から就職・定着までの一貫した就職支援の推進に加
え、企業での働きやすい職場環境の整備や定着を促進する事業を実施する。
　
　指標：障害者雇用率　　目標：2.2％　　実績：2.24％

２　施策の実施状況
（1）　障害者雇用定着環境整備事業

　企業支援の核となる「京都障害者雇用企業サポートセンター」が、府内８箇所の地域セ
ンターを統括し、センター・企業・障害者が参画する地域に密着したネットワークを構築
し、企業内サポーター育成事業や雇用施設整備事業等を実施した。
ア　障害者雇用企業サポートセンター事業
　　障害者に適した仕事の創出、雇用管理、各種助成制度等に関する提案やアドバイスを
実施し、障害者の更なる雇用拡大及び職場定着を促進した。

　　企業における障害者の人材確保数 141人
　　支援企業数 656社
イ　地域センター事業
　　障害者に対する就労生活支援を行う地域センターにおいて、障害者の雇入れや職場適
応、定着に関する相談や支援を実施するなど、企業支援を強化し、職場定着を促進した。

　　企業相談・支援件数 8,410件
ウ　障害者企業内サポーター育成事業
　　国と連携した「企業内サポーター」育成や障害者が自身の体調等を日報形式で毎日記
録し、専門支援者の助言を受けられるツール（SPIS）を活用し職場定着を促進した。

　　企業内サポーター育成数 140人

障害者雇用サポート強
化事業

雇用推進室
人材育成課（　　　　）
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　　SPIS導入企業・事業所数　  　　 企業２社、事業所２社
エ　障害者雇用施設整備事業等事業費補助金
　　働きやすい職場づくりのため、障害特性に応じた施設整備等に対して支援した。
　　交付件数　３件　交付額　1,053千円

（2）　障害者就業支援事業
ア　京都ジョブパークはあとふるジョブカフェによる支援
　　相談から実習、マッチング、定着まで特性に応じたきめ細かい支援を実施した。
（ｱ）　障害者専門相談員による相談等
　　障害者の就労カウンセリングや情報提供等を実施した。
　　相談者数　　　　　延べ4,162人
　　就職内定者数　　　　　   205

（ｲ）　企業実習の促進
　　障害者の就労準備性を高めるため、企業実習を実施した。
　　実習者数　　　　　　      159人

イ　寄り添い支援型学生インターンシップ事業
　　大学生を対象に障害の特性に応じたインターンシップを実施した。
　　参加大学　２大学　参加学生数　４人
ウ　府立高等技術専門校における障害者訓練（一般校における障害者訓練除く）
　　障害の種別・特性や企業ニーズに応じた職業訓練を実施した。
　　施設内訓練　入校者数　 41人　                           　　　　　　就職者数　24人
　　委託訓練　　受講者数　 64　（在職者訓練受講者37人含む。）　　   〃　　 18

３　執　　行　　額 191,040,230円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（うち委託料　184,199,000円）

１　施策の趣旨等
　若年者をはじめ、幅広い府民に対して、ハローワークと連携しながら、相談から就職、職
場定着支援までのサービスをワンストップで提供する総合就業支援拠点を運営し、就業促進
を図る。　　　　

　指標：京都ジョブパーク利用者の就職内定率　　目標：66.7％　　実績：63.4％

２　施策の実施状況
　京都ジョブパーク・北京都ジョブパークにおいて、相談・就職・定着までの総合的な就業
支援を実施した。
　利用状況・就職内定者数
　　　 　　　　　  京都ジョブパーク　　　　　　　うち北京都ジョブパーク
　延べ利用者数　　134,502人                     　　　　　　 15,695人
　延べ相談者数　　101,716   （１日平均347人）    　　  　12,937   （１日平均53人）

京都ジョブパーク推進
事業

（雇用推進室）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　　 　　　　　  京都ジョブパーク　　　　　　　うち北京都ジョブパーク　
　就職内定者数　　　9,155人                     　　　　　  　 1,363人

　    
３　執　　行　　額 180,420,135円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　  （うち委託料　135,663,398円）

１　施策の趣旨等
　企業への訪問支援や、採用力の向上、定着支援、マッチング機会の提供等により、府内中
小企業の人材確保と多様な働き方の推進を図る。
　　指　標　        　　 目標       　 実績
　人材確保数　　　　2,000人　　3,052人
　支援企業数　　　　2,900社　　2,325社

    
２　施策の実施状況
　京都ジョブパーク内に「中小企業人材確保・多様な働き方推進センター」を設け、府内中
小企業等に対し、企業訪問等を通じた人材確保に係るコンサルティングを行うとともに、企
業の採用力の向上支援や、京都ジョブ博などのイベント開催を通じた求職者と企業のマッチ
ング支援を行った。

（1）　企業向け人材確保コンサルティング
　上記センターに企業訪問コンサルタント及び専門人材（社会保険労務士、中小企業診断
士等）を配置し、企業訪問や来所相談等を通じ、企業の人材確保に向けたコンサルティン
グを実施した。
　実訪問企業数　　             　　2,207社
　延訪問企業数　　             　　8,479

（2）　企業の採用力の向上支援
　座学や企業説明会への出展など実践の場を提供し、企業の採用力を高める「京都ジョブ
パーク人材確保塾」を開催した。

日　　程　令和２年７月９日～令和３年３月４日（全12回）
参加企業　全17社
内　　容　職場づくり行動宣言にも対応した、働きやすい社内改革の目標設定や実施に

向けた提案を行った。
（3）　求職者と企業のマッチング促進

　求職者と企業のマッチング機会として、大規模の「京都ジョブ博」をはじめ、企業規模
別説明会や職場定着のためのキャリア別研修会を実施した。
　個別・ミニ企業説明会参加企業数　　194社
　小規模合同企業説明会参加企業数　　  ５

人が輝く京都企業づく
り推進事業

（雇用推進室）
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　大規模合同企業説明会参加企業数　　184
　職場体験数                       　　　　　   58件
　定着支援セミナー・研修会参加者数　197人

３　執　　行　　額 177,717,428円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （うち委託料　173,808,908円）

１　施策の趣旨等
　子育て世代をはじめとした多様な人材が活躍できる社会を実現するため、子育てしやすい
職場環境への企業改革を促進する。

　　　　　　　　　　　指　標                                  　　　　　　  　目　標　　  実　績
　子育て企業サポートチームによる企業訪問件数                 　　　  25,000社     16,077社
　子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言を行った企業数　　   300　          341
　多様な働き方推進の取組を支援した企業数　　　　　               　　  100　          107

２　施策の実施状況
（1）　子育てにやさしい職場づくりを進める企業の気運の醸成

ア　中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業支援コンサルティングチーム及び府職員の
約300人で構成する子育て企業サポートチームを結成し、府内企業への訪問を通じて、
国や府の子育て支援制度を周知した。

　　企業訪問件数　16,077社
イ　子育てにやさしい職場環境づくりに向けた具体的行動を企業経営者が従業員に対して
宣言し、実行する子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言の取組を実施した。

　　職場づくり行動宣言を行った企業数　341社
（2）　子育てにやさしい職場づくりを実施する企業等への支援（多様な働き方推進事業費補助

金）
　子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言の実現に向け、府内中小企業等が実施す
る時間単位の年次有給休暇制度の導入やテレワーク設備の整備等に要する経費に対し助成
した。
　交付企業数　　　 107社
　交　付　額　　39,650千円

（3）　テレワーク導入支援緊急補助事業
　従業員に対し新たにテレワークを実施する府内中小企業等を対象に、テレワークの導入
及び利用促進に要する経費に対し助成した。
　交付企業数　　 　105社
　交　付　額　　21,732千円

（4）　子育てにやさしい職場づくりに資するサービスの提供企業等への支援
　子連れコワーキングスペースの設置・運営など、子育てにやさしい職場環境づくりに役

子育てにやさしい職場
づくり事業
男女共同参画課
こ ど も・ 青 少 年
総 合 対 策 室
雇 用 推 進 室
労 働 政 策 課（ ）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
立つサービスメニューを府内企業等へ提供する事業者のスタートアップを支援した。
　交付企業数　　　　４社
　交　付　額　　  6,662千円

（5）　子育てにやさしい職場づくり実践企業の情報発信
ア　実践企業と求職者をつなぐ「子育てジョブ博（社員ファースト企業プレミアムセレク
ション合同企業説明会）」の開催

　　日　　　時　令和２年６月25日（木）～６月27日（土）　各日13：30 ～ 16：20
　　会　　　場　特設サイト及びZoomミーティングルーム
　　出　　　展　奨学金支援、資格取得制度、子連れ出勤など誰もが働きやすい職場づく
　　　　　　　　りに取り組む社員想いの企業　48社
　　対　　　象　令和３年３月大学等卒業予定者、一般求職者（既卒者）
　　内　　　容　合同企業説明会
　　参 加 者 数　３日間合計　195人
イ　Webサイトを活用した実践企業の情報発信
　　発信企業数　10社

（6）　官民協働プラットフォームの設置
ア　男性の育児休業取得をテーマにした企業向けシンポジウムの開催
　　日　　　時　令和２年９月10日（木）　15：00 ～ 17：00
　　場　　　所　京都経済センター
　　参加企業数　18社
イ　官民協働プラットフォーム
　　企業と行政が集まり協働する場として官民協働プラットフォームを設置し、男性の育
児休業取得促進に向けた検討会を実施

　　参加企業数　７社
　　開 催 回 数　４回

３　執　　行　　額 101,530,615円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（うち補助金　75,612,000円）

１　施策の趣旨等
　京都府若者の就職等の支援に関する条例に基づき、就職の難しい若者等を対象とした人づ
くりを推進する。
　
　　　　　　　　　指　　　標                    　　　 　　　　目　標　　　　　実  績
　伴走型訓練修了者の就職率（うち正規雇用率）    　　    80％（50％）      80％（45.8％）
　若年求職者の内定者数                                　　　　　　     980人     　 　  1,033人
　就職の難しい若者を支援する団体への支援数           　 　   10団体      　 　  10団体

若者等就職・定着総合
応援事業

雇用推進室
労働政策課
人材育成課（　　　　）
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２　施策の実施状況
（1）　若者等就職・定着総合応援事業

ア　就職困難な若者等への支援  
　　就職の難しい若者等を対象に、人手不足が顕著な分野の企業と連携し、基礎訓練及び
実地訓練から就職・定着支援までの４箇月間の伴走支援を実施した。

　　訓練受講者数　　　   37人
　　訓練修了者数         　 30
　　就 職 者 数         　 24
イ　早期離職した若者等への支援
　　人手不足が深刻な中小企業への就職・定着を促進するため、京都ジョブパークにおい
て、　府内大学やハローワーク等と連携し、職業適性や職場理解を促進するためのカウ
ンセリング、インターンシップや必要な研修の実施等により、早期離職者等の再就職に
向けたチャレンジを支援した。

（ｱ）　企業体験コース
　　適性や職場への理解が不足していたこと等により早期離職した者を対象に、必要に
応じ、インターンシップ活用等の支援を行った上で、マッチングを実施した。

　　利 用 者 数　　 991人
（ｲ）　学びなおしコース
　　社会人スキルの再習得が必要な者を対象に、働くことの意義やヒューマンスキル等
の学びなおし、企業見学会等を行うとともにインターンシップ等を活用したマッチン
グを実施した。

　　研修受講者数　　 127人
　　研修修了者数　　 126

（2）　京都わかもの就職支援等推進事業
　京都府若者の就職等の支援に関する条例に基づく計画の認定を受けた就業支援事業を行
うNPO等を支援するため、若者の自立・就労に向けた活動に対して助成した。
　交付団体数　　　　　　10団体
　交　付　額　　　　13,798千円

　　　　　
３　執　　行　　額  62,529,875円

                                                      　　　　　　　　　　　　    （うち委託料　45,050,242円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響によりテレワークに取り組む企業が増加する中、ICT環
境整備や人事評価、社員のメンタルケア等、様々な課題により導入・定着に消極的な中小企
業を支援するため、テレワーク推進センターを設置し、WITHコロナ社会に対応した企業の
就労環境整備を支援する。

　指標：テレワークを導入・拡充した企業数　　目標：100社　　実績：610社

テレワーク推進セン
ター設置事業

（労働政策課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
（1）　相談体制の整備

　ITコーディネーターと社会保険労務士による技術・法務両面でのワンストップ相談体制
を構築した。
　相談件数 3,633件

（2）　テレワーク導入支援
　中小企業への訪問等を通じて、国や府等が実施する補助制度を活用したテレワークの導
入を支援した。
　導入・拡充社数 610社

（3）　専門家の派遣
　中小企業の実情に応じ、臨床心理士等の専門家を派遣し、伴走支援を実施した。

（4）　セミナーの開催
　テレワークの導入・定着に資するセミナーを開催した。
　セミナー開催回数 14回
　来場・視聴者数 535人

３　執　　行　　額 39,439,953円
                                                  　　　    （うち委託料　37,500,000円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響で自宅待機を余儀なくされた従業員向けの人材育成研修
（ｅ-ラーニング）メニューを開発・提供し、従業員のスキルアップを支援するとともに、国
の雇用調整助成金制度の加算措置にも対応することで企業の雇用維持を支援する。　　　　

　指標：研修動画延べ視聴回数　　目標：18,500回　　実績：18,586回

２　施策の実施状況
　コミュニケーション力、接遇・マナー等の就業基礎力やパソコンスキルなどの専門性のあ
る研修、働き方改革、ハラスメント防止のための研修など、多くの人に共通する内容の研修
動画をWeb上で提供し、企業の社内研修プログラムへの活用を促進した。

　利用状況・視聴回数
　　制作動画数 57本
　　視聴申込企業数 172社
　　延べ視聴回数 18,586回

企業従業員等在宅研修
支援事業

雇用推進室
人材育成課（　　　　）
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３　執　　行　　額 34,905,950円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （委託料） 

１　施策の趣旨等
　国の就職氷河期世代支援プログラムを踏まえ、就職氷河期世代の方が希望に応じた就業が
できるよう、きめ細やかな就業支援を実施する。

　指標：研修等受講者数　　目標：120人　　実績：379人

２　施策の実施状況
（1）　京都府つながる・学ぶ・働く支援センター運営事業

　相談窓口「京都府つながる・学ぶ・働く支援センター（Lコネクト）」を開設し、福祉支
援機関等との連携によるアウトリーチや支援対象者（ひきこもり状態の方等）と在宅でも
つながることのできるオンラインの手法などを用いて、支援対象者の把握から就労までの
一貫した支援を実施した。

（2）　京都式業界一体型ホップステップジャンプ就労支援事業
　支援対象者や業界団体等のニーズを把握した上で、支援対象者の状態に合わせて除々に
時間数や日数、作業負荷を増していく研修を業界団体等と連携して開発・実施した。

３　執　　行　　額 34,855,616円
                                                           （うち委託料　34,417,723円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響が広がる中、接触を避けるため、新たに対面によら
ないWebを活用した相談対応やマッチング支援の体制を整備し、利用者のサービスを向上さ
せることで、自宅待機中の求職者等事業内容の継続的な就労支援を実施する。

２　施策の実施状況
　京都ジョブパーク・北京都ジョブパークにおいて、離職を余儀なくされた方や、内定取消
を受けた既卒者、来春卒業予定者等に対する就労相談を実施した。また、Webを活用したカ
ウンセリングの実施、企業説明会やセミナーの生配信を実施した。
　特別就労相談窓口相談件数　　　　　196件
　Web相談・カウンセリング実施数　　496　（うち新卒者 125件）
　Webセミナー　　　　　　　　　　　259講座　受講者数 1,065人
　Web個別企業説明会　　　　　　　　延べ参加企業数 44社　延べ参加者数 154人

３　執　　行　　額 29,999,830円
                                                    　　　　　 （委託料）

ダイバーシティ人材育
成支援対策事業

（人材育成課）

京都ジョブパーク新型
コロナウイルス対策事
業

（雇用推進室）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける府内中小企業等の雇用維持を図るため、「中
小企業雇用継続緊急支援センター」を設置し、雇用調整助成金を申請しようとする事業者を
支援する。

　　　　 指標　　　　　　　　　　　　　　　  　目標　　　　　　実績
　Webセミナーの開催回数　　　　　　　　　   　　50回　　  　　　 58回
　Webセミナー受講企業　　　　　　　　　　　  1,250社　　　 　1,474社

　　
２　施策の実施状況
（1）　「中小企業雇用継続緊急支援センター」の運営

　京都労働局と共同で「中小企業雇用継続緊急支援センター」を設置し、雇用調整助成金
に関する申請アドバイスから申請受理まで一貫した支援を実施した。
　窓口来所　　 2,049件
　電話相談等　 3,357

（2）　府内中小企業等向けWebセミナーの開催・運営
　これまで雇用調整助成金に馴染みが薄かったことにより、申請に際し疑問や不安を抱え
る中小企業等に対して無料のWebセミナーを実施することで、中小企業等の助成金申請を
支援した。
　セミナー開催回数　　  58回
　セミナー受講企業数　 1,474社

（3）　アドバイザー派遣
　新型コロナウイルス感染症の影響を受ける府内中小企業等に対して、雇用調整助成金を
はじめとした支援策のアドバイスを行うため、社会保険労務士の派遣による個別相談を実
施した。
　アドバイザー派遣回数　 78回

３　執　　行　　額 23,505,448円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち委託料　19,390,460円）

１　施策の趣旨等
　自宅等での職業訓練受講を可能とするオンライン型（ｅ-ラーニング等）の新たな訓練実
施手法を確立し、オンライン型に特化したコンテンツを開発することで、３密状態での訓練
実施を避けるとともに、幅広い能力開発機会を確保する。

中小企業雇用継続緊急
支援事業

（労働政策課）

ｅ-ラーニング研修環
境整備事業

（人材育成課）
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２　施策の実施状況
　ｅ-ラーニング等のオンライン型に対応した訓練コースへの活用に向け、動画コンテンツ
を作成した。
         　種　類                    動画作成本数
　オフィスソフト系　　　　 　３本
　簿記・会計系　　　　　　 　２
　医療事務系　　　　　　　 　１

３　執　　行　　額 23,308,579円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                （委託料）

１　施策の趣旨等
　国の就職氷河期世代支援プログラムとも連携し、就職氷河期世代の方が希望に応じた就業
ができるようきめ細やかな就業支援を実施する。

       　　指　標              　　目　標                 実　績
　就職内定者数　　　　　　  240人                  130人
　うち正規内定者数　　　　  240     　               50

２　施策の実施状況
（1）　カウンセリング等の実施

　概ね35歳～ 54歳で、正規雇用を希望しながらもやむを得ず非正規雇用で在職中の方（離
職後、就活中の方を含む）や、不安定就労期間が長い、非正規雇用の就業経験が多い等、 
安定した就労経験の乏しい方等へのキャリアカウンセリングを実施した。
　登録者数　　320人 （うち新規登録者数　117人）
　相談件数　1,573件

（2）　スキルアップ研修の実施
　就職氷河期世代の方が企業の中間層人材として正規就労するために必要な能力を身につ
けるための段階的な研修（組織で働く力、社会人実践力スキルの習得等）を実施した。
　南部（224講座）　  受講者 95人　　
　北部（ 36 ）　 　 〃     ５　        

（3）　氷河期世代の採用に意欲的な企業とのマッチング
　小規模企業説明会の開催及び個別マッチングなどきめ細やかな支援を実施した。
　南部（14回実施）　 出展企業71社　参加求職者79人　採用２人
　北部（10　 ）         〃　  56             〃　　９ 　     〃 ０

  　
３　執　　行　　額 22,000,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（委託料）

就職氷河期世代正規雇
用化促進事業

（雇用推進室）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　府内大学と連携し、京都企業の魅力を知り、体験するプログラムを策定・実施することで、
府内企業への就職・定着を促進する。

　指標：モデル実施校数　　目標：３校　　実績：４校

２　施策の実施状況
（1）　大学と京都ジョブパークでのモデル事業による、京都の学生に京都企業への就職を促す

「京都企業への就職に向けたプログラム」の開発
ア　卒業生の府内企業就職に向けた仕組みづくり
　　１年次～卒業年次までの段階的な就職支援プログラムを作成し、低年次から京都企業
の魅力を知る・体験する機会を提供するなど、学生の視野を広げ京都企業への就職を促
進した。

イ　早期離職者の再チャレンジに向けた仕組みづくり
　　大学のキャリアセンター等と共同で早期離職後も対象者を把握できる体制を構築し、
離職者の速やかな再就職に向けた支援を実施した。

（2）　京都ジョブパークによる学生等に対する支援
ア　京都ジョブパーク学生就職センターの運営
　　カウンセリングやインターンシップ受入企業の紹介等を通して、学生が京都の企業を
知り、職場体験する機会を提供した。

イ　インターンシップ見本市の開催
　　イベント開催により、学生が一度に多くの企業と出会う中で、自分に適したインター
ンシッププログラムとのマッチングを行った。

　　学生就職センター新規登録者数　　　　2,544人
　　学生就職センター就職内定者数　　　　1,205
　　インターンシップ等の実施人数　　　　1,238
　　京都産業学セミナー開催数　　　　　　 　33回
　　京都インターンシップナビ掲載企業数　   491社

３　執　　行　　額 19,820,000円
 （うち委託料　17,500,000円）

１　施策の趣旨等
　京都ジョブパーク内に「学生インターン・バイト応援センター」を設置し、アルバイト求
人の紹介を通じて、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により経済的に困難な状況にある
学生を支援する。

大学生府内就職・定着
促進事業 

（雇用推進室）

学生インターン・バイ
ト応援センター運営事
業

（雇用推進室）
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　また、収入を得ながら、地域への愛着を高め、地元定着促進に繋げる有償インターンシッ
プも紹介する。

２　施策の実施状況
（1）　学生アルバイト等求人の開拓

　コロナ禍の状況においても人手が不足している業種を中心としたアルバイト求人や有償
インターンシップ受入企業を新たに開拓した。
　アルバイト求人開拓数　     　338件
　有償インターン求人開拓数 　  34

（2）　学生アルバイト等に関するカウンセリング・マッチングの実施
　求人紹介窓口の専門相談員がカウンセリングを実施の上、希望に沿ったアルバイト求人
や有償インターンシップ受入企業を紹介した。
　延べ相談数     　        　　　  590件
　マッチング成立数          　　 306
　有償インターン実施数       　  45

３　執　　行　　額 19,656,540円
 （委託料）

１　施策の趣旨等
　在宅勤務など多様な働き方が浸透してきていることから、府が実施する「企業の従業員向
けWeb研修」を管理するセンターを開設し、WITHコロナに対応したWeb研修環境を構築す
ることで、企業の雇用維持や従業員のスキルアップを支援した。

２　施策の実施状況
　雇用調整助成金の教育訓練加算措置対象となる研修動画を作成し、令和２年11月より京都
ジョブパークのホームページから「オンラインセミナー」として配信するとともに、コロナ
禍により自宅待機中の従業員のWebを活用した研修計画の作成、雇用調整助成金の申請に必
要な教育機関関連の添付書類作成等のアドバイス等による中小企業支援を行った。
　研修動画コンテンツ数　   72本
　申　　　 込　 　　数　　企業    　 172社（3,032人分）  　個人     79人
　延  べ  視  聴  回  数　　 〃　  18,586回               　 　 　〃　  351回

３　執　　行　　額 17,000,000円
                                                     　　　　       　（委託料）

京都府WEB研修セン
ター開設事業

（雇用推進室）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　コロナ禍でインターンシップ受入企業数が減少し、企業の採用マインドも低下する中、イ
ンターンシップ受入企業の掘り起こしや、学生への情報発信等を通じて、府内学生のインター
ンシップを支援し、府内中小企業への就職を促進する。

２　施策の実施状況
（1）　インターンシップ受入企業の掘り起こしと受入体制の整備

　インターンシップ支援員を配置し、個別・ミニインターンシップ企業説明会を実施する
ことにより、企業情報を学生に発信した。
　インターンシップ実施人数　　502人

（2）　意欲ある学生へのインターンシップ受入企業の情報発信等
　学生登録の多い就職サイトやSNS等を活用した広報を行うとともに、学生・企業双方の
ニーズをマッチングさせるためのインターンシップ紹介サイトの改修を行った。

（3）　就職に繋がりやすい「中長期かつ有償のインターンシップ」の実施に対する補助
　中長期かつ有償のインターンシップを実施する府内中小企業に対して、学生の賃金等に
係る経費を助成した。
　交付企業数　41社　交付額　5,195千円

３　執　　行　　額 14,101,900円
                                                      　うち委託料　8,699,000円

                                    　　　　　　　　        補助金　5,195,000

１　施策の趣旨等
　研究者等の高度外国人材や介護・農業など特定技能外国人、留学生など多様な外国人材が
安心して活動し暮らせるための受入体制を構築し、多文化共生の推進から人材確保まで、オー
ル京都でサポートする。

２　施策の実施状況
（1）　「産学公連携海外人材活躍ネットワーク」を創設し、サポート体制を構築

　令和２年４月に「産学公連携海外人材活躍ネットワーク」を創設
　ネットワーク会議の開催　　１回

（2）　首都圏の留学生等を対象に中小企業とのマッチングの機会を創出
　「留学生JOB博 Tokyo Spring」への出展　　　　　  　　　出展企業　５社
　就職支援協定締結大学等と連携した合同企業説明会の開催　　 〃　　 12

（3）　外国人材に係る相談等に対応するため、「外国人採用アドバイザー」を配置するとともに、
セミナーを開催

（　 　　　　　）

府内学生就職促進応援
事業

（雇用推進室）

外国人材受入・活躍促
進事業

（労働政策課）
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　海外人材等の採用力向上セミナーの開催   　３回
　外国人材の採用に積極的な求人の開拓　　 121件

３　執　　行　　額 13,244,341円
（うち委託料　12,904,920円）

１　施策の趣旨等
　京都ジョブパークが全世代型の就労支援機能及び全産業型の人材確保機能を果たせるよ
う、大学等とも連携し、中高年齢者の学び直しからマッチングまでの機能強化を検討する。

２　施策の実施状況    
（1）　人手不足分野での再就職に向けたリカレント教育のモデル事業の実施

ア　キックオフ会談
　　経済団体、企業経営者、行政による「人生100年時代における社会人の学び直しの意義」
をテーマとした会談を実施

イ　リカレント教育モデル研修
　　府内企業人事担当者を対象に大学関係者等による社会人の学び直しの意義についての
研修を行った。

　　開催回数 　　４回
　　受講者数 延べ50人

（2）　京都ジョブパークにおける中高年齢者の就労へのマッチング
　セカンドキャリアについて考えるセミナーや高齢者ジョブ博によるマッチング等を実施
した。
ア　高齢者就労意欲喚起セミナー
　　開催回数 ６回
　　参加者数 291人
イ　高齢者人材活用研修（企業向け）
　　開催回数 ６回
　　参加企業数 29社
ウ　企業説明会
　　高齢者ジョブ博　 １回　　参加企業　14社　　参加者　34人
　　小規模説明会　　 12　　　　  〃　　  24 　　　  〃　　58
エ　中高齢者キャリアチェンジセミナー
　　開催回数 ６回
　　参加者数 296人　

 
３　執　　行　　額 8,987,560円

      （うち委託料　8,961,000円）

生涯現役クリエイティ
ブセンター（仮称）事
業

雇用推進室
労働政策課（　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　公共職業訓練において、Web等を活用した新たな訓練実施手法を構築し、３密状態での訓
練実施を避けることで新型コロナウイルス感染症の拡大防止に寄与するとともに、訓練生の
オンラインスキルの向上を図る。

２　施策の実施状況
　高等技術専門校において同時双方向によるオンライン訓練を実施するための環境整備を実
施した。

（1）　訓練生用パソコン等の整備
　３密を避けた教室において、指導員と同時双方向による訓練を実施できるよう、Webカ
メラ、マイク、スピーカーを備えたノートパソコン及びタブレット等を整備した。

（2）　オンライン訓練配信用機器の整備
　訓練を配信するためのノートパソコンやWebカメラ、ヘッドセットのほか、訓練生の受
講状況を確認するためのディスプレイや参考資料等を映し出す書画カメラ等を整備した。

 
３　執　　行　　額 106,797,900円

　　　　　　　　　　　　  　　　　 （備品購入費）

１　施策の趣旨等
　公共職業訓練において、雇用労働情勢や企業・求職者ニーズの急速な変化に対応するため、
高等技術専門校の訓練科目を見直し、令和３年度以降の人材育成機能の強化を図る。

２　施策の実施状況
（1）　訓練科目の見直し

ア　障害者訓練科目の見直し
（ｱ）　精神障害者等の受入のため、訓練期間を延長（半年→１年）した。
（ｲ）　技術系人材が不足している建設・情報通信業・製造業等への就職を促進するため、

事務系訓練科の技術系訓練科への組み替えなど、訓練科目を見直した。
イ　一般訓練科目の見直し
（ｱ）　求人倍率が顕著に高い建築系企業への女性の就職を促進するため、京都校の建築科

にリフォーム設計や施工管理、CAD等の訓練カリキュラムを追加したり、中高年の
採用に有利な電気設備系・維持管理系の資格取得を見据えたカリキュラムを福知山校
のものづくり基礎科で実施するなど、新たなターゲット層を対象とした訓練を導入す
るよう見直した。

（ｲ）　陶磁器業界のニーズの変化に対応し、陶磁器の絵付け技術の多様化や高度化に対応
できる人材を育成するため、陶工校の図案科の訓練期間を延長（１年→２年）し、多

高等技術専門校オンラ
イン訓練環境整備事業

（人材育成課）

高等技術専門校設備等
整備事業

（人材育成課）

３ 高等技術専
 　門校費

 （P122）

144,798,000
（1,071,498,000）

141,419,475
（1,051,859,280）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

70,645,864
府　　　債

56,000,000
一 般 財 源 

14,773,611
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能的かつ高度な図案技術の習得を支援するよう訓練科目を見直した。
（2）　訓練機器等の整備

　高等技術専門校の訓練科目見直しに伴い、新たに必要となる訓練機器や訓練環境の整備
を実施した。

３　執　　行　　額 34,621,575円
　　　　　　　　　　　　　（うち備品購入費　21,076,941円）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

第 6款　農林水産業費

１  農 　 業 　 費
３ 農業振興費

 （P126）
6,157,493,000

（6,580,588,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

1,571,000,000
農林水産業基盤
整備事業費

1,531,000,000
府内産農産物継
続支援事業費

40,000,000

4,396,985,621
（4,800,203,992）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

3,747,219,122
繰　入　金

4,115,000
諸　収　入

23,037,600
府　　　債

96,000,000
一 般 財 源

526,613,899

食の安心・安全推進事
業

（農  政  課）

１　施策の趣旨等
　食品生産・製造段階における品質管理の向上や情報提供を促進する登録制度の推進によ
り「安心・安全の基盤」を強化し、併せて消費者と生産者・事業者の交流や食情報の提供に
よる食の安心・安全に関する情報の共有化、食品表示の監視などにより、「食の信頼づくり」
を推進する。

　指標：食品表示巡回調査の調査店舗数　目標：300店舗　実績：283店舗

２　施策の実施状況
（1）　食の安心・安全登録制度推進事業

　一定の衛生管理基準等を満たす食品を府が登録し、府民に情報提供を行うことにより、
食の安心・安全の強化を図った。
ア　きょうと信頼食品登録制度における登録事業者への訪問指導　22業者
イ　登録事業者と消費者の交流会の開催

（2）　食品表示パトロール事業
　誤った食品表示による府民の誤認や健康被害の未然防止のため、違反事実に効率的かつ
迅速に対応し、食の安心・安全の確保を図った。
ア　スーパー、小売店等での表示状況の調査
イ　商品を買い上げて、表示されている原産地の信ぴょう性について科学的検査等を実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40検体

（3）　食品安心・安全確保事業
　東日本大震災による風評被害を防ぐために府内産農畜水産物の放射性物質モニタリング
検査（34検体）を実施し、府民の食の安心・安全の確保を図った。

（4）　くらしの安心推進員設置事業
　食の安心・安全に関心のある府民を京都府くらしの安心推進員（食品表示チーム）及び
リスクコミュニケーターに登録し、食品表示の監視や食品の安心・安全情報の提供、リス
クコミュニケーションを図った。
ア　京都府くらしの安心推進員（食品表示チーム）研修会の開催　１回
イ　京都府くらしの安心推進員（食品表示チーム）登録数　　　 295人
ウ　京都府食の安心・安全リスクコミュニケーションの開催　　　５回

３　執　　行　　額 3,109,023円
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　「きょうと食いく先生」の派遣、地域の食育支援活動、若い世代を対象とした食育出前講
座等を開催することで、体験型食育を強化し、地域や府民の食育を推進する。

　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　　　 目　標　　　　  実　績
　きょうと食いく先生の授業数　　　　　　　　　　300授業　　　　170授業

２　施策の実施状況
　学校、保育所、地縁団体等が行う食育活動に「きょうと食いく先生」を派遣するとともに、
大学生を対象とした和食に関する食育講座、府民向け食育シンポジウムの開催等により、幅
広い層の府民の食育への関心を高めた。

３　執　　行　　額 2,794,582円

１　施策の趣旨等
　耕作放棄地の増加等により、多面的機能の低下が懸念される中山間地域等において、中　
山間地域等直接支払事業を実施することで、農業生産の維持を図り、多面的機能を確保す　
る。

２　施策の実施状況
　農業生産の維持を通じて、水源かん養、洪水防止をはじめとした多面的機能の確保に寄　
与した。
　交付金実施市町村　京都市ほか15市町村
　交付金総額　　　　  658,479,492円
　交付対象実施面積　　50,488,269㎡
　集落協定締結数　　　 　　　482協定
　個別協定締結数　　　 　 　　 ３
　活動内容　　　　　農道・水路等の維持管理、共同利用機械の購入、鳥獣被害対策等

３　執　　行　　額 495,556,505円
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　 　　　　　 （うち補助金　495,168,029円）

１　施策の趣旨等
　米政策の転換や農山漁村の過疎高齢化が進む中、小規模農家も含めた農山漁村全体を守る
地域活動を強化するため、外部人材の活用を含めた地域の基盤づくりや、地域資源を活用し

きょうと食いく先生活
動拡大・強化事業

（農  政  課）

中山間地域等直接支払
事業

（農村振興課）

農村型小規模多機能自
治推進事業

（農村振興課）
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た「なりわい」づくりから企業と提携したビジネスへの発展まで一体的に支援することで、
トータルマネジメントを行う農山漁村コミュニティ（農村型CMO）の形成を図る。

　指標：持続的な地域経営の体制（農村型CMO等）を構築した地区数（累計）
　目標：37地区（令和５年度まで）　実績：15地区

２　施策の実施状況
（1）　農山漁村コミュニティ維持強化事業

ア　新農山漁村コミュニティ形成支援
　　コミュニティが方向性や課題を共有し、移住促進などのコミュニティ維持強化や  「な
りわい」づくりなどのビジネス強化に向けて行う計画づくりを支援した。

　　事業実施地域に係る市町村 京都市ほか６市町
　　事 業 実 施 地 区 数 ９地区
　　事　　　　業　　　　費 1,853,000円
　　補　　　　助　　　　金 925,000
イ　参加型住民（地域外ファン）づくり事業
　　地域の協働活動などに参加する参加型住民（地域外ファン）を増やすため、地域が実
施するフィールドワーク活動などを支援した。

　　事業実施地域に係る市町村 福知山市ほか５市町
　　事　業　実　施　件　数 19件
　　事　　　　業　　　　費 5,017,044円
　　補　　　　助　　　　金 3,730,000

（2）　農山漁村ビジネス強化事業
　農村コミュニティ組織等が展開する地域の活力維持・強化に資する地域おこし活動や　　
地域の特徴を生かした新たな「なりわい」創出を支援した。
　　事業実施地域に係る市町村 京都市ほか４市町
　　事 業 実 施 地 区 数 ６地区
　　事　　　　業　　　　費 13,796,000円
　　補　　　　助　　　　金 9,195,000

（3）　農山漁村コミュニティ伴走支援事業
　行政等との調整、地域・仕事おこし活動全般を担う「里の公共員」を配置し、住民主体
による農山漁村地域の再生を図った。
　里の公共員 配置人数　10人

３　執　　行　　額 35,444,221円

１　施策の趣旨等
　京都府移住の促進のための空家及び耕作放棄地等活用条例に基づき、市町村と連携しなが
ら、移住者の受入れに取り組む地域を支援するとともに、新たな担い手の確保を核とした都

京都移住促進プロジェ
クト事業

（農村振興課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
市との共生によるまちづくりを総合的に推進することで、将来にわたる活力ある農山漁村地
域の創出を図る。

　指標：農山漁村等へ移住した都市住民等の人数　
　目標：6,160人（令和元年度～令和５年度）
　実績：1,163 （令和元年度～令和２年度）

　　　
２　施策の実施状況
（1）　京都移住コンシェルジュの配置、京の田舎ぐらし・ふるさとセンター（移住相談窓口）

の設置・運営
　農山漁村地域への移住相談に対応するとともに、オンラインセミナー等を実施し、移住
希望者と受入地域のマッチングを図った。
　移住コンシェルジュの配置人数　４人
　相談者数　　　　　　　　　  　778
　移住者数　　　　　   　270世帯559

（2）　農山漁村地域への移住促進対策
　地域連携組織等による受入体制づくりや空き家改修等に対する支援を実施し、移住者の
確保を図った。
ア　移住促進住宅整備事業
　　　　実施市町村　　  　　　件数　　　　　 事 業 費　　　　　　 補 助 金
　　福知山市ほか11市町村 73件 202,910,000円 63,715,000円
イ　空家流動化促進事業
　　　　実施市町村　　  　　　件数　　　　　 事 業 費　　　　　　 補 助 金
　　福知山市ほか９市町村 73件 7,234,000円 3,617,000円
ウ　移住者起業支援事業
　　　　実施市町村　　  　　　件数　　　　　 事 業 費　　　　　　 補 助 金
　　亀岡市ほか２市町 13件 50,728,000円 15,861,000円
エ　企業連携移住促進事業
　　　　実施市町村　　  　　　件数　　　　　 事 業 費　　　　　　 補 助 金
　　　　南　丹　市 １件 3,155,000円 600,000円
オ　地域受入体制整備促進事業
　　　　実施市町村　　  　　　件数　　　　　 事 業 費　　　　　　 補 助 金
　　福知山市ほか４市町 ７件 3,151,000円 1,557,000円
カ　きょう住（ずまい）応援金事業
　　　　実施市町村　　  　　　件数　　　　　 事 業 費　　　　　　 補 助 金
　　　　綾　部　市 ３件 700,000円 700,000円
　　　　南 山 城 村 １  500,000  500,000
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　　　　　　計　　　　　　 　 ４　　　　　 1,200,000　　　　　  1,200,000
キ　移住支援金事業
　　　　実施市町村　　  　　　件数　　　　　 事 業 費　　　　　　 補 助 金
　　　　与 謝 野 町 １件 19,000円 9,000円
ク　京のふるさと暮らし体験推進事業
　　　　実施市町村　　  　　　件数　　　　　 事 業 費　　　　　　 補 助 金
　　　綾部市ほか３市 ５件 5,506,000円 2,753,000円
　

３　執　　行　　額 135,227,355円
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　 　  （うち補助金　132,502,000円）

１　施策の趣旨等
　野菜の収穫体験の実施等農山漁村の実りや暮らしを体験できる地域資源を磨き上げ、エリ
ア全体を滞在施設化する取組を支援した。

　指標：農観ブランディング作成農山漁村
　目標：10地区（令和３年度まで）　実績：６地区

２　施策の実施状況
（1）　地域ブランディング推進事業（ソフト対策）

　魅力ある地域資源を磨き上げ、地域を総合的にブランディングする取組を支援した。
　事業実施地域に係る市町村　  綾部市ほか５市町村
　事  業  実  施  地  区  数      　　　　　６地区
　事　　　　業　　　　費     　  5,796,017円
　補　　　　助　　　　金          5,630,000

（2）　地域内集落景観整備事業（ハード対策）
　「見たい、行きたい、体験したい」地域を創り上げるため、集落内の環境及び景観の整
備を支援した。
　事業実施地域に係る市町村　  綾部市ほか２市町
　事  業  実  施  地  区  数      　　　　　３地区
　事　　　　業　　　　費     　11,710,851円
　補　　　　助　　　　金          5,848,000

３　執　　行　　額 11,656,099円
 　　　　　　　　　　　　　　　  （うち補助金　11,478,000円）

「農・観」連携地域コ
ミュニティ応援事業

（農村振興課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　地域の特性を生かした農林漁業の振興、山村地域と都市との交流促進とこれを支援する豊
かな自然環境の保全及び地域の担い手の確保・育成に必要な事業を実施する。

２　施策の実施状況
　市町村名　 　　　　事業内容　　 　　　　   事　業　費　　 　　 補　助　金
　京 都 市 京都市中央卸 売市 場　 　5,209,508,081円　　2,067,533,000円　　　　　 第 一 市 場 整 備 ほ か 　　　 
　福知山市 色彩選別機 導入 ほか  3,927,330 1,796,000
　舞 鶴 市 ドラムピッ カー 導入 627,000 313,000
　宇 治 市 パ イ プ ハ ウ ス 補 強 234,458 109,000
　亀 岡 市 乾燥調整施設導入ほか 26,050,000 11,681,000
　久御山町 ねぎ刻み加工施設導入 175,000,000 94,500,000
　南山城村 製茶工場新設・機器導入ほか 510,433,000 227,410,000
　　  計  　　5,925,779,869 　 2,403,342,000

３　執　　行　　額  2,403,342,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　 （補助金）

１　施策の趣旨等
　多様な課題に対応した相談体制や専門家チームの派遣体制を構築するとともに、後継者の
確保から経営の多角化や規模拡大まで、経営の発展段階に応じた支援を実施することで持続
可能な集落営農組織の育成を図る。
　　
　　　　　　　指　標  目　標　　　　  実　績
　集落営農法人数（令和２年度末時点）  93法人 90法人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　施策の実施状況
（1）　集落営農後継者育成支援事業

　集落営農組織の将来的な担い手として組織に従事しながら、自ら農業経営を行う新規就
農者を育成する取組を支援した。
　補助対象者　１経営体 補助金 570,000円

（2）　集落ビジネス支援事業
　女性や高齢者など集落営農組織の多様な担い手が活躍するための経営の多角化（加工・
販売施設整備等）の取組を支援した。
　補助対象者　３経営体 補助金 12,069,000円

農林水産業基盤整備事
業
経営支援・担い手
育 成 課
流 通・ブ ラ ン ド
戦 略 課
農 産 課

新集落営農総合対策事
業
経営支援・担い手
育 成 課

（ ）

（ ）
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（3）　集落・企業連携支援事業
　集落営農組織や企業等との連携によりコスト軽減や規模拡大など経営力強化（機械・施
設整備等）の取組を支援した。
　補助対象者　２経営体 補助金 13,130,000円

（4）　集落営農法人経営力強化事業
　中山間地域において農地集積により経営規模を拡大する集落営農法人の取組を支援し
た。
　補助対象者　６経営体 補助金 3,608,100円

（5）　農業経営法人化等支援事業
　集落営農等の法人化及び組織化を図るための取組を支援した。
　補助対象者　１経営体 補助金 250,000円

（6）　集落営農経営安定化事業
　多様な課題に対応した経営相談・診断や専門家チームの派遣により、農業者・集落営農
組織の経営安定化を支援した。
　補助対象者　一般社団法人京都府農業会議 補助金 8,144,948円

 
３　執　　行　　額 38,109,537円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　  　（うち補助金　37,772,048円）

１　施策の趣旨等
　「京都農人材育成センター」を設置し、農業の新たな担い手を確保するため、就農・就業
希望者の相談から技術習得、地域定着までをワンストップで支援することで、円滑な新規就
農・就業を促進するとともに、京の農業応援隊による技術研修などの伴走支援に加え、経営
の発展段階に応じた経営研修を一体的に実施することで、高度な経営感覚を持つ農人材の育
成を図る。

　指標：新規就農・就業者数　目標：年間150人　実績：162人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　施策の実施状況
（1）　京都農人材育成センター事業

ア　人材確保事業
（ｱ）　農林水産業ジョブカフェ事業
　　新規就農等相談の総合窓口「農林水産業ジョブカフェ」を設置・運営し、新規就農
希望者等への情報提供や就農・就業相談、農業体験研修を支援した。

　相談件数　　 　　 420件
　就農あっせん件数　11
　研修あっせん件数　10 補助金　　10,646,602円

（ｲ）　就農インターンシップ事業
　　就農希望者等に対して、人材育成に取り組む農業法人等で研修を実施した。

京都農人材育成強化事
業
経営支援・担い手
育 成 課（ ）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　研修参加者　９人
　　研修先登録　９箇所 補助金　　5,528,531円

（ｳ）　宇治茶実践型学舎事業
　　宇治茶園への就農・就業を希望する者に実践研修を実施した。
　　研修生　２人

イ　人材育成事業
　　経営の段階に応じた経営研修のカリキュラムを作成し、研修を実施した。
　　　　研　修　名　　　　　　開催回数　　　対象者　　人　数
　　就農直後フォロー研修　　 　  ６回　　　　就農者　 　 93人

（2）　人材育成支援事業
ア　農業次世代人材投資事業
　　新規就農希望者等に対し、収入が不安定な就農前の研修期間及び就農直後の期間に交
付金を交付し、生活の安定に寄与した。

（ｱ）　準備型資金
　　交付対象者　23人 交付金　 37,625,000円　　

（ｲ）　経営開始型資金
　　対象団体　京都市ほか16市町　203人 補助金　252,008,153円

イ　認定農業者等支援事業
　　法人化請負人を設置し、法人設立までの伴走支援を実施するとともに、法人設立後の
雇用管理や税務・会計等の農業経営の専門的課題に対応するために専門家の派遣や個別
相談会を実施した。

　　個別訪問　　　　 　  111回
　　専門家等の派遣　　　  78
　　研修会、相談会ほか　  21 補助金　　5,196,000円
ウ　農業後継者定着促進事業
　　新規就農希望者に対し、研修や就農準備に必要な資金の貸付等を行い、円滑な就農支
援を実施した。

（ｱ）　就農サポート事業
　　青年等就農計画認定　156件
　　就農講座実施　６講座　参加人数　91人
　　青年農業者等育成団体運営助成
　　対象団体　一般社団法人京都府農業会議 補助金　　3,334,000円

（ｲ）　就農研修資金償還金助成事業
　　対象団体　福知山市ほか９市町　37件 補助金　　8,490,000円

　　
３　執　　行　　額 341,970,212円　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （うち補助金　333,073,724円）
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１　施策の趣旨等
　WITHコロナ社会における農業分野での人材不足を背景に、援農や地域農業の即戦力とし
て活躍できる人材を育成するため、府立農業大学校にスマート農業機械を導入する。

２　施策の実施状況
　最新式農業機械の操作方法に係る授業や実習に使用するスマート農業機械を導入した。
　導入機械数　　５台

３　執　　行　　額 17,054,950円

１　施策の趣旨等
　国外における府内産農林水産物の知名度向上や輸出拡大等により、府内産農林水産物の需
要拡大を図る。

　　　　　　指　標　　　　　　　　 　　　　 目　標　　　　実　績
　府内産農林水産物の輸出額　　　　 　　　   11.2億円　　　16.4億円
　「京もの提供店」認定店舗数　　　　　　　　 45店舗　　  　 45店舗
　「Kyoto Beef 雅」輸出量　　　　　　　　　10.0トン　　   15.3トン

　
２　施策の実施状況
　海外でのフェア開催や「京もの提供店」の海外展開等の販売促進活動を実施することによ
り、海外における府内産農林水産物の需要拡大を図った。

（1）　高級和牛肉「Kyoto Beef 雅」の販売促進や知名度向上
ア　京都市中央卸売市場第二市場から海外への試験輸送
　　実 施 国　イタリア、ドイツ、フランス
イ　販売促進に向けたサンプル商材の提供
　　実 施 国　フランス
ウ　販路拡大に向けた「Kyoto Beef 雅」の輸送費の支援
　　輸 出 先　マカオ、イタリア

（2）　京野菜の販売促進や知名度向上
ア　府内産農林水産物PRフェアの開催
　　開催期間　令和２年７月10日～７月14日　ほか　全６回
　　開催場所　香港
イ　 「京もの提供店」の認定　10店舗
ウ　レストランフェアの開催
　　開催期間　令和２年11月30日～12月13日　ほか　全２回
　　開催場所　香港、シンガポール
エ　料理人及びメディア向け食材セミナーの開催
　　開 催 日　令和３年２月25日

スマート農業実践教育
事業
経営支援・担い手
育 成 課

「おいしい京都」世界
戦略事業

流通・ブランド
戦 略 課
畜 産 課

（ ）

（　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　開催場所　シンガポール
オ　京野菜の海外への試験輸送
　　実 施 国　台湾
カ　商談会出展
　　開催期間　令和２年12月10日～12月11日　ほか　全３回
　　開催場所　台湾

（3）　農林水産物等の輸出チャレンジの支援
　府内産農林水産物の輸出強化のため、これから輸出に取り組む経営体向け相談窓口の設
置や専門家派遣による助言・指導を実施した。
　相談対応件数　　　　237件
　専門家の指導件数　  　16

３　執　　行　　額 18,987,462円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　  （補助金）

１　施策の趣旨等
　生産者のビジネスチャレンジを支援するとともに、商工関係団体との連携により、６次化・
農商工連携などアグリビジネスによる商品開発から販路開拓までを一貫して支援する。

　       　　指　標 　 　　　　　　      　    目　標              　　  実　績
　新たに農商工連携・６次化に        　  　　100件　   　　　　　101件　取り組んだプロジェクト数　

２　施策の実施状況
（1）　農業ビジネス支援事業

　府内農林水産物の販売力強化のため、専門家派遣等による販路開拓の活動や農業法人等
の商品開発及び６次化に向けた取組を支援した。
　相談対応件数　　　　　　　　　　　　　         　　  1,714件
　専門家による指導件数　　　　　　　　　　       　　   125
　 「きょうと農業ビジネス商談会2020」の開催　商談数　294

（2）　京都６次化ビジネス支援事業
　小規模農家等による６次化、産地と食品関連企業等の連携による新商品開発や販路開拓
等を支援した。
ア　小さな経営革新チャレンジ支援事業
　　小規模農家の新技術の実践や加工品の試作、販路開拓等の新たな取組を普及指導員の
伴走により支援した。

アグリビジネス戦略事
業

流通・ブランド
戦 略 課（　　　　）
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　　事業採択数　59件　　　　　　　　　　　　　　　　
イ　６次化プロジェクト活動支援事業
　　農林漁業者や食品関連企業等との連携体が行う新商品・サービスの開発や販路開拓等
の新たな取組を支援した。

　　農林漁業者自らが行う６次化の取組数　　　　　　　　８件
　　企業と農林漁業者が連携して行う６次化の取組数　　　１
　　企業による商品開発、キャンペーン等支援の取組数　　２
　　御用聞きマッチング成立件数　　　　　　　　　　　   77
ウ　施設等整備支援事業
　　農林漁業者や食品関連企業等が行う新商品・サービスの開発に必要な加工施設・機械
の整備を支援した。

　　事業採択数　４件

３　執　　行　　額 35,872,611円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （うち補助金　19,517,000円）

１　施策の趣旨等
　府域共通の観光資源でもある「食」を目的とした観光誘客を促進するため、「食の京都」
をキーワードに注目食材を活用した地域の魅力向上・消費地での認知度向上を図る。

２　施策の実施状況
（1）　「食の京都TABLE」整備支援事業

　地域の観光・物流拠点として機能を強化するため、「食の京都TABLE」等の施設におけ
る食材加工・販売設備等の整備に係る取組を支援した。
　採択件数　５件 補助金　8,417,000円

（2）　Next「食の京都TABLE」拠点育成事業
　「食の京都TABLE」拠点候補を育成するため、直売所等を対象に研修会を実施した。
　開 催 日　令和３年３月９日
　開催場所　オンライン
　内　　容　HACCP制度の概要等について

（3）　「食の京都TABLE」展開事業
　錦市場「丹後TABLE」で「もうひとつの京都」のエリア毎に「食の京都」の特産品を
展示販売する「食の京都」特選フェアを開催した。

　　　出展団体数　  35団体
　　　出展商品数　101商品 委託料　1,378,800円
（4）　「食の京都TABLE」食材提案会開催事業

　京都レストランスペシャル企画参加店向けに府内産食材の提案会を実施した。
　参加店舗　154店舗

「食の京都」推進事業
流通・ブランド
戦 略 課（　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（5）　首都圏での「食の京都」発信事業

　地方銀行フードセレクション2020において、「食の京都」の特産品の情報発信や商談等
を通じて「食の京都」の魅力を効果的に発信した。
　期　間　 令和２年10月１日～令和３年３月31日
　参加者　 ６次化や農商工連携により地域の農林水産物を生かして商品開発した府内事業

者　17事業者
　商談数　 27件

　  　　
３　執　　行　　額 15,145,395円

１　施策の趣旨等
　栽培履歴記帳の電子化を進め、農林水産業者が生産に集中できる環境を整備することで
府内産農林水産物の競争力を高めるとともに、生産・流通過程の見える化を図り、消費者
等へ府内産農林水産物の安全性をアピールする取組を推進する。

      　　　　　  指　標　　　　　　　　 　  　　 　  目　標      　  　  実　績
　新たに栽培履歴記帳の電子化に取り組む　　　　　４団体　　　　　１団体　生産者団体数 　      

２　施策の実施状況
　府内産地への栽培履歴記帳システムの導入を支援した。
　　　 事業実施主体　　　　　  事業費　　　  補助金
　京都丹の国農業協同組合　　  660,000円　　330,000円

３　執　　行　　額 330,000円
                                                 　　　　　　　　 （補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けている農林水産業者等や売上が激減し
ている旬の京野菜提供店等を緊急的に支援し、府内産農林水産物の需要拡大・価格維持を図
る。

 
２　施策の実施状況
（1）　中小企業等新型コロナウイルス対策緊急支援事業（農林水産業）

　農林水産業者等が行う事業継続・売上回復につながる取組や「旬の京野菜提供店」等が

京野菜安心・安全見え
る化促進事業

流通・ブランド
戦 略 課

新型コロナウイルス感
染症経済対策事業

流通・ブランド
戦 略 課
農 産 課

（　　　　）

（　　　　）
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行う新サービスの展開等の取組を支援した。
　事業採択数　366件 補助金　79,830,000円

（2）　新型コロナウイルス対策緊急支援事業（飾花事業）
　花きの需要拡大を図るため、府内の花き小売店が老人福祉施設や人の往来がある図書館
等の施設において行う飾花の取組を支援した。
　事業採択数　  15件 補助金　 2,777,000円

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　執　　行　　額 82,607,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けている「旬の京野菜提供店」等が行う
京のブランド産品等を使用した中食サービス（総菜加工・販売、宅配、テイクアウト等）の
新規展開や、既存事業の拡大に係る取組等を支援することで、府内産農林水産物の需要拡大・
価格維持を図る。

　　
２　施策の実施状況
（1）　京もの「中食」需要拡大支援事業

　｢旬の京野菜提供店｣ 等が行う京もの農林水産物を使用した中食サービス（総菜加工・
販売、宅配、テイクアウト等）の新規展開や、既存事業の拡大に係る取組を支援した。
　事業採択数　58件 補助金　24,932,000円

（2）　京もの「中食」需要拡大キャンペーン事業
　府内産農林水産物の家庭での消費を拡大するため、食関連団体が連携したレシピ動画の
作成、配信を支援した。
　配信動画数　30本 補助金　  4,500,000円

（3）　京もの「中食」需要拡大広報事業
　府内産農林水産物の家庭での消費を拡大するため、小売店・直売所等に特設コーナーを
設置する「京野菜マルシェ」の開催を支援した。
　事業実施店舗数　148店舗 補助金　  3,000,000円

（4）　｢京の酒」需要拡大支援事業
　府内産米を100％原料に使用した「京の酒」の家庭消費を拡大するため、酒造会社等に
よる商品開発やPR活動の取組を支援した。

　　　事業採択数　７件 補助金　  2,568,000円

３　執　　行　　額 35,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （補助金）

「食の京都」京もの需
要拡大緊急対策事業

流通・ブランド
戦 略 課
農 産 課（　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響により、観光需要が落ち込み、売上げが激減している京
もの食品を扱う食品関連業界の新たな販路開拓と、あわせて価格下落の影響を受けている農
林水産物の生産継続支援等、WITHコロナ社会に対応するための取組を支援する。

２　施策の実施状況
（1）　京もの食品販売促進対策事業（公募型）　

　府内の食品加工・製造販売業者が取り組む内食需要に向けた新たな商品開発や販路開拓
等の取組を支援した。
　事業採択数　48件

（2）　府内産農産物継続生産支援事業
　農産物の生産継続と産地の維持を図るために、農業者が組織する団体が行う品目転換や
農産物の再生産に向けた取組を支援した。
　市 町 村 名　       件数　　   事業規模　　　　  事  業  費　　　 　  補  助  金
　京　都　市　　   11件　　  　3,381a　　　　10,263,000円　　　10,263,000円
　福 知 山 市 ３ 1,667 2,463,000 2,463,000
　舞　鶴　市 ２ 1,294 1,778,000 1,778,000
　綾　部　市 ４ 3,405 4,293,000 4,293,000
　宇　治　市 ３ 2,701 11,245,000 11,245,000
　亀　岡　市 ７ 1,801 5,403,000 5,403,000
　城　陽　市 ２ 2,512 9,508,000 9,508,000
　向　日　市 １ 36 108,000 108,000
　長 岡 京 市 ３ 4,990 14,970,000 14,970,000
　八　幡　市 ３ 3,218 10,078,000 10,078,000
　京 田 辺 市 ３ 1,565 4,789,000 4,789,000
　京 丹 後 市 20 12,064 27,336,000 27,336,000
　南　丹　市 ４ 556 1,668,000 1,668,000
　木 津 川 市 １ 4,356 4,356,000 4,356,000
　久 御 山 町 ３  1,106 3,700,000  3,700,000
　宇治田原町 ２  8,737 9,357,000 9,357,000
　和　束　町 ２ 33,334 33,358,000 33,358,000
　精　華　町 １ 332 332,000 332,000
　南 山 城 村 １ 15,536 15,536,000 15,536,000
　京 丹 波 町 １ 229 687,000 687,000
　与 謝 野 町 ４ 240  717,000 717,000
          計 81 103,060  171,945,000 171,945,000

 　  　　

京もの農林水産物生産
・流通促進対策事業

流通・ブランド
戦 略 課
農 産 課（　　　　）
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３　執　　行　　額 478,510,349円
　　　　　　　　　　　　　　（うち補助金　478,134,000円）

１　施策の趣旨等
　新たに開発した府オリジナル米新品種「京式部」のブランド化を戦略的に進めるとともに、

「京の米」の高品質化と知名度向上を推進し新たな市場・販路拡大を展開する。

　　　　　　　　  指　標　　　 　　　　　　    目　標　　　  実　績
　需要に応じた地域ブランド米の作付面積　　　1,875ha　　　1,805ha
　需要に応じた地域ブランド米の生産量　　　　8,782トン　　 8,284トン

２　施策の実施状況
（1）　新京都ブランド米「京式部」PR戦略事業

　令和３年度から府内限定で本格販売を予定するオリジナル新品種「京式部」のブランド
化に向けた戦略的なPRを実施した。
ア　名称発表会
　　開 催 日　令和２年10月28日
　　開催場所　府庁旧本館
　　来 場 者　新聞７社、テレビ２社
イ　「京式部」提供フェアの開催
　　開 催 日　令和２年11月１日～ 11月30日
　　開催場所　府内高級料理店14店舗
　　内　　容　「京式部」をメニューの一部として提供

（2）　「京の米」ベンチャーコンペティション事業
ア　おいしいお米生産対策事業
　　米価向上に向けた京の米のPRや特色ある米づくりへの技術的取組等を支援した。
　　地 域 名　 　 　事 業 主 体　　 　 　    事 業 内 容　　　　 事 業 費　　  補 助 金 
　　山城地域  京都やましろ農業協同組合 ほ 場 視 察 ほ か　　 474,270円　  226,000円　　　　　　  特別栽培米部会ほか
　　南丹地域  京  都  丹  波  米  技術普及広報ほか 889,519 300,000　　　　　  良 食 味 推 進 協 会　　
　　中丹地域  中丹米振興協議会 技術検討会の開催ほか 621,000 300,000
　　丹後地域  丹 後 米 改 良 協 会 栽培こよみ作成ほか 756,000 300,000

　　 　　　計     　　　　　　　　2,740,789　　1,126,000
イ　 「京のプレミアム米コンテスト」開催                               
　　市場評価向上等を図るため、おいしいお米のコンテストを開催し、入賞した米をWeb
等でPRした。

　　応募受付点数　　154点　　　　入賞点数　　８点

「京都ブランド米」新
展開事業

（農  産  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（3）　「京の米」新マーケット拡大事業

　京の地場産業からの具体的ニーズに対応するための取組を支援した。
　地  域  名　 　 　事 業 主 体　　 　 　  事 業 内 容　　　　  事 業 費　　  補 助 金 
　府内全域  「 京 の 米 で 京 の 「京の米」を使った 　     560,000円 　  280,000円 酒 を 」 推 進 会 議  お酒 の P R活 動　　
　京都・乙訓 有限会社山国さき オリジナル米袋  1,240,951 580,000　地　　  域 がけセンターほか の 開 発 ほ か
　中丹地域  中丹米振興協議会 実需者との意見 89,837 44,000　 　 交換会の開催ほか　
　丹後地域  み そ 加 工 用 米 　　　 〃 785,640 344,000　 出 荷 組  合  ほ  か　
　　   計   2,676,428 1,248,000

（4）　「京の米」生産イノベーション事業
ア　生産・流通機械、施設の導入による生産支援
　　需要に応じた米の生産に対応するための機械導入を支援した。
　　市町村名　 　    事 業 主 体 　　　　 事 業 内 容　　　　　事 業 費　　  補 助 金
　　福知山市 京の穂里生産組合ほか 堆肥散布機ほか 3,515,000円 1,507,000円
　　舞 鶴 市 岡田中作業受託組合 コンバインほか 6,468,000 2,587,000
　　綾 部 市 認 定 農 業 者 ほ か　　 　　  〃  11,967,300 5,756,000
　　宮 津 市 杉末農家組合ほか 乾 燥 機 ほ か 6,132,000 2,660,000
　　亀 岡 市 鹿 谷 い き い き
　　　　　　　 フ ァ ー ム ほ か コンバインほか

 
26,821,000 13,610,000

　　八 幡 市 八　幡　市　西　部 粗 耕 機 ほ か  2,321,000 927,000 　　　 特 栽 米 組 合 ほ か　  
　　京丹後市 農 事 組 合 法 人 コンバインほか 52,375,000 21,831,000 　 Gフ ァ ー ム ほ  か
　　南 丹 市 園 部 町 農 業 公 社  コ ン バ イ ン 8,492,000 2,660,000
　　与謝野町 株式会社与謝ファーム 色 彩 選 別 機  3,880,000 1,532,000
　　　  計    121,971,300 53,070,000
イ　施設の整備による長寿命化支援
　　共同利用施設等の長寿命化に向けた施設整備を支援した。
　　地 域 名　 　    事 業 主 体 　　　　 事 業 内 容　　　　　事 業 費　　  補 助 金
　　南丹地域 京都農業協同組合 乾燥施設点検・修繕 2,035,000円 462,000円
　　丹後地域　 　　  　  〃 　　 　　  　　　〃  6,416,817 1,457,000
　　  　計   8,451,817     1,919,000
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３　執　　行　　額 65,781,640円
          　　　　　 　　　　　　　　                 （うち補助金　61,363,000円）

１　施策の趣旨等
　有機農業をはじめとする、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を支援
し、取組の拡大を通じて環境保全の向上を図る。

２　施策の実施状況
（1）　有機農業等直接支払交付金

　化学肥料と化学合成農薬の５割削減に加えて、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果
の高い営農活動を支援した。
　事業主体　　農業者団体等67件
　事 業 費　　26,234,700円
　交 付 金　　19,676,025

（2）　環境直接支払推進交付金
　有機農業等直接支払交付金に係る推進事務及び確認事務等に係る経費を交付した。
　事業主体　　福知山市ほか13市町、京都府農地・水・環境保全向上対策協議会
　交 付 金　　930,000円

３　執　　行　　額 20,971,502円
       　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　   （うち補助金　20,606,025円）

１　施策の趣旨等
　外食産業等の企業ニーズと生産者を結びつけ、マーケットインによる儲かる農業の実現を
図る。　

　　　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　目　標　   実　績
　企業ニーズに基づき機械・施設を整備する産地数　　７産地　　４産地

 　 　　
２　施策の実施状況
（1）　京野菜集出荷・加工体制整備事業費

　実需ニーズの強い生産現場での一次処理・加工に必要な機械整備等を支援した。
　市 町 村 名　  　  件数　　　　   事業内容　　　　　   　   事 業 費        　  補 助 金
　舞　鶴　市      　  １件　　 製 か ん 機 一 式 13,640,000円 5,580,000円
　南　丹　市      　  １　　　 ねぎアジャスター等 437,528  196,000
　木 津 川 市      　  １　　　 出荷調製用冷蔵庫 1,243,000  497,000
　久 御 山 町      　  １　　　 異物混入防止機器等 2,410,980  876,000
    　　計         　　 ４               17,731,508  7,149,000

有機農業・環境調和型
農業支援事業

（農  産  課）

京都農業経営強化事業
経営支援・担い手
育 成 課
農 産 課（　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（2）　京野菜生産加速化事業

ア　パイプハウス等整備促進事業
　　出荷の回転数を上げることや出荷時期の調整が可能なパイプハウス等の整備を支援し
た。

（ｱ）　パイプハウス整備事業　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　市 町 村 名　  　件数　　 　 　 事業規模　 　　 　　   事 業 費　　　   補 助 金
　　福 知 山 市 ２件  50.2a 43,826,595円 20,925,000円
　　舞　鶴　市 １   11.3 14,145,452  6,867,000
　　綾　部　市 １   20.7 21,856,422  10,928,000
　　城　陽　市 １   16.0 7,644,919  3,057,000
　　八　幡　市 １   49.0 20,632,357  8,440,060
　　京 田 辺 市 １   9.0 4,258,624  1,742,072
　　京 丹 後 市 ２   59.1 41,159,719  20,046,000
　　木 津 川 市 ２    17.0 12,466,443  5,006,361
　　久 御 山 町 １    3.0 1,682,245  688,155
　　宇治田原町 １   18.0 10,468,346  4,282,277
　　和　束　町 １   3.0 1,340,797  548,478
　　精　華　町 １   6.0 2,003,565  819,597
　　与 謝 野 町 １    2.4 1,505,570  677,000
　　　　計 16   264.7 182,991,054  84,027,000

（ｲ）　生産・流通改善条件整備事業　　　　 
　　市 町 村 名　  　件数　　 　 　 事業内容　 　　 　　   事 業 費　　　   補 助 金
　　京　都　市 １件  ね　ぎ　防　除　機 3,913,250円 1,423,000円
　　福 知 山 市 １  え だ ま め 脱 さ や 機 2,088,581  939,000
　　舞　鶴　市 ２  遮　光　資　材　等 3,066,195  1,270,000
　　城　陽　市 ２  ボ イ ラ 、 防 除 機 等 8,442,105  3,376,000
　　京 田 辺 市 １  自 動 換 気 装 置 等  813,450   325,000
　　京 丹 後 市 ３  野  菜  移  植  機  等 8,808,000   3,962,000
　　南　丹　市 １  遮　光　資　材　等 410,080   184,000
　　木 津 川 市 １  畝 立 て 成 形 機 等 1,122,000  448,000
　　久 御 山 町 １  　　　　  〃  3,148,000  1,259,000
　　　　計 13 31,811,661  13,186,000

イ　京野菜生産加速化支援活動事業
　　「京野菜生産加速化支援隊」による技術指導等の伴走支援を実施した。 
　　市 町 村 名　　　　　  　　 事業主体　　　 　　　 　　  事 業 費 　　  　 補 助 金
　　京　都　市　　　 　京都府特産物育成協議会 3,623,966円 1,800,000円 
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（3）　「京の食　６次産業化を進める経済人会」活動支援事業
　実需者からのニーズに基づいた農産物の安定供給体制を図るため、生産現場の課題解決
に係る取組を支援した。
　意見交換会や勉強会等の実施　　10回

（4）　農業法人等販売力強化支援事業
　農業法人等のネットワーク構築による販売支援を行った。
　市 町 村 名　　　　  　　　 事業主体　　　 　　　 　　  　事 業 費 　　  　 補 助 金
　久 御 山 町　　　 　京葱SAMURAIほか３者 2,631,785円 1,315,000円　ほ か ２ 市

３　執　　行　　額 107,662,070円
　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　   　　（うち補助金　107,477,000円）

１　施策の趣旨等
　生産現場の過疎高齢化による農林水産業の生産力低下と農山漁村コミュニティの衰退に対
応するため、AI・ICT等先端技術を活用したスマート技術の実装を加速化し、農林水産業の
作業性・品質・生産性を向上することで府内農林水産業の成長産業化と魅力向上、集落維持
を実現する。

　指標：生産現場へのスマート技術の実装の支援
　共通目標※：25件　　実績：30件
　　※スマート農林水産業加速事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
（1）　ICT施設園芸モデル整備事業

　収益性の高い施設園芸モデルを育成するため、ICT技術を活用した省力化や品質向　　
上効果のあるパイプハウス等の整備を支援した。
　市町村名　　  件数　　　　 　事 業 内 容　　　　　　    事 業 費　　 　 補 助 金
　京 都 市　  　１件　　低コスト耐候性ハウスほか　　18,823,939円　   5,133,000円
　久御山町　　  １ 　　　　　　　　〃  　 56,542,943   16,603,000
         計     　 　 ２                                 　　　　　　　  75,366,882        21,736,000

（2）　次世代につなぐ営農体系確立支援事業
　スマート技術の活用による生産性向上や作業の軽労化・効率化の実証を支援した。
　市町村名　　　　 取 組 主 体　　　　　 実 証 作 物　　   事 業 費　　　  補 助 金
　京 都 市　 勧修寺ブドウICT研究会　　ブ　ド　ウ　   1,608,349円　   1,608,349円
　京丹後市 　丹後果樹産地振興協議会　　ナ　　　シ　   2,007,170　　   2,000,000　　　　　　　　　　 
　　  計　  　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,615,519    　  3,608,349

スマート農林水産業加
速事業

（農  産  課）



― 157 ―

― 156 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
３　執　　行　　額 25,344,349円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　 　   （補助金）

１　施策の趣旨等
　収益性の高い園芸作物への転換を図り、京野菜等の生産力を強化するため、新規品目の導
入や技術実証など、新たな園芸産地づくりに向けた取組を推進する。

　指標：収益性の高い園芸作物への品目転換の支援
　目標：８件　　実績：２件

２　施策の実施状況
（1）　産地導入促進事業

　園芸作物の新たな導入に向けた合意形成に係る費用を支援した。
　　市町村名　 　　 　    取組主体　　　　　   品目　　　    事 業 費  　         補 助 金
　宇　治　市 京都やましろ農業 花菜 1,004,880円 1,000,000円　ほか４市町村 協同組合花菜部会 　

（2）　産地転換強化事業
　実需ニーズに対応した園芸作物の生産実証に係る費用を支援した。
　　市町村名　 　　 　    取組主体　　　　  実証作物　　    事 業 費  　         補 助 金　
　亀　岡　市 亀岡市地域水田農 タマネギ 3,352,559円 2,615,759円 業活性化協議会　  
　　　　　　  　　

３　執　　行　　額 3,615,759円
                                                                （補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響により催事・行事の見送りが相次ぎ、花きの需要が著し
く低下したことに伴い、経営が悪化している生産者等を支援し、需要拡大を図る。

２　施策の実施状況
　花きの需要拡大を図るため、京都府花商協同組合が行う幼稚園・保育園での花育の取組や
PR資材の作成による販売促進活動を支援した。

　　花育実施数　　80園

園芸作物等高収益品目
転換事業

（農  産  課）

府内産花き需要拡大緊
急対策事業

（農  産  課）
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３　執　　行　　額 2,893,000円
　　　　　　    　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響により、「京の酒」の販売量が激減している状況を踏まえ、
今後の酒米の作付けに影響しないよう、京都府酒造組合連合会が行う「京の酒」の海外にお
ける需要拡大の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　中国大手ECサイトや上海Kyoto Houseでの出品、ヨーロッパにおけるSNSによるPRを通
じて「京の酒」の販売を促進し、需要拡大の取組を支援した。
　出品数　　７社21銘柄

３　執　　行　　額  20,000,000円
　　　　　　    　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　農協・農協連合会の営農指導機能の充実を目的とした、農業生産及び農産物流通に関する
施設整備を支援する。

２　施策の実施状況
　市 町 村 名 　　  事業主体　　 　　   事業内容　　　　 　 事 業 費 　　　   補 助 金
　京 田 辺 市　  京都やましろ　   農 産 物 直 売 所  9,878,000円 2,600,000円　　　　　　　　   農業協同組合 　　 
　宇治田原町 　　 〃　　　　 農産物直売所保冷庫  2,510,200  700,000
  　　　　　  計 　　　　　　　　　　　　　　　 12,388,200   3,300,000

３　執　　行　　額 3,300,000円
 　　　　　　　　 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （補助金）

１　施策の趣旨等
　生産現場の過疎高齢化による農林水産業の生産力低下と農山漁村コミュニティの衰退に対
応するため、AI・ICT等先端技術を活用したスマート技術の実装を加速化し、農林水産業の
作業性・品質・生産性を向上することで、府内農林水産業の成長産業化や魅力向上、集落維
持を実現する。

3,300,000
（4,234,745）

決算額の財源
内訳
一 般 財 源

3,300,000

114,267,092
（808,350,159）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

24,519,000

3,300,000
（4,971,000）

117,597,000
（811,926,000）

「京の酒」海外需要開
拓緊急対策事業

（農  産  課）

農林水産業基盤整備事
業

（農  政  課）

スマート農林水産業加
速事業

流通・ブランド
戦 略 課（　　　　）

７ 農業協同組
合指導費
 （P130）

９ 農業技術セ
ンター費
 （P130）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　 　　　 　目　標　　  実　績
　自動運転農機などスマート関連技術の導入件数　　　　25件（※）　　30件
　　※スマート農林水産業加速事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
（1）　情報提供・技術相談

ア　スマート農林水産業情報センター事業
　　スマート農林水産技術についてのワンストップ相談窓口を設置した。
　　相談件数　66件 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
イ　先進技術発信事業
　　スマート技術の企業や専門家等による技術展示・相談会を開催し、技術導入に向けて
生産者と企業とのマッチングを推進した。

　　開催期間　令和２年11月13日～ 11月14日
　　場　　所　農林センター
　　来 場 者　延べ約2,500人

（2）　導入支援
　スマート農林水産業実装チャレンジ事業
　スマート技術（機械等）の導入に取り組む生産者を支援した。
　市町村名　　件数　　　　　  事業内容　　　 　　 　　　 事 業 費　　　　 補 助 金
　京 都 市　　２件　　直進アシスト田植機ほか　　　     8,895,000円　    3,804,000円
　福知山市　　６ 　　食 味・ 収量 セン サー 28,890,000 12,403,000　　　　　　　　 　　コ ン バ イ ン ほ か
　宇 治 市　　１　　　直 進ア シス ト田 植機 3,414,000 1,024,000
　宮 津 市　　２　　　水 中 ド ロ ー ン ほ か 6,687,000 2,078,000
　亀 岡 市　　１　　　分娩監視・発情発見システム  840,000 229,000
　八 幡 市　　３　　　直進アシストトラクタほか  15,581,000 5,317,000
　京田辺市　　１　　　ハウス環境制御システム 4,730,000 1,419,000
　京丹後市　　６　　　ド ロ ー ン ほ か 30,837,000 14,770,000
　南 丹 市　　４　　　水 管理 シス テム ほか 10,064,000 4,260,000
　南山城村　　１　　　茶 乗 用 摘 採 機  8,217,000 2,465,000
　与謝野町　　１　　　ド 　 ロ 　 ー 　 ン  2,097,000 629,000
　　  計　　　 28 　　　　　　　　　 120,252,000  48,398,000

（3）　技術開発・実証
ア　スマート農業加速化実証プロジェクト事業
　　国のスマート農業実証プロジェクトを活用し、モデル経営体においてスマート農業の
技術を一貫体系で展示実証した。

寄　附　金
350,000

諸　収　入
50,028,499

一 般 財 源
39,369,593
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　　市町村名　　 地 区 数　　　 品　目
　　亀 岡 市　　１ 地 区　 　　水　稲
　　南山城村       １ 　　　    　　 茶
イ　京都イノベーション創造事業
　　農林水産業のスマート化を図る技術メニューの開発・実証を行うため、産学公連携に
よるコンソーシアムにおいて共同研究を実施した。

　　  　分　野　　　　　　　　　　　　　　  　  事 業 内 容
　　スマート農業　ICTを活用した機械摘みてん茶の製茶工程省力管理システムの開発
　　スマート畜産　乳牛の姿勢・行動検知センサーによる乳量の向上、分娩時死亡事故等
　　　　　　　　　の防止技術の開発

３　執　　行　　額 112,396,204円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（うち補助金　88,243,750円）

１　施策の趣旨等
　府内の農林水産業の多様な課題を解決するため、地域を支える機関として農林水産技術セ
ンターに必要とされる役割とコンセプトを整理し、ソフト・ハード両面から備えるべき機能
について検討する。

２　施策の実施状況
　｢農林水産技術センター機能強化に係るあり方検討会｣ において、担い手減少や気象変動
がもたらすリスクの増加、流通・消費市場の変化などに対応するため農林水産技術センター
に必要とされる役割とコンセプトを検討し、その内容を取りまとめた。

３　執　　行　　額 1,870,888円

１　施策の趣旨等
　増大する老朽茶園の改植や高級宇治茶生産に必要な被覆棚等の整備、茶園の省力化を図　
る茶園管理機の導入等を支援することにより、良質な宇治茶を生産し、農家所得の向上と　
産地の活性化を図る。
　　　　 
　　　指　標　　　　　目　標　　　　　  実　績
　新 改 植 面 積　　年間　4.0ha　　　年間 11.1ha
　被覆棚整備面積　　年間　2.5　　 　   年間　3.5

 

農林水産技術センター
あり方検討事業

流通・ブランド
戦 略 課

農林水産業基盤整備事
業

（農  産  課）

（　　　　）

293,922,502
（325,585,151）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

231,746,845
府　　　債

16,000,000
一 般 財 源

46,175,657

919,769,000
（951,863,000）

翌年度への繰越
事業費繰越額

509,600,000
農林水産業基盤
整備事業費

２  茶 　 業 　 費
１ 茶　業　費

 （P132）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
（1）　茶業振興対策事業　

ア　優良茶園振興事業
　　市 町 村 名　　　  事業内容　　  　事業量　　　　 　事 業 費　　　　    補 助 金
　　綾　部　市　　茶 園 新 改 植　　 　 0.6ha　　　 3,331,000円　　　 1,332,000円　
　　城　陽　市　　　　　〃 1.6 3,311,000 1,324,000
　　宇治田原町　　　　　〃 8.9 　　   26,950,000 　　  10,779,000
　　　　計　　　　　　　　　　　　 11.1 33,592,000 13,435,000
イ　茶園環境改善事業
　　市 町 村 名　　　  事業内容　　  　事業量　　　　 　事 業 費　　　　    補 助 金
　　城　陽　市　　被覆棚施設整備 　　 　 1.4ha　　    4,325,698円　　　 1,729,000円
　　八　幡　市　　　　　〃　 0.1 1,009,546 403,000
　　京 田 辺 市　　　　　〃 0.6 5,670,090 2,268,000
　　木 津 川 市　　　　　〃 0.1  876,886 350,000
　　宇治田原町　　　　　〃  0.3 2,026,640 810,000
　　南 山 城 村　　　　　〃 1.0 12,000,000 4,400,000
　　　　計　　　　　　　　　　　　 3.5 25,908,860 9,960,000
ウ　共同製茶等省力化推進事業
　　市 町 村 名　　　　  事業内容　　　　 　　　 　事 業 費　　　　    補 助 金
　　福 知 山 市　　製 茶 機 械 整 備　　　　　　 　 2,527,000円　　　 1,010,000円
　　舞　鶴　市　　　　　　〃  6,875,000 2,750,000
　　京 田 辺 市　　　　　　〃  10,098,000 3,854,000
　　京 丹 後 市　　乗 用 摘 採 機 整 備  6,842,000 2,736,000
　　宇治田原町　　　　　　〃  12,485,000 4,879,000
　　　　計　　　　　　　　　　　　       38,827,000 15,229,000

（2）　製茶施設整備支援事業
　市 町 村 名　　　　  　事業内容　　　　 　　 　　事 業 費　　　　    補 助 金
　城　陽　市　　　集 出 荷 施 設 整 備 　　　　 　    465,298,680円　　 194,400,000円

　
３　執　　行　　額  233,024,000円

（補助金）

１　施策の趣旨等
　世界文化遺産登録に向けて、宇治茶の文化的景観の資産価値向上及び府民運動の拡大を　
推進する。

宇治茶世界文化遺産登
録推進戦略事業

（農  産  課）
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２　施策の実施状況
（1）　提案書の改訂

　世界レベルの資産価値・保全措置の調査、国際カンファレンスやイコモス調査等の結果
を反映した提案書の改訂検討を進め、世界遺産暫定一覧表への登録を文部科学省等に要請
した。

（2）　宇治茶世界文化遺産登録有識者会議等の開催　３回
（3）　地域フォーラムでのPR

　「宇治茶の文化的景観」の世界文化遺産登録に向けて、登録候補地域で地域フォーラム
を開催し、登録推進活動のPRと意見交換を行った。
　開催回数　２回

（4）　宇治茶文化講座の開催
　府民が世界文化遺産登録の取組内容や宇治茶の歴史・文化・魅力を学ぶ場を提供し、世
界文化遺産登録に向けた地元の気運醸成を図った。
　開催回数　６回

３　執　　行　　額 3,286,552円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （うち委託料　2,487,971円）

１　施策の趣旨等
　宇治茶の新しい飲み方の提案・機能性の発信等を行うことで、宇治茶の消費・生産拡大を
図る。

　指標：荒茶の年間販売額　　目標：91億円　　実績：46.8億円

２　施策の実施状況
（1）　宇治茶ブランド新展開プロジェクト協議会の開催

　宇治茶のドリンクメニュー化の推進や新たな飲み方の提案を行うため、茶業団体や観光
業界等と府で構成する協議会を開催した。
　開催回数　１回

（2）　宇治茶ドリンク新商品の販売促進
　新商品「京都宇治玉露　玉兎」のPR活動を実施した。
ア　高級料亭やホテル等へのサンプル提供
イ　オリジナルグラス等の作成・配布

（3）　宇治茶機能性講座の開催
　茶に含まれるテアニンのリラックス効果やカテキンの効用など、府民が宇治茶の機能性
を学ぶ場を提供した。
　開催回数　１回　　参加人数　212人

（4）　宇治茶セミナーの開催
　インバウンド客を案内する国内の通訳案内士や府内の留学生及びシンガポールの飲食関

宇治茶新展開セカンド
ステージ事業

（農  産  課）
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円 円
係者を対象に、宇治茶の魅力を伝えるセミナーをオンラインで開催した。
　開催回数　３回　　参加人数　  79人

３　執　　行　　額 3,499,950円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （うち補助金　3,000,000円）

１　施策の趣旨等
　中国における「宇治茶」に関連した冒認商標取消に向けて、「宇治」の認知度の高さを証
明する取組を推進する。

２　施策の実施状況
　中国における「宇治」「宇治茶」の認知度を高めるため、PR動画を作成して、中国国内の
 SNS（TikTok、Weibo）で２週間配信するとともに、中国の大都市３箇所でWebアンケー
トを実施して、PR動画配信の効果を検証する取組を支援した。

３　執　　行　　額 3,000,000円
　　　　　　　　  （補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響により、インバウンド・観光客需要が低下し、例年より
宇治茶の在庫量が増加する中、一番茶市況に影響を及ぼさないよう需要喚起を図る。

２　施策の実施状況
（1）　宇治抹茶新商品開発・販路開拓支援事業

　食品関連企業及び府内茶商工業者が取り組む府内産の抹茶・てん茶を活用した新商品　　
開発や販路開拓を支援した。
　事業採択数　14社

（2）　「京都宇治玉露　玉兎」需要拡大強化事業
　新商品「京都宇治玉露　玉兎」の販売プロモーションを強化することで、宇治茶需要の
早期回復に向けた取組を推進した。
ア　リーフレット・ポスター等の作成・配布
イ　日本料理アカデミーとコラボしたPR動画の作成
ウ　展示会への出展
　　開催時期　令和３年３月９日～３月12日
　　開催場所　幕張メッセ
　　内　　容　FOODEXJAPAN2021への出品による国内外のバイヤーや料理人へ向け

宇治茶商標関連対策事
業

（農  産  課）

宇治茶需要拡大緊急対
策事業

（農  産  課）
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　　　　　　　たPR
　
３　執　　行　　額 51,112,000円

　　　　　　　　　　　　　　 （補助金）

１　施策の趣旨等
　受胎不全牛預託及び遺伝子検査や受精卵移植技術等の先端技術の活用により、高品質和牛
の生産拡大を図るとともに、乳牛への高性能性判別精液交配による乳用後継牛の確保を行う
ことで、府内畜産・酪農経営の収益力及びブランド力の強化を図る。
　

２　施策の実施状況
（1）　農家の受胎不全牛を碇高原牧場で放牧・交配の上、妊娠牛として農家へ返却した。

　預 　 託 　 牛　　　  ８頭（全頭受胎）
（2）　碇高原牧場において、高品質な和牛子牛の効率的生産のため、交雑種雌牛（乳用種と和

牛の交雑種）への和牛受精卵移植を行い、生産された和牛子牛を農家に譲渡した。
　和牛子牛譲渡数　　　  12頭

（3）　乳牛への高性能性判別精液交配により、産乳能力の高い乳用後継牛の確保を図った。
　交  配  頭  数　　　600頭　

（4）　供卵牛の遺伝子保有状況を検査することにより、牛の「おいしさ」の成分（オレイン酸等）
増加能力のある遺伝子をもった受精卵を生産し、移植を行うことで、高品質な府内産和牛
を増産した。
　受精卵の移植　　　312頭

３　執　　行　　額 23,070,511円

１　施策の趣旨等
　輸出認定基準に対応した京都市中央卸売市場第二市場の整備を支援することにより、京都
牛の輸出促進やブランド力の向上を図る。

２　施策の実施状況
　市町村名  　　　　　　 事業内容　　　　　　　　 　   事 業 費　　　　　 補 助 金 
　京 都 市  京都市中央卸売市場第二市場整備ほか　　26,716,072円　　　10,000,000円

　　
３　執　　行　　額 10,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （補助金）

３  畜 産 業 費
２ 畜産振興費

 （P134）
1,681,319,000

（1,685,139,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

264,000,000
農林水産業基盤
整備事業費

941,197,848
（945,017,634）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

904,769,774
財 産 収 入

14,786,400
諸　収　入

5,843,000
一 般 財 源

15,798,674

畜産・酪農収益力強化
事業

（畜  産  課）

京都牛輸出促進１億円
事業

（畜  産  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
農林水産業基盤整備事
業

（畜  産  課）

京都酪農「牛づくり」
事業

（畜  産  課）

京都畜産未来の担い手
づくり事業

（畜  産  課）

１　施策の趣旨等
　HACCPや輸出にも対応できる衛生管理が徹底された施設や生産基盤である牛舎等の整備
を支援することで、府内畜産業の振興を図る。

２　施策の実施状況　　　　　　　　　　　 　　 
　市町村名  　　　　　事業内容　　　 　　　　　　  事 業 費　　　　　 補 助 金 
　亀 岡 市　　　　　 鶏舎整備ほか　　　　　　　809,930,000円　　 354,072,000円
　京丹波町　　　　　 豚舎整備ほか 341,000,000 146,334,000
　　 計  1,150,930,000 500,406,000

３　執　　行　　額 500,406,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　酪農業の重要な経営資源である牛づくりを府内で行う体制を作ることにより、酪農家の収
益力を強化し、府内酪農業の持続的発展を図る。

２　施策の実施状況
　収益力の強化につながる優良乳用後継牛を府内で育成するため、JA全農京都の哺育・育
成センターと連携しながら、碇高原牧場で預託育成を実施した。
　預託頭数　14頭

３　執　　行　　額 1,908,200円

１　施策の趣旨等
　畜産経営の法人化を支援することで、対外的な信用力の向上や就業条件の改善を図るとと
もに、畜産法人等への就業や新規就農希望者を幅広く確保し、後継者として育成する仕組み
を構築することにより、府内畜産業の安定的な世代交代を図る。

２　施策の実施状況
（1）　畜産人材育成推進事業

　畜産の担い手育成のため、畜産センターにおいて、基礎から実践的な技術・経営知識の
習得までを一貫して支援する畜産人材育成研修を実施した。
　研修生　１人
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京都産和牛給食提供推
進事業

（畜  産  課）

京都産和牛肥育経営緊
急対策事業

（畜  産  課）

（2）　畜産経営法人化推進事業
　就業者の確保や第三者への経営継承を推進するため、経営移譲を希望する畜産農家の法
人化を支援した。
　定款作成、登記申請手続等法人設立に伴う経費の助成     　   ３件　

（3）　畜産経営継承円滑化事業
　経営の移譲を希望する畜産農家において新規就農者を対象とした研修を実施し、技術及
び経営力の習得支援や、円滑な経営継承を推進した。
　経営の移譲を希望する農家による技術指導　　　　　　　　 １件

３　執　　行　　額  3,628,363円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち補助金　1,317,945円）　

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響により、消費が低迷する京都産和牛を小・中学校等の給
食に提供することで、需要喚起を図る。

２　施策の実施状況
　給食を実施する小・中学校等に対して、通常では提供されていない京都産和牛を給食の食
材として提供した。
　提供学校数　　　 505校
　提 供 数 量　   14,655kg

３　執　　行　　額 129,063,657円
                                           　　　 （うち補助金　120,892,832円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響により、インバウンドや外食需要が激減したため、出荷
価格が下落し収益が悪化している京都産和牛の肥育農家の経営を緊急に支援することで、生
産基盤の維持を図る。

２　施策の実施状況
　京都産和牛の再生産確保のため、国制度による補てん後の生産者の赤字分について、府内
の標準的な収支差額まで支援した。
　補助農家数　　   　11経営体
　補 助 頭 数　     1,156頭

３　執　　行　　額 41,962,800円
                                           　　　　　　　　　（補助金）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
養豚経営緊急対策事業

（畜  産  課）

京もの農林水産物生
産・流通促進対策事業

（畜  産  課）

京都産地鶏給食提供推
進事業

（畜  産  課）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響により、外食需要等が激減し府内産豚が出荷抑制を受け、
販売価格が下落したため、養豚農家を支援し経営を支えることで、生産基盤の維持を図る。

２　施策の実施状況
　出荷抑制により枝肉の価値が下落した豚の販売額が生産額を下回った場合にその赤字分を
支援した。
　補助農家数　      　 ４経営体
　補 助 頭 数　    　 248頭   

３　執　　行　　額 2,978,363円
                                                              （補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響により、府内産畜産物の観光需要が落ち込み、売上げが
激減しているため、卸売事業者等による販売促進活動を支援することで、需要喚起・販路拡
大を図る。

２　施策の実施状況
    卸売事業者団体が作成した販売促進計画をもとに行う販売促進キャンペーン及びその計画
に基づき卸売事業者等が実施する販売促進活動に係る経費を支援した。
　  事業対象品目　　　  事業者数　　　　小売店舗数　　　　販売量
　京 都 産 和 牛　　　　15社　　　　　　110店舗　　　　187.041トン
　京  都  産  豚　　　　３　　　　　　　  93　 　　　　　 58.592
　京都産地鶏・鴨 　　　  ６　　　　　　　172　　　　　　  33.940

　　　　
３　執　　行　　額  202,578,000円

                                           　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
    新型コロナウイルス感染症の影響により、消費が低迷する京都産地鶏を小・中学校等の給
食に提供することで、需要喚起を図る。

２　施策の実施状況
　給食を実施する小・中学校等に対して、通常では提供されていない京都産地鶏を給食の食
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３ 家畜保健衛
生費
 （P134）

４  農 　 地 　 費
２ 土地改良費

 （P138）

7,312,000
（444,481,000）

              

2,449,094,052
（3,065,923,052）
翌年度への繰越
事業費繰越額

586,527,561
農林水産業基盤
整備事業費

7,312,000
（443,364,289）

決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料   　3,206,000
国庫支出金

3,606,000
一 般 財 源

500,000

1,828,151,354
（2,439,940,425）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金　 19,798,926
国庫支出金

1,164,575,445
繰　越　金

119,311,397
府　　　債

238,000,000
一 般 財 源

286,465,586

CSF予防対策強化事業
（畜  産  課）

農林水産業基盤整備事
業

（農村振興課）

材として提供した。
　提供学校数　　　 245校
　提 供 数 量　     7,267kg

３　執　　行　　額 25,601,954円
                                           　     （うち補助金　24,486,554円）

１　施策の趣旨等
　CSF（豚熱）の発生を防ぐため、飼養豚等にワクチン接種を行うとともに、ウイルスを媒
介する可能性がある野生いのししの捕獲・検査を実施する。

２　施策の実施状況
　飼養豚等へのワクチン接種　　20,582頭（全頭）
　野生いのししの検査件数　　　 142件

３　執　　行　　額 7,312,000円

１　施策の趣旨等
　ブランド京野菜等の生産振興により、京都の農林水産業を未来につなげるため、生産基盤
を整備するとともに、生産の場である農山漁村地域の整備を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　団体営農業農村整備事業

　ほ場、用排水路、農道等の農業基盤整備等について、地域の課題に応じてきめ細かに支
援することで、農家経営の安定と所得の増大を図った。
　　　  事　業　名　　 　  地区数　  　事 業 内 容　　　 　  事 業 費　　　 補 助 金
　農 地 中 間 管 理 機 構 １地区 換　地　調　整　　    572,000円　    471,000円　関 連 農 地 整 備 事 業　　
　水 利 施 設 等 保 全 ２ 管水路改修ほか  41,019,000 29,310,450　高　度　化　事　業  
　農地耕作条件改善事業 ６ 農 道 舗 装 ほ か 82,085,600 48,134,360
　農業水路等長寿命化 ３ 水利施設改修ほか 41,315,000 28,079,500　・ 防 災 減 災 事 業
　　 　 　 計 12  164,991,600 105,995,310

（2）　府営農地中間管理機構関連農地整備事業　
　担い手への農地の集積・集約化を加速化するため、農地中間管理機構が借り入れている
農地について、区画整理等を実施した。
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　地　区　名 　   着工　 　　    事 業 内 容　　　 　　    事 業 費　　　　　　　　　　  年度
朝来中･舞鶴女布　　　　　　　　　  調 査 設 計 　　　　   17,165,000円  （舞　鶴　市）　　　　  －

泉源寺（　〃　）　　　  －　　　　　 　  〃　　　　　　　  8,000,000
長　野（綾部市）　　　  －　　　　　 　  〃　　　　　　　16,236,000
　　　　　　　　　　　　　　　　　全　体　計　画　　　　　  令和２年度実施状況
　　　　　　　　　　　　　　  事業内容　　　    事 業 費　　事業内容 　　    事 業 費

下位田（　〃　） 　        元     区画　  10ha 　228,276,000円  水 路 改 修 　   70,607,342円　 　 　　　  整理
　　計　４地区　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 　　 　　　　  112,008,342

（3）　府営農業競争力強化基盤整備事業
　ほ場、用排水路及び道路網を一体的に整備することで、農業の生産性を高め、農家所得
の安定を図った。
　　地　区　名　　　  着工 　　　　  全　体　計　画 　　　　　  令和２年度実施状況
　　　　　　　　　　   年度　   事業内容　　　    事 業 費　　事業内容 　　    事 業 費

川　北（福 知 山 市） 29   区画 　  21ha　484,309,000円  区 画 整 理    191,381,849円　    整理  
女　布（京 丹 後 市） 26   〃  22 698,300,000  揚水機改修 74,891,422
上宇川（　　〃　　） 29   〃 38 1,005,110,000  区 画 整 理 195,249,014
平　田（　　〃　　） ２   〃 34 834,480,000  換 地 計 画 9,908,098
湯屋谷（宇治田原町） 27   〃 10 749,600,000  農 地 整 備 123,232,200
　　計　５地区   125 3,771,799,000  594,662,583

（4）　府営水利施設等保全高度化事業
　農業用の水利施設を計画的に維持補修することで、維持管理作業の軽減等による担い手
への農地集積を促進し、効率的な農業の推進を図った。
　　　地　区　名　　　 　　　　　   　事 業 内 容　　　　 　　  事 業 費
栗　用　水（綾  部  市）　　　　　機能保全計画策定　　　　 19,998,000円
上桂川用水２（亀  岡  市）　　　　　　　　  〃   9,174,000
祝　　　　園（精  華  町）　　　　　　　　  〃   15,000,000
　　　計　３地区　　　　 　　　 　　　　　　　　  44,172,000

（5）　府営水利施設等整備事業
　ライフサイクルコストの低減に資する機能保全計画に基づいた整備や地域の基幹的農業
水利施設の整備補修を実施することで、農業用水の安定的確保と維持管理労力の軽減を
図った。
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　　  地　区　名　　　　　　　　　    全 体 計 画　　　　　　令和２年度実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　  事　業　費    　事業内容 　　　　 事 業 費　
豊富用水路（福知山市）　　 　　　　  84,000,000円 水  路  改  修　　 8,624,000円

木津用水路（木津川市） 268,800,000 水 管 理 制 御 11,110,000    施　設　改　修　
　     計　２地区 352,800,000   19,734,000

（6）　府営農地耕作条件改善事業
　丹後国営開発農地でのスケールメリットを生かした高収益性作物の生産拡大や新たなブ
ランド産地の形成及び次世代型農業経営者確保に向け農業基盤を整備し、大規模畑作営農
労力の軽減や生産条件の改善を図った。

　　  地　区　名　　　　　　　　　   全 体 計 画　　　　　　令和２年度実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　  事　業　費    　事業内容 　　　　 事 業 費
丹後国営Ⅰ期８（京丹後市）　　　 　  87,128,000円  暗渠排水工ほか　   44,701,000円

３　執　　行　　額 934,796,669円

１　施策の趣旨等
　地域ぐるみでの地域資源の基礎的保全活動、質的向上活動や、農業用施設の長寿命化のた
めの活動を支援することで、農業・農村の持つ多面的機能の維持・発揮や、地域コミュニティ
の構築による「地域力の再生」を図る。

　指標：地域ぐるみで多面的機能の維持・発揮に取り組む面積　　　　　　　　　　　
　目標：16,200ha　　実績：15,885ha

　　　　　　　　 
２　施策の実施状況
（1）　農地維持支払交付金

　農地の保全、水路の泥上げ、草刈りなど地域資源の基礎的保全活動を支援した。
　事業実施組織に係る市町村　京都市ほか19市町
　事 業 実 施 活 動 組 織　　　　　  552組織
　取 　 組 　 面 　 積　　　　14,642ha
　事　　　　業　　　　費　  427,902,975円
　交　　　　付　　　　金　  320,927,231

（2）　資源向上支払交付金（共同活動）
　施設の軽微な補修や生き物調査による啓発、植栽活動等の地域資源の質的向上を図る共
同活動を支援した。
　事業実施組織に係る市町村　京都市ほか18市町
　事 業 実 施 活 動 組 織　 　　　　 523組織
　取 　 組 　 面 　 積　　　　14,111ha

農と環境を守る地域協
働活動支援事業

（農村振興課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　事　　　　業　　　　費　  242,682,420円
　交　　　　付　　　　金　  182,011,781

（3）　資源向上支払交付金（長寿命化）
　農地周りの農業用排水路、農道などの施設の長寿命化のための補修・更新等の活動を支
援した。
　事業実施組織に係る市町村　京都市ほか17市町
　事 業 実 施 活 動 組 織　　　　　 467組織
　取 　 組 　 面 　 積　　　　 14,246ha
　事　　　　業　　　　費　  481,007,266円
　交　　　　付　　　　金　  360,755,254

（4）　資源向上支払交付金（広域化・体制強化）
　事務負担の軽減や、予算運用の弾力化等のスケールメリットを生かし、集落間連携によ
り活動を活発化するため、活動組織の広域化を支援した。
　事業実施組織に係る市町村　 綾部市ほか３市町
　事 業 実 施 活 動 組 織　　　　　　 ６組織
　事　　　　業　　　　費 　　　 320,000円
　交　　　　付　　　　金　　　  240,000

（5）　推進事務交付金事業
　京 都 市 ほ か 18  市 町　　 15,387,000円
　推　　進　　組　　織　　 12,115,000

３　執　　行　　額 893,354,685円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（うち補助金　891,436,266円）

１　施策の趣旨等
　ブランド京野菜等の生産振興により、京都の農林水産業を未来につなげるため、生産基盤
を整備するとともに、生産の場である農山漁村地域の整備を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　団体営ため池等整備事業

　ため池等の農業用施設の改修及び農村防災施設の整備等を支援することで、農業用水の
安定供給を図り、災害を未然に防止した。
　　  事　業　名　　     地区数　 　   事 業 内 容　　　　   事 業 費　 　　　補 助 金
　ため池等整備事業 ３地区 　 樋 門 撤 去 ほ か　  105,931,451円 　 102,950,200円
　調 査 設 計 事 業 ４ 　 実施計画策定ほか　　43,880,700  　　　43,880,700

農林水産業基盤整備事
業

（農村振興課）

1,752,558,488
（1,841,909,201）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金　  38,669,048
国庫支出金

1,093,888,854
繰　越　金

126,456,757
府　　　債

482,000,000

2,825,230,300
（2,914,586,300）
翌年度への繰越
事業費繰越額

986,724,059
農林水産業基盤
整備事業費

３ 農地防災事
業費
 （P138）
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一 般 財 源
11,543,829

　農業水路等長寿命 28 ハザードマップ作成ほか 264,903,400 255,406,400　化・防災減災事業
　　　　  計 35  414,715,551 402,237,300

（2）　府営ため池等整備事業
　老朽化した農業用ため池等について、改修を実施することで、農業用水の安定供給を図
り、災害を未然に防止した。
　　　　　施 行 場 所　　　 　　 　　 事 業 内 容　 　　　　　　事 業 費
　豊 富 用 水 池 （福知山市） ため池改修　　　　　    2,794,000円
　福知山（その１） （　 〃　 ）　　　　　  〃  1,507,000
　福知山（その２） （　 〃　 ）　　　　　  〃  227,193,560
　大 内 山 田 奥 池 （　 〃　 ）　　　　　  〃  38,719,000
　小  代  呂  池  （綾 部 市）　　　　　  〃  13,200,000
　上　　桂　　川 （亀 岡 市） 頭首工改修 228,465,000
　段　　ノ　　池 （　 〃　 ） ため池改修 96,508,800
　昭　　和　　池 （　 〃　 ）　　　　　  〃   46,100,000
　廻 り 池（亀岡市・南丹市）　　　　　  〃   28,410,000
　川　　　　　口 （八 幡 市） 揚水機場改修 156,948,000
　田辺排水機場 （京田辺市） 排水機場改修  75,696,900
　大　　　　　山 （京丹後市） 農業用排水 13,300,000　  施 設 改 修
　　　　菅 （　 〃　 ） ため池改修 31,553,128
　口　　　　　人 （南 丹 市）　　　　　  〃   73,060,000
　大　　保　　池 （　 〃　 ）　　　　　  〃  130,938,800
　　　　計　15地区  1,164,394,188

（3）　団体営農業用施設保全管理事業
　農業用施設を維持するために必要となる修繕や国営排水機場の運転管理に要する経費を
支援することで、農業経営の安定化を図った。
　　  事　業　名 　　 地区数 　　   事 業 内 容　　　　 　事 業 費　　　　 補 助 金
　土地改良施設維持　 18地区 　土地改良施設補修　　 93,500,000円　　28,050,000円　管理適正化事業
　基幹水利施設管理　 １　　　 基幹水利施設管理　　 46,500,000　　　23,850,000　事業
　　　　  計　　　  　 19　　　　　　　　　　　　　 140,000,000　　　51,900,000

（4）　小規模老朽ため池整備事業
　国庫補助事業の対象にならない小規模老朽ため池の整備を支援することで、農業用水の
安定供給を図り、災害を未然に防止した。
　　  　 地　区　名 　　　事 業 内 容 　   事 業 費　　　　 補 助 金
　上賀茂大池（京 都 市） た め 池 改 修 　　  　7,370,000円　　  4,050,000円
　上賀茂親池（　 〃 　） 　　   〃　　　  　　　 3,740,000　　　 2,050,000
　　  　 計　２地区　　　　　　　　　　　　　  　　  11,110,000　　　  6,100,000
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

５ 国直轄事業　　 
費負担金
 （P140）

217,655,000
（217,655,000）

217,153,772
（217,153,772）

決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 　　   833,007
府　　　債

215,000,000
一 般 財 源

1,320,765

国直轄農業基盤整備事
業

（農村振興課）

（5）　農地防災施設管理保全事業
　地すべり防止区域の適正管理と土地利用の適正指導を行うため、区域内各対象施設の個
別施設計画策定に向けた施設調査を実施した。
　　  　 地　区　名 　　　事 業 内 容 　   事 業 費
　俵　　　野（京丹後市）　　　計画策定ほか            10,183,000円
　　　園　  　（和 束 町）　　　　　   〃　　　　　　　8,664,000
　　  　計　２地区 　　　　　　　　　　 18,847,000

（6）　ため池耐震性調査事業
　大規模地震時における農業用ため池の耐震性を判断するため、地質調査や構造計算等に
より、大規模地震による決壊の危険性を評価した。
　　  　 地　区　名 　　　事 業 内 容 　   事 業 費
　京 都 ６ 期（府内全域）　    　耐  震  診  断           91,795,000円

３　執　　行　　額 1,752,558,488円

１　施策の趣旨等
　国営の農地開発事業、農地防災事業及び農地再編整備事業に要した費用を負担し、農業基
盤の整備を進め、農業の振興を図る。

２　施策の実施状況
（1）　事業完了地区

　 （償還方式）
　　国 営 農 地 開 発 事 業　丹後西部地区　平成12年度完了
　　　　　     〃 　丹後東部地区　平成14年度完了
　　国営総合農地防災事業 　巨椋池地区　平成18年度完了
　 （直入方式）
　　国営農地再編整備事業 　亀 岡 地 区　平成23年度完了

（2）　令和２年度事業概要（直入方式）
　国営緊急農地再編整備事業
　地 区 名 事業内容　　　　　　  　事 業 費
　亀岡中部 区画整理　　　 　  1,480,000,000円

（3）　府負担金の支払方法
　償還方式　元利均等年賦支払　13年償還（うち３年据置）
　直入方式　当該年度支払

３　執　　行　　額 217,153,772円
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５  林   業   費
１ 林業総務費

 （P140）
385,464,000

（1,878,373,000）
382,780,980

（1,859,851,876）
決算額の財源
内訳
繰　入　金

379,311,980
繰　越　金

3,469,000

林業「森世紀」創造戦
略事業
（森の保全推進課）

１　施策の趣旨等
　府内の森林資源が伐期を迎える好機を捉え、川下～川上の総合対策を実施することで、府
内産木材の自給率アップによる府内完結型の木材産業体制の構築を図る。

　指標：府内の森林から生産される素材生産量 
　共通目標※：年間24.6万m3（令和５年度）　　　　　実績：年間14.8万m3

　　※林業「森世紀」創造戦略事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
（1）　豊かな森を育てる府民税市町村交付金

　「森林の整備・保全」、「森林資源の循環利用」、「森林の多様な重要性についての府民理
解の促進」に寄与する市町村事業に対して支援を実施した。
　市 町 村 名　　　　　　　 　 事 業 内 容　 　　　　　 　　　　　    交 付 金
　京　都　市 北 山 杉 の 枝 打 ち 支 援 ほ か　　　　　104,585,000円
　福 知 山 市 放  置  森  林  の  整  備  ほ  か  13,231,000
　舞　鶴　市 里  山  環  境  整  備  支  援  ほ  か 10,884,000
　綾　部　市 林内路網の整備・出材支援ほか 7,571,000
　宇　治　市 府内産木材による木製備品の設置ほか 13,547,000
　宮　津　市 林  内  路  網  の  整  備  ほ  か 4,156,000
　亀　岡　市 林内路網の整備・里山整備ほか  9,388,000
　城　陽　市 拡 　 大 　 竹 　 林 　 整 　 備 6,134,000
　向　日　市 　　　　　　　  〃  4,714,000
　長 岡 京 市 拡　大　竹　林　整　備　ほ　か 6,496,000
　八　幡　市 危　　険　　木　　伐　　採 5,668,000
　京 田 辺 市 府内産木材による案内板等の設置  5,704,000
　京 丹 後 市 間  伐  材  搬  出  補  助  ほ  か 10,605,000
　南　丹　市 放  置  里  山  林  の  整  備  ほ  か 12,046,000
　木 津 川 市 林  内  路  網  の  整  備  ほ  か 6,475,000
　大 山 崎 町 拡 　 大 　 竹 　 林 　 整 　 備  2,108,000
　久 御 山 町 府内産木材による木製椅子等の設置 2,035,000
　井　手　町 府 内 産 木 材 に よ る 施 設 改 修   1,623,000
　宇治田原町 府内産木材による施設改修ほか 2,368,000
　笠　置　町 高　　齢　　級　　間　　伐 1,400,000
　和　束　町 高　　齢　　級　　間　　伐　　ほ　　か  2,070,000
　精　華　町 拡   大   竹   林   整   備   ほ   か  3,481,000
　南 山 城 村 府内産木材による木製机等の設置 1,957,000
　京 丹 波 町 間  伐  材  搬  出  補  助  ほ  か　　　　　　 6,050,000
　伊　根　町 林　内　路　網　の　整　備 1,982,000
　与 謝 野 町 林  内  路  網  の  整  備  ほ  か 7,191,000
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

新たな森林管理システ
ム市町村支援事業

森の保全推進課
林 業 振 興 課（ ）

　市 町 村 名　　　　　　　 　 事 業 内 容　 　　　　　 　　　　　    交 付 金
　　　計 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　253,469,000円

（2）　京の森林文化を守り育てる支援事業
　社寺の森や名木古木、伝統行事資源を地域住民や保全団体が保全再生する活動等、京の
森林文化を次代に伝える取組に対して支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助金　29,482,000円

３　執　　行　　額 283,199,802円　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　  （うち補助金　282,951,000円）

１　施策の趣旨等
　森林経営管理法に基づく、市町村による新たな森林管理システムの取組を支援することで、
適切な森林管理の実現を図る。

　指標：新たな森林管理システムの推進に必要な森林資源情報の整備 
　目標：34万ha（令和２年度まで）　　実績：34万ha

２　施策の実施状況
（1）　森林資源情報精度向上事業

　府内の森林について、航空写真等のデジタルデータを活用し、森林資源情報の精度を向
上した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　事業費　　71,866,300円

（2）　森林経営管理企画支援事業
　市町村からの森林・林業に関する技術的な相談に対し、必要な助言を行うための相談窓
口の設置に加え、森林整備の企画・立案業務を支援した。
　相談件数　　　　　　　141件
　企画立案実施市町村数　  23市町村 　                  　　　事業費　   22,845,900円

（3）　森林経営管理市町村職員応援事業
　市町村職員を対象に、森林・林業に関する専門的な知識の習得を目的とした研修を実施
した。
　開催回数　　　７回
　参 加 者　延べ58人　　　　　　　　　　　　　　　    事業費　　     707,850円

（4）　森林経営管理サポートセンター（仮称）設立準備事業
　市町村に対して技術的な助言及び指導を行い、新たな森林管理システムの取組を支援す
る一般財団法人京都森林経営管理サポートセンターの設立に向け、業務内容・定款に係る
検討等を実施した。　 　　　　　　　　　　　　　　　　事業費　   　 400,364円
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２ 林業振興費
 （P142）

482,505,800
（659,513,800）

翌年度への繰越
事業費繰越額

14,716,000
農林水産業基盤
整備事業費

8,613,000
林業「森世紀」
創造戦略事業費

6,103,000

429,243,165
（594,248,186）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

245,359,982
繰　入　金

147,254,595
繰　越　金

11,597,000
一 般 財 源

25,031,588

京都森林経営管理サ
ポートセンター（仮称）
設立事業
（森の保全推進課）

林業「森世紀」創造戦
略事業

府有資産活用課
こども・青少年
総 合 対 策 室
医 療 課
経営支援・担い手
育 成 課
森の保全推進課
林 業 振 興 課
監 理 課
都 市 計 画 課
社 会 教 育 課

３　執　　行　　額 95,820,414円　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　    　（うち委託料　95,388,700円）

１　施策の趣旨等
　市町村に対して技術的な助言及び指導を行い、新たな森林管理システムの取組を支援する
一般財団法人京都森林経営管理サポートセンターを市町村との連携により設立する。

２　施策の実施状況
　本サポートセンターの設立に必要な資金を拠出するとともに、業務の実施に必要な環境を
整備した。

３　執　　行　　額 3,760,764円

１　施策の趣旨等
　府内の森林資源が伐期を迎える好機を捉え、川下～川上の総合対策を実施することで、府
内産木材の自給率アップによる府内完結型の木材産業体制の構築を図る。

　指標：府内の森林から生産される素材生産量 
　共通目標※：年間24.6万m3（令和５年度）　　実績：年間14.8万m3

　　※林業「森世紀」創造戦略事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
（1）　府内産木材需要拡大事業

　公共施設等での率先利用を進め、府内産木材の需要を拡大するとともに、木の魅力発信
を推進し、府内での府内産木材の利用を促進した。
ア　京都の木のまち拡大事業
（ｱ）　緑の木のまち拡大事業
　　京都府産認証木材を使用して住宅等を建設した緑の工務店等に対し、認証木材の使
用量に応じて助成することにより、府内産木材の需要拡大を図った。

　　建築戸数 254戸
　　認証木材使用量　　2,834m3 補助金 31,337,000円

（ｲ）　公募型木のまち拡大事業
　　多数の府民等が利用する民間施設での府内産木材を利用した木造化や木質化を支援
した。

　　整備箇所数　　　　　 ４箇所 補助金 14,027,000円
（ｳ）　木製品等導入支援事業
　　多数の府民等が利用する民間施設での府内産木材を利用した木製品の導入を支援し
た。
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　整備箇所数　　　　　 29箇所 補助金 11,455,000円

（ｴ）　府民利用施設等木質化事業
　　府有施設の木質化や木製品の導入を実施し、府内産木材利用の啓発を行った。
　　整備箇所数　　　　　 24箇所 事業費 27,681,788円

イ　京の森と木魅力発信事業
　　森林の多様な重要性について府民の理解を深めるため、府内の林業や森と木の文化の
発信を行った。  事業費 2,217,795円 

（2）　府内完結型木材産業構築事業
　府内完結型の木材産業体制の構築のため、木材加工流通施設等の整備を推進した。
ア　府内産木材競争力強化事業
　　府内製材事業者による木材加工流通施設の整備を支援した。　　　　　　　 
　　整備施設　　　　　　 　 ７箇所 補助金 8,028,000円
イ　林業・木材産業等振興施設整備事業
　　府内産木材の振興を図るため、製材施設等の整備を支援した。               
　　整備施設　　　　　　 　 ４箇所 補助金 145,247,000円　
ウ　CLT普及促進事業
　　CLTの普及促進を図るため、設計や建築技術、製造方法等について啓発を行うと　　　
ともに、CLTを使用した建築物の設計や施工に係る相談窓口の設置を支援した。  
  委託料 412,500円

（3）　木材生産パイオニア事業
　丹波広域基幹林道の沿線エリアを中心に木材の集中搬出を実施し、先進的施業のモデル
的な取組を進めることで、里山保全活動の推進や地域産業の振興に寄与した。
ア　間伐対策事業
　　路網整備や機械整備等を支援し、効率的な間伐実施と間伐材の出材に寄与した。
　　間伐面積　　　　　　 41.97ha
　　林業機械導入件数　　　  ４台
   補助金  56,939,162円
イ　豊かな森を育てる府民税を活用した森林の整備・保全事業
（ｱ）　府民参加型里山ふれあい事業　　　　
　　放置され荒廃した森林において、地域住民、ボランティア団体、NPOが里山保全
活動を行うための基盤整備を実施した。 事業費 32,956,236円

（ｲ）　伝統工芸の森プロジェクト事業
　　文化財の修復に使用する漆等のパイロット採取園を造成するとともに、担い手対策
を実施し、産地化の推進と安定供給体制の構築に寄与した。   
 　　　　　　　 事業費 1,531,000円　

ウ　低コスト木材生産体制づくり事業
　　伐採から再造林までの低コスト化による木材生産量の増加を図るため、森林組合・木
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京都モデルフォレスト
推進事業
（森の保全推進課）

豊かな森林継承事業
（森の保全推進課）

材生産業者等で構成する「地域木材生産連絡調整会議」を開催し、複数事業体の協業、
一貫作業体制の試行に向けた事業者への助言等を行った。

   事業費  399,150円

３　執　　行　　額 336,409,850円　　　　　
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　 　   （うち補助金　269,959,398円）

１　施策の趣旨等
　森林所有者、ボランティア団体、NPO、企業、大学、行政等の様々な分野が連携した地
域組織を設置し、府民参画、府民協働による多様な森づくりを推進するとともに、公益社団
法人京都モデルフォレスト協会が行う企業参加の森づくりや活動団体のネットワーク化等の
取組と連携し、府民みんなで京都の森を守り育む「京都モデルフォレスト」運動を推進する。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　 目　標 　　  実　績
　モデルフォレスト運動への参加人数　　20,200人　　9,847人

２　施策の実施状況
　活動主体間の連携やネットワーク化、森林ボランティアリーダーの育成等の支援を行い、
京都府豊かな緑を守る条例に基づく森林づくりの推進等を図ることにより、様々な主体の参
加を促進した。

３　執　　行　　額 2,734,417円

１　施策の趣旨等
　全国育樹祭開催テーマである「森林資源の有効活用」、「府民参加の森づくりの推進」、「次
世代の担い手の育成」の実現を目指し、テーマに沿ったイベントを実施し、育樹祭を契機に
高まった次世代への森林継承の気運のさらなる醸成を図る。

２　施策の実施状況
（1）　第４回Woodyコンテスト

　循環型社会の実現を目指し、府内産木材を活用した製品のアイデアを競うコンテストの
開催等により、森と木の文化を継承し、森林資源の幅広い利活用の推進に寄与した。
ア　コンテストの実施
　　応募　123作品
　　入賞　木造住宅部門　15作品　木製家具部門　７作品
イ　「第４回Woodyコンテストブース」の設置
　　　　　　開催期間 　　　　　　　　　　　　 場　所
　　令和２年８月22日～８月23日　　　　  イオンモール久御山
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

次世代林業を担う林業
事業体総合支援事業

（林業振興課）

（2）　「森林力」活用促進事業
　府民参加の森づくりを一層推進するため、STIHLの森京都において、森づくりのPRエ
リアの森林を整備した。
　間伐　1.2ha　　散策路整備　600m

（3）　緑の少年団活動支援
　次世代の森林の担い手である青少年の育成に寄与するため、緑の少年団に府内産木材を
使用した木工資材を提供し、木工教室の開催を支援した。
　配布少年団数　　14団 　

３　執　　行　　額 8,225,657円

１　施策の趣旨等   
　生産性の向上と府内素材生産量の増加の実現による林業の成長産業化と適切な森林管理の
両立を目指し、府内の林業を担う林業事業体の経営を支援する。

　　　　　   　　指　標  　　　　　　　　　 目　標 　 　　　     　　　　 　実　績　
　府内の森林から生産される素材生産量    年間24.6万m3（令和５年度）　  年間14.8万m3

　新規就労者数   　　　　　　　　　　　 年間　30人　　 　　　　　　　年間  36人

２　施策の実施状況  　
（1）　林業事業体経営強化事業

　経営力強化のための集合研修の実施や経営判断に要する経費を支援した。
　補助対象者　　　　　　　 １団体 補助金 500,000円

（2）　林業担い手新規就業支援事業
　林業事業体が実施する新規就業者の移転費用補助に係る経費を支援した。
　補助対象者　　　　　     　１団体 補助金 50,000円

（3）　府内産木材生産増大支援事業
　木質バイオマスの生産に要する経費支援や生産・輸送の低コスト化の実証を行った。
　府内産未利用材調達量　5,000トン 補助金 8,000,000円

（4）　林業事業体経営基盤強化事業
　森林組合連合会が実施する高性能林業機械のレンタルの取組等を支援した。　
　林業機械レンタル台数　　 94台 補助金 14,424,000円

（5）　先端技術導入チャレンジ事業
　ドローン等の先端技術を用いた森林航測に係る実証及び研修を実施した。
　研修実施箇所　　　　　　 ２箇所　
　研修参加事業体　　　　　  ２事業体  委託料 1,155,000円
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４ 造  林  費
 （P142）

1,138,818,000
（1,262,024,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

360,020,000
農林水産業基盤
整備事業費

350,682,000
林業「森世紀」
創造戦略事業費

9,338,000

768,079,460
（890,682,863）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

533,727,668
繰　入　金

14,057,196
繰　越　金

19,017,000
府　　　債

199,000,000
一 般 財 源

2,277,596

府内産木材利用拡大緊
急対策事業

（林業振興課）

農林水産業基盤整備事
業

（林業振興課）

３　執　　行　　額 26,291,241円
                     　      　　　　　　　　　　 （うち補助金　22,974,000円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響による住宅着工数の減少等、木材需要の減退を受け、林
業事業体の雇用維持を図るとともに、府内産木材の利用拡大を支援することで、林業・木材
産業の維持を図る。

     
２　施策の実施状況
（1）　原木販路拡大対策   

　市場における原木の滞留を解消するとともに、販路拡大を図るため、原木市場等が実施
する府外工場等への新たな販路開拓の取組を支援した。　
　補助対象者　　　　   　　  １団体 補助金 500,000円

（2）　木材製品利用拡大対策　　　　
ア　木材加工業者とのジョイント（連携）を要件に、工務店等による府内産木材の購入経
費を支援した。

　　ジョイント件数　　 　　84件 補助金 52,959,000円
イ　府内産木材の普及促進による需要拡大に向けた協議会を設置した。
　　説明会開催　　　　 　　 ３回 委託料 2,123,000円

                                                      
３　執　　行　　額 55,582,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち補助金　53,459,000円）

１　施策の趣旨等
　森林の持つ公益的機能の維持増進、森林資源の充実、地域林業の振興を図るため、地域森
林計画及び市町村森林整備計画に即して森林整備等を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　造林推進事業

　森林の有する多面的な機能の維持・増進を図り、森林環境の保全に資する森林整備を実
施した。
ア　人工造林及び除間伐、枝打ち等の保育作業
イ　保全すべき松林での衛生伐
ウ　シカ等の有害鳥獣による造林木の被害を防止するための防護柵の設置等
　　　　事　業　名　　　　 造林面積　    保育面積　　　　 事 業 費　　　　 補 助 金
　　森林環境保全直接支　　 59.50ha　    906.18ha　  1,664,487,365円　 666,985,980円　　援事業
　　特定森林再生事業　　　　  -  4.41 63,169,958 31,439,254
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

林業「森世紀」創造戦
略事業

（林業振興課）

　　　　事　業　名　　　　 造林面積　    保育面積　　　　 事 業 費　　　　 補 助 金
　　花粉発生源対策推進 　　　2.18ha　　　　- 　　 11,142,827円　　 4,457,133円　　事業 
　　　　　　計　　　　　 　61.68　　　 910.59ha 1,738,800,150 702,882,367

（2）　森林施業省力化促進事業
　森林資源の造成、国土の保全、水資源の確保等を図るため、安全かつ効率的な森林施業
の実施に必要な森林施業路の開設を実施した。
　施業路開設　　　　　　　　420m

（3）　いのちと環境の森づくり事業
　放置された人工林等を対象に、環境保全の視点から間伐を軸にした森林整備を促進する。
ア　森林適正整備推進事業
　　長伐期施業への移行を通じて森林の持つ多面的機能を高度に発揮させるため、緊急に
間伐が必要な長伐期施業地における６～ 12齢級の人工林の間伐等森林整備を行った。

　　間　　　伐　　　　　  106.44ha
　　間伐材搬出　　　　　  435.80m3

イ　放置竹林拡大防止等事業 
　　放置され周辺森林に侵入拡大した竹林を伐採整理することにより、森林の健全な育成
を図った。

　　侵入竹林の整理伐　　　  1.56ha
　　整理伐後の刈払　　　  　 5.34

３　執　　行　　額 752,372,264円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　    （うち補助金　724,716,367円）

１　施策の趣旨等
　府内の森林資源が伐期を迎える好機を捉え、川下～川上の総合対策を実施することで、府
内産木材の自給率アップによる府内完結型の木材産業体制の構築を図る。

　指標：府内の森林から生産される素材生産量 
　共通目標※：年間24.6万m3（令和５年度）　　　　　　　　   実績：年間14.8万m3

　　※林業「森世紀」創造戦略事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
（1）　健やかな森林づくり事業

　豊かな森を育てる府民税を活用し、確実な資源造成を行い森林の機能維持を図るととも
に、植栽樹種等の転換による花粉症対策等の取組を促進した。
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５ 林  道  費
 （P144）

６ 治　山　費
 （P144）

107,199,000
（140,177,000）

翌年度への繰越
事業費繰越額

18,608,000
農林水産業基盤
整備事業費

5,895,328,373
（6,158,681,373）
翌年度への繰越 
事業費繰越額

3,162,451,818
農林水産業基盤
整備事業費

2,299,559,944
災害に強い保安
林整備事業費

307,824,974
林業「森世紀」
創造戦略事業費

130,258,200

86,822,020
（119,029,942）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

66,908,745
繰　越　金

8,824,000
府　　　債

10,000,000
一 般 財 源

1,089,275

2,707,587,217
（2,970,520,980）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

910,424,885
繰　入　金

57,321,400
繰　越　金

219,819,780
府　　　債

1,481,000,000

農林水産業基盤整備事
業
（森の保全推進課）

農林水産業基盤整備事
業
（森の保全推進課）

　植栽面積　　　　5.04ha 補助金  12,484,043円
（2）　苗木供給体制整備事業

　今後の森林造成に必要な優良種苗の確保のため、花粉の少ないスギの苗木の安定生産に
向けた採種園の管理を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　採種園面積　　　0.66ha 事業費 3,036,012円

３　執　　行　　額 15,707,196円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （うち補助金　13,309,043円）

１　施策の趣旨等
　林業生産基盤である林内路網等を整備・拡充し、木材搬出コストの縮減による生産拡大を
図り、林業振興等山村地域の活性化に寄与するとともに、併せて健全な森林の造成・管理を
推進することにより、森林の多面的機能を最大限に発揮させる。

２　施策の実施状況
（1）　森林管理道開設事業

　　 路 線 名　　　　  延　長　　     事 業 費　　　　   補 助 金
　月ヒラ長老　 　 　 500m　    49,900,000円　　  34,580,000円

（2）　林道改良事業
　　 路 線 名　　        実施主体　 　  延　長　　　   　事 業 費　　　　  補 助 金
　久 多 尾 越　 　　京 都 市　　　 480m　　  　 20,923,400円　　 11,418,770円
　他   12   路線 　 　　　　　　　 　 172 　　 　　 76,526,900　　　 40,072,050
　計   13   路線　　　　　 　　　　   652　　 　 　 97,450,300　　　 51,490,820

３　執　　行　　額 86,822,020円

１　施策の趣旨等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　保安林等において天然現象に起因する荒廃地や荒廃森林を復旧整備し、森林の多面的公益
的機能を最大限に発揮させ、下流の都市や集落などの保全対象に被害を与える災害等の発生
を未然に防止する。

２　施策の実施状況
（1）　復旧治山事業

　天然現象等により林地に生じた崩壊地、荒廃渓流等で現に下流の都市や集落に被害を与
え、又は、与えるおそれがあって流域保全上重要な箇所及び公共の利害に密接に関係し、
放置し難い箇所に重点を置き、復旧工事を実施した。　
　　施 行 箇 所　　　　　　 　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　京都市左京区鞍馬本町（その２）　257,310,000円 　　風倒木処理工　１式ほか
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
災害関連緊急公
共治山事業費

349,520,000
災害関連緊急単
独治山事業費

75,288,700

一 般 財 源
39,021,152

　　施 行 箇 所　　　　　　 　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　舞鶴市上福井 　　　　　　　　　　34,168,000円 　　治山ダム工　１基ほか
　ほか12箇所 408,723,098
　　　計　14箇所 700,201,098

（2）　緊急予防治山事業及び予防治山事業
　天然現象等に起因する崩壊の可能性が濃厚な林地で、下流に被害を与えるおそれがあり、
流域保全上重要な箇所及び公共の利害に密接な関係を有し、特に危険度が高く、放置し難
い箇所に重点を置き、予防治山工事を実施した。
　　施 行 箇 所　　　　　　 　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　宇治田原町荒木　　　　　　　　   22,093,400円 　　治山ダム工　１基ほか
　京丹波町上乙見桑谷  33,238,100 　　　   〃 　１基ほか
　ほか15箇所 372,835,783
　　　計　17箇所 428,167,283

（3）　奥地保安林保全緊急対策事業
　奥地水源地域等の荒廃地や荒廃森林において、流域全体にわたる水源かん養機能や土砂
流出防止機能を高度に発揮させるため、治山施設及び森林整備を一体的に実施した。
　　施 行 箇 所　　　　　　 　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　京丹後市久美浜町安養寺　　　　　18,461,800円 　　治山ダム工　１基ほか
　ほか２箇所 66,834,470
　　　計　３箇所  85,296,270

（4）　安心・安全の森整備事業
　暮らしの安心・安全を守る水源かん養や土砂流出防備機能など森林の持つ公益的機能を
高度に発揮させるため、公益性の高い保安林の改良及び保育を実施した。
ア　保安林改良事業
　　施 行 箇 所　　　　　　 　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　京都市左京区大原小出石町　　　　13,302,286円 　　本数調整伐　 14.12haほか
　京丹波町質美ヒデリ 1,120,533 　　測量設計　 　　 １式
　　　計　２箇所 14,422,819
イ　保育事業
　　施 行 箇 所　　　　　　 　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　舞鶴市今田　　　　　　　　　  　　6,093,110円 　　本数調整伐　 8.10haほか
　南丹市美山町三埜 2,128,232 　　　　〃     2.59haほか　
　　　計　２箇所 8,221,342

（5）　単費自然災害防止事業
　保安林等において異常気象等天然現象により崩壊が発生し、又は、発生するおそれのあ
る箇所及び治山施設災害のうち公共災害の対象とならない箇所で、特に緊急を要する箇所
について防止工事を実施し、災害の未然防止を図った。
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災害に強い保安林整備
事業
（森の保全推進課）

　　施 行 箇 所　　　　　　 　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　福知山市田野（笹場）　　　　　　　3,158,100円 　　測量設計 　　  　１式
　南丹市八木町八木内山 1,455,200 　　既存治山施設補修　１式
　ほか26箇所 157,572,246
　　　計　28箇所 162,185,546

（6）　災害に強い森づくり事業
　台風、集中豪雨等により荒廃した森林及び渓流において、荒廃の拡大又は土砂、流木等
の流出による再度被害を防止するため、森林の整備、治山施設の設置等を通じて災害に強
い森の整備を図った。 
　　施 行 箇 所　　　　　 　　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　与謝野町下山田（庄谷）　　　　　 36,500,000円 　　治山ダム工 　１基ほか
　南丹市日吉町志和賀渋谷 15,900,000 　　山腹工事　　 １式　
　ほか８箇所 127,852,800
　　　計　10箇所 180,252,800

３　執　　行　　額 1,993,966,319円

１　施策の趣旨等
　近年の豪雨災害による流木被害等に対応し、安心・安全な地域づくりを推進するため、保
安林における間伐等の森林整備及び治山施設の整備等を実施することで、災害の未然防止を
図る。

２　施策の実施状況
（1）　保安林危険木重点事業

　山地災害危険地区において、現地状況を把握し事業実施の優先度を判定するための危険
度診断を府内全域で実施し、優先度の高い地区から間伐等の森林整備や流木捕捉工及び治
山ダム工等の設置を実施し、山地災害の未然防止を図った。
　　施 行 箇 所　　　　　　　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　和束町原山・湯船 　　　　　　　　  5,897,100円　　　　本数調整伐　 7.33haほか
　与謝野町四辻 　　　　　　　　　　20,855,510　　　　　流木捕捉工　　 １基ほか
　ほか33箇所 256,438,478
　　　計　35箇所 283,191,088

（2）　未来へつなぐ安心・安全の森づくり事業
　荒廃が進行した保安林等において、豊かな森を育てる府民税を活用し、地域住民と一体
となって、流木の原因となる危険木を除去し、災害の未然防止を図った。
　　施 行 箇 所　　　　　　　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　亀岡市曽我部町寺　　　　 　　　　9,060,800円　　　　 危険木除去ほか
　与謝野町上山田 946,000 　   　 〃
　ほか51箇所 119,637,700



― 184 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

林業「森世紀」創造戦
略事業
（森の保全推進課）

　　施 行 箇 所　　　　　　　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　　　計　53箇所　　　　　　　　 129,644,500円

３　執　　行　　額 415,670,798円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （うち工事請負費　352,120,200円）

１　施策の趣旨等
　府内の森林資源が伐期を迎える好機を捉え、川下～川上の総合対策を実施することで、府
内産木材の自給率アップによる府内完結型の木材産業体制の構築を図る。

　指標：府内の森林から生産される素材生産量 
　共通目標※：年間24.6万m3（令和５年度）　　　　　　　　実績：年間14.8万m3

　　※林業「森世紀」創造戦略事業全体を通した共通目標

２　施策の実施状況
（1）　人と森をつなぐ環境整備事業　　

　豊かな森を育てる府民税を活用し、公共治山施設周辺において府内産木材を活用した森
林管理環境を整備し、地域による持続的な森林管理を促進した。
　　施 行 箇 所　　　　　　　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　綾部市今田町長源石　　　　　　　 1,764,400円 木製階段工ほか
　ほか34箇所 31,115,000
　　　計　35箇所 32,879,400

（2）　災害防止森林整備事業
　倒木や表土の流出により人家等に被害を与えるおそれがある区域において、危険木の除
去や簡易防災施設の設置により、災害の未然防止を図った。
　　施 行 箇 所　　　　　　　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要
　京都市右京区京北芹生町焼ヶ山　　11,723,800円 危険木除去ほか
　亀岡市保津町保津山　　　　　　　 29,130,200 　　   〃
　ほか５箇所 49,025,400
　　　計　７箇所 89,879,400

３　執　　行　　額 122,758,800円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  （工事請負費）
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８ 狩　猟　費
 （P146）

501,851,000
（543,031,000）

翌年度への繰越
事業費繰越額

6,198,000
有害鳥獣総合対
策事業費

491,485,310
（531,328,839）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

415,858,400
一 般 財 源

75,626,910             　

災害関連緊急公共治山
事業
（森の保全推進課）

災害関連緊急単独治山
事業
（森の保全推進課）

有害鳥獣総合対策事業
（農村振興課）

１　施策の趣旨等
　令和２年７月豪雨により被災した主要公共施設周辺における山腹崩壊等防止や、山地に  
おける荒廃の拡大又は土砂、立木等の流出による二次災害の防止のため、治山施設の設置等
の復旧・減災対策を実施し、府民の安心・安全の早期確保を図る。

２　施策の実施状況
　施 行 箇 所　　　　　　　　 　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要

　京都市左京区鞍馬二ノ瀬町　　　　 150,480,000円 　山腹工　0.41haほか

３　執　　行　　額   150,480,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  （工事請負費）

１　施策の趣旨等
　令和２年７月豪雨により被災した主要公共施設周辺における山腹崩壊等防止や、山地にお
ける荒廃の拡大又は土砂、立木等の流出による二次災害の防止のため、採択要件上公共事業
の対象とならない小規模な荒廃山地において、治山施設の設置等の復旧・減災対策を実施し、
府民の安心・安全の早期確保を図る。

２　施策の実施状況
　施 行 箇 所　　　　　　　 　　　 　　事 業 費　　　　 　 　工 事 概 要

　京都市左京区八瀬秋元町　　　　　　  9,256,500円 　既存治山施設補修　１式
　亀岡市曽我部町南条 3,650,900 　測量設計　　　　　１式
　ほか２箇所 11,803,900
　　　計　４箇所 24,711,300

３　執　　行　　額  24,711,300円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち工事請負費　16,584,500円）

１　施策の趣旨等  
　野生鳥獣による農林業等の被害を防止するため、有害鳥獣の捕獲や地域ぐるみの防除対策、
生態系の保全を行うなど、幅広い取組を総合的に推進する。

　指標：農作物被害額　
　目標：180百万円以下（令和３年度まで）　　実績：249百万円

２　施策の実施状況
　市町村の実情に応じた総合的・効果的な有害鳥獣捕獲防除施設の設置、生息環境整備等に
対して助成し、被害の軽減を図った。
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

６  水 産 業 費
２ 水産振興費

 （P150）
146,381,000

（191,618,000）
126,384,606

（171,553,971）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

85,714,606
府　　　債

20,000,000
一 般 財 源

20,670,000

農林水産業基盤整備事
業

（水  産  課）

未来へ羽ばたく京都の
漁業を育てる事業

（水  産  課）

　　　実施市町村　　　　　　　　  事 業 費　 　　　　  補 助 金
　京都市ほか24市町村　 　　　 578,631,359円　　　445,292,530円

３　執　　行　　額 491,485,310円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（うち補助金　445,292,530円）

１　施策の趣旨等
　府内の各河川等において、16漁業協同組合が実施する種苗放流事業を支援し、内水面の水
産資源の増殖を図るとともに、栽培漁業と資源管理等に必要な施設等を設置、又は設置に要
する経費を支援することにより沿岸漁業の振興を図る。

２　施策の実施状況
（1）　漁業振興対策事業

ア　河川種苗放流事業
　　河川等での水産資源を継続的に利用する上で不可欠なアユ等の種苗放流を促進し、水
産資源の増殖を図った。　　　　　　　　　　　　　　 

　　種苗放流　　　ア　  ユ　　1,598千尾　　　ハ　　　  エ　　 20千尾
　　　　　　　　　フ　  ナ　　　 73　　　　　マ　 ス 　類　　179
　　　　　　　　　ウ ナ ギ　　　 27　
イ　栽培海域開発事業
　　事業種目　　　　事 業 主 体　　　       事 業 費 　 　　　 事 業 内 容
　　漁場造成　　伊　　　根　　　町　　3,138,300円　　原木魚礁　810セット
　　　  〃　　　 京都府漁業協同組合　　1,766,600　　　 　 〃 　 　450
　　　  計　　　　　　　　　　　　　 　4,904,900

３　執　　行　　額 22,456,000円
（補助金）

１　施策の趣旨等
　府内産水産物の生産・流通拡大、次世代の担い手の育成により、漁業・漁村の活性化を図る。

　　　　指　標 　　　　　 　 　　目　標　　　　　　　　  実　績
　漁業新規就業者数　　　　　　　  50人　　　　　　　　　 27人
　丹後とり貝養殖生産量　　　　　  30万個　　　　　　　  23.1万個
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丹後とり貝需要拡大緊
急対策事業

（水  産  課）

京都産水産物需要拡大
対策事業

（水  産  課）

２　施策の実施状況
（1）　京都産水産物生産･流通拡大事業

　生食用カキの試験生産を実施したほか、トリガイ養殖施設等の生産設備の導入や地産地
消の取組、試作品開発等を支援し、府内産水産物の生産・流通拡大を推進した。
　　　  事業主体　　　　 　　 事業内容　 　　　 　　　  事 業 費　　　　  補 助 金
　　　　　府　　　　　 生食用カキ生産試験　 　　　       800,000円
　京都府漁業協同組合　 トリガイ養殖筏の導入ほか　　35,360,074　　　 15,072,000円

（2）　漁業・漁村の未来を担う若い漁業者育成事業
　「海の民学舎」において、海の民学舎生や若手・中堅漁業者の経営力向上のための講座
を実施するとともに、新規就業者の経営開始や漁村定住に係る相談・指導員を配置した。

３　執　　行　　額 19,214,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 （うち補助金　16,914,000円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響によるインバウンド・観光客需要の減少により、出荷が
激減している丹後とり貝について、需要喚起・販路開拓を図る。

２　施策の実施状況
（1）　丹後とり貝需要喚起支援事業

　著名なシェフ等に丹後とり貝のサンプルを提供し、丹後とり貝の魅力や新たな調理方法
を発信することにより需要拡大を図った。
　提供店舗数　　　40店舗

（2）　冷凍丹後とり貝新規需要拡大事業
　冷凍の丹後とり貝の調理方法の開発や新規販路開拓を図った。
　開発したレシピ　55種類
　新規取扱い店舗　47店舗

（3）　丹後とり貝普及促進事業
　給食を実施する中丹・丹後地域の小・中学校等に対して、通常では提供されていない丹
後とり貝を給食の食材として提供した。
　提供学校数　　　59校
　提 供 数 量　　  1.2万個

３　執　　行　　額 60,859,318円

１　施策の趣旨等
    新型コロナウイルス感染症の影響により、消費が低迷する京都産高級水産物を小・中学校
等の給食に提供するとともに、京都府漁業協同組合が行う販売促進を支援することで需要喚
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

６ 水産技術セ
　 ンター費

 （P152）

７ 漁港管理費
 （P152）

4,400,000
（270,979,000）

8,941,013
（8,941,013）

4,400,000
（268,565,482）

決算額の財源
内訳
府　　　債

3,000,000
一 般 財 源

1,400,000

8,941,013
（8,941,013）

決算額の財源
内訳
繰　越　金

787,013
府　　　債

6,000,000
一 般 財 源

2,154,000

海洋調査船建造事業
（水  産  課）

農林水産業基盤整備事
業

（水  産  課）

起を図る。

２　施策の実施状況
（1）　京都産水産物の給食提供

　給食を実施する中丹・丹後地域の小・中学校等に対して、通常では提供されていない高
級な京都産水産物を給食の食材として提供した。
　提供学校数　　  87校
　提 供 数 量　　 2.9トン

（2）　京都産水産加工品の新規開発
　京都府漁業協同組合が行う京都産水産物を使用した新商品開発及び販路拡大の取組を支
援した。
　新商品開発数　118種類

３　執　　行　　額 23,855,288円

１　施策の趣旨等
　水産制度改革に伴い資源管理の強化が必要となる中、府漁業の経営安定、漁村の活性化に
貢献するため、海洋調査船「平安丸（平成９年竣工）」に代わる、最新の性能を備えた調査
船を建造する。

２　施策の実施状況
　水産資源及び海洋環境調査機能を有する海洋調査船を建造するための設計を実施した。

 
３　執　　行　　額 4,400,000円

１　施策の趣旨等
　府が管理する漁港施設の維持管理をすることで、漁業生産の活動の場となる機能の維持増
進を図る。

２　施策の実施状況
　　漁港名　　　　　　　　　　事 業 内 容　　　　　　　 　 　   事 業 費
　　舞　鶴　　　　維持管理工事、資材購入費等　一式 　 　　　6,014,996円
　　中　浜　　　　　　　　　　　　〃 　 　　　　　　　　　　2,926,017
　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 8,941,013
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８ 漁港建設費
 （P152）

527,617,773
（575,409,773）

翌年度への繰越
事業費繰越額

    63,232,599
農林水産業基盤
整備事業費

464,385,174
（512,175,239）

決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金     28,000,000
国庫支出金

241,999,500
繰　越　金

11,622,273
府　　　債

182,000,000
一 般 財 源

763,401

農林水産業基盤整備事
業

（水  産  課）

３　執　　行　　額 8,941,013円

１　施策の趣旨等
　漁港の計画的な整備により、安全で効率的な水産物供給体制の整備及び水産資源の生息環
境の保全・創造に資するとともに、漁村環境の整備により、漁村の良好な生活環境の形成を
図る。また、高潮、波浪等による災害及び海岸侵食に対処するため、海岸保全施設整備の計
画的な推進を図る。

２　施策の実施状況
（1）　漁港施設の現況

ア　漁　　港　　数　　33港 （1種20、２種11、３種１、４種１）
イ　漁港施設の延長
  ｛ 防　　波　　堤　　　　9,622.8m
　外 か く 施 設   導流堤、防砂堤等 4,803.3
    護　　　　　岸 20,510.8
  ｛ 岸　　壁　　等  6,193.7
　け い 留 施 設   物　　揚　　場  4,887.4
    船　　揚　　場 3,523.4
　　　　計 　　　　　　　　　　　　 49,541.4

（2）　事業概要
ア　水産物供給基盤機能保全事業
　　漁港名 種別 事業主体 　施行場所 　　工種・数量 　　　　 　 事 業 費
　　舞　鶴  ３ 府 舞　鶴　市 保全工事 一式　　172,905,800円 　   下安久ほか
　　中　浜 ４ 〃 京 丹 後 市　　　　　  〃  73,053,200 　   丹後町中浜
　　浅茂川 ２ 京丹後市 京 丹 後 市　　　　　  〃  18,000,000　   網野町浅茂川
　　本　庄 ２ 伊根町 伊根町蒲入　　　　　  〃  55,120,000
　　　計 ４港     319,079,000
イ　海岸保全事業
　　漁港名 種別 事業主体 　施行場所 　　工種・数量 　　　　 　 事 業 費
　　竜宮浜 ２ 舞鶴市 舞鶴市三浜  高 潮 対 策 工 事　　103,224,000円 　   宮津市脇、中村 
　　栗　田 ２ 宮津市 小寺、上司、中津 　　　　〃  115,500,000    小 田 宿 野
　　　泊 １ 伊根町 伊 根 町 泊 老 朽 化 対 策 工 事 4,730,000
　　伊　根 ２ 〃 伊根町日出 護 岸 30m 101,270,000
　　　計 ４港     324,724,000
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
ウ　漁村再生交付金事業
　　漁港名 種別 事業主体 　施行場所 　　工種・数量 　　　　 　 事 業 費
　　成　生 １ 舞鶴市 舞鶴市成生 物揚場・護岸 一式　　  96,440,000円
エ　漁業集落環境整備事業
　　漁港名 種別 事業主体 　施行場所 　　工種・数量 　　　　 　 事 業 費
　　成　生 １ 舞鶴市 舞鶴市成生  保全工事 一式　　　 9,400,000円
　　西大浦 １ 〃 舞鶴市千歳  　　　　〃  2,600,000
　　伊　根 ２ 伊根町 伊根町伊根 　　　　〃  44,952,000
　　本　庄 ２ 〃 伊根町本庄 　　　　〃  2,428,000
　　新　井 ２ 〃 伊根町新井 　　　　〃  1,971,000
　　浦　島 ２ 〃 伊根町本庄浜 　　　　〃  5,929,000
　　　計 ６港      67,280,000

３　執　　行　　額 464,385,174円
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

第 7款　商 工 費

１  商 工 業 費
２ 商工業振興

費
 （P154）

6,408,274,557
（6,913,772,000）

6,335,677,859
（6,798,763,506）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料　   2,898,519
国庫支出金

2,712,245,281
財 産 収 入

10,580,570
寄　附　金

45,376,285
繰　入　金

10,062,420
諸　収　入

1,815,535
府　　　債

2,214,000,000
一 般 財 源

1,338,699,249

京都産業立地促進事業
（産業立地課）

１　施策の趣旨等
　京都府雇用の安定・創出と地域経済の活性化を図るための企業の立地促進に関する条例及
び京都府伝統と文化のものづくり産業振興条例に基づき、税の特例措置や低利融資制度と併
せて、補助制度の効果的な活用により、地域特性に応じた戦略的な企業誘致及び雇用創出を
推進する。

　指標：誘致件数　　目標：20件　　実績：17件

２　施策の実施状況
（1）　京都産業立地戦略21特別対策事業

　地域特性に応じた企業誘致を促進するため、企業の施設整備や地元雇用に対して助成し
た。
　交 付 企 業 数 39企業  
　交 　 付 　 額 1,662,732千円
　投下固定資産額　　　　　  94,028,446
　新規地元雇用者数　　　　　　　　　446人

（2）　伝統と文化のものづくり産業振興補助事業
　伝統と文化のものづくり産業の集積や、府内での新規企業立地を促進するため、企業の
施設整備や地元雇用に対して助成した。
　交 付 企 業 数 ２企業  
　交 　 付 　 額 123,186千円
　投下固定資産額　　　　　　　767,943
　新規地元雇用者数　　　　　　　　　  ６人

（3）　企業立地促進開拓員設置運営事業
　企業情報の収集、戦略的な企業誘致を促進するため、本社機能が集中する首都圏に企業
立地促進開拓員を設置し、企業訪問等の誘致活動を実施した。
　新規訪問企業数　　　　　　　　　　141社
　延べ訪問企業数　　　　　　　　　　155

３　執　　行　　額 1,801,792,559円
                                  　　              　　　　　　　　　   　  （うち補助金　1,788,484,000円）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　伝統産業の振興と京都らしいしつらえによる観光誘客を一体的に推進するため、観光関係
団体等による伝統工芸品の購入を通じた伝統産業の仕事づくりを支援した。

２　施策の実施状況
　インバウンドの減少に伴う需要減少やイベントの自粛に伴い、厳しい状況にある観光関係
団体や商店街、伝統工芸品製造事業者等を支援するため、観光関連事業者等が発注する「京
もの指定工芸品」の購入に要する経費を助成した。
　交付決定数　　　　 1,240件
　交　付　額　 　1,130,379千円

３　執　　行　　額 1,130,379,000円
                                                                     （補助金）

１　施策の趣旨等
　地域コミュニティの維持と商店街振興を促進するため、商店街の各店舗が事業再出発に向
けて行う「新しい生活様式」に対応した店舗改修等を支援する。

２　施策の実施状況
　商店街等の会員である中小企業者が行う、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための設
備投資及び店舗改修に係る取組に対して助成した。
　交 付 件 数      　 　　411件
　交　付　額　　　673,569千円

３　執　　行　　額 675,640,386円
                                                         （うち補助金　673,569,000円）

１　施策の趣旨等
　公益財団法人京都産業21及び京都府中小企業団体中央会を通じて、京都経済の原動力であ
る中小企業の成長・発展に向け、製造業から小売サービス業までを対象に、オール京都で組
織する中小企業応援隊等が、事業計画策定段階から本格展開まで伴走型により一貫支援を行
う。

　指標：事業創生、研究開発、販路開拓、事業化に伴う設備投資の取組件数
　目標：40件　　　実績：42件

伝統産業しごと創造緊
急支援事業
（染織・工芸課）

商店街再出発応援設備
投資等支援事業

（中小企業総合支援課）

京都エコノミック・
ガーデニング支援強化
事業
生 活 衛 生 課
ものづくり振興課
雇 用 推 進 室
観 光 室（　　　　）
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２　施策の実施状況
（1）　京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業

　自社独自の強みを活かし、新商品・新サービス・新ビジネスモデル等の開発や新分野進
出等の新規事業に取り組む中小企業等を対象に、支援メニューをパッケージ化し、各企業
に応じた最適な育成メニューを提供することにより、事業計画の策定から設備投資まで、
あらゆる段階からのチャレンジを支援した。
ア　事業創生コース
　　新規事業計画の見極めのための市場調査等に要する経費の一部を助成した。
イ　事業化促進コース
　　試作品・サービス等の開発、テスト販売等による本格的な市場調査等に要する経費の
一部を助成した。

ウ　本格的事業展開コース
　　実用化に向けた応用研究・生産技術開発、生産・販売・サービス提供のための設備の
導入に要する経費の一部を助成した。

　　交付件数　42件　　交付額　404,900千円
（2）　R＆D集積形成促進事業

　「けいはんなオープンイノベーションセンター（KICK）」に拠点を設置する大学等研究
機関や中小企業などが取り組む研究開発の加速化・早期事業化に対して助成した。
　交付件数　10件　　交付額　　6,609千円

（3）　京都府公衆浴場設備改善事業
　公衆衛生の維持及び増進に不可欠な公衆浴場の経営を支援するため、浴場業用の設備改
善に対して助成した。
　交付件数　11件　　交付額　　5,999千円

（4）　旅館等受入環境整備事業
　旅館等の宿泊施設の経営を支援するため、訪日外国人観光客の受入等に要する施設改修
に対して助成した。
　交付件数　４件　　交付額　　6,000千円     

（5）　労働生産性向上推進事業
　中小企業等の労働生産性向上を支援するため、人手不足に対応するための労働生産性向
上に資するIoTツールの導入等に対して助成した。
　交付件数　27件　　交付額　 21,934千円

３　執　　行　　額 445,442,000円
　　　　　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　公益財団法人京都産業21を通じた産産・産学連携グループの創出・育成により、新たな事
業展開、国内外への販路開拓を後押しし、新たな産業文化を創生する。

「企業の森・産学の森」
事業
（ものづくり振興課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　指標：事業計画、研究開発、販路開拓、事業化に伴う設備投資の取組件数
　目標：20件　　実績：31件

                                                       
２　施策の実施状況
（1）　「企業の森・産学の森」推進事業

　高付加価値の製品・サービスを創出し、新たな産業文化を創生する産産・産学連携グルー
プ（＝企業の森・産学の森）の形成から、製品等の試作・研究開発、実用化に向けた市場
開拓、生産設備投資等を一貫して支援する助成事業を実施した。
　交 付 件 数 30件
　交　付　額 422,985千円

（2）　京都イノベーション創出ネットワーク運営事業
　公益財団法人京都産業21が運営する「京都イノベーション創出ネットワーク」による
共同研究プロジェクトの創出支援や研究開発サポート体制を構築する事業に対して助成し
た。
　会員企業数 239社
　実 施 事 業　　特許調査、市場動向調査、システム運用保守等　
　交　付　額 15,000千円

（3）　健康創出産業振興事業
　中小企業との健康創出産業分野への進出やウエルネスベンチャーの育成を支援するた
め、京都大学・府立医科大学等の関係大学、府、京都市等で構成する「京都ウエルネス産
業コンソーシアム」が実施するコンソーシアム共同研究交流支援事業に対して助成した。
　実施事業数 １事業　
　交　付　額 500千円

３　執　　行　　額 438,485,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （補助金）

　
１　施策の趣旨等
　微細加工やAI・IoT、iPS細胞の培養をはじめとした京都の高度な技術力を結集し、新型
コロナウイルス感染症対策のための製品開発等に加え、医療体制の確立や遠隔・非接触化対
応を図るための製品開発等を支援し、感染症に備えた強い社会づくりに寄与する。

　指標：プロジェクト創出件数　　目標：10件　　実績：25件
                                                       
２　施策の実施状況
　新型コロナウイルス感染症の治療、感染拡大防止等に貢献する製品・サービスの開発、量

新型コロナウイルス感
染症対策技術結集事業
（ものづくり振興課）
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産化等に取り組む府内中小企業者等へ支援を行った。
　交付件数　　　　　 　　　 25件
　交 付 額　　　　　　377,207千円

 
３　執　　行　　額 377,207,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症による経済への影響が長期化する中、府内ものづくり産業の厳
しい状況の打開を図るため、新たな市場開拓を図ろうとするものづくり中小企業等に対し、
新技術開発、技術転用による試作、新たな生産設備の導入等に対する資金支援と、ニーズの
収集やオンラインでの商談会等による伴走支援を実施する。

　指標：事業転換等に向けた新製品等の研究開発や経営課題の解決を図る取組件数
　目標：40件　　実績：70件

                                                    
２　施策の実施状況
（1）　ものづくり中小企業等経営変革緊急支援事業

　中小企業及びグループが行う事業転換等に向けた新製品等の研究開発・試作、実用化に
向けた市場開拓、生産設備投資等の取組、小規模企業が行う生産工程の見直しなど経営上
の課題解決を図る取組を公益財団法人京都産業21を通じて支援した。
　交付件数 　　　 　 70件
　交 付 額　 　 275,513千円

（2）　ものづくり新市場開拓支援事業
　オンラインでの市場ニーズの収集や商談会、ターゲット市場の企業を集めた試作評価会、
ジェトロとも連携した海外販路開拓等を実施した。
ア　国内新市場開拓支援事業
　　北部機械金属加工業界向けにバイヤー３社を招へいし、現場見学会と商談会を同時開
催

　　北部参加企業 17社
イ　バーチャル展示会開催事業
　　京都ビジネス交流フェア及び医療・介護関連企業向けのバーチャル商談会を開催
　　出展企業数 171社
　　来場登録者数 940人
　　商談件数 394件
ウ　海外販路開拓人材育成事業
　　ジェトロと連携して、中小企業等の海外進出・販路開拓に向けた貿易実務講座や海外
在住の専門コーディネータによるオンラインセミナー等を開催（試作、機械金属及び食

ものづくり産業臨時総
合応援事業
（ものづくり振興課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
品）

　　参加者 30人

３　執　　行　　額 279,513,000円
                                                                       （補助金）

１　施策の趣旨等
　IoT技術を駆使して、受注・設計・生産進捗管理の状況などの「情報の共有化」、共有機械
の設置や遊休機械の利活用などの「工作機械の共有化」、又はその組み合わせ等により中小
企業同士の連携・一体化を促進するため、その実現に向けた取組を計画策定段階から実施段
階に至るまで一貫して支援することで、府内中小企業の連携・一体化を促進し、中小企業の
生産性向上を図る。

　指標：プロジェクト創出件数　　目標：７件　　実績：８件
                                                    
２　施策の実施状況
　公益財団法人京都産業21を通じて、IoT等による中小企業連携・一体化（共同利用を前提
とした最適な設備や必要な技術調査、運用ルールの検討から、受注・設計・生産進捗管理等
の情報、工作機械等の共有化まで）を促進し、中小企業の生産性・競争力アップを支援する
助成事業を実施した。　
　交付件数 　　　 　８件
　交 付 額　   149,153千円

３　執　　行　　額 149,153,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （補助金）

１　施策の趣旨等
　「北部産業創造センター」及び「丹後・知恵のものづくりパーク」を核に、北部地域にお
ける中小企業の技術の高度化やものづくり人材の育成、新分野展開に向けた取組等を支援す
ることにより、北部地域の産業振興を推進する。

      　　　 指　標　　　　　　　  目　標 実　績
　技　術　相　談　件　数 500件 648件
　機　器　貸　付　件　数 720  1,211 　
　人材育成研修の延べ受講者数 1,000人 1,982人

中小企業共同型ものづ
くり支援事業
（ものづくり振興課）

北部産業活性化推進事
業
（ものづくり振興課）
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２　施策の実施状況
（1）　北部産業創造センター推進事業

　中丹地域をはじめとする北部ものづくり企業の活性化を図るため、「北部産業創造セン
ター」において、中小企業の技術力の強化・高度化への支援を実施した。
　企業相談実施数　　517件
　各種機器の貸付　1,211
　各種機器及び技術開発に関する中小企業向けセミナーの開催　45回　延べ1,197人

（2）　北部産業活性化拠点・京丹後推進事業
　丹後地域の地場産業の一層の成長と次世代の産業振興を図るため、「丹後・知恵のもの
づくりパーク」において、ものづくり人材の育成・確保や中小企業の総合支援を行い、丹
後地域をはじめとする北部地域の産業振興を推進した。 
ア　京都・丹後ものづくり等人材育成推進事業
　　地域企業の課題を解決するための技術・経営相談、機器の貸付及びものづくり技術者
の育成とその高度化のための各種人材育成研修等を実施した。

　　企業相談実施数　6,406件
　　各種機器の貸付　2,045
　　各種機器及び技術開発に関する中小企業向けセミナーの開催 26回　延べ785人
（ｱ）　丹後基盤技術担い手育成事業
　　工作機械基礎セミナー等　　　　17講座 延べ290人

（ｲ）　研修実施支援事業
　　生産性向上セミナー等 ４ 〃 175

（ｳ）　人材確保・流入促進事業
　　ものづくり基礎技術習得研修等 ５ 〃 360

イ　丹後・知恵のものづくりパーク運営費等補助金
　　拠点の管理運営及び人材育成会議等に要する経費について、運営主体である公益財団
法人京都産業21に対して助成した。

３　執　　行　　額 103,702,761円
                                                      　　　　　　　　　　　　    （うち補助金　57,332,000円）

１　施策の趣旨等
　日本海側拠点港である京都舞鶴港において、国際海上コンテナ航路の拡充、国際フェリー
航路の利用促進及び外航クルーズの誘致に向けたソフト・ハード一体となった事業を推進す
ることにより、京都舞鶴港のゲートウェイ機能の強化を図る。

　指標：コンテナ取扱量　　目標：20,000TEU　　実績：11,933TEU

京都舞鶴港日本海側拠
点機能推進事業

（経済交流課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
（1）　コンテナ20,000TEU実現事業

　航路の拡充、貿易の拡大等を図るため、一般社団法人京都舞鶴港振興会が行うポートセー
ルス等の事業に対して助成した。
ア　コンテナ貨物等の集荷及びポートセールスの実施
　　コンテナ取扱量　令和２年　11,933TEU
イ　京都舞鶴港トライアル利用促進特別支援事業の実施
　　北近畿に立地する事業者を中心に外国貿易貨物の京都舞鶴港でのトライアル利用を促
すため、貿易取扱事業者の取扱コンテナに対して助成した。

　　支援状況　11,889TEU
（2）　日韓露国際フェリー航路利用拡大事業

　日韓露国際フェリー航路の利用拡大を図るため、貿易取扱事業者の取扱貨物に対して助
成した。
　支援状況　  102TEU相当分

（3）　国際クルーズ誘致事業
　「環日本海クルーズ推進協議会」への参加による日本海側諸港との連携強化のほか、船
の安全対策等について説明会、京都舞鶴港クルーズポータルサイトの改修により、誘致に
向けた地元受入体制を強化した。      

（4）　京都舞鶴港クルーズ誘致強化事業
　舞鶴からの乗船客を増やすため情報発信を強化したほか、海外クルーズ見本市等にオン
ライン参加し、ポートセールスを実施した。

（5）　貿易振興対策事業
　京都舞鶴港の振興を図るため、貿易関係団体への助成や対岸諸国等との連携によるポー
トセールス、港湾関連用地への物流関連企業等の誘致等を実施した。

３　執　　行　　額  101,457,047円
　　　　　　　　　　　　　　　　  　（うち補助金　100,908,047円）

１　施策の趣旨等
　小規模企業の製造現場で発生している、人手不足等に起因する生産上の課題を解決する取
組を支援し、生産性の確保・向上を図る。

　指標：生産性向上への取組件数
　目標：20件　　実績：28件

                                                       

小規模製造業設備投資
等支援事業
（ものづくり振興課）
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２　施策の実施状況
　公益財団法人京都産業21を通じて、生産性の確保・向上に向けて必要な設備投資等に対し
て助成した。
　交付件数　　　　   　28件
　交 付 額　 　   100,000千円

 
３　執　　行　　額 100,000,000円

　　　　　　　　　　　　　  　   （補助金）

１　施策の趣旨等
　スタートアップ・エコシステムの構築に向け、府市連携・オール京都でスタートアップ支
援施策を強化するため、スタートアップのステージに応じた伴走支援を体系的に実施する。

　指標：スタートアップ企業設立数　　目標：34件　　実績：41件
                                                       
２　施策の実施状況
（1）　ものづくり成長分野スタートアップ支援

ア　ものづくりアクセラレーションプログラム
　　新事業の創出を集中的に支援するアクセラレーションプログラムを実施した。
　　参加チーム数　12チーム
イ　スタートアップフォーラム
　　「スマートシティ EXPO」においてスタートアップフォーラムを開催し、スタートアッ
プ企業が国内外の投資家等へPRする機会を創出した。

　　登壇企業数　　15社
（2）　IoT等成長分野スタートアップ支援

　ふるさと納税制度を活用したクラウドファンディング等により広く寄附を募り、今後の
需要拡大が見込まれるiPS細胞関連の産業化に向けて、公益財団法人京都大学iPS細胞研
究財団等に対して財政支援を行った。
　寄 附 額　　37,920千円

（3）　社会課題解決スタートアップ支援
　社会課題の解決に資することを目的に、AIやIoT等のスマート技術を活用した新しい
サービスや技術の開発を行うスタートアップ企業等に対して助成した。
　交付件数   　　　７件
　交 付 額　　 5,837千円

（4）　起業環境整備・伴走支援
ア　外国人創業支援
　　外国人起業家、留学生が起業準備活動に必要な在留資格を得るための支援窓口を設置
した。

　　相談件数　　　　　　　　　　　95件

起業するなら京都・プ
ロジェクト推進事業
ものづくり振興課
文 化 学 術 研 究
都 市 推 進 課
経 済 交 流 課（　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　スタートアップ・ビザ取得件数　４件 　
イ　交流・連携促進事業
　　オープンイノベーションカフェ（KOIN）を核に、様々な分野の方々が交流、連携す
るイベントを開催した。

　　開催回数　　　　　　　　　　　54回（オンライン開催を含む）
　　参加者数　　　　　　　  延べ1,418人（　　　　 〃　　　　  ）

（5）　起業家教育
　小・中学生を対象とした起業家教育プログラムを実施した。
　参加チーム数　　　５チーム
　参加者数　　　　　39人

３　執　　行　　額 95,211,545円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち負担金　82,478,000円）

１　施策の趣旨等
　伝統産業の若手職人を育成するため、新たなものづくりが生まれる京都職人工房を運営す
るとともに、商品開発、生産設備の整備及び国内外の販路開拓までを伴走型で一貫支援する。

　指標：マーケットイン型産業への変革を推進するための支援件数
　目標：100件　　実績：90件

２　施策の実施状況
（1）　京ものクオリティ市場創出事業

　国内外での販路開拓を目指す事業者が、国内外の市場に精通したプロデューサー等との 
連携の下、東京の百貨店等での販売スペースの設置、海外の販売代理店を通じたマーケ 
ット開拓、マーケットニーズを踏まえた商品開発の支援や海外市場向け販路開拓を実施し 
た。
　支援件数　　　　   60件

（2）　次世代職人育成事業
ア　職人アカデミー開催事業
　　専門家による商品開発やブランド創出の支援をはじめ、地域や業種を超えた作り手と
の交流やマッチングを促進し、「集い」「作り」「伝える」力を磨く場づくりを実施した。

　　プログラム数　　　　36件
　　参加者数　　 　延べ860人
イ　京もの愛用券
　　京都の伝統工芸品等を掲載したネットカタログ「京もの愛用券」を通じて、「京もの」

次世代職人育成事業
染 織 ・工 芸 課
産 業 立 地 課（　　　　）
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の需要創出・販路拡大を図った。
　　販売実績　　　　  1,152千円

（3）　丹後・西陣織産地活性化事業
　広幅を中心とする織物職人の育成や、関連する工程、織機調整等の研修を織物・機械金
属振興センター及び西陣織工業組合において実施した。
　受講者数　　延べ282人

（4）　新堀川魅力創造事業
　若手伝統工芸職人やアート＆クラフト関係者の活動を支援するため、堀川団地内の空き
店舗を活用し、作品展示会やワークショップなどを開催した。
　展示会、ワークショップ等開催数　10回

（5）　マーケットイン型伝統産業支援システム運営事業
　マーケットイン型の産業への変革の取組を推進するため、伝統産業支援システムのデー
タベースを活用し、マーケットニーズの把握により、新たな発注先の開拓に繋げた。
　企業登録件数　1,874件（うち、令和２年度新規登録　23件）

（6）　文化財保存修復推進事業
　新型コロナウイルス感染症の影響により中止した。

（7）　「森の京都」クラフトモール活用事業
　京都新光悦村にて、移動可能な職人工房２台を設置し、現地説明会等において活用した。

３　執　　行　　額 71,251,751円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　うち委託料　48,866,600円　

                                                              補助金　16,700,000

１　施策の趣旨等
　伝統産業の生産基盤を支える織物産地等における設備投資を支援する。

　指標：支援件数　　目標：120件　　実績：109件

２　施策の実施状況
　伝統産業の中小企業や産地組合が実施する商品開発・生産体制の強化等に必要な生産設備
の新設・改修、伝統的技法に基づく製造に必要な道具類の確保等に対する助成を行った。
　交付件数　   　 109件　
　交 付 額　　68,594千円

３　執　　行　　額 68,594,000円
                                                         　　　　　　　（補助金）

（　 　　　　　）
伝統産業統合支援事業
（染織・工芸課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　ジェトロ海外事務所や「京都倶楽部」等による海外ネットワークを確立し、京都海外ビジ
ネスセンターを拠点に、海外販路開拓や外資誘致などを戦略的に推進する。

　指標：新たに海外展開に取り組んだ企業数
　目標：40社　　実績：52社

２　施策の実施状況
（1）　「京都倶楽部」連携事業

　世界の主要都市における現地の情報収集等を行う京都人ネットワークを活用し、現地の
情報収集や京都情報の発信を行った。
　設立都市　ニューヨーク、シアトル、ロサンゼルス、台北、高雄、香港、北京、上海、
　　　　　　蘇州、深圳、ソウル、クアラルンプール、シンガポール、バンコク、ハノイ、

ミラノ、フィレンツェ、ミュンヘン、パリ、ロンドン
（2）　海外物産展等開催事業

　海外小売店やレストランと連携し、京都物産展開催やPOP-UPショップ開設等の販促プ
ロモーションを通して、継続的な販売先を拡大する取組を展開した。
　（対象国・地域）

中国、香港、台湾、シンガポール、タイ、ベトナム、アラブ首長国連邦、イタリア、スイス、
ポーランド、イギリス、フランス、スウェーデン、アメリカ、オーストラリア、ニュー
ジーランド　

　成約件数　　266件
（3）　バイヤー招へい事業　　　　　

　世界各国のインポーター・小売店等のバイヤーとオンライン商談会を実施した。
　（対象国・地域）
　シンガポール、ロシア
　成約件数　　５件   

（4）　越境EC推進事業
　海外向けネットショップを活用し、中国を中心とした富裕層に伝統工芸品等の逸品を紹
介・販売した。
　販 売 額　　45,000千円

（5）　上海サポートデスク等設置事業
　対日投資促進活動、京都産品の販路開拓支援を実施した。

（6）　ジェトロ京都運営事業
　オール京都（府・市・商工会議所等）でジェトロ京都貿易情報センターの運営を支援す
るとともに、府内企業の貿易相談対応や海外進出支援、海外販路開拓（商談会、セミナー開
催等）を実施した。  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「Kyoto Japan」海外
戦略プロジェクト事業

（経済交流課）
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３　執　　行　　額 66,174,143円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち補助金　65,559,000円）

１　施策の趣旨等
　「けいはんなオープンイノベーションセンター（KICK）」への、多彩な共同研究プロジェ
クト集積等を目的とした取組を推進する。

　指標：KICKにおける共同研究プロジェクト数　　目標：20件　　実績：21件

２　施策の実施状況
（1）　KICKへのプロジェクト等の集積を促進するため、国内外の研究者をはじめ企業や大学

等に対するプロモーションを実施した。
　プロジェクトの集積数　21件

（2）　KICKについて、公益財団法人京都産業21への無償貸付を行い、その管理運営を助成す
るとともに、現行機能の維持・回復に必要な修繕等を実施した。

３　執　　行　　額 64,421,046円
                                                 　　　うち委託料　  9,955,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          補助金　44,808,046 

１　施策の趣旨等
　商店街の活性化を図るため、商店街創生センターが府内各商店街を訪問し、商店街の特性
に応じた施策を、京都経済センターに集積する関係団体と一体となって実施することで、地
域と連携したまちづくりを支援する。

　指標：商店街創生センター及び関係団体による商店街訪問回数
　目標：延べ110回　　実績：延べ106回

　　
２　施策の実施状況
（1）　商店街創生センターによる支援

ア　テーマ設定型（活性化モデル波及）商店街応援事業
　　地域資源の活用など自らが設定したテーマに基づく活性化策の実現に向けた取組に対
して助成した。

　　交付件数 12件
　　交 付 額　　　13,195千円
イ　商店街にぎわい施設・設備整備事業
　　人々が集い「交流する」商店街づくりに向けた商店街の誘客・賑わい創出等を図るた
め、街路灯等の整備に対して助成した。

（　 　　　　　）

けいはんなオープンイ
ノベーションセンター
活用推進事業
（ものづくり振興課）

商店街創生センター総
合支援事業            

（中小企業総合支援課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　交付件数 27件　
　　交 付 額　　　28,511千円
ウ　商店街アイデア実現プロジェクト事業
　　商店街の活性化を図るため、民間団体のアイデアによる商店街のにぎわい創出や来街
者の増加を図る事業に対して助成した。

　　交付件数 ３件
　　交 付 額　　　  　587千円　　　　　　　　　　　
エ　新しい商店街づくり連携支援事業
　　新しい商店街づくりを支援するため、店舗の空洞化が著しい中心市街地商店街におい
て、行政・地域の諸団体・企業及び住民等と連携した中心市街地の広域的な商業活性化
に取り組む事業に対して助成した。

　　交付団体　京都府商店街振興組合連合会
　　交 付 額　　　  4,500千円

（2）　商店街創生センター運営事業
　商店街創生センターが府内各商店街を訪問し、商店街の特性に応じた企画・事業づくり
や情報発信を支援するとともに、商店街の活性化に取り組む人とそれを応援する人との新
たなネットワークづくりのためのフォーラム等を開催した。
　訪問回数　延べ324回
　情報発信　商店街等の情報をホームページやSNS等で発信
　商店街ネットワークサロンの開催（オンライン）　 ４回
　商店街NOWの配信　　　　　　　（ 〃 ）　 ７
　京都商店街創生フォーラムの開催（ 〃 ）　 １

（3）　CMO創設への支援
　CMO（京都地域商業再生機構）による地域の関係者と連携した新しいコミュニティ再
生の取組に対して助成した。
　交付団体　株式会社白川まちづくり会社
　交 付 額　2,151千円    

３　執　　行　　額 60,402,398円
                                                   　　  　　　　　　　　　　     （うち補助金　53,880,000円）

１　施策の趣旨等
　伝統工芸に止まらず、アート、デザインも含めた「KOUGEI」をキーワードに、京都に
集結する国内外のものづくり関係者の相互交流を促進するとともに、「KOUGEI」の魅力を
国内外に発信することを通じて、「KOUGEI」市場の拡大等を実現する。

京都作家マーケット開
拓支援事業
    （染織・工芸課）
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　　指標：「KYOTO KOUGEI WEEK」での商談件数　　目標：500件　　実績：1,160件

２　施策の実施状況
　令和元年12月にオープンした上海「KYOTO HOUSE」を起点に多様なビジネス展開を仕
掛け、これまでの取組成果を生かしながら「KOUGEI」マーケットを拡大するための様々
な交流機会を創出した。

（1）　上海「KYOTO HOUSE」を拠点とした展示販売等
　主に中国系企業や富裕層向け新商品プロデュースや、販路拡大・商談に対する支援を実
施するとともに、店舗運営主体である　星国際有限公司等との相互交流を進めることで、 
京都の工芸品買付額の増加や別地域への店舗開設など、新たな販路開拓へとつなげた。
　買取事業者数　50事業者　買付額　30,644,600円

（2）　京都府域工房ツアー
　国内外バイヤー等を対象とする工房巡回ツアーを京丹後市、与謝野町、宇治市、城陽市、
亀岡市、南丹市で実施した。オンラインで実施することで、複数回開催や遠方からの参加
が実現でき、参加工房の新たなビジネス展開につなげた。
　参加者数 159人 商談件数 11件

（3）　企画展示、商談会等
　アート＆クラフト関係のイベントが集中的に開催された令和３年３月に、京都の若手職
人等の作品を国内外バイヤー等に紹介する展示販売商談会を開催し、新規市場開拓や新商
品開発等に取組む職人たちを支援した。
　来場者数 2,637人 商談件数 559件

（4）　国際シンポジウム
　大学と連携した取組として、オンラインによる分科会形式となる議論の場を創出し、
「KOUGEI」を起点に未来の社会像を考え、アクションを起こす機会を創出した。
　参加者数 1,445人

（5）　コロナ社会での新たな展開
　対面販売を主としてきた伝統産業事業者が、コロナ禍で今後の見通しが立ちにくい状況
を打破するため、民間ECサイト内に専用サイトを開設し、非対面での販路開拓として商
品取引の拡大を実施した。
　参画事業者 　　40事業者 売上実績　 15,623千円

３　執　　行　　額 50,000,000円
　　                                                    　　　　　　  （負担金）

１　施策の趣旨等
　iPS、AI等、今後の経済成長に不可欠な最先端技術分野において、国の研究機関や大学、
中小企業、ベンチャー等が参画する産学公連携プロジェクトを育成し、オープンイノベーショ
ンの更なる推進により、新産業の創出、府内経済の活性化を図る。

次世代地域産業推進事
業
 （ものづくり振興課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

京都クロスメディア
パーク整備事業
（ものづくり振興課）

　指標：プロジェクト創出件数　　
　目標：５件　　実績：６件

                                                       
２　施策の実施状況
　公益財団法人京都産業21を通じて、iPS、AI等の最先端技術を用いるプロジェクトの育成、
事業化促進の取組に対して助成した。
　交付件数　　　　　 　   ６件　 
　交 付 額　 　　　  50,000千円

 
３　執　　行　　額 50,000,000円

　　　　　　　　　　　　                                              （補助金）

１　施策の趣旨等
　映像を核としたクロスメディア産業の育成と府内への波及を図るため、産学公で設置した
「京都クロスメディアパーク推進会議」の下、 拠点の整備、人材育成、国際ネットワークの
形成、府内に波及効果をもたらす事業を総合的に展開する。

　指標：映画・コンテンツ産業を担う若手クリエーターの育成人数
　目標：400人　　実績：587人

２　施策の実施状況
（1）　産学連携拠点整備事業

　人材育成・技術承継・産学共同研究開発・中小ベンチャー育成支援等の機能をあわせ持
つ一大メディア産業拠点である「京都クロスメディアパーク」の形成に向け、産学連携に
よる事業実施や新産業創出のための情報交換等を行った。
　令和２年６月27日～６月28日　学生ゲームジャム（オンライン開催）８チーム42人参加
　令和３年３月12日　京都クロスメディアパーク推進会議・京都府XR活用協議会開催

（2）　デジタルリマスター推進事業
　フィルム等で保存されている優れた映像資産の保全と利活用により新たな産業を創出す
るため、デジタル化や修復を行う人材育成事業を実施した。
　育成人数　350人

（3）　クロスメディアクリエイター人材育成事業
　映画・映像、ゲーム等のクリエイターの制作活動支援等を通じて、コンテンツ産業を担
う若手クリエイターの育成事業を実施した。
　育成人数　234人
ア　KYOTO CMEX 2020開催事業
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　　京都が持つポテンシャルを国内外に発信するとともに、クリエイターの国際的な交流、
次世代のコンテンツ産業を支える人材育成等を推進するため、オール京都のコンテンツ
振興イベントを開催した。

　　開催時期　令和２年６月～令和２年12月
　　開催場所　東映京都撮影所、松竹撮影所、京都文化博物館、オンライン　ほか
　　参加者数　309,783人
イ　京都太秦シネマフェスティバル開催事業
　　太秦を基盤とした「コンテンツコミュニティ」の形成を図るため、子ども映画製作ワー
クショップや、歴史創作コンテンツのクロスメディア発信拠点としての太秦PR動画の
オンライン配信等を実施した。

　　開催時期　令和２年10月25日、11月14日
　　開催場所　東映太秦映画村、オンライン
　　参加者数　18人
　　動画再生回数　1,350回
ウ　BitSummit Gaiden
　　日本のインディーゲームを京都から世界に発信するため、オンラインによる出展作品
の試遊体験及び開発者等との交流ができる展示・交流会を開催した。

　　開催時期　令和２年６月27日～６月28日
　　開催場所　オンライン
　　視 聴 数　157,538回
エ　京都 eスポーツサミット2020 Summer
　　ゲーム開発を振興するため、近年盛況であるeスポーツ向けに開発されたインディー
ゲームを審査・表彰し、受賞作品及びクリエイターを京都から世界に発信した。

　　開催時期　令和２年６月27日
　　開催場所　オンライン
　　視 聴 数　500回
　　受賞作品　大賞１件、特別賞３件

（4）　国際ネットワーク形成事業 
　京都ヒストリカ国際映画祭において国内外の関連する取組との連携強化及びネットワー
ク形成を図り、多彩なゲストによる上映作品の解説等を行うとともに、東京国際映画祭や
ヴェネチア国際映画祭と連携したマスターズセッションを実施した。
　開催時期　令和２年10月31日～ 11月８日
　開催場所　京都文化博物館、オンライン
　参加者数　1,566人
　オンライン配信購入本数　1,111本

（5）　映像産業等による府内活性化事業
　コンテンツの活用による地域活性化と他産業への波及促進を図るため、「ロケスポット
京都」運営事業においてオール京都体制で府内ロケ地の情報を一元的に発信した。
　ロケ地登録数　　500件
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（6）　京都デジタルアミューズメントアワード事業

　次代を担う若手コンテンツクリエイター等を表彰し、今後の制作活動を奨励するととも
に、優れた才能を有する若手コンテンツクリエイターを京都から世界に発信した。
　受賞作品　大賞１件、部門賞２件

３　執　　行　　額 49,081,922円
                                                           うち委託料　16,668,000円

                                    　　　　         　    　　負担金　31,000,000

１　施策の趣旨等
　企業等の交流やイノベーション拠点であるけいはんなプラザの機能強化や利用者の安全・
安心を確保するための施設改修等を実施する。

２　施策の実施状況
　交流スペースの設置やエレベータの機能強化など、スタートアップの支援に向けた企業等
の交流拠点として整備した。

 
３　執　　行　　額 27,916,797円

    　　　　　　　　　　                  　　　 　（うち工事請負費　27,228,267円）

１　施策の趣旨等
　ICTや環境･エネルギーなどスマートシティに関する多面的な産業の知見や技術に関する
国際会議をけいはんな学研都市等で継続的に実施し、国際的なビジネス交流を促進するとと
もに、学研都市を内外に広く発信する。

　指標：スマートシティエキスポ（オンライン）の延べ閲覧者数
　実績：28,029人

２　施策の実施状況
　京都企業等の技術PRやビジネス交流等を促進･支援するため、「京都スマートシティエキ
スポ2020」をオンラインで開催した。
　開 催 期 間　令和２年10月27日、10月28日（12月31日までオンデマンド開催）
　テ　ー　マ　「安寧で持続的な未来を創る地域と産業」
　内　　　　容　スマートシティセミナー（講演）、企業等展示、全国自治体交流シンポジ
　　　　　　　　ウム等
　延べ閲覧者数　28,029人（期間中のセミナー等視聴者数　6,930人、展示コンテンツ閲覧

（　 　　　　　）
けいはんなプラザ設備
整備事業

文化学術研究
都 市 推 進 課

京都スマートシティエ
キスポ2020 ･国際シン
ポジウム開催事業

文化学術研究
都 市 推 進 課

（　　　　）

（　　　　）
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　　　　　　　　　　　　　者数　21,099人）

３　執　　行　　額 21,900,000円 
                                          　　　　　　　　　　　　　（負担金）

１　施策の趣旨等
　伝統と文化のものづくり産業振興条例に基づき、和装・伝統産業の基盤づくり（ひとづく
り、環境づくりの展開）を積極的に推進する。

　指標：貴重な文化資料の復元新調数　　目標：５件　　実績：５件

２　施策の実施状況
（1）　ひとづくり

　京都未来の匠「技の継承」事業
　京の名工等と若手職人が協働して行う祇園祭や社寺等の貴重な文化資料の復元新調事業
に対して助成した。
　交付件数　５件　
　交 付 額　9,822千円
　事業内容　鷹山の房紐の復元新調ほか　 

（2）　環境づくり
　「京の伝統･食と文化」魅力発信事業
　府内地場産品の普及宣伝及びその需要開拓を図るため、府内の異業種の組合等が共同で
開催する物産展に対して助成した。
　開催期間　令和２年10月14日～ 10月19日
　開催場所　大丸京都店
　出 店 数　71社（工芸25社、食品46社）
　参加者数　181,000人                       

３　執　　行　　額 18,478,320円
                                                           （うち補助金　17,502,000円）

１　施策の趣旨等
    国内外の企業等との商談会やけいはんな学研都市における立地企業の研究シーズの情報発
信等を行うオンラインシステムを整備し、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い商談や視
察機会が減少している企業等の事業展開・拡大を支援する。

２　施策の実施状況
　けいはんな学研都市の立地機関のバーチャル紹介や創業者・研究者等のインタビューを発

匠の公共事業
染織・工芸課
観 光 室

けいはんなデジタル基
盤構築事業

文化学術研究
都 市 推 進 課

（　　　　）

（　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
信するとともに、商談等にも利用可能な双方向コミュニケ－ション機能を有するオンライン
システムを構築した。 

   
３　執　　行　　額 17,722,000円

                                                                     （補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛・渡航制限により、海外を含む新規顧客
開拓等の営業活動が難しい状況の中、非対面・遠隔販売である越境EC事業の対象国・地域
を拡大することにより、府内事業者の新販路開拓を支援する。

２　施策の実施状況
　経済産業省がジェトロを通じて海外ECサイトに設置するJAPAN MALL等、海外大手EC
モール内に販売サイトを設置。併せて、輸出対象国・地域別勉強会の開催や京の酒プロモー
ション動画の制作等を実施した。
　対 象 地 域　中国、台湾、シンガポール、北米、EU 等
　販 売 商 品　府内産食品、伝統工芸品　
　参加企業数　延べ134社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　執　　行　　額 12,000,000円

　　　　　　　　　　　　　 （補助金）

１　施策の趣旨等
　けいはんな学研都市に集積する企業・研究機関・大学等が核となり、産産・産学連携や研
究成果の共同利用を通じた企業の新製品・サービスの実用化等をサポートする仕組みを構築
し、府内企業のオープンイノベーション（外部の技術・知識を活用した研究開発）を促進し、
新事業・新産業創出を図る。

　指標：けいはんなR&Dイノベーションコンソーシアムの参画企業・研究機関数
　目標：60企業・研究機関　　実績：121企業・研究機関

２　施策の実施状況
（1）　「RDMM支援センター｣ の運営

　目　　的　企業や研究機関、大学等の連携を基軸に研究開発から事業化までワンストッ
プで支援する。

非対面・遠隔販路開拓
事業

（経済交流課）

けいはんな高度イノ
ベーション創出事業

文化学術研究
都 市 推 進 課（　　　　）
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　機　　能　知財調整・利害調整による産官学連携の加速、人材育成・人材交流等の促進
　活動実績　ア　人材育成プログラム（ナノテクノロジー高度人材育成プログラム等）の
　　　　　　　　提供
　　　　　　イ　住民参加による新事業創造のためのサポーター組織（Clubけいはんな）
　　　　　　　　の設立・運営（会員数2,702人）
　　　　　　ウ　 「公道走行実証実験プラットフォーム」（K-PEP）を運営し、自動運転
　　　　　　　　に係る実証実験等を実施

（2）　「けいはんなR&Dイノベーションコンソーシアム」の運営
　目　　的　産官学連携、異業種連携プロジェクトを、オープンイノベーションを基軸と
　　　　　　して推進する。
　参加企業　121企業･研究機関
　機　　能　各種セミナー ･ワークショップの開催、新事業創出に向けたワーキングの実
　　　　　　施
　活動実績　49会員、71人が「新テーマ創出」、「農・食」、「健康」、「モビリティ・エネル
　　　　　　ギー」の４分野のWG活動に参画し、新事業開発プロジェクトの創出に向け
　　　　　　活動

（3）　グローバル連携の推進
　目　　的　ASEAN、IORA（環インド洋連合）との新産業創出・イノベーション連携
　　　　　　プラットフォーム（AIJ-PF）を構築するとともに、海外サイエンスシティ
　　　　　　と包括連携協定を締結し、事業連携を進める。
　活動実績　ア　ASEANとIORA諸国とのAIJ-PFを構築
　　　　　　イ　タイ・チェンマイ大学と関西企業との協業事業づくり

３　執　　行　　額 11,147,936円
                                                           （うち補助金　9,900,000円）

１　施策の趣旨等
　府内における新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、スマートフォン
から収集された人流データを活用し、人流把握・分析、情報発信等に取り組むとともに、
WITHコロナ・POSTコロナ社会を見据え、AI・IoT等技術を活用しニューノーマル時代に
対応したスマート社会づくりに取り組む。

  
２　施策の実施状況
（1）　災害対策等に係る人流データ収集・分析

　府域の主な観光地、文化施設、商店街等において、スマートフォンから個人情報を取得
しない仕組みで人流データを収集し、データ収集地点の人数総計の集計、前週比較、滞在
時間分析等を実施した。人流分析の結果について、デジタルサイネージ等による発信や関
係機関への情報提供を行い、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に係る行動変容を
図った。

ビッグデータ活用型災
害等緊急対策事業

文化学術研究
都 市 推 進 課

 
（　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（2）　ニューノーマル社会に対応したスマート社会づくり

　AI ･ IoT技術やデータを活用し、ニューノーマル時代に対応したスマート社会づくりに
向け、 室内の空気の状況をデータで可視化する取組等を行った。

３　執　　行　　額 9,971,000円
　　　　　    　　　　　うち補助金　8,321,000円

負担金　1,650,000

１　施策の趣旨等
　国のスタートアップ・エコシステム「グローバル拠点都市」の選定を踏まえ、新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大をはじめとする世界的な課題等に対して、イノベーションによる
解決を図るスタートアップの創出・育成を図るため国内外から優れた発想を集積し、京都で
育て、グローバル展開に繋げるスタートアップ・エコシステムの構築に取り組む。 

２　施策の実施状況
（1）　グローバルアイデア集積促進事業

　国内外のビジネスアイデアや起業家同士のマッチングを図るため、オンラインでハッカ
ソンを開催した。
　参加国数　　　　　  　 46箇国
　参加者数　　　　       232人
　アイデア提案数　   　   40件

（2）　京都発グローバルスタートアップ促進事業
　京都での起業を促すために、国内外への京都の魅力を発信するためのコンテンツを整備
した。
ア　拠点情報発信
　　コワーキングスペースや、活動拠点として活用可能な京町家、古民家等の京都らしい
遊休資産などの情報を発信するポータルサイトを開設した。　　

イ　先輩起業家経営者等との交流会
　　スタートアップ企業と京都が誇る先輩起業家経営者等との交流会を開催した。
　　参加者数　　スタートアップ企業　７社
　　　　　　　　先輩起業家経営者等　 ８人
ウ　バーチャル関連機器配備
　　遠隔での情報発信が可能なVR映像撮影機器を京都経済センターに配備した。 　

（3）　グローバル知財戦略支援事業
　グローバル展開を目指すスタートアップをサポートするため、「京都スタートアップグ
ローバル知財サポートデスク」を開設し、専門家による戦略策定から海外出願・侵害対策

（　 　　　　　）
新産業開拓スタート
アップ支援事業
（ものづくり振興課）
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までの支援を実施した。
　講習会等開催回数　　   ２回
　相談件数　　　　      　 48件

３　執　　行　　額 9,946,180円
　　　　　    　　　　　うち委託料　4,000,000円

                                                            補助金　3,946,180

１　施策の趣旨等
　府北部地域におけるものづくり産業の支援を担う中核拠点として、「丹後・知恵のものづ
くりパーク」の機能を強化し、地域の課題である製造業の人材育成・確保等を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　人材育成の強化及び新事業創出の促進

　地域の中小企業が持つ課題の解決や技術の高度化を推進するため、人材育成の強化や
オープンイノベーションの更なる促進を図った。
ア　VR技術を活用した効率的な先端的疑似操作体験研修の実施
　　研修回数　　　  15回　
　　参加者数　延べ452人
イ　未経験者向け等の３次元CAD研修の実施
　　研修回数　   　  ８回　　　
　　参加者数　 延べ43人
ウ　交流スペースを活用した産学公連携による研修、会議、商談会等の実施
　　交流スペース利用者数　延べ1,340人

（2）　中小企業支援のための機器の更新
　北部地域のものづくり企業支援に必要なCADソフトの更新等を実施した。

３　執　　行　　額 9,194,000円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大により、対面での営業活動や出展会参加による販路開拓
に取り組めないことから、受注・売上の大幅な減少に見舞われている府内中小企業を支援す
るため、インターネットを活用したマッチングサイトの構築、遠隔・非対面・非接触による

「バーチャル商談会」の開催等を行う。
                                                    
２　施策の実施状況
（1）　マッチングサイトの構築

　中小企業が自社の製品・サービスに関する情報を掲載できる掲示板サイトを構築した。

（　 　　　　　）
丹後・知恵のものづく
りパーク機能強化事業
（ものづくり振興課）

中小企業「助け合いの
輪」拡大事業
（ものづくり振興課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　企業情報登録 365件　　　         

（2）　遠隔・非対面・非接触バーチャル商談会の開催
　マッチングサイトに登録している情報を業種別等で分類し、定期的に遠隔・非対面・非
接触による「バーチャル商談会（チャット機能付き）」を開催した。
　来場バイヤー等 422人

（3）　登録企業間での新たなサービスづくり支援
　登録されているメーカー、配送業者、店舗等からグループを形成し、合同配送、商品合
同開発など、新たな仕事づくりを支援した。
　商品提供企業（食品関連） 20社　
　バイヤー人数（首都圏） 23人
　商談成立件数 144件

３　執　　行　　額 7,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　経済産業省が定める伝統的工芸品月間（11月）に伝統的工芸品の普及啓発を目的として、
伝統産業に携わる関係者の士気向上及び全国の伝統工芸品を一堂に展示・紹介することで、
日本の歴史を彩り今を創造する工芸品の再認識と、その技術にある可能性を世間に知らしめ、
新たなものづくり産業の形成につなげる。

２　施策の実施状況
（1）　開催日　　

　令和２年10月30日（金）～ 11月３日（火・祝）
（2）　会　場　　

　京都駅ビル・京都駅ポルタプラザ、京都文化博物館別館　　　　　　　　　
（3）　内　容   

ア　KOUGEI EXPO 2020 on the WEB
　　大臣表彰等記念式典の配信・全国各産地リモートセッション等を実施した。
イ　伝統的工芸品販売会
　　府内伝統的工芸品の販売会を実施した。
　　Webアクセス数　　　　　　  1,623ページビュー（動画再生回数　835回）
　　ポルタ会場来場者数（販売会） 9,134人
　　販売会売上額 198,920円
ウ　伝統的工芸品紹介展示
　　功労者表彰者の作品、パネル展示等を実施した。

伝統的工芸品月間国民
会議全国大会京都大会
開催事業
（染織・工芸課）
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　　駅ビル展示会場来場者数 23,543人
エ　京都伝統工芸士会連合会作品展（令和２年10月31日～ 11月１日）
　　京都の伝統工芸士の作品展、作品Web配信を実施した。 
　　京都文化博物館来場者数 634人

３　執　　行　　額 3,433,068円
                                                     　　　　　　   （負担金）

１　施策の趣旨等
　けいはんな学研都市に国際会議や学会等を誘致し、国際的な研究交流やビジネス交流を促
進するためのプロモーション活動等を展開する。

　指標：国際会議等への参加者数　　　
　目標：200人　　実績：320人（日本・スペイン・シンポジウム中間会合）

２　施策の実施状況
　「けいはんなコンベンション誘致推進協議会」によるプロモーション活動を展開し、けい
はんな学研都市へのコンベンション誘致を促進した。

（1）　観光・コンベンション誘致に係る商談会などイベントへの参加・出展
　開催日　令和３年２月24日（水）～２月26日（金）
　内　容　オンラインによる国内の旅行・観光業者などバイヤーに対する学研都市のPR
　参加者　セーラー 81団体、バイヤー 246団体
　実　績　商談５件（海外３件、国内２件）

（2）　関西インバウンド交流会2021 on the WEB
　開催日　令和３年３月18日（木）
　内　容　オンラインステージでのけいはんなMICEタウン取組発表   

（3）　日本・スペイン・シンポジウム中間会合
　「ポストコロナ時代の日西対話：経済及び社会の方向性と可能性」
　開催日　令和３年３月４日（木）
　内　容　コロナ禍により令和３年に延期となった日本･スペイン・シンポジウムの中間
　　　　　会合をオンラインで開催し、スマート社会づくりについて、日本･スペインの
　　　　　企業や研究者等によるセミナーへ参加
　参加者　日本側150人、スペイン側170人

（4）　けいはんなMICEタウン国際会議誘致用動画製作
　ニューノーマル社会に対応するため、リアル見本市・商談会だけでなくリモート見本市・
商談会で活用できるPR動画を製作した。（「けいはんな学研都市の概要及び主要施設」、

「施設概要とコンベンション風景」、「エクスカーションなどの地域の魅力」の３種類）

けいはんなコンベン
ション誘致推進事業

文化学術研究
都 市 推 進 課（　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
３　執　　行　　額 3,060,000円

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （負担金）

１　施策の趣旨等
　京都のコンテンツ産業の更なる活性化を図るため、各種人材育成セミナーやワークショッ
プ等の開催に併せて、個人で活動するアニメーターの活躍の場の創出やアニメ企業の人材発
掘につながるコミュニティの形成を図る。

　指標：人材育成ワークショップ開催回数　　目標：10回　　実績：10回
　

２　施策の実施状況
　アニメ制作会社及び芸術系大学等と連携し、実際にショートアニメを制作しながら全制作
工程を学ぶ実践指導型ワークショップを計10回開催するとともに、成果発表会を実施した。

（1）　ワークショップの開催
　日　程：令和２年９月16日～令和３年２月15日　計10回
　会　場：オンライン（府内アニメ制作会社と中継）
　参加者：アニメーター　　　６人
　　　　　アニメ制作会社等　６社
　　　　　芸術系大学等　　　５校（キャラクターデザイン応募者　103人）

（2）　成果発表会
　制作したショートアニメーション上映及び参加企業から取組成果の総評を実施。他のコ
ンテンツ関連事業とともに「京都コンテンツチャンネル」にてオンライン配信を行った。
　日　程：令和３年３月12日

３　執　　行　　額 2,000,000円
                                                                       （負担金）

１　施策の趣旨等
　５G（第５世代移動通信システム）の本格的な普及・拡大を見据え、AI・IoT技術を活用
した次世代ロボットやモビリティ関連技術の社会実装を推進するため、産学公連携による人
材育成等を通じて、スマート社会関連企業の開発力、競争力強化を図る。

　　指標：プロジェクト創出件数
　　目標：５件　　実績：５件

京都アニメーターズ
キャンプ事業
（ものづくり振興課）

５G対応型産学公連携
研究開発推進事業
（ものづくり振興課）



― 217 ―

― 216 ―

２　施策の実施状況
　公益財団法人京都産業21を通じて、５Gを活用した次世代モビリティ関連技術のプロジェ
クト支援及び次世代ロボット等の社会実装に必要な知識の習得支援を実施した。

（1）　ロボット人材育成アカデミーの開催
　開催回数　３回（オンライン、リアル、Webストリーミング配信）

（2）　次世代ロボット等テクノロジー合同開発プロジェクト
　（５G対応型研究開発・実証推進事業補助金）
　交付件数  　　　  ５件
　交付額      　　1,472千円

      
３　執　　行　　額 2,000,000円

                      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　VR・AR等バーチャル技術の開発力向上、活用促進を図るため、開発者、ユーザー、学
生等を集めたワークショップを開催し、それら技術のブレイクスルーのための開発面、活用
面、運用面の諸課題の抽出、解決策の検討を行う。

　指標：ワークショップの開催回数／参加者数
　目標：計３回以上／各回20人程度　　実績：計５回／各回22人

２　施策の実施状況
　VR・AR等のバーチャル技術の技術面、活用面、運用面等の諸課題の抽出、解決策の検
討を行うワークショップの開催及びその成果の発表等を実施した。

（1）　ワークショップの開催
　日　程　令和２年11月16日～令和３年２月15日　全５回
　会　場　VRイノベーションアカデミー京都（東映京都撮影所内）
　参加者　府内の中小企業　４社（ものづくり、伝統産業、ファッション、農業）
　　　　　芸術系大学等５校の学生　22人
　　　　　府内のバーチャル技術開発企業　２社３人

（2）　成果発表会
　ワークショップの成果発表とメンター、参画企業による総評を実施するとともに、他の
コンテンツ関連事業と連携し、「京都コンテンツチャンネル」にてオンライン配信を行った。

　　 　 　
３　執　　行　　額 1,000,000円

                                                                    （委託料）

京都VR・AR技術活
用促進事業
（ものづくり振興課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

３ 中小企業振
興費
 （P156）

305,318,769,000
（305,905,596,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

48,463,314,000
新型コロナウイ 
ルス感染症拡大 
防止推進費
47,963,314,000

「観光・伝統・  
食関連」産業連 
携事業緊急支援 
事業費

500,000,000

255,922,491,279
（256,413,317,061）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

27,752,145,863
繰　越　金

136,951,299
諸　収　入
226,146,545,335
一 般 財 源
 1,886,848,782

ビッグデータ活用推進
事業

文化学術研究
都 市 推 進 課

新型コロナウイルス緊
急金融支援事業

（中小企業総合支援課）

（　　　　）
１　施策の趣旨等
　ICT等の最新技術を用いて都市・地域の機能やサービスを効率化・高度化し、生活の利便
性や快適性を向上させるとともに、持続的に発展する新たな社会システムとイノベーション
を創出し、人が主役で安寧な社会づくりを図る。

２　施策の実施状況
　大学・研究機関、企業、行政等が参画する官民連携のプラットフォームである「京都ビッ
グデータ活用プラットフォーム」において、データの利活用を促進し新たなサービスの創出
や事業連携を通じ、地域課題の解決や産業活性化を図るため、課題別ワーキング活動やセミ
ナー等をオンラインで実施した。
　　　　　　　　　　　　　　　開催回数　　　  参加者数
　全体会議　　　　　　　　　　　３回　　　　   289人　
　課題別ワーキング活動　　　　　４　  　 　　　201
　セミナー                        　 　　   ３     　　　　 136　　　

　
３　執　　行　　額 1,000,000円

                                                           　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の発生の影響を受け、売上が減少している中小企業等の支援を
目的とした「新型コロナウイルス対応緊急資金」及び「新型コロナウイルス感染症対応資金」
（３年間無利子・無担保・保証料ゼロ）による資金融資を実施するため必要な預託及び利子
補給を行う。

２　施策の実施状況
　新型コロナウイルス感染症の発生の影響を受け、売上げ等の減少、又は原材料費等の高騰
により業況が悪化している中小企業等の経営を支援することを目的として、「新型コロナウ
イルス対応緊急資金」による資金融資を実施するとともに、民間金融機関を活用した３年間
無利子・無担保・保証料ゼロとなる「新型コロナウイルス感染症対応資金」を創設し、府内
中小企業等の資金繰りを支援した。
　・新型コロナウイルス対応緊急資金
　　（普通保証及びセーフティネット保証５号）　　　　　 638件　    21,200,486,000円
　・新型コロナウイルス感染症対応資金
    　（３年間無利子・無担保・保証料ゼロ） 42,166 851,787,598,000
　・災害対策緊急資金（セーフティネット保証４号） 2,314 72,214,743,000
　・あんしん借換資金（危機関連枠） 1,148 50,091,800,000
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中小企業金融支援事業
中小企業総合支援課
産 業 立 地 課

新型コロナウイルス感
染症拡大防止推進事業
（産業労働総務課）

（ 　 　 　 　 ）

３　執　　行　　額 162,634,429,369円
                                                           （うち貸付金　160,000,000,000円）

１　施策の趣旨等
　府内の中小企業者等の経営安定や開業等を支援するため、京都市・金融機関・京都信用保
証協会・支援機関との連携による各種融資制度を整備し、オール京都体制で中小企業金融の
円滑化を図る。

２　施策の実施状況
　府内中小企業者等の経営基盤の安定・強化、開業・経営継承を支援するとともに、伝統産
業・文化ベンチャー分野の企業支援、府内への企業誘致等を図るための資金融資を実施した。
　中小企業経営安定・強化等資金 47,581件 1,013,087,029,000円
　うち小規模企業おうえん資金 592  3,901,195,000
　　　あんしん借換資金（緊急枠） 64  1,344,600,000
　　　あんしん借換資金（セーフティネット枠） ６  247,000,000
　　　開業・経営承継支援資金 188  1,394,320,000
　　　一　般　資　金 450  10,597,237,000

　
３　執　　行　　額 66,000,000,000円

                                           　　　  　　　　　　（貸付金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、府の営業時間短縮要請に協力いただい
た事業者に対して、感染拡大防止協力金を支給する。

２　施策の実施状況
　府の営業時間短縮要請に協力いただいた中小企業・団体及び個人事業主に対して、時短営
業日数に応じて新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る協力金を支給した。
　支給件数　　　　　19,686件
　支 給 額　　　14,578,140千円

３　執　　行　　額 14,724,685,335円
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
新型コロナウイルス感
染症経済対策事業
中小企業総合支援課
ものづくり振興課
観 光 室

                 
           

新型コロナウイルス感
染症対策中小企業等事
業再出発支援事業

（中小企業総合支援課）

（ 　 　 　 　 ）
１　施策の趣旨等
　厳しい経済情勢においても新型コロナウイルス感染症に対応した事業を開始しようとする
幅広い業種の事業者等を迅速かつ包括的に支援する補助金を創設し、府内企業の実情に応じ
たきめ細やかな支援を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　新型コロナウイルス対策企業等緊急応援事業

ア　中小企業等緊急応援補助金
　　感染拡大予防ガイドラインの趣旨に沿った事業や業務改善・売上向上につながる事業
に対して助成した。

　　交付件数　  　　　 25,054件
　　交 付 額　　 　 3,157,860千円
イ　企業グループ支援「助け合いの輪」推進補助金
　　新型コロナウイルス感染症が拡大する中、中小企業等が連携して行う新たな取組を支
援する助成事業を実施した。

　　交付件数　　　　　　 613グループ
　　交 付 額　　　　 718,848千円
ウ　「食の京都」推進事業補助金
　　府内産農林水産物を活用したメニュー開発や提供による地産地消を通じた地域の
　｢食｣ の魅力向上に係る取組に対して助成した。
　　交付件数         　　　  894件
　　交 付 額          　  148,714千円

（2）　中小企業等新型コロナウイルス対策緊急支援事業
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業等が行う感染拡大を防ぐための取組
に対して助成した。
　交付件数　 　　　　 2,846件
　交 付 額 　　　　 513,490千円

３　執　　行　　額 4,642,974,302円
                                           　        　 （うち補助金　4,635,746,882円）

１　施策の趣旨等
　中小企業等が新型コロナウイルス感染症の影響の長期化や「新しい生活様式」に対応して
事業の再出発を行うための取組を支援する。
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休業要請対象事業者支
援事業
（産業労働総務課）

中小企業総合応援事業
（中小企業総合支援課）

２　施策の実施状況
　感染拡大予防ガイドラインの趣旨に沿った事業に対して助成した。
　交付件数     　  　33,287件
　交 付 額　　  2,643,769千円

３　執　　行　　額 3,245,340,294円
                                                         （うち補助金　2,643,769,000円）

１　施策の趣旨等
　京都府緊急事態措置に基づく休業要請等に協力いただいた中小企業、個人事業主に対して、
支援給付金を支給する。

２　施策の実施状況
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、府の要請や協力依頼に応じて施設の休業や営
業時間短縮に協力いただいた中小企業・団体及び個人事業主に対して、「京都府休業要請対
象事業者支援給付金」を支給した。
　支給件数　　　   16,464件
　支給総額　　  2,117,300千円

３　執　　行　　額 2,156,106,386円

１　施策の趣旨等
　商工会及び商工会議所が行う小規模事業者の経営又は技術の改善発達のための事業、商工
会連合会が行う商工会の運営指導事業及び京都府中小企業団体中央会が実施する中小企業等
協同組合等の活発化に対して助成するとともに、オール京都体制で「中小企業応援隊」によ
る経営改善等の取組を支援することにより、地域経済を支える小規模企業・中小企業の経営
安定と発展を推進する。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　目標　　　   実績
　中小企業応援隊による実訪問企業数　　25,000社　　15,104社
　中小企業応援隊による延べ訪問件数　　55,000件　　45,434件

２　施策の実施状況
（1）　中小企業応援隊事業

　中小企業応援隊が中小企業や商店街等の強みや弱みを把握した上で、中小企業の経営安
定や発展を支援するため、訪問コンサルティングを実施した。
ア　中小企業応援隊の概要
（ｱ）　構　成　商工会、商工会議所、京都府商工会連合会、京都府中小企業団体中央会及
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　　　　　び公益財団法人京都産業21の経営指導を担当する職員を応援隊員として委嘱
（ｲ）　隊員数　293人
イ　令和２年度訪問件数等
　　実訪問企業数 15,104社
　　延べ訪問件数 45,434件
　　（業種別内訳）
　　　製造業 13,096件
　　　建設業　　　 4,447
　　　小売業　      10,240
　　　卸売業　　　 1,917
　　　サービス業  13,783
　　　その他　　　 1,951

（2）　中小企業知恵の経営ステップアップ事業
　中小企業等の成長段階に応じた販売促進・設備更新・コスト削減等の経営改善につなが
る取組や創業・第二創業を支援するため、中小企業応援隊による訪問コンサルティングを
通じた助成支援を実施した。　
　交付件数　　　　   687件
　交 付 額　　　126,809千円

（3）　商工会、商工会議所等育成等事業
　小規模事業者の経営改善等を推進する事業に対して助成した。
ア　商工会及び商工会議所が行う小規模事業者のための経営改善普及事業
（ｱ）　交付団体　京都商工会議所、京丹後市商工会など　28団体
　　交 付 額　1,390,368千円

（ｲ）　経営支援員の配置状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　経営支援員　　
　　商　工　会（20箇所） 105人　　　
　　商工会議所（８　　） 87 　　　　　
　　　　計 192

（ｳ）　活動状況
　　経営改善等相談指導 37,460件
　　創　業　指　導 1,795
　　記　帳　指　導 7,577
　　金融のあっせん 　　　　　　 1,073 あっせん金額　9,189,960,000円
　　講習会・講演会等の開催 1,248回
　　事業主の事務代行　　　　　　　  3,009事業所
　　大都市対策特別普及振興事業 １件
　　地域振興推進事業 12
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　　倒産防止対策事業　　　　　　　商工調停士の委嘱　19人　相談件数　120件
イ　京都府商工会連合会が行う運営指導事業
（ｱ）　交付団体　京都府商工会連合会
　　交 付 額　154,856千円

（ｲ）　商工会指導員等の配置状況
　　商工会指導員　　専門経営指導員　　補助員　　　計　　　　　 
　　　　７人　 　　　　 　４人   　 　　   ２人      　 13人

（ｳ）　活動状況
　　商工会現地指導　  　895回
　　研修会・講習会　      60
　　広域センター指導    152件
　　倒産防止対策事業　商工調停士の委嘱　５人　相談件数　４件

（4）　中小企業団体中央会等育成指導事業
　中小企業等協同組合等の活発化を図るため、中小企業の組織化や組合等への指導・支援
事業に対して助成した。
ア　交付団体　京都府中小企業団体中央会
　　交 付 額　156,394千円
イ　指導員等の配置状況
　　巡回指導員　　労働指導員　　商店街指導員　　 職員　 　 計
　　 　14人　　　　   １人　　　　　   ３人　　　　 ４人　    22人
ウ　活動状況
　　協同組合等の設立・運営指導　　指導件数　 5,010件
　組合相談室の設置運営　　　　　相談件数　 3,543
　地域産業実態調査事業　　　　　研究会開催件数　２回　実態調査　１件
　個別専門指導　　　　　　　　　１組合
　講習会・研究会の開催　　　　　開催件数　　  14回
　中小企業関連情報伝達事業　　　情報連絡員　 42人
　京都ブランド・新分野開拓事業　１件　　　　

（5）　知恵ビジネス成長支援事業
　高付加価値型京都産業の実現を図るため、京都商工会議所を中心とした「知恵ビジネス」
の啓発・育成事業に対して助成した。
ア　交付団体　京都商工会議所
　　交 付 額　9,009千円
イ　知恵－１グランプリの実施
　　応募総数　63件

３　執　　行　　額 1,907,599,719円
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　      （うち補助金　1,899,555,701円）



― 225 ―

― 224 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の長期化や、府民の消費行動や産業構造の変化に対応するため、
各産業分野において、「新型コロナウイルス感染症危機克服会議」を設置するとともに、対
象分野別に新しいビジネスモデルへのアイデアを広く公募し実証実験を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　新型コロナウイルス感染症危機克服会議

　新型コロナウイルス感染症による危機を克服し、京都経済の回復と発展を目指すために、
各業界の代表者や若手事業家、学識経験者等による会議を設置し、WITHコロナ社会から
POSTコロナ社会を見据えた産業戦略を検討した。
ア　全体会議
　　開催回数　４回
イ　分野別会議
　　開催回数　商店街・小売業分野　４回
　　　　　　　ものづくり産業分野　３
　　　　　　　伝 統 産 業 分 野　５
　　　　　　　観光関連産業分野　５
　　　　　　　食 関 連 産 業 分 野　４

（2）　コロナ社会対応ビジネスモデル創造事業補助金
　新型コロナウイルス感染症危機克服会議での議論を踏まえ、新しい京都産業のビジネス
モデルの構築に向けた事業化可能性調査やビジネスモデルを具体的に実践する取組（チャ
レンジプロジェクト）に対して助成した。
ア　事業化可能性調査
　　交付件数　　　　 58件
　　交 付 額　　242,747千円
イ　チャレンジプロジェクト
　　交付件数　　　　  10件
　　交 付 額　　215,332千円

３　執　　行　　額 514,357,600円
                                                            （うち補助金　512,159,740円）

１　施策の趣旨等
　府内中小企業の円滑な事業継続・事業承継を支援するため、後継者候補となる中核人材の
確保から、親族承継のみならず、第三者承継や事業承継型M＆A制度融資の創設など、多様
な事業承継パターンに対応した総合的な支援を実施する。

                                                    

新型コロナウイルス感
染症危機克服対策事業
（産業労働総務課）

中小企業事業継続・承
継支援強化事業
中小企業総合支援課
ものづくり振興課（ 　 　 　 　 ）
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中小企業緊急経営支援
コールセンター設置事
業

（中小企業総合支援課）

中小企業等再出発相談
窓口設置事業

（中小企業総合支援課）

２　施策の実施状況
（1）　中小企業事業継続・承継支援強化事業

　公益財団法人京都産業21に設置する「京都中小企業事業継続・創生支援センター」にお
いて、中小企業の事業承継を支援するため、産業支援機関、金融機関、京都ジョブパーク
等の多様な関係機関と連携し、後継者候補とのマッチング等を実施した。
　相談件数　　　　　　　　　　　　　　　1,143件
　専門家派遣事業　　　　　　　　　　　　　 23回
　後継者候補マッチング成約件数　　　　　　 35件　　　　　　

（2）　事業承継特別保証事業
　事業承継時に一定の要件の下で、経営者保証を不要とする信用保証制度を活用した融資
制度により、専門家の支援・確認を受けた場合に保証料を軽減する助成支援を実施した。
　助成件数　５件

３　執　　行　　額 51,998,274円
（うち委託料　50,740,259円）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業・小規模事業者等の相談に対応す
るため、相談窓口をネットワーク化し、各種支援施策の相談や申請手続きをワンストップで
案内するコールセンターを設置した。

２　施策の実施状況
　関係団体と連携してコールセンターを設置し、非対面（電話・メール・FAX）で事業者
から経営相談を受け、事業者の経営状況を踏まえて、国及び金融機関、中小企業応援隊、ハ
ローワーク等における支援策にワンストップで繋げる取組を実施した。
　設置場所　公益財団法人京都産業21
　設置期間　令和２年５月１日～令和３年３月31日
　配置人員　中小企業診断士、金融機関OB等
　支援対象　中小企業者等
　相談件数　8,865件

３　執　　行　　額 25,000,000円
                                                                     （補助金）

１　施策の趣旨等
　休業による経営悪化等からの再出発に向けた経営改善を応援するため、専門の相談窓口を
設置し、専門スタッフによる伴走支援を実施する。
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

２  観 　 光 　 費
１ 観　光　費

 （P160）
587,151,000   

（1,204,519,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額
     255,775,000
京の修学旅行３
密防止対策等支
援事業費

165,823,000
観光事業者等緊
急応援事業費

89,952,000

317,291,543
   （909,504,616）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

196,678,075
繰　越　金 

7,000,000
一 般 財 源

113,613,468

インバウンド対策強化
事業

（観  光  室）

２　施策の実施状況
　中小企業等再出発相談窓口を設置し、事業の再出発に向けた計画策定や計画実行を専門ス
タッフが伴走支援した。
　設置場所　公益財団法人京都産業21
　設置期間　令和２年７月15日～令和３年３月31日
　配置人員　中小企業診断士、税理士、金融機関OB等
　支援対象　中小企業者等
　相談件数　745件　

３　執　　行　　額 20,000,000円
                                                                     （補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症収束後の海外からの誘客に向けて、Web等を活用したプロモー
ションを展開する。

　　　指　　標             　　　目　標         　   実　績
　府域外国人宿泊客数　　　　19.6万人　　　　1.3万人
　府域観光入込客数　  　　　3,780　　　　    2,139

　　
２　施策の実施状況
（1）　海外からの誘客促進事業

ア　アジアからの誘客促進
　　新型コロナウイルス感染症収束後の海外からの誘客に向けて、海外における府情報発
信拠点の設置、SNS等を活用した情報発信や市場別海外プロモーション等を実施した。

　・海外情報発信拠点 ２箇所（香港、台湾）
　・台湾旅行会社向けオンライン商談会 令和２年12月（29社34人参加）
　・タイ旅行会社向けオンライン商談会 令和３年３月（28社37 ）
　・タイ観光情報メディアへのWeb記事掲載 令和３年１月（72,562ページビュー）
  令和３年２月（18,144 ）
　・もうひとつの京都PR動画YouTube広告配信 ４エリア合計視聴回数　228,400回　　　
　・多言語ホームページ・Facebook等SNSによる情報発信
イ　広域連携による誘客促進
　　他府県市や民間事業者と連携し、欧米等からの観光誘客を推進した。
　 ・JNTO英語グローバルWebサイトへの記事掲載 令和３年３月（4,429ページビュー）
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WITHコロナ社会京都
観光発信事業

（観  光  室）

ウ　Wi-Fi整備・多言語対応環境整備支援事業
　　交付件数　   ５件（Wi-Fi整備のみ３件、多言語対応環境整備のみ２件）　
　　交 付 額　277千円 
エ　宿泊施設向け通訳サービス事業
　事業内容　宿泊施設事業者が利用できる24時間通訳コールセンター（英語、中国語、　　

韓国語、ポルトガル語、スペイン語、タイ語、フランス語、ベトナム語、
インドネシア語、タガログ語）を整備

　　利用件数　１件（翻訳１件）
（2）　欧米豪インバウンド誘客促進強化事業

　観光消費額の高い欧米豪からの観光客をターゲットに、新型コロナウイルス感染症収束
後の訪日誘客及び府域周遊に向けて、観光プロモーションを実施した。　
　・豪州旅行会社向けオンライン商談会      　　　　　　 令和２年11月（10社17人参加）
　・豪州・メルボルンにおける京都観光プロモーション　令和３年３月
　・京都府・大分県による海外メディア招請　　　　　　令和２年11月（米国２人）

（3）　海外からの教育旅行誘致促進事業
　海外からの教育旅行誘致を推進するため、各種プロモーションを実施した。
　 ・台湾の高等学校とのWeb学校交流　府内６校実施
　・台湾旅行会社向け教育旅行オンライン商談会　令和３年３月（17社参加）
　・台湾教育機関向けオンライン商談会　　　　   令和３年１月（９校参加）

（4）　京都文化交流・コンベンション推進事業
　MICE誘致の充実強化を図るため、公益財団法人京都文化コンベンションビューローが
実施する国際会議誘致活動や企業インセンティブツアー等の取組に対して助成した。
　国際会議開催件数　　　31件   
　参加者数　　　　　30,232人（うち海外888人）

３　執　　行　　額 83,510,743円
　　　　　    　　　　　うち補助金　45,998,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          負担金　34,653,350

１　施策の趣旨等
　「食」「伝統文化」「体験」等をテーマに、WITHコロナ社会における「新しい生活様式」
に対応した安心・安全な京都観光を推進する。

２　施策の実施状況
（1）　動画製作

　地域の食や体験コンテンツ、京もの等の伝統産業等を題材に数多くの観光事業者と連携
し、113本の動画を製作した。

（2）　広報・PR
　製作した動画を活用し、情報発信力の強いメディアを通じて、効果的に観光施設の感染

（　 　　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

京の修学旅行３密防止
対策等支援事業

（観  光  室）

観光事業者伴走型緊急
支援事業

（観  光  室）

防止対策等を発信した。
ア　YouTube広告
　　YouTubeの広告配信として動画を活用した。
　　視聴回数　約328万回
イ　メディアへの情報提供
　　NHK等のメディアに動画を提供し、新しい京都観光をPRした。

３　執　　行　　額 60,000,000円
                                                                        （補助金）

１　施策の趣旨等
　WITHコロナ時代における安心・安全なおもてなしのために、修学旅行中の３密の解消に
要する取組等を支援する。　

２　施策の実施状況
　修学旅行中の３密を解消するために追加で必要となるバスの増車や宿泊部屋数の増加等に
要する経費に対して助成した。
　交付件数　　 230件
　交 付 額　49,177千円　

３　執　　行　　額 53,177,000円
　　 　　　　　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　新型コロナ感染症の影響により厳しい経営環境にある観光事業者を伴走型でサポートする
とともに、感染防止機材等の導入等を行う観光事業者を支援する。

２　施策の実施状況
（1）　観光事業者支援サポーター事業

　観光事業者を支援するサポーターが経営状況に応じた各種支援制度や申請窓口を紹介し
た。

（2）　宿泊施設等観光関連施設緊急支援事業
　宿泊施設のテレワーク受入や感染予防対策等に要する経費に対して助成した。
　交付件数　　 184件
　交 付 額　27,268千円
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「食の京都」推進事業
（観  光  室）

３　執　　行　　額 40,601,000円
　　　　　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　府域共通の観光資源でもある「食」を目的とした観光誘客を促進するため、「食の京都」
をキーワードに地域の注目食材を活用した地域の魅力向上・消費地での認知度向上を図る。

　指標：府域観光入込客数　　目標：3,780万人　　実績：2,139万人

２　施策の実施状況
（1）　生産地エリアでの地域の食材を活かした魅力向上

　地域の食材を活用した新メニューの開発及び情報発信を行った。
　活用食材及び開発数　４食材各１レシピ

（2）　「食の京都」の情報発信・誘客促進
ア　ファクトブックの作成・配布
　　地域の食の魅力を語れる「人」の活動をストーリーとして編集したファクトブックを
作成し、メディアへの配布を実施した。

イ　メディアツアーの開催
　　メディアを招待し、府域の「食」の魅力を実際に体験してもらうことで、理解促進及
び認知度向上を図った。

（ｱ）　海の京都及び森の京都エリア
　　開催日　令和２年11月25日～ 11月26日
　　参加者　延べ10社
　　記事数　３社８本

（ｲ）　お茶の京都及び竹の里・乙訓エリア
　　令和３年３月に開催予定であったが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止
した。

ウ　公益社団法人京都府観光連盟運営Webサイト「食らし旅」での情報発信
　　記事数　28記事

（3）　「食の京都」に関する推進体制の構築
　「食の京都」推進本部を府市協調で構築し、「食」に関するあらゆる団体等と連携した事
業運営を行った。

３　執　　行　　額 26,700,000円
　       　　　　 　　                                                     （補助金）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　世界的観光都市である京都市に近接し、多くの歴史・文化遺産、自然等の資源を有する「竹
の里・乙訓」を中心に、「京都・かぐや姫観光」をテーマに賑わいを創出する。

２　施策の実施状況
（1）　竹の里・乙訓「もの・こと展」乙訓スタイルの実施

　新型コロナウイルス感染症の影響により従来の大物産展の開催が困難であることから、
施設や商品等のホームページの開設や、自転車を活用した観光周遊マップの製作による観
光振興を実施した。

（2）　ツーリズムEXPOジャパン東京商談会への参加
　東京での展示会は新型コロナウイルス感染症の影響により中止したが、Webを活用した
商談会に参加した。
　商談件数　16件

（3）　「竹の里・乙訓」のパンフレット制作
　向日市・長岡京市・大山崎町のほか、近隣の京都市洛西エリアの情報も含め、旅行会社
向けパンフレットを制作した。

（4）　LINEトラベルjp（Web版）旅行ガイドタイアップ記事広告
　（1）で設定した４コースを紹介した記事を作成し情報発信した。
　掲載期間　  令和３年３月16日～３月30日（24,965ページビュー）　

（5）　背割堤さくらまつりに合わせたさくらであい館と阪急西山天王山駅を結ぶ有料シャトル
バスの運行
　背割堤さくらまつりは新型コロナウイルス感染症の影響で中止したが、シャトルバスの
運休や背割堤来場者の混乱防止のために、FM京都を活用した広報を実施した。
ア　ラジオスポット広報
　　放送期間　令和３年３月22日～３月28日
　　放送回数　35回（１日５回×７日間）
イ　番組内パブリシティ広報
　　放送日時　令和３年３月24日、26日、27日
　　放送回数　３回
　　　

３　執　　行　　額 16,599,000円
　　　　　    　　　　　うち補助金　9,199,000円

                                                                分担金　7,400,000（　 　　　　　）

京都・かぐや姫観光推
進事業

（観  光  室）
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「もうひとつの京都」
観光PR事業

（観  光  室）

ワールドマスターズ
ゲームズ2021関西参
加・周遊促進事業

（観  光  室）

１　施策の趣旨等
　東京2020オリンピック・パラリンピック、ワールドマスターズゲームズ2021関西を見据え、
インバウンドを含む観光客を「もうひとつの京都」へ呼び込むため、情報発信の強化、受入
環境の整備を推進する。

　指標：観光入込客数　　目標：3,780万人　　実績：2,139万人

２　施策の実施状況
（1）　首都圏における情報発信拠点の活用

　東京2020オリンピック・パラリンピック、ワールドマスターズゲームズ2021関西を見
据え、世界中から観光客が集まる東京に京都観光の情報発信拠点を設置し、「もうひとつ
の京都」を積極的に発信した。
　名　　称　京都府観光案内所・東京（KYOTO tourist information center・TOKYO）
　場　　所　東京都千代田区丸の内　丸の内トラストタワーN館１階
　　　　　　TIC TOKYO（TOURIST INFORMATION CENTER）
　営業時間　10：00 ～ 19：00（年中無休・年末年始を除く）
　業務内容　ア　京都府専用コンシェルジュの配置
　　　　　　イ　スカイプ連携による観光案内
　　　　　　ウ　チャットワーク導入によるデータの共有、管理
　　　　　　エ　パンフレット・チラシの配架、ポスターの掲示
　　　　　　オ　館内モニターでの観光プロモーション映像の放映
　来館者数　78,184人

（2）　全国の物産展における「もうひとつの京都」情報の発信
　「もうひとつの京都」の魅力を発信し、全国から府域へ観光客を誘導するため、全国各
地で開催される「京都物産展」の場を活用し、観光プロモーションを実施した。
　百貨店広告への「もうひとつの京都」PR記事掲載 　 ８箇所
　「もうひとつの京都」PRブース設置　　　　　　　　 ８
　「もうひとつの京都」特産品が当たる抽選会の実施　   ７

３　執　　行　　額 9,156,000円
　　　　　    　　　　　うち委託料　5,000,000円

                                                                補助金　4,156,000

１　施策の趣旨等
　ワールドマスターズゲームズ2021関西に向け、競技に加えて観光や宿泊を楽しめるよう、
参加者目線で情報を集約した特設サイトによる情報発信を行い、競技への参加と府域全域へ
の周遊・宿泊を促進する。

　

（　 　　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

「京の七夕」・「京都・
花灯路」連携府域周遊
事業

（観  光  室）

大河ドラマ広域連携事
業

（観  光  室）

２　施策の実施状況
　ワールドマスターズゲームズ2021関西の府内会場周辺及び府全域における食・スポーツを
はじめとする体験コンテンツ及び宿泊情報等をわかりやすく紹介する特設サイトを日本語及
び英語の２言語で構築した。
　開　　設　　日　令和２年８月３日
　名　　　　　称　「ワールドマスターズゲームズ2021関西京都府周遊ガイド」（17,507ページ
　　　　　　　　　ビュー）　

３　執　　行　　額 7,000,000円
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　 「京の七夕」及び「京都・花灯路」と連携・連動した事業を府域で展開することにより、
府域への周遊観光を促進する。

　指標：連携イベント数　　目標：30件　　実績：０件

２　施策の実施状況
（1）　～京都・花灯路連携事業～京都・宇治灯り絵巻2021の実施

　「京都・花灯路」のコンセプトと源氏物語宇治十帖をテーマとした「宇治灯り絵巻灯籠」
を融合した事業を令和３年３月に実施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症の
影響により延期した。

（2）　府域開催イベントに「京の七夕」風鈴灯、「京都・花灯路」行灯を貸出し
　「京の七夕」風鈴灯　　  新型コロナウイルス感染症の影響により貸出中止
　「京都・花灯路」行灯　  台風の接近により貸出中止

３　執　　行　　額 5,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （分担金）

１　施策の趣旨等
　令和２年度NHK大河ドラマ「麒麟がくる」の放送を契機とし、府域に点在する光秀ゆか
りの地域等を地元市町等と連携し、広域的に情報発信することで、府域全体の観光振興や地
域活性化につなげる。
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国連犯罪防止刑事司法
会議開催事業

（観  光  室）

２　施策の実施状況
（1）　鉄道会社等との連携

　JR東海と連携した歴史文化講座を首都圏で開催するとともに、JR東海と府内企業がゆ
かりの地に関する商談を実施した。
　開　催　日　令和２年12月４日
　開 催 場 所　有楽町よみうりホール
　開 催 内 容　「明智光秀、新発見！」をテーマにした講演及び対談
　　　　　　　参加者向けに各市町のゆかりの地や食に関する情報を紹介
　参 加 者 数　532人
　商談成立数　  ３件

（2）　他府県との連携
　兵庫県、福井県及びNHK京都放送局と連携して行ったスマホdeスタンプラリーについ
て、参加者の行動データを分析し、府域周遊観光の企画に活用した。

（3）　旅行関連事業者（旅行会社等）との連携
　旅行雑誌「るるぶ特別編」を作成し、京都府、大阪府及び兵庫県内の宿泊施設に配架した。
　作 成 部 数　49,000部
　配架施設数　　　49施設

３　執　　行　　額 5,000,000円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      （補助金）

１　施策の趣旨等
　刑事司法分野における国連最大規模の会議である「第14回国連犯罪防止刑事司法会議」（通
称：京都コングレス）の開催を府市をはじめオール京都で設置した京都実行委員会により支
援するとともに、世界中からの参加者に対し京都の魅力を発信する。

　
２　施策の実施状況
　新型コロナウイルス感染症の影響により当初予定されていた日程での開催が延期された
が、計画の大幅な見直しを行い、感染防止対策を講じた上で開催した。
　会議名称　第14回国連犯罪防止刑事司法会議（京都コングレス）
　開催期間　令和３年３月７日～３月12日
　開催場所　国立京都国際会館
　テ ー マ　2030アジェンダの達成に向けた犯罪防止、刑事司法及び法の支配の推進
　参 加 者　非政府組織、政府間組織、個人専門家等
　登録人数　約5,600人
　登録国数　約150箇国

 　  
３　執　　行　　額 5,000,000円

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　（負担金）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
文化財活用支援事業

（観  光  室）

ミニMICE等誘致促進
事業

（観  光  室）

１　施策の趣旨等
　府内に数多く存在する文化財の観光への活用について、民間と連携して検討する体制を構
築するとともに、府域の文化財を活用したツアーを実施し、府域での文化財観光を推進する。

　指標：文化財コンテンツツアーの実施
　目標：３企画　　実績：５企画

２　施策の実施状況
（1）　文化財観光に係る検討会議の開催

　府域の文化財を観光活用できるよう、情報整理、課題抽出するための旅行事業者や
DMO等が参画する会議を開催した。
　主　　催　公益社団法人京都府観光連盟
　開 催 日　令和２年12月11日
　参 加 者　旅行会社10社

（2）　文化財コンテンツツアーの実施
　府域の指定文化財等を活用したツアーを開催した。
　企 画 数　５企画　
　参加者数　79人

３　執　　行　　額 4,000,000円
                                                                      （補助金）

１　施策の趣旨等
　学会等大規模なものだけでなく、会議や招聘旅行等小規模なMICE（ミニMICE）や、農
家民宿等地域資源を活用した多様なMICEを府域へ誘致する。

　指標：府内における国際会議開催件数　　目標：435件　　実績：31件　　
　　
２　施策の実施状況
（1）　新たな地域の魅力発掘

　MICE誘致につながるようなコンベンション施設、体験施設等の掘り起こしを行い、そ
れら施設を含めた広報チラシを作成した。
　「もうひとつの京都」関連チラシ作成部数　1,500部

（2）　京都府MICE開催支援助成金制度の周知
　京都文化交流コンベンションビューローと連携し、府内のコンベンション施設及び国内
外の旅行会社に、MICE開催支援助成金制度の周知を図った。
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３  消 費 生 活 費
１ 消費生活費

 （P160）
59,169,000

（254,359,000）
53,100,723

（248,004,961）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

49,944,795
一 般 財 源

3,155,928

観光事業者等緊急応援
事業

（観  光  室）

消費者あんしんサポー
ト事業  

（消費生活安全センター） 

３　執　　行　　額 1,499,800円
　　　　　    　　　　　うち委託料　999,000円

                                                                  補助金　500,800

１　施策の趣旨等
　中小の旅行事業者による旅行商品造成に対する補助及び飲食店等で利用可能なクーポン券
の抽選配布を実施する。

２　施策の実施状況
　府内旅行事業者向けに補助制度の説明会を実施したが、新型コロナウイルス感染症の影響
により、旅行商品造成に対する補助と飲食店等で利用可能なクーポン券の抽選配布は延期し
た。
　開催日時　令和３年１月８日
　開催場所　京都経済センター（オンライン同時開催）
　参加社数　55社

３　執　　行　　額 48,000円
                                                                        （補助金）

１　施策の趣旨等
　様々な団体と連携した地域での消費者見守り活動の強化や消費生活相談の迅速な解決に向
けた市町村相談窓口の支援等により、府民の安心・安全な消費生活を実現する。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　 目　標　　　　  実　績
　消費者被害の救済状況（被害回復率）　　　　70.0％　　　　  68.1％

２　施策の実施状況
（1）　市町村相談センター支援等事業

ア　市町村等相談窓口の支援
　　消費生活相談センター・窓口運営支援　26市町村、１事務組合
　　消費生活行政担当者相談員研修会　       ４日間　 150人
　　苦情処理研究会　              　　  　　　 ２回　　   51
イ　ネット取引等あんしんチーム事業
　　解決困難なネット取引等の消費生活相談に対応するため、府・市町村職員及び弁護士
等で構成するネット取引等あんしんチームを運営し、弁護士や府相談員等による相談サ
ポート等により、事案の早期解決を図った。

（ 　　　　　）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　弁護士による法令解釈や対処法の助言　265件
　　府相談員による市町村相談員への助言　260
ウ　休日等消費生活相談事業
　　架空請求への対応や訪問販売等におけるクーリング・オフの期限が週末にあたること
等により、緊急の相談を必要としている消費者が多いことから、京都市と共同して土日・
祝日（年末年始除く）に電話相談窓口を設置することで、消費者被害の拡大を防止した。

　　相談件数　1,526件
（2）　消費者被害防止対策事業

　高齢者等の消費者被害の撲滅を図るため、事業者や地域の多様な主体と連携した特殊詐
欺等被害ゼロ・ミッション等を実施した。
　くらしの安心・安全ネットワーク参画団体　　225団体
　特殊詐欺等被害ゼロ・ミッション　 ２回   　4,327人
　見守り人材育成研修　　　　　　　 ８     　　 209
　出前講座　                     　　　　　17     　　 196
　メールマガジンの発行 　　　　　   23 

（3）　事業者指導等による取引の適正化推進事業
ア　悪質な事業者への早期警告等により悪質商法の拡大防止
　　文書による事業者指導　５件
イ　事業者団体等と連携したコンプライアンス向上のための取組
　　事業者向けコンプライアンス講習・調査・啓発　９回

（4）　成人前消費者被害防止対策事業
　成年年齢引下げを見据え、高校の授業や大学入学時のオリエンテーション等で活用でき
る啓発動画の作成・配布等、若年者向けの悪質商法等による消費者被害防止対策を実施し
た。
　高等学校教員向け消費者教育教員講座
　実 施 日　令和２年10月11日、12月18日
　参加人数　46人

（5）　消費者教育推進事業
　エシカル消費の普及・啓発を通して、消費者市民社会の構築に向けた機運醸成を図った。
　また、学校や企業等へ出前講座等を行い、消費者教育の受講機会を拡大するとともに、
消費者問題に意識の高い大学生リーダー等の育成を行った。
ア　エシカルクイズラリー
　　実 施 日　令和２年10月10日
　　参加人数　75人
イ　出前講座
　　開催回数　117回
　　参加人数　3,865人



― 237 ―

― 236 ―

新型コロナウイルス感
染症対策事業
消費生活安全センター
警 察 本 部（　 　 　 　）

３　執　　行　　額 43,100,723円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（うち補助金　32,096,000円）

１　施策の趣旨等
　WITHコロナ社会における消費者被害、特殊詐欺被害の未然防止のため、地域の見守り活
動等の強化を図る。

２　施策の実施状況
（1）　新型コロナウイルス感染症の拡大状況に乗じた消費者被害の未然防止を行うため、様々

な媒体を通じた注意喚起の実施
ア　ホームページ、メールマガジンを活用した注意喚起　　　　　　  29回
イ　特別定額給付金を狙った詐欺被害等の啓発チラシ　　　　　118,000枚
ウ　新型コロナウイルス感染症関連消費者トラブルの啓発動画　　　  ５本

（2）　地域の見守り活動強化
ア　高齢世帯向けの通話録音装置の貸出
　　配備台数　　　　 　600台
イ　民生児童委員協議会と連携した啓発資材の配布による見守り活動の実施
　　啓発冊子の配布　80,000部
　　啓発資材の配布　54,290個

３　執　　行　　額 10,000,000円
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

第 8款　土 木 費

１  土 木 管 理 費
１ 土木総務費

 （P162）
7,997,991,000

（13,230,245,500） 
翌年度への繰越
事業費繰越額

2,450,260,000
地域密着型社会
資本整備事業費

965,053,054
府民協働型イン
フラ保全事業費

1,485,206,946

5,547,676,885
（10,646,443,728）
決算額の財源
内訳
繰　越　金

15,894,000
諸　収　入 

28,684,000
府　　　債

5,502,000,000
一 般 財 源

1,098,885

地域密着型社会資本整
備事業

（監  理  課）

府民協働型インフラ保
全事業

（指導検査課）

１　施策の趣旨等
　既存インフラ施設の整備及び維持管理を行い、安心・安全な活用を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　　事 業 内 容　　　　　　　　　　施行箇所数　　　　　　　       執 行 額
　　道 路 事 業　　　　　　　　　　　186箇所　　　　　　　1,199,882,738円
　　河 川 事 業 42 575,492,347 
　　公 園 事 業 ５ 35,733,185 
　　港 湾 事 業 12 69,585,676 
　　小　　　計 245 1,880,693,946 
　　事　務　費   48,771,935 
　　　　計  1,929,465,881 

    
１　施策の趣旨等
　インフラの長寿命化やきめ細やかな地域づくりに生かすため、身近な安心・安全につなが
る府民の提案及びインフラの劣化等に関する府民の気付きを募集し、府民協働によるインフ
ラ保全を推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　府民の暮らしの身近な安心と安全を確保するため、地域におけるインフラの劣化等に関す
る府民からの公募を踏まえ、交通安全対策や災害防止など府民参加型の公共事業を実施した。
　　事 業 内 容　　　　　　　　　　施行箇所数　　　　　　　       執 行 額
　　道 路 事 業　　　　　　　　　　　548箇所　　　　　　   1,734,304,780円
　　河 川 事 業 307 1,823,639,365
　　公 園 事 業 ３ 12,415,100
　　港 湾 事 業 29 41,700,800
　　小　　　計 887 3,612,060,045
　　事　務　費   6,150,959
　　　　計  3,618,211,004
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　住宅の耐震診断及び耐震改修等に係る府民の負担の軽減を目的に、事業を実施する市町村
への支援等を行い、府内の住宅の耐震化の促進を図る。

　　　 指　標　　　　　　　　　　　目標　　　　　　　　　　　　　　実績
　年間本格改修戸数　　｝　　　　　1,000戸　　　　　　　　　　　　   166戸
　年間簡易改修戸数  651

２　施策の実施状況
（1）　耐震診断を実施する市町村への支援

　国制度を活用し、耐震診断を実施する市町村に経費の一部を助成した。
　助成市町村　　　　　　　　　　   23市町村 
　診断数　　　　　　　　　　　　　木造住宅573戸

（2）　耐震改修を実施する市町村への支援
　国制度を活用し、耐震改修を実施する市町村に経費の一部を助成した。
　助成市町村　　　　　　　　　　　22市町村
　本格改修戸数　　　　　　　　　 166戸
　簡易改修戸数　　　　　　　　　 651
　耐震シェルター設置戸数　　　　　１

３　執　　行　　額 93,192,000円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（補助金）

１　施策の趣旨等
　大規模建築物の耐震設計及び耐震改修に係る所有者の負担の軽減を目的に、事業を実施す
る市町村への支援等を行い、府内の民間大規模建築物の耐震化の促進を図る。

２　施策の実施状況
　国制度を活用し、耐震改修を実施する市町村に経費の一部を助成した。
　助成市町村　　　　　　　　　　　１市
　耐震改修棟数　　　　　　　　　　２棟

３　執　　行　　額 5,790,000円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （補助金）

住宅耐震化総合支援事
業

（建築指導課）

大規模建築物耐震化支
援事業　

（建築指導課）

３ 建築指導費
 （P164）

125,493,000
（168,505,000） 

翌年度への繰越
事業費繰越額

10,863,000
住宅耐震化総合
支援事業費

1,150,000
大規模建築物耐
震化支援事業費

833,000
緊急輸送道路沿
道建築物耐震化
支援事業費

8,880,000

107,479,000
（145,258,630） 

決算額の財源
内訳
国庫支出金

4,149,000
繰　越　金

8,810,000
一 般 財 源

94,520,000
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１　施策の趣旨等
　緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断等に係る所有者の負担の軽減を目的に、耐震診断等を
実施する所有者への支援等を行い、府内の緊急輸送道路沿道建築物の耐震化の促進を図る。

２　施策の実施状況
　国制度を活用し、耐震診断等を実施する所有者に経費の一部を助成した。
　耐震診断棟数　　　　　　　　　　４棟

３　執　　行　　額 8,497,000円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 （補助金）

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　道路維持管理

　道路及びトンネルの照明、防災設備等の保守管理を行った。
　執　行　額 173,992,000円

（2）　道路維持修繕
　道路構造物（側溝・暗きょ等）及び舗装道の維持修繕等を行った。
　執　行　額 706,000,000円

（3）　単費除雪事業
　雪寒地域及び雪寒地域外の道路除雪を行った。
　執　行　額  1,066,550,000円

（4）　地域活力基盤創造事業
　雪寒地域の道路除雪の実施及び除雪機械の購入を行った。
ア　除雪事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   執 行 額
　  325,447,738円
イ　雪寒機械整備事業
　　  　機械名　　　　　　　　　　台数　　　　　　　　　　　　　執 行 額
　　除雪ドーザ １台 17,688,000円
　　除雪グレーダ １  28,600,000

緊急輸送道路沿道建築
物耐震化支援事業

（建築指導課）

生活・交通基盤整備事
業

道路計画課
道路管理課（ ）

4,692,092,781
（6,655,228,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

168,010,847
生活・交通基盤
整備事業費

83,104,299
地域密着型社会
資本整備事業費

84,906,548

２  道路橋りよう
費

２ 道路維持費
（P164）

4,524,081,704
（6,087,865,216）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金　  22,696,147
使用料及び手数
料　 146,200,640
国庫支出金

515,500,000
繰　越　金

60,340,781
府　　　債

3,414,000,000
一 般 財 源

365,344,136
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　道路維持管理

　道路及びトンネルの照明、防災設備等の保守管理を行った。
　執　行　額 220,877,978円

（2）　道路維持修繕
　道路構造物（側溝・暗きょ等）及び舗装道の維持修繕等を行った。
　執　行　額 1,984,925,988円

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」 
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　地域活力基盤創造事業

　社会資本整備総合交付金等により道路整備等を行った。
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

国　　　　　道 3,798,853,415円
162号 南 丹 市 129,714,284
163号 木 津 川 市 46,279,200
〃　　 笠 置 町 85,332,900
〃　　 南 山 城 村 162,730,209

175号 舞 鶴 市 91,899,043
〃　　 福 知 山 市 197,384,196

176号 〃 52,080,323
〃　　 宮 津 市 4,321,588

178号 〃 279,451,334
〃　　 京 丹 後 市 393,804,598
〃　　 伊 根 町 212,585,070

307号 京 田 辺 市 29,202,578
〃　　 宇治田原町 48,411,400

312号 宮 津 市 135,985,779
〃　　 京 丹 後 市 279,065,920

372号 南 丹 市 386,252,484

地域密着型社会資本整
備事業

（道路管理課）

生活・交通基盤整備事
業

原子力防災課
道 路 建 設 課
道 路 管 理 課（ ）

３ 道路新設改
良費
（P166）

32,960,615,479
（34,663,366,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

15,616,950,340
生活・交通基盤
整備事業費
14,601,151,917
防災基盤整備事
業費

179,710,781
地域密着型社会
資本整備事業費

803,074,832
緊急自然災害防 
止対策事業費

33,012,810

17,330,984,983
（18,938,340,846）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料　 175,131,492
国庫支出金

8,422,573,689
繰　越　金

83,086,186
府　　　債

8,589,000,000
一 般 財 源

61,193,616
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423号 亀 岡 市 671,392,101
426号 福 知 山 市 5,942,200
429号 〃 287,379,708
477号 亀 岡 市 10,810,000
〃　　 南 丹 市 288,828,500

主 要 地 方 道 3,309,837,973
伏見柳谷高槻線　 長 岡 京 市 57,425,113
大津南郷宇治線　 宇 治 市 11,100,000
京 都 宇 治 線　 〃 51,000,000
宇 治 淀 線　 〃 120,422,451
大 津 宇 治 線 〃 550,000
城 陽 宇 治 線　 〃 88,170,400
八 幡 木 津 線　 京 田 辺 市 27,487,503
上 狛 城 陽 線　 井 手 町 68,437,080
大津南郷宇治線　 宇治田原町 33,434,500
木 津 信 楽 線　 木 津 川 市 98,526,840
天理加茂木津線　 〃 60,598,700
木 津 信 楽 線　 和 束 町 24,756,006
生 駒 精 華 線　 精 華 町 127,997,560
上野南山城線　 南 山 城 村 8,280,000
枚 方 亀 岡 線　 亀 岡 市 44,555,662
茨 木 亀 岡 線　 〃 50,187,589
宮 前 千 歳 線　 〃 19,838,700
綾 部 宮 島 線　 南 丹 市 196,329,602
園 部 平 屋 線　 〃 42,698,400
亀 岡 園 部 線　 〃 44,683,534
京都広河原美山　 〃 57,111,700線
京都日吉美山線　 〃 11,722,100
園 部 能 勢 線　 〃 120,770,973
綾 部 宮 島 線　 京 丹 波 町 10,907,600
市 島 和 知 線　 〃 73,233,300
日吉京丹波線　 〃 76,189,000
小倉西舞鶴線　 舞 鶴 市 271,684,327
舞 鶴 宮 津 線　 〃 23,394,800
舞 鶴 和 知 線　 〃 49,941,100
舞鶴福知山線　 〃 6,682,060
志高西舞鶴線　 〃 36,147,355
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

舞鶴綾部福知山 舞 鶴 市 50,516,916円線
小 浜 綾 部 線　 綾 部 市 410,654,280
綾部大江宮津線 〃 22,461,000
舞 鶴 和 知 線　 〃 12,668,700
舞鶴綾部福知山 〃 41,520,530線
福知山綾部線　 福 知 山 市 22,688,298
福知山停車場線　 〃 78,312,800
舞鶴福知山線　 〃 88,956,864
市 島 和 知 線　 〃 8,545,773
舞鶴綾部福知山 〃 242,239,138線
網 野 峰 山 線　 京 丹 後 市 210,619,291
網野久美浜線　 〃 2,459,393
弥 栄 本 庄 線　 〃 23,821,600
宮 津 養 父 線　 与 謝 野 町 180,109,435

一 般 府 道 3,190,097,924
伏 見 向 日 線　 向 日 市 129,517,683
長法寺向日線　 長 岡 京 市 896,500
開田長岡京停車　 〃 47,460,000場線
奥海印寺納所線　 大 山 崎 町 80,796,112
向 島 宇 治 線　 宇 治 市 1,416,643,571
二 尾 木 幡 線　 〃 61,440,160
山城総合運動公　 城 陽 市 12,071,980園城陽線　
内 里 城 陽 線　 〃 52,224,361
京都八幡木津自　 八 幡 市 41,695,900転車道線　

〃 京 田 辺 市 126,732,400
和 束 井 手 線　 井 手 町 152,472,133
宇治田原大石東　 宇治田原町 7,293,000線
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京都八幡木津自　 木 津 川 市 30,449,100転車道線　
東 掛 小 林 線　 亀 岡 市 197,716,379
柚 原 向 日 線　 〃 175,000,000
園部停車場線　 南 丹 市 112,634,838
桧 山 須 知 線　 京 丹 波 町 86,436,614
田 井 中 田 線　 舞 鶴 市 24,770,623
余部下舞鶴港線　 〃 5,320,700
私 市 大 江 線　 福 知 山 市 119,321,842
上夜久野停車場　 〃 30,533,535線
小 坂 青 垣 線　 〃 68,640,634
天 の 橋 立 線　 宮 津 市 5,938,900
上 延 利 線　 〃 38,545,619
大 宮 岩 滝 線　 京 丹 後 市 4,000,000
掛 津 峰 山 線　 〃 116,386,140
間 人 港 線　 〃 2,678,500
鱒 留 但 東 線　 〃 39,980,700
伊 根 港 線　 伊 根 町 1,000,000
加悦岩滝自転車　 与 謝 野 町 1,500,000道線　
小計96路線 10,298,789,312

府 内 全 域 1,082,330,660
事 務 費 101,799,637

計 11,482,919,609
（2）　道路新設改良事業

　国庫補助による道路の未改良区間等の改良を行った。
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

国 道  162 号 南 丹 市 12,760,716円
国 道 178 号 宮 津 市 16,894,900

〃 京 丹 後 市 1,990,732
国 道 307 号 城 陽 市 442,724,884

〃 宇治田原町 384,221,204
国 道 312 号 京 丹 後 市 340,537,608
国 道 429 号 福 知 山 市 26,243,010
宇 治 淀 線　 宇 治 市 2,700,000
宇 治 木 屋 線 宇治田原町 194,515,674

〃 和 束 町 222,894,157
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

京都広河原美山　 南 丹 市 76,720,000円線
福知山停車場線　 福 知 山 市 2,445,000
舞鶴福知山線　 〃 43,377,000
市 島 和 知 線　 〃 45,880,000
山 東 大 江 線　 〃 99,000
二 尾 木 幡 線　 宇 治 市 10,572,822
園部停車場線　 南 丹 市 28,676,187
田 井 中 田 線　 舞 鶴 市 21,894,400
余部下舞鶴港線　 〃 71,830,910
天 の 橋 立 線　 宮 津 市 547,800
大 宮 岩 滝 線　 京 丹 後 市 330,080
小計21路線 1,947,856,084

府 内 全 域 183,062,822
事 務 費 19,577,498

計 2,150,496,404
（3）　民生安定施設整備事業

　防衛施設周辺の道路改良を行った。
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

国 道 178 号 京 丹 後 市 203,310,000円
〃 伊 根 町 182,862,000

網 野 岩 滝 線 京 丹 後 市 33,413,600
浜 丹 後 線 〃 322,116,000
間 人 大 宮 線 〃 675,091,311

小計５路線 1,416,792,911
事 務 費 1,369,967

計 1,418,162,878
（4）　原子力防災対策事業

　UPZ内の市町における避難路等の改良を行った。
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

綾 部 宮 島 線 南 丹 市 18,200,000円
京丹波三和線 京 丹 波 町 13,196,728
舞 鶴 和 知 線 〃 93,500,000
舞 鶴 宮 津 線 宮 津 市 81,266,482
あやべ球場周辺 綾 部 市 41,893,500
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計５箇所 248,056,710

１　施策の趣旨等
　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ハード対策を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　緊急防災事業

　落石防止柵及び法面保護等の防災対策を行った。
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

国 道 163 号　 木 津 川 市 10,471,106円
国 道 173 号　 京 丹 波 町 3,848,000

〃 福 知 山 市 30,973,765
国 道 178 号　 宮 津 市 7,858,960

〃 伊 根 町 9,965,530
国 道 312 号　 京 丹 後 市 4,400,000
国 道 423 号　 亀 岡 市 966,700
国 道 426 号　 福 知 山 市 4,539,879
大津南郷宇治線　 宇治田原町 10,631,087
笠 置 山 添 線　 笠 置 町 450,000
木 津 信 楽 線　 和 束 町 8,838,710
生 駒 精 華 線　 精 華 町 200,390
上野南山城線　 南 山 城 村 1,984,400
豊 中 亀 岡 線　 亀 岡 市 5,098,147
京都広河原美山　 南 丹 市 8,204,298線
園 部 能 勢 線　 〃 100,100
舞 鶴 和 知 線　 京 丹 波 町 5,995,602
市 島 和 知 線　 〃 7,000,000
舞鶴野原港高浜　 舞 鶴 市 2,394,200線
小倉西舞鶴線　 〃 869,000
舞 鶴 宮 津 線　 〃 375,100
舞 鶴 和 知 線　 〃 23,536,772
舞鶴福知山線　 〃 22,488,764
志高西舞鶴線　 〃 4,556,200
小 浜 綾 部 線　 綾 部 市 2,178,000
舞 鶴 和 知 線　 〃 9,838,975

防災基盤整備事業
（道路管理課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

但東夜久野線　 福 知 山 市 2,234,599円
山 東 大 江 線　 〃 8,872,748
綾部大江宮津線　 宮 津 市 10,000,000
香美久美浜線　 京 丹 後 市 10,000,000
二 尾 木 幡 線　 宇 治 市 4,361,900
東 掛 小 林 線　 亀 岡 市 4,458,300
内 宮 地 頭 線　 舞 鶴 市 1,315,600
田 井 中 田 線　 〃 216,700
小 西 西 坂 線　 綾 部 市 10,833,900
下野条上川口停　 福 知 山 市 5,358,100車場線
伊 根 港 線　 伊 根 町 19,396,190

小計37路線 264,811,722
府 内 全 域 13,969,960
事 務 費 7,712,983

計 286,494,665
（2）　防災対策事業

　大規模災害に備えるため、災害のおそれのある箇所等の整備を行い、防災対策の推進を
図った。

路　線　名 施 行 場 所 執  行  額
国 道 163 号 南 山 城 村 100,000円
国 道 175 号 舞 鶴 市 17,143,600
国 道 178 号 〃 3,381,400

〃 宮 津 市 25,541,540
木 津 信 楽 線　 和 束 町 1,198,200
園 部 平 屋 線　 南 丹 市 5,864,100
京都広河原美山　 〃 6,787,100線
舞 鶴 和 知 線　 綾 部 市 24,452,728
大 宮 岩 滝 線　 京 丹 後 市 10,000,000

小計９路線 94,468,668
事 務 費 2,358,802

計 96,827,470
（3）　地域防災対策事業

　大雨等異常気象時の通行規制区間内の危険箇所の整備を行い、通行規制による孤立集落
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や大規模な迂回の解消を図った。
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

京都広河原美山　 南 丹 市 126,002円線
舞鶴野原港高浜　 舞 鶴 市 5,000,000線
山 東 大 江 線　 福 知 山 市 10,000,000
田 井 中 田 線　 舞 鶴 市 3,481,500

小計４路線 18,607,502
事 務 費 135,098

計 18,742,600
　

１　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　道路改良事業

　幅員の狭小等により道路交通を阻害している幹線道路等の改良を行い、道路交通の円滑
化を図った。

路　線　名 施 行 場 所 執  行  額
大山崎大枝線 大 山 崎 町 24,494,980円
宇 治 木 屋 線 宇治田原町 65,741,310
木 津 信 楽 線　 木 津 川 市 4,191,600
天理加茂木津線　 〃 4,802,400
宇 治 木 屋 線 和 束 町 11,000,000
宮 前 千 歳 線　 亀 岡 市 209,000
綾 部 宮 島 線　 南 丹 市 6,986,176
京都広河原美山　 〃 9,000,000線
京都日吉美山線　 〃 5,472,700
京丹波三和線　 京 丹 波 町 8,255,480
日吉京丹波線　 〃 10,000,000
舞鶴野原港高浜　 舞 鶴 市 3,806,000線
小倉西舞鶴線　 〃 12,599,410
志高西舞鶴線　 〃 24,100,600
小 浜 綾 部 線　 綾 部 市 4,752,000

地域密着型社会資本整
備事業

道路計画課
道路建設課
道路管理課（ ）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

舞鶴綾部福知山 綾 部 市 1,678,000円線
〃 福 知 山 市 13,779,700

浜 丹 後 線　 京 丹 後 市 2,068,000
伏 見 向 日 線　 向 日 市 2,785,200
向 島 宇 治 線　 宇 治 市 54,582,216
八幡京田辺イン　 八 幡 市 5,450,000ター線
宇治田原大石東 宇治田原町 55,232,401線
和 束 井 手 線　 和 束 町 7,342,500
月ケ瀬今山線　 南 山 城 村 1,445,173
柚 原 向 日 線　 亀 岡 市 4,710,780
中 地 日 吉 線　 南 丹 市 29,351,825
和 泉 宮 脇 線　 〃 3,908,300
富田胡麻停車場　 〃 8,463,529線
上 野 水 原 線　 京 丹 波 町 17,929,084
由良金ヶ岬上福　 舞 鶴 市 12,929,200
井線
綾 部 大 江 線　 福 知 山 市 4,058,846
上夜久野停車場　 〃 4,584,451線
小 坂 青 垣 線　 〃 13,839,318
本 郷 辻 線　 〃 29,385,749
間 人 大 宮 線　 京 丹 後 市 3,104,437

小計35路線 472,040,365
府 内 全 域 119,622,407
事 務 費 4,175,390

計 595,838,162
（2）　広域幹線アクセス道路整備事業

　広域幹線道路へのアクセス道路の改良を行った。
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

国 道 163 号 南 山 城 村 68,364,000円
国 道 175 号 福 知 山 市 10,000,000
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国 道 178 号 京 丹 後 市 42,933,998
〃 伊 根 町 16,574,333

国 道 307 号 城 陽 市 6,835,400
〃 京 田 辺 市 27,621,600
〃 宇治田原町 91,871,895

国 道 312 号 京 丹 後 市 2,000,000
国 道 372 号 南 丹 市 43,919,507
国 道 423 号 亀 岡 市 20,764,149
国 道 477 号 南 丹 市 9,912,860

小計11路線 340,797,742
事 務 費 1,398,323

計 342,196,065
（3）　道路企画調査事業

　道路整備に係る基礎調査等を行い、整備に必要な基本計画を作成し、計画的な道づくり
の推進を図った。

路　線　名 施 行 場 所 執  行  額
国 道 163 号 木 津 川 市 5,000,000円
国 道 178 号 宮 津 市 8,110,300

〃 京 丹 後 市 5,000,000
上 狛 城 陽 線 井 手 町 1,538,100

小計４路線 19,648,400
府 内 全 域 21,888,840
事 務 費 594,200

計 42,131,440
（4）　緊急生活道路小規模改良事業

　地域の実情に合わせ通行困難箇所に限定した小規模改良を行い、生活道路の交通の円滑
化を図った。

路　線　名 施 行 場 所 執  行  額
府 内 全 域 43,348,068円
事 務 費 3,132,688

計 46,480,756
（5）　道路緊急安全確保小規模改良事業

　交通安全対策や歩道の段差解消等、きめ細やかな小規模道路改良を実施し、安心・安全
で快適なみちづくりの推進を図った。

路　線　名 施 行 場 所 執  行  額
国 道 163 号 南 山 城 村 10,305,046円
国 道 173 号 京 丹 波 町 2,809,400
国 道 175 号 福 知 山 市 3,245,000
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

国 道 178 号 宮 津 市 6,776,266円
〃 京 丹 後 市 5,339,800

国 道 307 号 京 田 辺 市 1,000,000
国 道 312 号 宮 津 市 10,000,000

〃 京 丹 後 市 10,663,772
国 道 372 号 亀 岡 市 7,934,920
国 道 429 号 福 知 山 市 4,514,400
国 道 477 号 亀 岡 市 30,000
大山崎大枝線 長 岡 京 市 4,305,000
伏見柳谷高槻線　 〃 5,102,356
京 都 宇 治 線　 宇 治 市 10,517,766
宇 治 淀 線 〃 20,427,700
八 幡 宇 治 線　 〃 866,800
上 狛 城 陽 線　 城 陽 市 249,700
八 幡 木 津 線　 京 田 辺 市 1,369,280
八 幡 宇 治 線　 久 御 山 町 2,398,000
上 狛 城 陽 線　 井 手 町 4,085,246
枚 方 亀 岡 線　 亀 岡 市 884,400
宮 前 千 歳 線　 〃 2,533,300
園 部 平 屋 線　 南 丹 市 7,476,730
亀 岡 園 部 線　 〃 3,429,800
池 辺 京 田 線　 舞 鶴 市 1,543,937
舞鶴綾部福知山 〃 6,600,163線
福知山綾部線　 綾 部 市 3,043,700
舞鶴綾部福知山 〃 4,579,300線
福知山綾部線　 福 知 山 市 27,332,002
福知山停車場線　 〃 5,000,000
網 野 峰 山 線　 京 丹 後 市 6,300,000
奥海印寺納所線　 大 山 崎 町 7,029,288
黄檗停車場線　 宇 治 市 958,892
宇治小倉停車場　 〃 1,344,200線
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京都八幡木津自　 木 津 川 市 6,648,400転車道線
園部停車場線　 南 丹 市 21,045,000
物部西舞鶴線　 舞 鶴 市 3,601,400
余部下舞鶴港線　 〃 3,971,000
私 市 大 江 線　 福 知 山 市 2,008,600
下世屋本庄線　 宮 津 市 2,921,493
久 僧 伊 根 線　 京 丹 後 市 118,507
加悦岩滝自転車　 与 謝 野 町 22,123,500道線

小計42路線 252,434,064
府 内 全 域 110,112,250
事 務 費 1,334,440

計 363,880,754

１　施策の趣旨等
　府内の保育園児や幼稚園児などを交通事故から守るため、緊急安全点検等に基づき、危険
箇所の安全対策を推進する。

２　施策の実施状況
　府管理道路におけるガードレール・ポールの設置や路肩拡幅による歩行空間の整備等の安
全確保対策を実施した。
　　　実施箇所数　　　　　　　　　　　41箇所

３　執　　行　　額  69,089,144円

１　施策の趣旨等
　安心して暮らせる地域をつくるため、災害の発生を予防し、又は被害の拡大を防止するこ
とを目的として対策工事を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
　法面対策工事等を実施することにより、災害の発生予防及び拡大防止を図った。

路　線　名 施 行 場 所 執  行  額
国 道 162 号 南 丹 市 11,285,700円
国 道 163 号 南 山 城 村 14,973,100
国 道 175 号 舞 鶴 市 29,857,600
木 津 信 楽 線 和 束 町 10,870,790

計４路線 66,987,190

園児等交通安全緊急対
策事業

指導検査課
道路管理課

緊急自然災害防止対策
事業

（道路管理課）

（ ）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

4,424,122,000
（4,436,405,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

1,809,888,000
生活・交通基盤
整備事業費

1,211,017,034
防災基盤整備事
業費

373,925,435
社会基盤長寿命
化対策事業費

224,945,531

2,614,233,668
（2,626,513,000）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

1,033,743,614
繰　越　金

145,007,383
府　　　債

1,432,000,000
一 般 財 源

3,482,671

京都縦貫自動車道利用
促進事業

（道路計画課）

生活・交通基盤整備事
業

（道路建設課）

防災基盤整備事業
（道路建設課）

１　施策の趣旨等
　京都縦貫自動車道の利用を促進し、新型コロナウイルス感染症の影響を受け観光客が減少
している府北部地域の活性化を図る。

２　施策の実施状況
　京都府道路公社が管理する区間（丹波IC～宮津天橋立IC）において利用料金の割引を実
施した。

３　執　　行　　額 102,681,136円
（負担金）

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況
　社会資本整備総合交付金等により橋りょうの点検及び修繕を行った。

３　執　　行　　額 1,917,634,691円

１　施策の趣旨等
　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ハード対策を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ハード対策を実施した。
　　　路　線　名 （橋 り ょ う 名） 施 行 場 所　　　　    執 行 額
　　京 都 宇 治 線 （宇 　 治 　 橋） 宇　治　市　　　　60,000,000円
　　綾 部 美 山 線 （横 　 谷 　 橋） 南　丹　市 88,701,973
　　八原田上弓削線 （中 　 巻 　 橋） 　　〃 21,816,600
　　山家停車場線  （山 　 家 　 橋） 綾　部　市 48,161,300
　　名田庄綾部線 （小 　 仲 　 橋） 　　〃 71,755,200
　　岩ケ鼻須川線 （井  の  口  橋） 京 丹 後 市 29,160,447
　　　小計６路線   319,595,520
　　府  内  全  域   35,741,706
　　事 　 務 　 費   3,527,007
　　　　　計   358,864,233

４ 橋りよう維
持費
 （P166）
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５ 橋りよう新
設改良費
 （P168）

１　施策の趣旨等
　｢京都の道長寿プラン」に基づき、橋りょうの予防補修を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
　老朽危険橋の修繕、腐食防止及び緊急耐震対策等を行い、通行の安全確保を行った。
　　　路　線　名 （橋 り ょ う 名） 施 行 場 所　　　　    執 行 額
　　木 津 加 茂 線  （関西線跨線橋） 木 津 川 市　　　　18,669,200円
　　府  内  全  域   317,337,329
　　事 　 務 　 費   1,728,215
　　　　　計   337,734,744

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　社会資本整備総合交付金等により橋りょう整備等を行った。
　　　路　線　名 （橋 り ょ う 名） 施 行 場 所　　　　    執 行 額
　　京 都 守 口 線 （御 　 幸 　 橋） 八　幡　市　 　  101,357,000円
　　山城総合運動公
　　園城陽線 （城 　 陽 　 橋） 城　陽　市 1,146,862,420

　　郷ノ口余部線 （宇  津  根  橋） 亀　岡　市 778,355,800
　　　小計３路線   2,026,575,220
　　事 　 務 　 費   16,941,704
　　　　　計   2,043,516,924

１　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
　道路新設や河川改修に伴い、老朽化、幅員狭小等により交通を阻害している幹線道路等の
橋りょうの整備を行い、道路交通の円滑化を行った。
　　　路　線　名 （橋 り ょ う 名） 施 行 場 所　　　　    執 行 額
　　京 都 守 口 線 （御 　 幸 　 橋） 八　幡　市　　　  17,272,896円
　　綾 部 美 山 線  （横 　 谷 　 橋） 南　丹　市　　　　 7,244,971
　　山城総合運動公
　　園城陽線 （城 　 陽 　 橋） 城　陽　市 28,953,673

　　郷ノ口余部線 （宇  津  根  橋） 亀　岡　市 23,005,636

社会基盤長寿命化対策
事業

（道路建設課）

生活・交通基盤整備事
業

（道路建設課）

地域密着型社会資本整
備事業

（道路建設課）

3,393,871,000
（3,482,719,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

1,272,230,000
生活・交通基盤
整備事業費

1,270,338,703
地域密着型社会
資本整備事業費

1,891,297

2,121,640,697
（2,209,982,310）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

1,085,741,371
繰　越　金

2,214,032
府　　　債

1,031,000,000
一 般 財 源

2,685,294
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　　路　線　名 （橋 り ょ う 名） 施 行 場 所　　　　    執 行 額　　
　　　小計４路線  　　　　　　　　   76,477,176円
　　事 　 務 　 費   1,646,597
　　　　　計   78,123,773

１　施策の趣旨等
　国直轄道路の新設・改築等に要した費用を負担し、道路交通の円滑化及びくらしの安心・
安全の推進を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　　　事　業　名　　　　　　　　　　　　事  業  費　　　　　　　　執  行  額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （府負担金）
　　改　　　　　築　　　　　　  　　7,580,000,000円　　　　　2,526,333,332円
　　　国 道   ９   号 760,000,000 253,333,333
　　　国 道   24   号 2,260,000,000 753,000,000
　　　国 道   27   号 2,300,000,000 766,666,666
　　　国 道  163  号 1,260,000,000 420,000,000
　　　国 道  312  号 1,000,000,000 333,333,333
　　交通安全施設（１種） 1,233,000,000 411,000,000
　　交通安全施設（２種） 270,000,000 135,000,000
　　交通事故一種 1,182,000,000 393,999,999
　　交通事故二種 98,000,000 49,000,000
　　道路更新防災等対策 380,000,000 126,666,666
　　沿道環境改善 1,610,000,000 536,666,666
　　電 線 共 同 溝 159,000,000 79,500,000
　　　  小　　計 12,512,000,000 4,258,166,663
　　過年度分精算 △ 10,173,445 △ 3,143,676
　　　　　計 12,501,826,555 4,255,022,987

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

６ 国直轄事業
費負担金
 （P168）

３  河 川 海 岸 費
１ 河川総務費

（P168）

4,471,690,000
（4,471,690,000）

495,687,000
（1,380,256,000）

4,255,022,987
（4,255,022,987）
決算額の財源
内訳
府　　　債

4,194,000,000
一 般 財 源

61,022,987

495,661,736
（1,379,078,644）
決算額の財源
内訳

国直轄道路事業
（道路計画課）

安心･安全基盤整備事
業

（河  川  課）
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２　施策の実施状況及び執行額
　１､ ２級河川の草刈り、雑草除去を行い、疎通能力の増大と河川の美化、環境整備等を図っ
た。

　　河　川　名　　　　　　　　 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　　鴨　　　　　川  左 京 区 他　　　　　　　　　　 7,034,730円
　　小 　 畑 　 川 長岡京市他 12,701,780
　　防 　 賀 　 川  京田辺市他 24,296,270
　　煤 　 谷 　 川 精　華　町 9,437,410
　　園 　 部 　 川 南　丹　市 12,450,460
　　犀　　　　　川 綾　部　市 16,295,280
　　牧　　　　　川 福 知 山 市 7,808,210
　　竹 　 野 　 川 京 丹 後 市 11,882,000
　　その他197河川  375,024,852
　 　 小計205河川  476,930,992
　　事　　務　　費  8,756,000
　　　　　計  485,686,992

１　施策の趣旨等
　京都府鴨川条例に基づく規制の実施や鴨川府民会議による府民との意見交換等を行い、鴨
川の総合的治水対策の推進、良好な河川環境の保全及び快適な利用の確保を図る。

　指標：京都府鴨川条例で規制する迷惑行為に対する指導件数
　目標：500件（前年度実績）以下　　実績：644件

２　施策の実施状況
（1）　京都府鴨川条例に基づく規制の実施

ア　バイク乗入禁止区域指導　  　 586件（前年465件）
イ　打上花火禁止区域指導　 　　　47  　（ 〃    23 ）
ウ　バーベキュー禁止区域指導    　11  　（ 〃    12 ）

（2）　鴨川府民会議の開催
構成：公募９人、有識者17人、行政２人
内容：令和２年６月10日（第49回）　令和２年度の鴨川等の整備について等
　　　　　　　12月18日（第50回）　御薗橋改築事業について等
　　　令和３年３月19日（第51回）　鴨川上流域における倒木対策について等

（3）　鴨川四季の日の取組
春    ：令和２年３月16日～４月12日　　夏    ：令和２年７月26日～８月16日
秋    ：令和２年10月18日～ 11月３日　　冬    ：令和３年１月25日～２月７日　
内容：府民協働による河川愛護活動の実施や、ホームページ等による鴨川等の四季の魅力

を全国に発信する取組を行った。

府　　　債
396,000,000

一 般 財 源
99,661,736

鴨川環境保全対策推進
事業

（河  川  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
３　執　　行　　額  9,974,744円

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　広域河川改修事業

　河川改修事業の実施において、水系一貫した広域的な整備を図った。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　古　　　　　川 城　陽　市 　　　　　　　　 1,528,893,244円
　大 　 谷 　 川 八 幡 市 他 141,769,688
　桂　　　　　川 亀 岡 市 他 506,234,100
　雑 　 水 　 川 亀　岡　市 31,242,249
　七 　 谷 　 川 　　〃 353,710,803
　犬 　 飼 　 川 　　〃 140,645,505
　千 　 々 　 川 　　〃 61,848,062
　法  貴  谷  川 　　〃 110,931,330
　東 　 所 　 川 南　丹　市 131,447,996
　高 　 野 　 川 舞　鶴　市 56,380,212
　宮　　　　　川 福 知 山 市 69,160,558
　牧　　　　　川 　　〃 127,415,200
　竹 　 野 　 川 京 丹 後 市 628,006,176
　福 　 田 　 川 　　〃 196,514,190
　野 　 田 　 川 与 謝 野 町 151,354,500
 　 小計15河川  4,235,553,813
　事 　 務 　 費  36,405,528
　　　　計  4,271,959,341

（2）　都市基盤河川改修事業
　京都市が実施する市街地整備等に併せた河川改修事業に対して補助を行った。
　　河　川　名　　　　  施 行 場 所　　　　　 事 業 費　　　　　　 補 助 金
　西  野  山  川 山　科　区 　　　   71,055,798円　　　　23,685,266円
　西  高  瀬  川 右　京　区 198,231,600 66,077,199
　善 　 峰 　 川 西　京　区 29,945,900 9,981,966
　新 　 　 　 川 　　〃　  140,266,300 46,755,433
　七 　 瀬 　 川 伏　見　区　　　 268,676,351 89,558,783
　西 羽 束 師 川 　　〃 273,243,530 91,081,175

12,416,843,443
（13,423,809,375）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

4,816,464,618
繰　越　金

102,519,814
府　　　債

7,475,000,000
一 般 財 源

22,859,011

21,068,007,871
（22,318,238,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

8,593,953,689
安心・安全基盤
整備事業費

7,107,804,527
防災基盤整備事
業費

108,057,668
地域密着型社会
資本整備事業費

131,238,502
千年の都・鴨川
清流事業費

735,379,574
防災情報共有化
対策事業費

64,739,140
緊急自然災害防
止対策事業費

127,044,466
中小河川タイム
ライン作成支援
事業費

20,000,000
緊急浚渫推進事
業費 

299,689,812

　　

安心・安全基盤整備事
業

河 川 課
砂 防 課（ ）

２ 河川改良費
 （P170）
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　　  計６河川  981,419,479 327,139,822
（3）　流域治水対策河川改修事業

　流域における貯留施設の整備と併せた総合的な河川の整備を図った。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　煤 　 谷 　 川 精　華　町　　　　　　　　　  100,892,931円
　事 　 務 　 費  1,242,352
　　　　計  102,135,283

（4）　特定構造物改築事業
　老朽化が著しい大規模な構造物の機能回復・向上を図った。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　西 羽 束 師 川 伏　見　区　　　　　　　　　　69,466,668円
　事 　 務 　 費  1,047,280
 　　計  70,513,948

（5）　総合流域防災事業
　流域一体で河川改修や情報基盤の整備等を行い、水害から府民の生命財産を守るための
総合的な防災対策の推進を図った。
ア　統合河川整備事業
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　四 　 宮 　 川 山　科　区　　　　　　　　　   97,551,500円
　弥 陀 次 郎 川 宇　治　市 25,174,300
　戦　　　　　川 　　〃 144,929,501
　赤 　 田 　 川 木 津 川 市 57,481,926
　高 　 屋 　 川 京 丹 波 町 131,896,635
　伊  佐  津  川 舞　鶴　市 323,793,200
　弘 　 法 　 川 福 知 山 市 299,363,415
　相 　 長 　 川 　　〃 118,889,216
　法 　 　 　 川 　　〃 122,863,428
　大 　 谷 　 川 　　〃 53,945,941
　佐  濃  谷  川 京 丹 後 市 14,441,800
　川  上  谷  川 　　〃 100,651,878
　　小計12河川  1,490,982,740
　事 　 務 　 費  21,297,325
　　　　計  1,512,280,065
イ　情報基盤整備事業
　　河　川　名 　　　　　　　　　　 　執 行 額
　府  内  全  域　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     35,647,000円
　事 　 務 　 費  1,138,245
　　　　計  36,785,245
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（6）　床上浸水対策特別緊急事業

　再度災害の発生を防止するため、河川の整備促進を図った。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　古　　　　　川 城　陽　市　　　　　　　　　 217,813,853円
　弘法川・法川 福 知 山 市 850,978,456
　　小計２河川  1,068,792,309
　事 　 務 　 費  10,022,733
　　　　計  1,078,815,042

（7）　特定洪水対策等推進事業
　頻発化・激甚化する水害に対する治水安全度を向上させるため、河川の整備促進を図っ
た。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　西 羽 束 師 川 伏　見　区　　　　　　　　　 132,000,000円
　戦　　　　　川 宇　治　市　　　　　　　　　 473,000,000
　大  井  手  川 木 津 川 市　　　　　　　　　 410,185,571
　高 　 野 　 川 舞　鶴　市　　　　　　　　　 764,935,625
　小　　西　　川 京 丹 後 市　　　　　　　　　 109,684,679
　　小計５河川  1,889,805,875
　事 　 務 　 費  20,942,795
 　　計  1,910,748,670

（8）　河川等災害関連事業
　災害復旧事業と併せて、河川施設の新設・改良工事を行い、土石等の流出による災害の
未然防止を図った。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　吉 　 野 　 川 京 丹 後 市　　　　　　　　　　13,385,203円
　事 　 務 　 費  304,922
 　　計  13,690,125

１　施策の趣旨等
　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ハード対策を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　地域防災対策事業

　度々浸水被害が発生している河川のネック箇所について、局所的に緊急河川改修を行う
とともに、老朽化等により破損した場合に甚大な被害が予想される天井川の水路橋におい
て、現況調査を実施し計画的な防災対策の推進を図った。

防災基盤整備事業
（河  川  課）
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ア　緊急河川整備事業
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　山　　田　　川 精　華　町　　　　　　　　　　19,000,000円
　弘　　法　　川 福 知 山 市 61,423,398
　その他８河川  19,048,618
　　  計10河川  99,472,016
イ　天井川水路橋整備事業
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　長 　 谷 　 川 城　陽　市　　　　　　　　　　13,559,600円
　天  津  神  川 京 田 辺 市 47,960,400
　三 　 俣 　 川 南　丹　市 11,077,529
　　  計３河川  72,597,529

（2）　集中豪雨・天井川等対策事業
　老朽化等により破損した場合に甚大な被害が予想される天井川等の対策を実施した。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　小 　 畑 　 川 長 岡 京 市　　　　　　　　　　26,990,733円
　長 　 谷 　 川 城　陽　市 19,023,652
　青 　 谷 　 川 　　〃 15,583,400
　防 　 賀 　 川 京 田 辺 市 20,227,000
　渋　　　　　川 井　手　町 18,503,400
　　小計５河川  100,328,185
　管  内  一  円 管 内 一 円 55,322,640
 　　計  155,650,825

１　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　地域振興河川事業

　護岸工等の河川改修や地域環境等と調和した良好な水辺空間の整備を行い、治水安全度
の向上と河川環境の保全を図った。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　鴨　　　　　川 伏　見　区　　　　　　　　　　21,000,000円
　小 　 畑 　 川 長 岡 京 市 24,505,400
　古　　　　　川 城　陽　市　　　　　　　　　　28,855,499
　防 　 賀 　 川 京 田 辺 市 13,243,000
　弘　　法　　川 福 知 山 市 45,154,490
　神 　 子 　 川 宮　津　市 13,557,600
　　小計６河川 　　　　　　　　　 　　　　　146,315,989

地域密着型社会資本整
備事業

（河  川  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　管  内  一  円 管 内 一 円　　　　　　　　　 102,316,380円
　事 　 務 　 費  1,627,707
　　　　計  250,260,076

（2）　京の川づくり事業
　京都市内河川の環境整備、改修等を行い、山紫水明の歴史都市・京都にふさわしい水辺
空間の創出を図った。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　白 　 　 　 川 左　京　区　　　　　　　　　　  6,039,000円
　清　　滝　　川 右　京　区 3,287,400　
　　小計２河川  9,326,400
　管  内  一  円 管 内 一 円 204,285,480
　事 　 務 　 費  2,460,000
　　　　計  216,071,880

（3）　河川企画調査事業
　治水上等の問題となっている河川の流量観測や治水計画の検討等を行い、治水安全度の
向上を図った。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　鴨　　　　　川 左 京 区 他　　　　　　　　　　38,000,000円
　桂　　　　　川 亀　岡　市 21,605,000
　その他２河川  7,000,000
　　  計４河川  66,605,000

（4）　河川災害防除事業
　河床の切下げや堆積土砂の取除き等を行い、いつ流、浸水等の災害の未然防止を図った。
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　野　　田　　川 与 謝 野 町　　　　　　　　　　  7,711,146円
　その他６河川  17,627,441
　　小計７河川  25,338,587
　管  内  一  円 管 内 一 円 21,849,980
　事 　 務 　 費  660,000
　　　　計  47,848,567

１　施策の趣旨等
　｢千年の都・鴨川清流プラン｣ に基づき、魅力的な空間の創出、美しい鴨川及び治水安全
度の向上を目指す。

千年の都・鴨川清流事
業

（河  川  課）
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２　施策の実施状況及び執行額
　快適な利用の促進と季節や自然を身近に感じる公共空間を創出するため、護岸整備、中州
除去等を実施した。

　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　　鴨　　　　　川 南　区　他　　　　　　　　　 904,022,577 円

１　施策の趣旨等
　迅速な市町村の避難勧告等や速やかな住民の自主避難を支援するため、効果的な防災情報
の提供を実施する。

２　施策の実施状況
　迅速な市町村の避難勧告等や速やかな住民の自主避難につなげるため、条例に基づく浸水
想定区域図の作成を実施した。

３　執　　行　　額  170,351,600円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  （委託料）

１　施策の趣旨等
　安心して暮らせる地域をつくるため、災害の発生を予防し、又は被害の拡大を防止するこ
とを目的として対策工事を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
　小規模の河川改修を計画的に実施することにより、災害の発生予防及び拡大防止を図った。

　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　　西  高  瀬  川  南 　 　 区 　　　　　　　　　  47,310,000円
　　小 　 畑 　 川 長 岡 京 市　　　　　　　　　　45,000,000
　　長 　 谷 　 川 城　陽　市 32,626,200
　　田 　 原 　 川 宇治田原町 19,070,000
　　千 　 々 　 川 亀　岡　市  17,746,300
　　神 　 田 　 川 　　〃  23,545,800
　　本 　 梅 　 川 南　丹　市  40,648,084
　　田 　 原 　 川 　　〃  15,890,700
　　上  和  知  川 京 丹 波 町 36,500,000
　　八  戸  地  川 舞　鶴　市  14,200,000
　　河 　 辺 　 川 　　〃  30,403,200
　　伊  路  屋  川 綾　部　市 22,638,900
　　榎 　 原 　 川 福 知 山 市 19,783,400
　　大 　 雲 　 川 宮　津　市 28,016,200

防災情報共有化対策事
業

（砂  防  課）

緊急自然災害防止対策
事業

（河  川  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　河　川　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額　　

　　吉 　 野 　 川 京 丹 後 市　　　　　　　　　 121,910,282円
　　野 　 田 　 川 与 謝 野 町  17,176,578
　　その他２河川  11,830,000
　　　  計18河川  544,295,644

１　施策の趣旨等
　市町村の避難情報発令等に活用できるよう、中小河川において避難開始の目安となる水位
を設定し、住民の避難行動を促す。

２　施策の実施状況
　人家等に影響を及ぼす可能性がある中小河川において、避難開始を判断する目安となる水
位を設定することで、避難行動タイムラインの作成を支援した。

３　執　　行　　額  15,290,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（委託料）

１　施策の趣旨等
　昨今の相次ぐ河川氾濫を踏まえ、緊急かつ集中的に浚渫事業に取り組み、危険箇所の解消
を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　堆積状況や人家への危険度に応じて、対策の優先度の高い箇所において河川の浚渫を実施
した。

河　川　名 施 行 場 所 執  行  額
鴨 川 中 京 区 他 35,000,000円
山 科 川 山 科 区 13,933,700
桂 川 右 京 区 他 68,905,200
弓 削 川 右 京 区 14,022,800
宇 治 川 派 流 伏 見 区 30,000,000
普 賢 寺 川 京 田 辺 市 11,430,000
玉 川 井 手 町 10,946,600
田 原 川 宇治田原町 15,880,300
和 束 川 和 束 町 13,075,900
犬 飼 川 亀 岡 市 15,302,100

中小河川タイムライン
作成支援事業

（砂  防  課）

緊急浚渫推進事業
（河  川  課）
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園 部 川 南 丹 市 12,813,900
伊 佐 津 川 舞 鶴 市 42,445,700
荒 倉 川 綾 部 市 21,226,800
上 林 川 〃 19,421,600
畑 口 川 〃 13,458,500
草 壁 川 〃 12,232,000
佐 々 木 川 福 知 山 市 15,330,700
土 師 川 〃 19,646,900
大 手 川 宮 津 市 29,953,000
宇 川 京 丹 後 市 13,000,000
福 田 川 〃 22,651,400
その他 21 河川 99,633,088

計42河川 550,310,188
　

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　通常砂防事業

　堰堤工や流路工等の砂防工事を行い、土石等の流出による災害の未然防止を図った。
ア　淀 川 水 系

河　川　名 施 行 場 所 執  行  額
蛙 ヶ 谷 川 北 区 48,073,972円
花 尻 川 左 京 区 134,824,443
猪 ノ 谷 川 〃 9,780,000
坂 川 長 岡 京 市 250,615,682
弥 陀 次 郎 川 宇 治 市 110,137,442
炭 山 谷 川 〃 20,432,482
中 ノ 谷 川 宇治田原町 137,314,830
門 前 川 和 束 町 54,539,780
菖 蒲 谷 川 南 丹 市 11,377,300

小計９河川 777,095,931
イ　由良川水系

河　川　名 施 行 場 所 執  行  額
上 乙 見 川 京 丹 波 町 12,574,700円
旭 ヶ 丘 川 綾 部 市 44,000

３ 砂　防　費
 （P170）

9,838,768,414
（10,365,932,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

5,173,785,508
安心・安全基盤
整備事業費

4,752,682,574
防災基盤整備事
業費

131,579,788
社会基盤長寿命
化対策事業費

73,954,827
緊急自然災害防
止対策事業費

185,899,719
緊急浚渫推進事
業費

29,668,600

4,639,824,955
（5,058,468,436）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金　   35,990,526
国庫支出金

1,965,659,963
繰　越　金

45,941,846
府　　　債

2,583,000,000
一 般 財 源

9,232,620

安心･安全基盤整備事
業

（砂  防  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
河　川　名 施 行 場 所 執  行  額

大 島 川 綾 部 市 14,650,300円
矢 ノ 谷 川 〃 84,500,723
大 谷 川 支 川 福 知 山 市 320,100
大 呂 川 支 渓 〃 110,225,601
樋 ノ 口 川 〃 6,605,500
水 坂 川 〃 7,572,300

小計８河川 236,493,224
ウ　２ 級 水 系

河　川　名 施 行 場 所 執  行  額
万願寺川支渓 舞 鶴 市 157,951,640円
天 台 川 〃 5,817,900
白 滝 川 〃 11,167,880
瀬 崎 川 〃 4,480,300
桃 ケ 谷 川 宮 津 市 90,380,299
目 黒 谷 川 京 丹 後 市 585,768
平 地 川 与 謝 野 町 3,300,000

小計７河川 273,683,787
エ　その他水系

河　川　名 施 行 場 所 執  行  額
イ ガ ロ 川 伊 根 町 478,500円
小計25河川 1,287,751,442

事 務 費 18,689,560
計 　 1,306,441,002

（2）　地すべり対策事業
　地すべり防止区域における排水工や法枠工等の地すべり対策工事を行い、地すべり被害
の未然防止を図った。

箇　所　名 施 行 場 所 執  行  額
東 畑 精 華 町 3,130,000円
事 務 費 454,582

計 3,584,582
（3）　急傾斜地崩壊対策事業

　急傾斜地崩壊危険区域内における擁壁工や法枠工等の急傾斜地対策工事を行い、急傾斜
地の崩壊による災害の未然防止を図った。

箇　所　名 施 行 場 所 執  行  額
岩 倉 上 蔵 町 左 京 区 4,010,300円
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松 室 西 京 区 106,632,037
大 波 下 舞 鶴 市 73,267,205
行 永 〃 31,870,700
小 西 綾 部 市 14,650,000
三 河 Ⅱ 福 知 山 市 79,073,376

平 京 丹 後 市 127,012,329
早 稲 田 大 山 崎 町 109,980,630
志 高 舞 鶴 市 155,247,600
上 安 久 〃 17,082,400
小 浜 京 丹 後 市 117,910,800
谷 内 〃 19,925,800
本 庄 上 Ⅱ 伊 根 町 8,586,489
小 坪 〃 7,431,600
仕 伏 左 京 区 6,000,000
小 田 宿 野 宮 津 市 6,363,500
小計16箇所 885,044,766

事 務 費 9,638,142
計 894,682,908

（4）　総合流域防災事業
　流域一体で砂防事業を行い、土砂災害から府民の生命財産を守るための総合的な防災対
策の推進を図った。

箇　所　名 施 行 場 所 執  行  額
音 羽 川 左 京 区 59,000,000円
管 内 一 円 管 内 一 円 574,500,300
事 務 費 8,164,324

計 641,664,624
（5）　事業間連携砂防事業

　河川事業や道路事業と連携して、堰堤工や流路工等の砂防工事を行い、土石等の流出に
よる災害の未然防止を図った。
ア　淀 川 水 系

河　川　名 施 行 場 所 執  行  額
猪 ノ 谷 川 左 京 区 2,102,200円
草 生 川 〃 32,261,900
北 川 西 京 区 169,854,900
炭 山 谷 川 宇 治 市 8,673,378
門 前 川 和 束 町 18,635,120

小計５河川 231,527,498
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
イ　由良川水系

河　川　名 施 行 場 所 執  行  額
谷 山 川 南 丹 市 201,873,633円
大 町 谷 川 〃 57,477,200
篠原西一谷川 京 丹 波 町 130,307,919
上 北 谷 川 福 知 山 市 37,484,700

小計４河川 427,143,452
ウ　２ 級 水 系

河　川　名 施 行 場 所 執  行  額
シ シ 伏 川 京 丹 後 市 95,748,600円

エ　その他水系
河　川　名 施 行 場 所 執  行  額

イ ガ ロ 川 伊 根 町 8,571,857円
計11河川 762,991,407

事 務 費 7,427,444
計 　 770,418,851

（6）　事業間連携地すべり対策事業
　河川事業や道路事業と連携して、地すべり防止区域における排水工や法枠工等の地すべ
り対策工事を行い、地すべり被害の未然防止を図った。

箇　所　名 施 行 場 所 執  行  額
切 山 笠 置 町 102,378,700円
長 江 宮 津 市 25,441,296
小計２箇所 127,819,996

事 務 費 2,988,987
計 130,808,983

（7）　特定緊急砂防事業
　土砂災害発生箇所の周辺地域を含めた集中的・重点的な対策の実施により、甚大な土砂
災害が発生した地域の災害防止対策を図った。
ア　由良川水系

河　川　名 施 行 場 所 執  行  額
谷 河 川 福 知 山 市 127,585,524円

イ　２ 級 水 系
河　川　名 施 行 場 所 執  行  額

瀬ヶ谷川支渓 舞 鶴 市 11,542,280円
計２河川 139,127,804

事 務 費 3,846,757
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防災基盤整備事業
（砂  防  課）

計 142,974,561

１　施策の趣旨等
　府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ハード対策を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　土砂災害対策事業

　砂防指定地内の流域で砂防堰堤等の砂防設備の改築工事を行ったほか、急傾斜地崩壊危
険区域における擁壁工等や地すべり防止区域における排水工等を行い、土砂災害の未然防
止を図った。

箇　所　名 施 行 場 所 執  行  額
小 塩 西 京 区 2,700,000円
南 山 向 日 市 1,430,000
坂 川 長 岡 京 市 7,108,500
大 野 木 津 川 市 404,820
切 山 笠 置 町 1,290,500
中 谷 川 亀 岡 市 9,821,900
清 源 寺 谷 川 南 丹 市 14,350,000
辻 川 宮 津 市 1,279,000

小計８箇所 38,384,720
事 務 費 3,530,256

計 41,914,976
（2）　集中豪雨「防災・減災」対策事業費

　土砂災害が発生した又は拡大のおそれがある箇所及び流木による災害が発生するおそれ
のある箇所の防災・減災対策を行い、災害の未然防止又は軽減を図った。

箇　所　名 施 行 場 所 執  行  額
丹 後 谷 川 和 束 町 1,000,000円
乾 谷 精 華 町 6,151,745
大 畠 川 舞 鶴 市 33,006,284
瀬ヶ谷川支渓 〃 17,386,891
朝 根 川 綾 部 市 2,209,900
真 名 井 川 宮 津 市 14,000,000
畑 川 〃 335,400

小計７箇所 74,090,220
事 務 費 3,490,237

計 77,580,457



― 271 ―

― 270 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
社会基盤長寿命化対策
事業

（砂  防  課）

地域密着型社会資本整
備事業

（砂  防  課）

災害関連緊急砂防等事
業

（砂  防  課）

１　施策の趣旨等
　府民の安心・安全を守るための土砂災害防止施設の計画的修繕を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
　土砂災害防止施設の計画的修繕を行った。

箇　所　名 施 行 場 所 執  行  額
管 内 一 円 管 内 一 円 63,589,300円
事 務 費 1,269,217

計 64,858,517

１　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保に繋がる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
河　川　名 施 行 場 所 執  行  額

大 呂 川 支 渓 福 知 山 市 700,000円

１　施策の趣旨等
　豪雨等による土砂の崩壊等危険な状況に緊急に対処するための対策工事を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　災害関連緊急砂防事業

　平成30年発生の災害によって土砂崩れが生じ、放置すれば崩壊が拡大するおそれがある
ため、緊急に防止工事を行った。
ア　淀 川 水 系

河　川　名 施 行 場 所 執  行  額
閉 亀 川 亀 岡 市 16,900,400円

イ　由良川水系
河　川　名 施 行 場 所 執  行  額

谷 河 川 福 知 山 市 50,610,000円
計２河川 67,510,400

（2）　災害関連緊急地すべり対策事業
　平成30年発生の災害によって地すべりが生じ、放置すれば崩壊が拡大するおそれがある
ため、緊急に防止工事を行った。
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箇　所　名 施 行 場 所 執  行  額
乾 谷 精 華 町 84,485,220円

１　施策の趣旨等
　安心して暮らせる地域をつくるため、災害の発生を予防し、又は被害の拡大を防止するこ
とを目的として対策工事を実施する。

２　施策の実施状況及び執行額
　砂防指定地内の流域で砂防堰堤等の砂防設備の改築工事を行ったほか、急傾斜地崩壊危険
区域における擁壁工等を行い、土砂災害の未然防止を図った。

箇　所　名 施 行 場 所 執  行  額
鴨 川 左 京 区 47,033,800円
社 家 川 西 京 区 11,957,240
養 老 谷 川 宇 治 市 49,791,717
大 谷 川 〃 1,800,000
大 野 木 津 川 市 982,280
中 谷 川 亀 岡 市 5,540,000
宍 人 南 丹 市 689,700
内 林 町 〃 9,180,800
清 源 寺 谷 川 〃 10,917,163
三 宅 川 支 渓 舞 鶴 市 31,876,500
大 丹 生 〃 6,000,000
井 根 綾 部 市 83,952,100
西 岡 福 知 山 市 5,820,100
小 香 河 宮 津 市 65,297,932
小 浜 京 丹 後 市 59,761,942
谷 内 〃 330,000
目 黒 谷 川 〃 937,200

計17箇所 391,868,474

１　施策の趣旨等
　昨今の相次ぐ土砂災害を踏まえ、緊急かつ集中的に浚渫事業に取り組み、危険箇所の解消
を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　堆積状況や人家等への危険度に応じて、対策の優先度の高い箇所において砂防施設の浚渫
を実施した。

緊急自然災害防止対策
事業

（砂  防  課）

緊急浚渫推進事業
（砂  防  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
箇　所　名 施 行 場 所 執  行  額

音 羽 川 左 京 区 4,295,500円
坂 川 長 岡 京 市 8,000,000
和 束 川 和 束 町 834,900
水 谷 川 京 丹 波 町 3,971,000
滝 川 舞 鶴 市 1,600,000
大 橋 川 宮 津 市 1,630,000

計６箇所 20,331,400

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　海岸保全区域において人工リーフ等の整備を行い、風雨波浪からの災害防止を図った。

海　岸　名 施 行 場 所 執  行  額
神 崎 海 岸 舞 鶴 市 5,460,000円
久 僧 海 岸 京 丹 後 市 99,113,343

小計２箇所 104,573,343
事 務 費 2,085,279

計 106,658,622

１　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　海岸環境整備事業

　うるおいとふれあいのある海浜環境の整備を図った。
海　岸　名 施 行 場 所 執  行  額

由 良 海 岸 宮 津 市 10,401,300円
事 務 費 254,000

計 10,655,300
（2）　なぎさ緊急保全事業

　海岸保全区域内の侵食の著しい海岸において緊急措置的な砂浜の復元を図った。

安心・安全基盤整備事
業

（河  川  課）

地域密着型社会資本整
備事業

（河  川  課）

156,609,300
（200,844,446）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

52,286,672
繰　越　金

20,551,628
府　　　債

80,000,000
一 般 財 源

3,771,000

284,633,300
（333,972,000）

翌年度への繰越
事業費繰越額

128,023,500
安心・安全基盤
整備事業費

86,461,000
地域密着型社会
資本整備事業費

41,562,500

４ 海岸保全費
 （P172）
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６ ダム管理事
務所費
 （P174）

７ 国直轄事業
費負担金
（P174）

5,503,400
（826,520,000）

8,163,364,000
（8,163,364,000）

5,503,400
（490,908,357）

決算額の財源
内訳
繰　越　金

5,503,400

8,084,869,707
（8,084,869,707）
決算額の財源
内訳
府　　　債

8,082,000,000
一 般 財 源

2,869,707

洪水予想時ダム操作等
検討事業

（河  川  課）

国直轄河川等事業
（河  川  課）

海　岸　名 施 行 場 所 執  行  額
由 良 海 岸 宮 津 市 11,000,000円
浅 茂 川 海 岸 京 丹 後 市 6,904,700
久 僧 海 岸 〃 9,801,328

小計３箇所 27,706,028
管 内 一 円 10,709,600
事 務 費 879,750

計 39,295,378

１　施策の趣旨等
　事前放流目標水位の低下を検討するための調査等を実施し、大野ダムの貯留能力向上を図
る。

２　施策の実施状況
　事前放流の実施にあたり改良が必要となる施設の測量・詳細設計を実施した。

３　執　　行　　額 5,503,400円

１　施策の趣旨等
　国直轄河川の改修、整備、ダム建設等のために要した費用を負担し、治水安全度の向上と
災害の未然防止を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　　事　業　名　　　　　  　河　川　名 　　　　　 　 事  業  費　　　 　 執  行  額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （府負担金）
　　河　川　事　業
　　　直轄河川改修 淀川、桂川、木津川　20,313,400,000円 　  6,771,129,000円 瀬田川、由良川
　　都市水環境整備事業
　　　直轄総合水系環境
　　　整備事業 淀川、桂川 74,000,000 37,000,000

　　河川総合開発事業
　　　直轄河川総合開発
　　　事業 大戸川ダム 833,269,000 　　 249,979,000

　　水資源機構交付金 川上ダム等 2,493,103,000 747,930,000
　　多目的ダム建設事業 天ヶ瀬ダム 930,228,000 279,068,000
　　　　  小　　計  24,644,000,000 8,085,106,000
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

４  港 　 湾 　 費
２ 港湾建設費

（P176）
1,421,140,000

（1,494,507,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

642,848,000
生活・交通基盤
整備事業費

567,848,000
緊急自然災害防
止対策事業費

75,000,000

742,909,620
（815,213,445）

決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金　　 2,000,000
国庫支出金

302,212,287
繰　越　金

66,377,752
府　　　債

365,000,000
一 般 財 源

7,319,581

生活・交通基盤整備事
業

港湾企画課
港湾施設課

緊急自然災害防止対策
事業

港湾企画課
港湾施設課

（ ）

（ ）

　　事　業　名　　　　　  　河　川　名 　　　　　 　 事  業  費　　　 　 執  行  額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （府負担金）
　　　過年度分精算  　　　　　　　　　　　　△ 734,132円　　　△ 236,293円
　　　　　　計  24,643,265,868 8,084,869,707 

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　港湾改修事業

　京都舞鶴港の道路、物揚場、防波堤、橋梁等の整備を行った。
　　港　湾　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
  下福井和田　　　　　　　　　 
  喜　　　多
　京 都 舞 鶴 港　　　　　　   {第 ２ 埠 頭　　　　　　　　　 576,228,120円  
  第 ４ 埠 頭
  和 　 　 田
　事 　 務 　 費  7,468,000
　　　　計  583,696,120

（2）　港湾海岸事業
　宮津港及び久美浜港の海岸保全区域における海岸の護岸工事等を行った。
　　港　湾　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額
　宮 　 津 　 港 日　　　置　　　　　　　　　　67,432,200円
　久  美  浜  港 久　美　浜 70,062,300
　　小計２箇所  137,494,500
　事 　 務 　 費  738,000 
　　　　計  138,232,500

１　施策の趣旨等
　安心して暮らせる地域をつくるため、災害の発生を予防し、又は被害の拡大を防止するこ
とを目的として対策工事を実施する。
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３ 国直轄事業
費負担金
（P176）

５  都 市 計 画 費
２ 街路事業費

（P178）

548,700,000
（548,700,000）

4,581,623,000
（4,735,231,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

1,388,380,530
生活・交通基盤
整備事業費

1,341,517,735
地域密着型社会
資本整備事業費

46,862,795

538,498,768
（538,498,768）

決算額の財源
内訳
府　　　債

534,000,000
一 般 財 源

4,498,768

3,193,242,451
（3,322,490,247）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金　   92,696,000
国庫支出金

1,688,041,813
繰　越　金

312,064,450
諸　収　入

188,804,000
府　　　債

906,000,000
一 般 財 源

5,636,188

国直轄港湾事業
港湾企画課
港湾施設課

生活・交通基盤整備事
業

道路建設課
都市計画課

（ ）

（ ）

２　施策の実施状況
　久美浜港の海岸保全区域における治水対策を図るため、護岸工事等を行った。

３　執　　行　　額  20,981,000円

１　施策の趣旨等
　京都舞鶴港の国直轄港湾改修のために要した費用を負担し、港湾施設を整備する。

２　施策の実施状況及び執行額
　　港　湾　名　　　　  　   施 行 場 所 　　　　　  事　業　費　　　 　 執  行  額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （府負担金）
　　京 都 舞 鶴 港 ｛  和　　　田　　　　  1,166,000,000円　　538,498,768円  　第 ２ 埠 頭

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　地域活力基盤創造事業
　社会資本整備総合交付金等により街路整備、土地区画整理事業を行った。

ア　街路整備事業
路　線　名 施 行 場 所 執  行  額

御 陵 山 崎 線 向 日 市 129,398,098円
〃 長 岡 京 市 609,071,621

宇 治 淀 線 宇 治 市 40,337,400
内里高野道線 八 幡 市 600,252,008
八 幡 田 辺 線 〃 138,807,147
玉水駅西交通広 井 手 町 8,702,075場
東 中 央 線 木 津 川 市 304,615,781
並河亀岡停車場 亀 岡 市 17,556,300線
小倉西舞鶴線 舞 鶴 市 81,830,965

小計９路線 1,930,571,395
事 務 費 36,379,761

計 1,966,951,156
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

３ 下水道事業
費
（P178）

9,063,063
（676,945,000）

6,956,345
（662,832,715）

決算額の財源

地域密着型社会資本整
備事業

 （道路建設課）

マイクロ吞龍１万基構
想推進事業
（水環境対策課）

イ　土地区画整理事業
地　区　名 施 行 場 所 補助対象事業費 補　助　金

大井町南部地区 亀 岡 市 36,040,000円 36,040,000円
亀岡駅北地区 〃 1,069,575,000 1,069,575,000
八木駅西地区 南 丹 市 32,980,900 32,980,900

小計３地区 1,138,595,900 1,138,595,900
事 務 費 7,025,985

計 1,145,621,885

１　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
　新名神高速道路や京奈和自動車道のインターチェンジへのアクセス道路等、国庫補助事業
と併せて整備を行い、広域交通ネットワーク整備の促進を図った。

路　線　名 施 行 場 所 執  行  額
御 陵 山 崎 線 長 岡 京 市 4,080,211円
宇 治 淀 線 宇 治 市 2,436,500
内里高野道線 八 幡 市 8,113,140
八 幡 田 辺 線 〃 4,921,959
玉水駅西交通広 井 手 町 1,441,005場
東 中 央 線 木 津 川 市 30,721,881
並河亀岡停車場 亀 岡 市 5,517,800線
小倉西舞鶴線 舞 鶴 市 12,954,517

小計８路線 70,187,013
府 内 全 域 8,725,760
事 務 費 1,756,637

計 80,669,410
　

１　施策の趣旨等
　近年のゲリラ豪雨や集中豪雨による都市浸水被害の頻発を踏まえ、府民総ぐるみで「貯め
る」取組を進め、防災意識の向上、雨水利用による環境意識向上を図る。
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内訳
国庫支出金

1,667,600
一 般 財 源

5,288,745

　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　 目　標　　　　　　　　　実　績
　雨水貯留施設の設置基数　　　　　 500基（令和２年度）　　　　　　 383基
　※本事業実施前の雨水貯留施設の設置基数　 　　　　　　　　　　   1,823　　　　　　　　　　　 
　※本事業による雨水貯留施設の設置基数（令和元年度まで）　　　　 1,937
  　　　　　　　　　　　　　　　 4,143 （総計）

２　施策の実施状況
　個人の雨水貯留施設の設置に要する経費の一部を市町村と連携して支援し、府民の防災意
識・環境意識の向上を図った。

市町村名 設置基数 補 助 金
京　　都　　市 160基 1,399,900円
福　知　山　市 26 262,800
舞　　鶴　　市 ２ 22,000
綾　　部　　市 11 114,500
宇　  治 　 市 20 109,800
宮　　津　　市 ６ 35,100
亀　　岡 　 市 39 346,400
城　　陽　　市 14 129,100
向　　日　　市 16 170,000
長　岡　京　市 16 190,900
八　　幡　　市 11 126,200
京　田　辺　市 11 124,800
南　　丹　　市 ６ 43,900
木　津　川　市 21 143,000
大　山　崎　町 ５ 49,800
久　御　山　町 ６ 75,100
宇 治 田 原 町 ２ 13,700
和　　束　　町 １ 15,000
精　　華　　町 ９ 57,000
与　謝　野　町 １ 15,000

計 383 3,444,000
　　

３　執　　行　　額  3,444,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （補助金）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　将来にわたる安心・安全な上下水道サービスの供給体制を築くため、京都水道グランドデ
ザイン等に基づく市町村の取組を支援する。

２　施策の実施状況
　広域化・共同化メニューの効果検討を行った上で全体会議を実施し、推進するメニューの
抽出及び府内市町村の広域化・共同化に関する先行事例の紹介等の情報共有を行った。  
　また、市町村上下水道事業初任者等を対象とした公営企業財務会計事務や、管路の維持管
理技術に係る基礎的な研修を行った。

３　執　　行　　額  3,512,345円

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　府民に憩いの場を提供し、生きがいのある地域生活の実現を図るため、都市公園の運動施
設改修等の施設整備を行った。

公　園　名 施 行 場 所 執  行  額
嵐 山 公 園 右 京 区 6,002,700円
鴨 川 公 園 南 区 4,838,900
伏 見 港 公 園 伏 見 区 100,256,200
洛西浄化センター 長 岡 京 市 3,310,000公園
宇 治 公 園 宇 治 市 2,642,200
山城総合運動公園 〃 335,111,200
丹後海と星の見 宮 津 市 6,669,300
える丘公園
木津川運動公園 城 陽 市 43,690,200
関西文化学術研 精 華 町 108,798,160
究都市記念公園
丹波自然運動公園 京 丹 波 町 170,710,600
小計10箇所 782,029,460

６  公 　 園 　 費
２  都市公園費

（P180）
1,590,260,552

（2,943,733,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

630,211,816
生活・交通基盤
整備事業費

504,531,402
地域密着型社会
資本整備事業費

66,173,626
千年の都・鴨川
清流事業費

31,063,188
木津川運動公園
北側区域官民連
携調査事業費 

28,443,600

955,591,336
（2,298,785,184）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料    　 5,850,000
国庫支出金

443,076,650
繰　越　金

144,256,700
府　　　債

197,000,000
一 般 財 源

165,407,986

きょうと上下水道未来
づくり総合対策事業

公 営 企 画 課
水環境対策課

生活・交通基盤整備事
業

自然環境保全課
都 市 計 画 課
水環境対策課

（　 　 　 　）

（ ）
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地域密着型社会資本整
備事業

（都市計画課）

嵐山公園等魅力向上事
業

（都市計画課）

事 務 費 10,598,690
計 792,628,150

　

１　施策の趣旨等
　府民生活や地域の安心・安全の確保につながる、きめ細やかな小規模改良事業を行う。

２　施策の実施状況及び執行額
　都市公園利用者の快適で安心・安全な利用の促進を図るため、運動施設改修等の施設整備
を行った。

公　園　名 施 行 場 所 執  行  額
鴨 川 公 園 南 区 3,063,000円
伏 見 港 公 園 伏 見 区 3,499,800
宇 治 公 園 宇 治 市 489,715
山城総合運動公園 〃 25,644,400
天 橋 立 公 園 宮 津 市 12,168,898
木津川運動公園 城 陽 市 8,757,837
関西文化学術研 精 華 町 4,450,263究都市記念公園
丹波自然運動公園 京 丹 波 町 14,516,834
府民スポーツ広場 久 御 山 町 106,300

小計９箇所 72,697,047
事 務 費 3,162,418

計 75,859,465

１　施策の趣旨等
　嵐山公園及び天橋立公園において、公園利用者が魅力を感じることができる環境整備を推
進する。

２　施策の実施状況及び執行額
　嵐山公園において照明設備の設置、天橋立公園において休憩所テーブルの更新を行った。

公　園　名 施 行 場 所 執  行  額
嵐 山 公 園 右 京 区 5,150,000円
天 橋 立 公 園 宮 津 市 700,000

計 5,850,000
　



― 281 ―

― 280 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
千年の都・鴨川清流事
業

（都市計画課）

木津川運動公園北側区
域官民連携調査事業

（都市計画課）

府立公園新型コロナウ
イルス感染症対策事業

（都市計画課）

１　施策の趣旨等
　「千年の都・鴨川清流プラン」に基づき、魅力的な空間の創出、美しい鴨川及び治水安全
度の向上を目指す。

２　施策の実施状況及び執行額
　快適な利用の促進と季節や自然を身近に感じる公共空間を創出するため、葵地区において
トイレ棟の建築工事、小川の護岸工事を行った。

公　園　名 施 行 場 所 執  行  額
鴨  川  公  園 左 京 区 37,279,900円
事 務 費 873,821

計 38,153,721
　

１　施策の趣旨等
　木津川運動公園北側区域について、周辺土地利用計画の具体化や道路計画の進展を受け、
環境や時代のニーズに柔軟に対応できるよう、総合的な視点でこれまでの施設計画を見直し
新たな整備計画を策定する。

２　施策の実施状況
　早期整備に向けて、官民連携手法の検討、造成計画、園路・駐車場等の施設配置の検討を
行った。

３　執　　行　　額  7,100,000円
（委託料）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染防止対策のため、公園内に手洗い場の増設及び混雑状況をリアル
タイムに配信するシステムを構築し、子供が安心して利用できる環境を整備する。

２　施策の実施状況
　府内４公園（山城総合運動公園、関西文化学術研究都市記念公園、木津川運動公園、丹波
自然運動公園）に手洗い場と混雑状況を解析するためのカメラの設置及び情報発信システム
の構築を行った。

３　執　　行　　額  36,000,000円
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３ 自然公園費
（P180）

４ 国直轄事業
費負担金
（P180）

７  住 　 宅 　 費
２ 住宅建設費

（P182）

65,267,000
（123,929,000）

翌年度への繰越 
事業費繰越額 

18,727,000
生活・交通基盤
整備事業費

24,349,000
（24,349,000）

3,193,024,000
（3,473,282,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

970,184,000
生活・交通基盤
整備事業費

42,022,000
（100,041,177）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

13,564,000
繰　越　金

5,702,200
府　　　債

21,000,000
一 般 財 源

1,755,800

24,348,316
（24,348,316）

決算額の財源
内訳
府　　　債　

23,000,000
一 般 財 源

1,348,316

2,217,558,499
（2,461,418,433）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

952,644,000
繰　越　金

20,078,259
諸　収　入

5,277,310
府　　　債

1,179,000,000
一 般 財 源

60,558,930

生活・交通基盤整備事
業
（自然環境保全課）

国直轄公園事業
（都市計画課）

生活・交通基盤整備事
業

（住  宅  課）

１　施策の趣旨等
　案内標識、休憩施設、園地整備等の施設整備を行い、国定公園等の利用促進を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　　 公　園　名 施 行 場 所　　　　　　　　　　 　執 行 額

　　山陰海岸国立公園   京丹後市　　　　　　　　　　   5,960,221円
　　丹後天橋立大江山　  福知山市 　宮 津 市 　京丹後市
　　国定公園　　　　　  伊 根 町 　与謝野町 8,036,012

　　京都丹波高原国定　　　　 京 都 市　 綾 部 市
　　公園　　　　　　　　　     　 23,584,000

　　東 海 自 然 歩 道　　　　 京 都 市　 宇治田原町 4,441,767
　　　   計４箇所  42,022,000

１　施策の趣旨等
　国直轄公園の建設及び管理のために要した費用を負担し、府民に憩いの場を提供すること
により、生きがいのある地域生活の実現を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　　公　園　名 　事 業 費 　　　　　　　　　　 　執 行 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  （府負担金）
　　淀川河川公園 139,340,947円　　　　　　　　 24,348,316円

１　施策の趣旨等
　京都府総合計画に基づき、「災害からの安心・安全」、「成長・交流・暮らしの基盤づくり」
等に向けた基盤整備を着実に推進する。

２　施策の実施状況及び執行額
（1）　府営住宅整備等事業

　PFI手法を導入して建て替えた府営住宅の維持管理を行い、住宅環境の向上を図った。
　管理戸数　　令和２年度末　　１団地　　145戸 50,493,819円

（2）　府営住宅建設事業
　府営住宅等長寿命化計画に基づき、既存府営住宅の建替による整備推進を図った。
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
ア　管 理 戸 数
　　　　　 　

公営住宅法に基づく府営住宅　　　 準公営住宅
　  特定公共賃　特別賃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    貸府営住宅　貸府営
  木造 簡平 簡二  耐二 中耐 高層 計 中耐 高層 計 中耐 高層 　計  住宅 　合計
  戸 戸 戸  戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸
令和元年度末 112 403 1,053 28 11,204 407 13,207 62 41 103 13 ９ 22 1,600 14,932管 理 戸 数
令和２年度  14 28 - - - - 42 - - - - １ １ - 43処 分 戸 数
令和２年度  - - - - 60 - 60 - １ １ - - - - 61完 成 戸 数
令和２年度末 98 375 1,053 28 11,264 407 13,225 62 42 104 13 ８ 21 1,600 14,950管 理 戸 数

（上記（1）の145戸を含む）
（処分、完成戸数には準公営住宅への転換戸数を含む）

イ　住 宅 建 設
　　区　　　　分　　建設場所　　　戸数
　　公　　　　営　　福知山市　  　  -   （集会所）
　　　　　　　　　　舞 鶴 市　　　60戸（住棟、集会所）
ウ　執　行　額   1,382,071,875円

（3）　府営住宅ストック総合活用事業
　府営住宅の手すり設置、段差解消等の住戸改善やエレベーター設置等の共用部分改善を
行い、住宅環境の向上を図った。
ア　住 戸 改 善
　　身体障害者・高齢者向け改善 47団地
　　　　　　　　　京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宇治市、亀岡市、城陽市、
　　　　　　　　　向日市、八幡市、京田辺市、京丹後市、久御山町、京丹波町
　　浴室設置  ４団地
　　　　　　　　 （宇治市、八幡市、京田辺市、久御山町）
イ　共用部分改善
　　エレベーター設置 ２団地
　　　　　　　　 （京都市、宇治市）
　　外壁改修  ４団地
　　　　　　　　 （京都市、福知山市、舞鶴市、与謝野町）
　　設備改修  ２団地
　　　　　　　　 （京都市）
　　集会所活用型コミュニティ再生 ６団地
　　　　　　　　 （京都市、舞鶴市、南丹市、与謝野町）

（ 　 　 　 　 　 ）
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３ 住宅対策費
（P184）

35,496,000
（66,805,000）

30,557,978
（61,682,078）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

4,679,000
諸　収　入

2,010,000
一 般 財 源

23,868,978

住宅資金融資対策事業
（住  宅  課）

住宅相談事業
（住  宅  課）

高齢者向け優良賃貸住
宅供給促進事業

（住  宅  課）

次世代下宿「京都ソリ
デール」事業

（住  宅  課）

ウ　執　行　額
　　住 戸 改 善 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　224,189,342円
　　共用部分改善  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　560,803,463
　　　  　計   784,992,805

１　施策の趣旨等
　住宅建設及び増改築・修繕に必要な資金の貸付け等を行い、住宅環境の向上及び良質な住
宅ストックの形成を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　住宅のバリアフリー化等に必要な資金融資を行った。
　住宅建設資金融資事業貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,010,000円
　住宅改良資金融資事業費  183,716
　　　　　　計   2,193,716

１　施策の趣旨等
　府民からの住宅に関する法律的・技術的な相談への対応を行い、府民の安心の向上を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　住宅に関する耐震・法律・不動産取引知識などの相談に応じるため、京都府住宅供給公社
に住宅相談業務を委託した。
　相談件数 2,454件    10,217,000円

１　施策の趣旨等
　高齢者向けの優良賃貸住宅の家賃助成を行い、住宅環境の確保を図る。

２　施策の実施状況及び執行額
　民間事業者が行う高齢者向けの優良賃貸住宅の家賃助成を行った。
　管理戸数　　令和２年度末　１団地　　34戸 2,448,000円

１　施策の趣旨等
　若者への低廉で質の高い住宅確保と自宅の一室を提供する高齢者との交流を図る同居マッ
チングを促進する。

　指標：同居マッチング成立組数　　目標：50組　　実績：26組
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
　若者への低廉で質の高い住宅確保と自宅の一室を提供する高齢者との交流を図るため、同
居マッチングを行った。

３　執　　行　　額 3,918,140円

１　施策の趣旨等
　平成29年台風18号、台風21号並びに平成30年７月豪雨等の大規模自然災害により住宅等
に被害を受けた府民が、早期に安定した生活を取り戻すため、被災した住宅の再建に要する
経費について、被災者生活再建支援法に基づく支援金に加え、府独自の制度として再建に要
する経費を支援する。

２　施策の実施状況
（1）　地域再建被災者住宅支援補助

　被災した住宅等の再建に要する補助を行った市町に対し、補助金を交付した。
　補助金交付市町　10市町

（2）　地域再建被災者住宅融資
　被災した住宅を再建するための建設・改良資金に対して利子補給を行った。

３　執　　行　　額 11,781,122円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （うち補助金　11,715,000円）

地域再建被災者住宅支
援事業

（住  宅  課）



― 285 ―

科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

第 9款　警 察 費

１  警 察 管 理 費
２ 警察本部費

 （P184）
668,958,000

（71,135,142,001）
667,709,721

（71,068,417,822）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

806,417
府　　　債
　　　 7,000,000
一 般 財 源

659,903,304

警察安全相談員設置事
業

（広報応接課）

少年非行抑止ネット
ワーク事業

（少  年  課）

１　施策の趣旨等
　相談に対する知識や経験が豊富な元警察官を警察安全相談員として採用し、府民からの多
種多様な相談に迅速・的確に対応することにより、安全で安心なまちづくりを推進する。

２　施策の実施状況　　
　警察本部及び警察署に計16人の警察安全相談員を配置して、府民からの各種相談を受理す
るとともに、相談内容に応じて関係部署に引き継ぐなど、相談案件の早期解決と事件の未然
防止を図った。                             
　警察安全相談員の年間相談受理件数　5,037件（令和２年中）
　（主な内訳）                                                          
　　生活安全関係（犯罪等被害防止、家庭・職場・近隣関係、契約・取引関係等）  3,409件
　　刑事関係（特殊詐欺、恐喝、盗難、暴力団関係等） 　　　　　　    　　 　　　  453

３　執　　行　　額 51,091,773円

１　施策の趣旨等
　警察本部及び警察署にスクールサポーターを配置し、学校、地域ボランティア、保護者、
警察等の行政機関がネットワークを構築して連携することにより、少年非行を抑止する。
　　　
　指標：非行防止教室実施小中学校数
　目標： 570校（府内全小中学校）　　実績： 422校（74.0%）

           
２　施策の実施状況
（1）　元警察官42人をスクールサポーターとして採用し、警察本部及び各警察署に配置して、

学校、地域ボランティア及びPTAと協働した非行防止、立ち直り支援等の活動を行うこと
により、京都の未来を担う子供たちの規範意識の向上と教育環境の正常化を図った。
　学校訪問（高等学校を含む。）　10,668回
　指導、助言　　　　　　 　 　    4,764件
　パトロール　　　　          　    28,411回　　16,283時間
　非行防止教室等開催　　       　  2,263

（2）　SNS上における性被害防止に係る社会機運が高まりを見せる中、サイバーパトロールを
効率的かつ効果的に行うため、SNS等ビッグデータ検索システムを導入し、不適切な書き
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
込みをした者に対し、注意喚起を行い、被害の未然防止を図った。

３　執　　行　　額 133,481,721円

１　施策の趣旨等　
　交番相談員を交番に配置し、警察官のパトロールの強化や事件・事故等の対応により交番
に警察官が不在の場合でも来訪者に適切な対応ができるようにするほか、地域の防犯アドバ
イザーとして、子ども・地域安全見守り隊等の自主防犯活動に対する指導連絡や助言を行い、
交番の機能強化を図る。

　
２　施策の実施状況
　152交番に各１人の交番相談員を配置して、警察官のパトロール時間を確保するとともに、
地理案内や遺失・拾得届の受理、交番の出入口付近に立ち、通行人等に対して声かけや道案
内等を行う活動、事件又は事故発生時における警察官への連絡を行うなど、交番の円滑な活
動に寄与した。また、防犯アドバイザーとして、地域住民の自主的な防犯活動に対する指導
連絡及び助言を行った。
　交番相談員（152人）の年間取扱件数（令和２年中）　　　　 　　　　237,635件
　（内訳）
　　各種相談受理、事件事故通報                                      　　　　　　   14,162件
　　遺失・拾得届の受理 27,225
　　被害届代書預かり 160
　　各種防犯ボランティア団体に対する指導連絡及び助言  5,415
　　電話による独居高齢者等に対する防犯指導等（いたわりテレホン） 126,325
　　その他来訪者対応（地理案内等） 64,348

３　執　　行　　額 476,136,227円

１　施策の趣旨等　
　新型コロナウイルス感染症の拡大を防ぐため、Web会議システムを導入する。

２　施策の実施状況
　警察本部における会議等において、Web会議を実施した。
　　実施回数　58回  　　

３　執　　行　　額 7,000,000円

交番機能強化事業
（地  域  課）

府民サービス継続体制
整備事業

（総  務  課）
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１　施策の趣旨等
　東日本大震災や豪雨災害の教訓を踏まえ、大規模災害発生時に備え、災害警備活動用資機
材を整備することにより、初動態勢の早期確立を始めとする危機管理態勢の充実・強化を図
る。

　　
２　施策の実施状況
（1）　ポータブルLEDサーチライトの整備

　悪天候や夜間の災害現場等において、捜索・救助等に活用する機動性と強力な照射性能
を備えたポータブルLEDサーチライトを整備した。
　ポータブルLEDサーチライト　５台

（2）　高所救助用資機材の整備
　山岳の谷底等に転落した者や、地震等で座屈したビル内の者を迅速に救出・救助するた
めの資機材を整備した。
　高所救助用資機材　一式

３　執　　行　　額 8,118,000円

１　施策の趣旨等
　警察本部新庁舎への移転、別館庁舎の解体設計等を実施する。

２　施策の実施状況　
（1）　警察本部新庁舎への移転

　旧警察本部本館、別館等に分散配置していた職員の移転を完了し、令和２年10月１日か
ら全面供用を開始した。

（2）　別館庁舎の解体設計等
　警察本部別館庁舎、元堀川警察署庁舎の解体設計等を完了した。

３　執　　行　　額 820,432,122円

１　施策の趣旨等　
　昭和43年築で、老朽化、狭あい著しい宇治警察署の現地建替に向けた基本設計等を実施す
る。

２　施策の実施状況　
　現地建替に向けた基本設計等を実施した。

３　執　　行　　額 69,205,990円

危機管理態勢充実・強
化事業

（警備第一課）

警察本部庁舎等整備事
業

（会  計  課）

宇治警察署整備事業
（会  計  課）

8,120,000
（694,360,000）

3,182,954,000
（4,412,171,000）

３ 装  備  費
 （P186）

４ 警察施設費
 （P186）

8,118,000
（693,552,218）

決算額の財源
内訳
府　　　債

8,000,000
一 般 財 源

118,000

 3,130,891,725
（4,359,050,814）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

331,416,000
府　　　債

2,756,000,000
一 般 財 源

43,475,725
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等　　
　新名神高速道路延伸計画において、敷地の一部が建設予定地となる城陽警察署の移転建替
を実施する。

２　施策の実施状況　
　新名神高速道路延伸工事の事業主体である西日本高速道路株式会社から城陽警察署新庁舎
の引渡しを受け、令和２年８月31日から供用を開始した。

　　
３　執　　行　　額 285,359,466円

１　施策の趣旨等　
　安全で安心なまちづくりを推進するため、交番・駐在所の整備を計画的に実施する。

２　施策の実施状況　
　老朽化交番・駐在所の建替整備
　大宮頭交番（上京警察署）、常磐野交番（右京警察署）、大原野交番（西京警察署）、上夜
久野駐在所（福知山警察署）

３　執　　行　　額 149,730,999円

１　施策の趣旨等　
　身近な安心・安全につながるインフラの劣化等に関する府民の気付きを募集し、府民協働
によるインフラ保全を推進する。

２　施策の実施状況
ア　交通信号機の新設
　　押ボタン式信号機新設 ２基
イ　交通信号機の改良整備
　　信号機多現示化 ２基
　　視覚障害者用付加装置 １
　　高齢者等感応化 １
　　歩行者用・車両用灯器LED化 11灯
　　歩行者用・車両用灯器増設 24
　　歩行者用・車両用灯器更新 18
ウ　道路標識の整備

城陽警察署移転建替事
業

（会  計  課）

交番・駐在所整備事業
会  計  課
地  域  課

府民協働型インフラ保
全事業

（交通規制課）

（ ）
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　　路側式標識 50本
　　集中３可変灯火式可変標識取替 ４面
　　標識の建植手入れ  一式
エ　道路標示の整備
　　横断歩道の設置塗替 665本
　　実線標示の設置塗替　　　　　　　　　32.9km
　　図示標示の設置塗替  399個
　　自転車横断帯の設置塗替 142本
　　道路標示の消除　　　　　　　　　　  0.079km

        
３　執　　行　　額 199,997,600円

１　施策の趣旨等　
　交通事故の抑止と交通の円滑化による交通渋滞や交通公害の減少を図るため、交通安全施
設の計画的な整備を行い、安全な交通環境の実現を図る。

　指標：交通事故発生件数
　目標：4,600件以下　　実績：4,118件

２　施策の実施状況
（1）　補助事業

ア　交通管制システムの整備
　　交通管制センター整備  一式
　　集中制御機 37基
　　情報収集装置 40式 
　　情報収集提供装置 33基
　　交通情報板 ２
　　監視用テレビカメラ ２台
イ　交通信号機の新設
　　半感応式信号機新設 １基                 
　　プログラム多段式信号機新設 ２
　　歩行者用・車両用灯器増設 21灯
ウ　交通信号機の改良整備
　　信号機プログラム多段系統化 ５基
　　信号機半感応化 15
　　信号機プログラム多段化 40
　　押ボタン化 ５
　　歩車分離化 １
　　信号機多現示化 ８

交通安全施設整備事業
（交通規制課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　　視覚障害者用付加装置 ６基
　　高齢者等感応化 ２
　　歩行者用・車両用灯器LED化 135灯
　　信号機電源付加装置 １基
　　信号機移設等  10式
　　配線地中化 ２
エ　道路標識の整備
　　路側式標識（高輝度） 465本
　　大型固定反射式標識 10
オ　道路標示の整備
　　横断歩道の塗替　　　　　　　　　　　15.0km
　　実線標示の塗替 6.46

（2）　単独事業
ア　交通管制システムの整備
　　交通管制センター整備 一式
イ　交通信号機の新設
　　プログラム多段式信号機新設 １基
　　歩行者用・車両用灯器増設 ５灯
ウ　交通信号機の改良整備
　　歩行者用・車両用灯器LED化 61式
　　信号機電源付加装置 52基
エ　道路標識の整備
　　路側式標識 907本
　　大型固定反射式標識板 18枚
　　標識の建植手入れ 一式
オ　道路標示の整備
　　横断歩道の設置塗替 686本
　　実線標示の設置塗替　　　　　　　　　6.12km
　　図示標示の設置塗替 739本
　　自転車横断帯の設置塗替 71
　　道路標示の消除　　　　　　　　　　　3.33km
カ　交通信号機等の維持管理 一式

３　執　　行　　額 1,606,165,548円
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１　施策の趣旨等
　犯罪被害者等の権利利益の保護を図るため、犯罪被害者等基本法、第３次犯罪被害者等基
本計画に基づき各種施策を推進する。

　                                                         
２　施策の実施状況　　        
（1）　関係機関・団体と連携を強化するとともに社会全体で犯罪被害者等をサポートする気運

を醸成した。
　　京都府犯罪被害者支援連絡協議会の運営

（2）　被害者支援の確実な実施のために、相談受理体制の充実と効果的な広報啓発活動を行った。
ア　性犯罪相談ダイヤル「ハートさん」等の各種相談窓口の運用
イ　警察における被害者支援の広報用リーフレット等を活用した広報啓発活動の実施
　　（主な広報啓発活動）
　　　地域イベント、街頭等における広報啓発活動                　    
　　　高校における被害者遺族講演の実施及び広報啓発活動
　　　警察署単位犯罪被害者支援連絡協議会における広報啓発活動　　
　　　生命のメッセージ展の開催　　　                

（3）　身体犯被害者・性犯罪被害者等の診断書料等に係る経費を公費で負担し、被害者等の経
済的負担の軽減を図った。
ア　身体犯被害者に対する初診料、診断書料
イ　性犯罪被害者に対する初診料、診断書料等
ウ　精神科医師の診察料等
エ　司法解剖後における死体検案書料、遺体修復料

３　執　　行　　額 3,301,417円

１　施策の趣旨等
　訪日外国人が当事者となる事件事故や遺失拾得、地理案内等の様々な警察事象に迅速・的
確に対応し、府民はもとより訪日外国人等も京都の良好な治安を等しく体感できる環境を整
備する。

２　施策の実施状況
（1）　日本語を解さない外国人からの急訴、各種届出等に対応するための資機材を訪日外国人

等の来所が多く見込まれる交番等に整備するなど、コミュニケーションの円滑化を図った。
ア　外国語翻訳タブレットの運用 　　　  32台　
イ　24時間多言語コールセンターの活用による申告概要の把握 36件

（2）　防犯・防災情報や遺失届・拾得届の届出要領のほか、日本の司法制度・刑事手続等といっ
た情報を容易に入手することができるように、訪日外国人等に対する情報伝達手段の強化

犯罪被害者等支援活動
推進事業

（警  務  課）

Welcome Kyoto Project
事業

（警  務  課）

２  警 察 活 動 費
１ 警察活動費

 （P186）
247,005,000

（2,090,534,000）
 241,103,192

（2,073,511,713）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

68,418,741
諸　収　入

2,875,879
一 般 財 源

169,808,572
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
を図った。
ア　京都府警察ホームページ（一部）の英語・中国語（簡体字）・韓国語への翻訳
イ　外国人向け広報紙を活用した防犯情報の発信 45,000部
ウ　外国人110番サポートカードの作成  20,000枚
エ　押ボタン式信号機外国語説明板の整備　　　　　　　　　　　　  18箇所
オ　京都駅デジタルサイネージを活用した情報発信　　　　　　　　　2

（3）　英会話が堪能な会計年度任用職員１人を採用して、英会話能力向上のため、効果的・継
続的な教養のほか、外国人を対象とした交通安全指導を実施した。　　　　　　　　　　　
ア　初任科生や入校者、再採用職員に対する英会話教養 314人
イ　外国人を対象とした交通安全教室の開催 １回

３　執　　行　　額 8,685,257円

１　施策の趣旨等
　刑法犯少年の検挙・補導人員の中で高い割合を占める万引き・自転車盗等の身近な犯罪の
発生を抑止するため、住民、事業者、行政との協働による抑止活動を推進する。

　指標：刑法犯認知件数　
　目標：15,000件以下（令和２年中）　実績：11,851件

       
２　施策の実施状況
（1）　京都府万引き防止対策推進協議会加盟店舗等と連携し、防犯アドバイザーによる防犯診

断・防犯指導を実施するとともに、各店舗に防犯ハンドブックを配布して、万引きを許さ
ない社会気運を醸成した。                                    
ア　防犯アドバイザーによる被害多発店舗防犯診断・防犯指導
　　（主な取組）

シミズ薬品株式会社系列のドラッグストアに対する防犯診断及び店長会議での防犯
指導（生活安全企画課、下鴨警察署、伏見警察署）
イオンモール高の原に対する防犯診断及び店長等を対象とした防犯指導（木津警察
署）
株式会社にしがきに対する防犯診断及び店長会議での防犯指導（宮津警察署）　

イ　万引き防止ハンドブックを活用した防犯指導
　　京都府万引き防止対策推進協議会会員店舗等　　　　　　　　　　 4,500部
　　（主な取組）

JR京都伊勢丹を対象とした防犯指導（下京警察署）

身近な犯罪を許さない
社会づくり推進事業
（生活安全企画課）
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（2）　自転車盗の抑止を目的とした広報啓発活動の実施により、自転車利用者の規範意識、防
犯意識を醸成した。
（主な取組）
ア　被害多発場所を対象とした広報啓発活動の実施　　　　　　　　　　　
　　JR二条駅周辺及び大型商業施設における被害防止広報啓発（中京・南警察署）
イ　学校、関係機関と連携した広報啓発活動の実施
　　大学と連携した防犯マンガ動画の作成と広報啓発（川端警察署）
　　高校と連携した防犯アナウンスの作成と広報啓発（舞鶴警察署）
　　自転車販売店と連携した広報啓発（南警察署）

（3）　学生・現役世代による防犯ボランティア活動を促進するため、活動用ベスト等の物的支
援や防犯ボランティア保険への加入支援を行った。
（学生防犯ボランティアの主な活動実績）
　啓発活動　　　　22回
　パトロール　　　25
　防犯教室　　　　３

３　執　　行　　額  2,560,401円

１　施策の趣旨等
　子育て世代等が、子供の安全安心を実感できるように、子供が活動する時間帯を中心とし
た防犯・交通安全対策の強化・充実を図る。

２　施策の実施状況
（1）　通学路等における「こども 110番のいえ」、「こども 110番のくるま」の整備・拡充

　「こども 110番のいえ」等の継続的な実態把握と訪問点検を通じ、活動マニュアルの交
付や経年劣化によるプレートの交換、新規設置等を実施した。
　こども 110番のいえ登録状況等
　こども 110番のいえ　　　　 　 17,112軒
　こども 110番のくるま　77団体　4,295台

（2）　発達段階に応じた防犯教育プログラムの策定
　子供の年齢に応じた危険予測・回避能力の向上を目的として、参加・体験型による防犯
教育を推進するため、大学教授等の有識者監修の下、防犯教育の統一指針となる防犯教育
プログラムを策定した。

（3）　GIS交通事故分析システムの高度化
　交通指導取締り、交通安全教育等と交通事故発生状況の相関分析等を行い、より効果的
でタイムリーな交通事故防止対策を推進するためのシステム改修を実施した。　

（4）　可搬式速度違反取締装置による車両速度抑制対策　
　可搬式速度違反取締装置４基を整備して、通学路・生活道路等での速度違反取締りを実
施した。

子供安全安心実感まち
づくり事業

生活安全企画課
少 年 課
交 通 企 画 課
交 通 指 導 課（ ）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
　子供の交通事故発生状況（小学生、歩行中）（令和２年中）
　死者数　　０人（前年対比±０人）
　負傷者数　24 （　 〃　 △４ ）

　
３　執　　行　　額 58,289,809円

１　施策の趣旨等
　サイバー犯罪から青少年を守るための対策を実施するとともに、複雑、多様化、増加する
サイバー犯罪に対する捜査体制の強化を図る。

        
　指標：警察職員やネット安心アドバイザー等によるサイバー犯罪被害防止講演の実施回数
　実績：2,949回（令和２年中）

２　施策の実施状況
（1）　青少年のネット問題等の専門的知識を有する大学准教授等を「ネット安心アドバイザー」

として登録し、府内の高等学校等においてサイバー犯罪被害防止に係る講演を実施し、青
少年のネットモラルの醸成や、ネットトラブル対応能力の向上を図った。
　アドバイザー登録数　   25人
　実施回数　　　　　　 216回　

（2）　多様化するネットトラブルから青少年や高齢者を守るため、受講者各自がタブレット端
末を操作して、ワンクリック詐欺やSNSへの不用意な投稿によるトラブル等を疑似体験し
ながら犯行の手口や対処法を学ぶ体験型講座（アクティブラーニング）を開催した。
　実施回数　　　　　　 158回

３　執　　行　　額 9,169,127円

１　施策の趣旨等
　高度な犯罪分析機能を用いて、効果的なパトロールコースの選定等を行い、犯罪抑止活動
を強化するとともに、犯罪の早期検挙を推進する。

　　　
２　施策の実施状況　
　選定したパトロールコースにおける府民との協働パトロール等の犯罪抑止活動を実施した
ほか、犯罪リスクの高いエリアにおける警戒活動を行うことにより、性犯罪や街頭犯罪を検
挙した。

青少年に対するサイ
バー犯罪被害防止対策
事業
（サイバー犯罪対策課）

犯罪防御システム活用
事業

（刑事企画課）
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３　執　　行　　額 104,518,497円

１　施策の趣旨等
　被害件数・被害額ともに依然として高水準で推移している特殊詐欺被害の撲滅に向け、犯
行抑止対策や金融機関等と連携した被害未然防止対策を実施する。

　　　
２　施策の実施状況　
（1）　だまされた振り作戦において、被害者の心理的負担の軽減、被害者と警察の連携を図る

「支援ツール（通信端末）」を警察本部、各警察署で活用し、同作戦による検挙の強化を図っ
た。
　支援ツール運用台数　                  　　　 81台
　だまされた振り作戦実施数 　　　　　　 58件（令和２年中）
　だまされた振り作戦による検挙数　　      ３

（2）　犯人グループが使用する電話に集中的に電話をかけ続け、その使用を事実上不能とする
「集中架電システム」を運用し、犯行ツール対策の強化を図った。
　対象犯行使用電話回線    　　　　     　 213回線（令和２年中）
　集中架電回数　　　　　　　　　 5,357,880回

（3）　「特殊詐欺を発生させない」社会気運の醸成に努め、コンビニエンスストア等に啓発用
物品を設置した。
ア　コンビニ用啓発POPの作成
　　設置店舗数及び作成数　　　　　　　       1,089店舗、3,000枚
イ　特殊詐欺被害未然防止啓発チラシの作成   
　　作成枚数                                           　　　　　　　  20,000枚
　　広報啓発活動の実施回数                             　　　　　   616回（令和２年中）

　　  
３　執　　行　　額 6,940,249円

１　施策の趣旨等
　東日本大震災や豪雨災害の教訓を踏まえ、大規模災害発生時に備えて、災害警備活動用資
機材を整備することにより、初動態勢の早期確立を始めとする危機管理態勢の充実・強化を
図る。

　　
２　施策の実施状況
（1）　放射線防護資機材の点検整備

　原子力関連事故等発生時の部隊活動に必要となる放射線防護資機材（サーベイメータ、
個人線量計）の点検整備を実施した。
　サーベイメータ　表面用　49台、空間用　51台
　個人線量計　1,106台

特殊詐欺被害撲滅総合
対策事業

（組織犯罪対策第二課）

危機管理態勢充実・強
化事業

（警備第一課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（2）　救出救助・捜索活動用手漕ぎ式ゴムボートの整備

　台風や集中豪雨等による水害発生時に備え、救出救助・捜索活動用手漕ぎ式ゴムボート
６艘を追加整備した。
　下京警察署　　　１艘　
　山科警察署　　　１
　北警察署　　　　１
　木津警察署　　　１
　宮津警察署　　　１
　京丹後警察署　　１

  
３　執　　行　　額 27,640,076円

１　施策の趣旨等　
    新型コロナウイルス感染症の全国的な拡大を受け、繁華街等における感染拡大防止対策の
強化を図るとともに、各種給付金の支給に便乗した悪質商法等による消費者被害等を防止す
るため、啓発活動の強化を図る。

２　施策の実施状況　
　繁華街等における警察官のパトロール活動を通じた防犯対策等を効率的に進めるため、広
報用資機材として、12警察署25交番等にLED電光表示板を整備した。

３　執　　行　　額  9,999,429円

１　施策の趣旨等　
    WITHコロナ社会において、府民等との対面・接触を要する警察業務における感染拡大防
止対策の強化を図る。

２　施策の実施状況
（1）　運転免許更新業務における感染予防措置

　運転免許試験場等において、府民等への感染拡大防止と警察行政サービスの利便性を両
立させるため、サーモグラフィ等を整備した。
　サーモグラフィ　　               　　　　 ４台
　フェイスシールド 　             　　　　200枚　

（2）　交通取締りにおける感染予防措置
　交通違反取締り活動と府民等への感染拡大防止を両立させるため、ヘルメット装着用

新型コロナウイルス感
染症対策事業

地 域 課
警備第一課

新型コロナウイルス感
染症危機管理対策事業

留 置 管 理 課
交 通 指 導 課
運転免許試験課

（　　　　）

（ 　 　 　 　 ）
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フェイスシールド等を整備した。
　ヘルメット装着用フェイスシールド 540枚
　アルコール感知器 145本

（3）　留置施設における感染予防措置
　留置施設でのクラスターの発生等を防止するため、パルスオキシメーター等を整備した。
　パルスオキシメーター 52台
　フェイスシールド 300枚　　

 
３　執　　行　　額 9,998,930円
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

第10款 教 育 費

１  教 育 総 務 費
４ 教育連絡調

整費
 （P190）

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

929,071,000
（1,430,743,231）

 　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

　　　　  　　

874,783,751
（1,334,348,197）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

278,715,720
一 般 財 源

596,068,031

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

いじめ防止・不登校支
援等総合推進事業

学校教育課
高校教育課
社会教育課（ ）

１　施策の趣旨等
　いじめや不登校が大きな問題となる中で、学校等における児童生徒や保護者の相談に対応
する総合的なサポート体制を充実するとともに、いじめ、不登校対策や生徒指導の充実を図
る。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　 目　　標　　　　　　　　実　　績
　スクールカウンセラーの配置校数　　小27校、中高全校配置　　小27校、中高全校配置

２　施策の実施状況
（1）　スクールカウンセラー配置

　学校における教育相談機能の充実を図るため、専門的な知識を有する臨床心理士をス
クールカウンセラーとして小・中・府立高等学校に配置した。
　配　置　校 （小 学 校） 向日市立向陽小学校ほか26校
 （中 学 校） 全中学校
 （高等学校） 全府立高等学校

（2）　心の居場所サポーター配置
　学校に登校できるが教室に入りにくい児童生徒に対し、相談室等で相談・学習支援を行
うための「心の居場所サポーター」を小・中学校に配置し、不登校の未然防止と早期解決
を図った。
　配　置　校 （小 学 校） 宇治市立槇島小学校ほか15校
 （中 学 校） 向日市立西ノ岡中学校ほか21校

（3）　いじめ対策24時間電話相談
　いじめ問題等に関し、24時間体制での電話相談を実施した。
　相談件数　5,067件

（4）　トータルアドバイスセンター
　学校教育及び家庭教育に関する相談体制の充実を図るため、精神科医、臨床心理士等の
適応指導相談員や臨床・発達心理学等専門的な知識や技能を有するカウンセラーを配置し、
来所及び巡回教育相談を実施した。
　来所教育相談場所　　府総合教育センター及び同北部研修所
　巡回教育相談場所　　教育局及びアグリセンター大宮

（5）　ネットいじめ対策
　学校非公式サイト等への誹謗中傷の書き込みなどネットをめぐるいじめなどから児童生
徒を守るため、民間業者によるネット監視業務を実施するとともに、府民からネットいじ
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
めに関する情報を受け付けるための専用通報窓口を開設した。
　監視件数　　1,532件
　通報件数　　 　 ０

（6）　フリースクール連携推進事業
　不登校児童生徒の学校復帰や希望進路の実現に向けて取り組んでいるフリースクールと
の連携を推進し、児童生徒の社会的自立を支援した。
　連携施設　　　  ６施設

（7）　SNSを活用した相談体制構築のための調査研究
　通信手段が電話からSNS等に移行していることを踏まえ、多様な相談体制の構築を目的
として「LINE」による相談窓口「子どもLINE相談@京都」を開設した。
　設置期間　令和２年７月６日から令和３年３月29日までの毎週月曜日、
　　　　　　令和２年８月18日から８月23日まで及び
　　　　　　令和３年１月５日から１月８日まで
　受付件数　781件

（8）　不登校児童生徒支援拠点整備事業
　市町村が設置する教育支援センターにスクールカウンセラー等の専門家を配置し、相談
業務や個別学習の支援を行うなど、同センターを不登校児童生徒支援の拠点として機能拡
充を図った。
　実施市町村　　９市町

（9）　「もう１つの教室」モデル構築事業
　小学校において、別室登校している児童に対し、個別の学習計画を作成する等状況に応
じた支援を実施した。
　実施校　福知山市立雀部小学校

（10）　学校問題対策チームの設置
　いじめや虐待等の重大事案に対して、法律や心理学等の専門家を中核としたチームを事
務局に設置した。

（11）　不登校児童生徒に対する支援体制整備事業
　教育支援センターにおける相談・支援体制の強化や関係機関との連携を支援するコー
ディネーターの配置等を実施した。
　実施市町村　　６市町

　　　
３　執　　行　　額 327,346,922円
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１　施策の趣旨等
　「まなび・生活アドバイザー」を配置・派遣し、児童生徒への支援とネットワークづくり
により、学校をプラットフォームとした福祉関係機関等との連携支援体制を構築する。

　　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　目　　標　　　   実　　績
　「まなび・生活アドバイザー」の配置校数　　　　小学校29校　　　小学校29校
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中学校40　　　　中学校40

　
２　施策の実施状況
（1）　地域の状況に詳しい退職教員等を小・中学校に「まなび・生活アドバイザー」として配

置し、担任と連携した支援や福祉関係機関等と連携した家庭環境の改善を行い、生活習慣
の確立と学習習慣の定着を図った。

（2）　学校に社会福祉士、臨床心理士等を派遣し、困難な家庭環境にある子どもの状況を学校
で把握し、教育的、福祉的観点から学習・生活支援策を検討・実施できるようケース会議
を開催した。

３　執　　行　　額 148,399,210円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業による児童生徒等の心身への影響
を防ぐため、心のケアを行う体制の充実を図る。

　　　　　　　　　      　　
２　施策の実施状況
（1）　スクールカウンセラーの派遣

　児童生徒・保護者等へのカウンセリング強化のため、未配置校への派遣回数を拡充した。
　派遣回数　979回

（2）　まなび・生活アドバイザーの派遣
　福祉関係機関等と連携したよりきめ細かな支援を実施するため、未配置校への派遣回数
を拡充した。
　派遣回数　741回

３　執　　行　　額 73,241,099円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業からの再開に当たり、児童生徒の
学びを保障するため、必要な人的体制を強化する。

京都式「学力向上教育
サポーター」事業

（学校教育課）

心のケア緊急対策事業
学校教育課
高校教育課

教育体制緊急強化事業
（学校教育課）

（ ）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
　児童生徒の相談、学習支援等を行う「心の居場所サポーター」を未配置校へ追加配置した。
　配置校数　小学校　101校（延べ117校）
　　　　　　中学校　 53　 （  〃   75 ）

  
３　執　　行　　額 44,812,607円　　

　

１　施策の趣旨等
　小・中・高校生の英語によるコミュニケーション能力の育成を図るとともに、高校生の海
外語学研修や留学への支援・英語指導助手の配置などにより、国際感覚を身に付けた国際社
会で活躍できるグローバル人材を育成する。

　　　　指　　標　　　　　　　　　　目　　標　　　　　　 実　　績
　英検準２級相当を取得して          　　　42.4%             　　　　45.6%　いる府立高校生の割合

　　　　　　　　　　　
２　施策の実施状況
（1）　英語指導助手の配置

　英語による実践的なコミュニケーション能力の充実や国際理解教育の推進を図るため府
立高等学校等にJETプログラムによる英語指導助手を配置した。

（2）　府立高校生グローバル文化カフェ事業
　教育旅行・観光訪日外国人とのおもてなし交流を実施した。
　実施学校数　２校

（3）　英語４技能向上事業
　中学校２年生を対象に英語４技能テストを実施した。
　実施校　　　大山崎町立大山崎中学校ほか９校

（4）　小学校教員及び中学校教員を対象に、新教材を活用した指導方法の研修会を実施すると
ともに、「聞く・話す」を中心とした集中セミナーを実施した。

（5）　府立高校生ハイブリッド型英語研修補助事業
　対面形式とオンライン形式のハイブリッドによる異文化理解と語学の研修に参加するた
めの費用の一部を補助した。
　参加生徒数　18人  

３　執　　行　　額 174,463,667円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

京都グローバル人づく
り事業

学校教育課
高校教育課（ ）
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１　施策の趣旨等  
　基礎基本の徹底や個別課題に対応するための取組を充実し、児童生徒に確かな学力が身に
つくよう、学力向上に向けた実践的・効果的な支援を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　小学生個別補充学習～ジュニア・わくわくスタ～

　学習内容が高度化する小学４・５年生段階のつまずきを解消するとともに、主体的に学
習に取り組む意欲・態度を身に付けさせるため、基礎基本を徹底する補充学習を実施した。
　実　施　校　　157校                  

（2）　中１振り返り集中学習～ふりスタ～　
　中学１年生の早期に学習のつまずきの解消を図るとともに、主体的に学習に取り組む意
欲・態度を身に付けさせるため、基礎的・基本的な内容を振り返る集中学習を実施した。
　実　施　校　　 89校

（3）　中２学力アップ集中講座
　中学２年生段階における基礎学力の定着を図り、さらに発展した学習ができるよう集中
学習を実施した。
　実　施　校　　 88校

（4）　中学生読解力向上対策
　「読む力」と「書く力」を総合的に高めていき、実生活で活用できる力を身に付けた生
徒を育成するため、小論文グランプリ等を実施した。

（5）　大学の先生に学ぼう体験事業
　京都大学と連携して、研究者が学校へ出向いて授業を行う出前授業を実施した。
　実　施　校　　 75校

（6）　理科教育推進事業
　理科の観察実験の機会確保と質の向上のため、理科支援員を配置するとともに、大学教
授による指導助言を実施した。
　配　置　校　　大山崎町立大山崎中学校ほか５校

（7）　学びの深化プロジェクト
　学校独自の創意ある教育活動を行う研究校を指定し、学校の課題解決に結び付けた実践
研究を実施した。
　実　施　校　　精華町立山田荘小学校ほか７校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　執　　行　　額 64,622,385円

　

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業による影響を防ぐため、学校再開
後の学習のつまずきを防止するための補習等を実施する。

　

効果の上がる学力対策
事業

（学校教育課）

「学びの保障」事業
（学校教育課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
　補習に対応するための学習支援員を追加配置した。
　配置校数　小学校　83校
　　　　　　中学校　76

３　執　　行　　額 3,233,000円

１　施策の趣旨等
　生命を尊重する心、他者への思いやりや社会性、倫理観や正義感、美しいものや自然に感
動する心等の豊かな人間性の育成を目指し、心の教育の充実を図るため、家庭・地域社会・
学校・関係機関が連携しながら総合的な施策を推進する。

　　　　　　指　　標　　　　　　  　　　　 目　　標　 　 　 　実　　績
　小・中学校における伝統文化や仕事　　 　　  100% 　   　  　　   100%　体験活動の実施率

２　施策の実施状況
（1）　KYO発見 仕事・文化体験活動

　京都の伝統や文化を大切にする心や、望ましい職業観・勤労観及び様々な知識・技能、
社会の一員としての規範意識やコミュニケーション能力などを身につけさせるため、地域
における仕事や文化、古典等の体験活動を小・中学校において実施した。

（2）　子どもの読書活動の推進
　子どもが積極的に読書活動を行おうとする意欲を高めるため、「子ども読書本のしおり
コンテスト」を実施した。
　応募者数　8,086人

　
３　執　　行　　額 8,214,901円

                            
１　施策の趣旨等
　府立高等学校における文化系部活動への支援を通じて、京都の伝統文化の次世代への継承
を図るとともに、京都ならではの文化をはぐくむことを目指す。

　　指　　標　　　　　　　　　目　　標　　　　　　　　　実　　績
　事業指定校数　　　　　外部指導者の技術指導による　　　22校29部　　　　　　　　　　　　文化系部活動の充実

  

豊かな心を育てる教育
推進事業

学校教育課
社会教育課

高校生「京の文化力」
推進事業

（高校教育課）

（ ）
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２　施策の実施状況
　各種大会等で顕著な活動実績のある部や、特に育成に努めることが必要と認める部を対象
として学校を指定し、活動を支援するとともに、その成果の発表に対する経費を助成した。

３　執　　行　　額 6,106,940円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （うち補助金　3,500,000円）  

１　施策の趣旨等
　府内幼児教育施設を通じた協働ネットワークを構築し、幼児教育の質の向上や、小学校教
育への円滑な接続を図る。

　　　　　指　　標　　　　　　　　　目　　標　　　　　　実　　績
　幼児教育アドバイザーによる  　　　　  40回　　　　　　　　46回　幼児教育施設への指導助言回数

２　施策の実施状況
（1）　幼児教育センターの設置

　府の幼児教育推進の拠点を形成するとともに、公私立幼稚園・保育園・認定こども園等
による協働ネットワークを構築するため、「京都府幼児教育センター」を設置した。

（2）　幼児教育アドバイザーの配置
　幼児教育の専門的な知見や豊富な実践経験を有する幼児教育アドバイザーを配置し、幼
児教育を担う各施設への巡回・指導助言や研修等を実施した。
　指導助言回数　46回

　
３　執　　行　　額 5,894,315円

１　施策の趣旨等  
　課題解決型学習等の実施を通し、児童生徒の将来のために必要な資質・能力を育成できる
よう、総合的な施策を推進する。

　　指　　標　　　　　　　　　目　　標　　　　　　　実　　績
　事業指定校数　　　       　 15校５中学校区　      　 15校５中学校区

                        
２　施策の実施状況
（1）　次世代型小・中・高連携外国語教育推進事業

　学習指導要領改訂に伴い、児童生徒の英語４技能をバランス良く育成するため、市町村
や地元企業と連携し、小学校から高等学校までの一貫した英語教育を実施した。
　実　施　校　　８校（小学校　４校　中学校　２校　高等学校　２校）

幼児教育の質向上・課
題解決事業

（学校教育課）

新しい学び総合推進事
業

（学校教育課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
（2）　未来を拓く学校づくり推進事業

　「認知能力」と「非認知能力」をともにバランス良く育むため、プログラムの作成等の
実践研究を実施した。

（3）　論理的思考力育成事業
　子どもたちの学びをさらに深めるため、論理的に物事を考える力や、様々な情報を有効
に活用する力などの育成に向けた実践研究を実施した。
　実　施　校　　向日市立西ノ岡中学校　
　　　　　　　　福知山市立三和中学校

（4）　課題解決型学習推進事業
　府内企業とタイアップし、子ども達が社会に出たときに直面するような「答えのない問
い」に長期的・継続的に取り組む課題解決型学習を実施した。
　実　施　校　　向日市立寺戸中学校ほか４校

３　執　　行　　額 4,641,651円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大による影響により、全国大会の中止や開催内容が変更さ
れたことを受け、中学校及び高等学校部活動の集大成となる大会等の開催を支援する。

２　施策の実施状況
　感染防止対策経費や会場使用料等を大会主催団体に対して支援した。
　支援団体
　運動部　　３団体　27競技
　文化部　　１団体　18部門

３　執　　行　　額 13,807,054円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）

１　施策の趣旨等
　義務教育９年間を見通し、児童生徒や学校の実態に即して必要な教員を配置し、一人ひと
りの児童生徒の確かな学力の定着を図る。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　 目　　標　　　　　　 実　　績
　学校の実態等に即した教員配置数　　　全小学校に配置　　　全小学校に配置

                                                                 

２  小 学 校 費
１ 教 職 員 費

 （P192）
2,863,809,703

（34,005,912,000）

       
                                                                                                                      

2,856,789,262
（33,971,665,569）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

648,116,412

中高生夢舞台開催支援
事業

高校教育課
保健体育課

子どものための京都式
少人数教育推進事業

教職員企画課
教職員人事課

（ 　 ）

（ 　 ）
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２　施策の実施状況
（1）　小学校低学年指導充実事業

　児童に学校での基本的な生活習慣及び学習習慣を身に付けさせ、保育園や幼稚園等から
小学校への円滑な移行と定着を図るため、小学校第１及び第２学年の児童数30人を超える
学級に非常勤講師を配置した。
　配置状況　第１学年　111学級
　　　　　　第２学年　101

（2）　京の子ども・少人数教育推進事業
　小学校第３から第６学年で30人程度の学級編制が可能となるよう教員配置を充実すると
ともに、児童に応じた指導を行うため、少人数授業・ティームティーチング・少人数学級
を市町村教育委員会の選択により実施した。
　配置状況　少人数授業・ティームティーチング　 80校　 97人
　　　　　　少人数学級         　　 　　　　　　　 81  　 138　

　
３　執　　行　　額 2,306,628,593円

   
                                                                                                                                                  
１　施策の趣旨等
　教育の質を高めるため、教職員の意識改革を行うとともに、外部人材の活用などにより、
教員が授業や準備等に集中できる環境を構築する。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　　  実　　績
　小学校英語教育推進教員の配置　　　　　　　　　54人                　　　54人
　スクール・サポート・スタッフの配置　　　　　　28校  　　　　　　　28校

　　　　　　　
２　施策の実施状況
（1）　小学校英語教育推進教員の配置

　配置校で英語授業を実施するとともに、公開授業や研修を通じて、小学校英語教育を先
導する教員を配置した。

（2）　スクール・サポート・スタッフの配置
　教員を補助するスタッフを小学校に配置し、英語教育の推進や学級担任の事務作業等を
サポートする体制を整備した。

 
３　執　　行　　額 239,188,666円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業からの再開に当たり、児童生徒の
学びを保障するため、必要な人的体制を強化する。

                                                                                                                                                     
　　　　　　　　　　

                                                                                                                                                     

一 般 財 源
2,208,672,850

                                                                                                                                                     

教職員の働き方改革推
進事業

教職員企画課
教職員人事課

教育体制緊急強化事業
教職員企画課
教職員人事課

（ 　 ）

（ 　 ）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
（1）　スクール・サポート・スタッフの配置

　学校再開に伴う感染症対策強化や授業準備で負担が増加する教員を補助するスタッフを
未配置校へ追加配置した。
　配置校　　156校（延べ184校）

（2）　教員の緊急配置
　小学校６年生の少人数学級編制に必要な教員を追加配置した。

 
３　執　　行　　額 192,750,854円

１　施策の趣旨等
　小学校の通常学級に在籍する発達障害等の児童に対して、適切な教育的支援や支援体制の
整備等を先導的に行うため、非常勤講師を配置し、小学校における特別支援教育の充実を図
る。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　　  実　　績
　支援を要する小学校への非常勤講師配置数　　 53校　53人　　　　  53校　53人

２　施策の実施状況
　特に支援を必要とする児童が在籍する小学校において、校内委員会での検討等学校全体と
しての支援体制の充実を図るため、退職教員や特別支援教育専攻の大学院生等を非常勤講師
として配置した。

３　執　　行　　額 118,221,149円

１　施策の趣旨等
　義務教育９年間を見通し、児童生徒や学校の実態に即して必要な教員を配置し、一人ひと
りの児童生徒の確かな学力の定着を図る。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　  目　　標　　　　　　実　　績
　学校の実態等に即した教員配置数　　　全中学校に配置　　　全中学校に配置

２　施策の実施状況
　全ての中学校で35人以下の学級編制が可能な教員配置を充実するとともに、生徒に応じた

３  中 学 校 費
１ 教 職 員 費

 （P192）
1,614,215,542

（21,244,938,000）
　　 

1,581,010,771
（21,181,514,061）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

411,350,497
一 般 財 源

1,169,660,274

特別支援教育充実事業
教職員企画課
教職員人事課

子どものための京都式
少人数教育推進事業

教職員企画課
教職員人事課

（ 　 ）

（ 　 ）
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指導を行うため、少人数授業・ティームティーチング・少人数学級の実施に必要な教員を市
町村教育委員会の選択により配置した。              
　配置状況　少人数授業・ティームティーチング　　78校　156人
　　　　　　少人数学級            　  　　　　　　　   24　　 31

３　執　　行　　額 1,451,890,542円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業からの再開に当たり、生徒の学び
を保障するため、必要な人的体制を強化する。

　　　　　　　                    
２　施策の実施状況
（1）　スクール・サポート・スタッフの配置

　学校再開に伴う感染症対策強化や授業準備で負担が増加する教員を補助するスタッフを
配置した。
　配置校　　79校

（2）　緊急教員加配
　中学校３年生の少人数学級編制に必要な教員を追加配置した。

３　執　　行　　額 88,566,831円

１　施策の趣旨等
　中学校の通常学級に在籍する発達障害等の生徒に対して、適切な教育的支援や支援体制の
整備等を先導的に行うため、非常勤講師を配置し、中学校における特別支援教育の充実を図
る。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　実　　績
　支援を要する中学校への非常勤講師配置数　　　  18校　18人　　   18校　18人

２　施策の実施状況
　特に支援を必要とする生徒が在籍する中学校において、校内委員会での検討等学校全体と
しての支援体制の充実を図るため、退職教員や特別支援教育専攻の大学院生等を非常勤講師
として配置した。

３　執　　行　　額 40,553,398円

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

教育体制緊急強化事業
教職員企画課
教職員人事課

特別支援教育充実事業
教職員企画課
教職員人事課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ 　 ）

（ 　 ）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　情報活用能力の向上や、各教科等におけるICTを活用した学習活動を充実することにより、
新しい時代に必要とされる資質の育成を図る。

　　  　　　
２　施策の実施状況
　府立中学校のICT環境を整備した。
　生徒用１人１台タブレット端末の整備　　　　全校
　低所得世帯向けモバイルルーターの整備　　　全校
　カメラ、マイク等の通信装置の整備　　　　　全校

 
３　執　　行　　額 46,050,171円　　　　　

　
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業からの再開に当たり、府立学校の
実情に合わせた感染防止対策等を実施する。

２　施策の実施状況
　学校の実情に合わせた感染防止対策や学習保障に資する物品等を全府立中学校に整備し
た。

　  　　 
３　執　　行　　額 7,993,332円

１　施策の趣旨等
　府立高等学校に在籍する発達障害がある生徒への支援体制を整備し、府立高等学校におけ
る特別支援教育の充実を図る。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　実　　績
　支援を要する高等学校への非常勤講師配置数　　　  ３校　４人　　　３校　４人

２　施策の実施状況
　発達障害等のある生徒への指導支援体制を整備するため、非常勤講師を配置した。

３　執　　行　　額 12,154,000円

２ 教育振興費
 （P194）

　　

４  高 等 学 校 費
１ 高等学校総

務費
 （P194）

59,000,000
（75,462,000）

　　

　　

63,854,000
（27,634,641,000）

　　

54,043,503
（64,497,962）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

44,729,332
繰　越　金

9,314,171

　　

57,249,738
（27,570,483,660）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

45,095,738
一 般 財 源

12,154,000

スマートスクール推進
事業

（高校教育課）

学校教育活動再開事業
（総務企画課）

府立高校特別支援教育
支援員配置事業

教職員企画課
教職員人事課（ 　 ）
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１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業からの再開に当たり、生徒の学び
を保障するため、必要な人的体制を強化する。
　　　　　　　　　　                

２　施策の実施状況
　学校再開に伴う感染症対策強化や授業準備で負担が増加する教員を補助するスクール・サ
ポート・スタッフを配置した。
　配置校　　46校
 

３　執　　行　　額 45,095,738円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業からの再開に当たり、府立学校の
実情に合わせた感染防止対策等を実施する。

 
２　施策の実施状況
（1）　学校の実情に合わせた感染防止対策や学習保障に資する物品等を全府立高等学校に整備

した。
（2）　夏季において生徒が安心して授業を受けられるよう空調管理を実施した。

３　執　　行　　額 278,820,635円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業からの再開に当たり、府立学校の
実情に合わせた感染防止対策等を実施する。

 　　　　　
２　施策の実施状況
（1）　学校の実情に合わせた感染防止対策や学習保障に資する物品等を全府立高等学校に整備

した。
（2）　夏季において生徒が安心して授業を受けられるよう空調管理を実施した。

３　執　　行　　額 18,363,275円

１　施策の趣旨等
　経済的理由により修学が困難な高校生等に対し、修学資金の貸与や就学支援金の給付等を
行うことにより、教育の機会均等を図り、社会の発展に貢献する人材の育成に資する。

２ 全日制高等
学校管理費
 （P194）

３ 定時制高等
学校管理費
 （P196）

４ 教育振興費
 （P196）

　　　　　　　　　　

281,000,000
（2,028,062,000）

18,448,000
（131,060,000）

6,354,821,000
 （9,045,053,000）

　　

278,820,635
（1,855,868,849）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

278,820,635

18,363,275
（116,784,958）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

18,363,275

6,146,715,295
（6,281,256,495）
決算額の財源
内訳

教育体制緊急強化事業
教職員企画課
教職員人事課

学校教育活動再開事業
総務企画課
管 理 課

学校教育活動再開事業
総務企画課
管 理 課

高校生等修学支援事業
（高校教育課）

（ 　 ）

（ 　  ）

（ 　  ）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
（1）　修学資金等貸与

　経済的理由により修学が困難な高校生等に対し、修学資金等を貸与するとともに、金融
機関の特別制度融資を利用した者に対し、利子相当額を補助した。
　貸与者数　修 学 金　　2,686人　　　支 度 金　　　230人
　　　　　　利子補給　      644

（2）　通学費補助
　高額の通学費を負担する家庭に対し、通学費の支援を実施した。
　助成者数 116人

（3）　定時制・通信制教育振興奨励
　定時制・通信制課程に通う生徒の修学を促進するため、修学奨励金の貸与等を実施した。
　貸与者数 41人

（4）　奨学のための給付金
ア　授業料以外の教育費負担を軽減するため、低所得世帯の高校生等に対し、奨学のため
の給付金を支給した。

　　受給者数 4,745人
イ　家庭学習を支えるための通信費として奨学のための給付金を追加支給した。
　　受給者数 3,509人
ウ　住民税非課税世帯の給付額単価を増加して支給した。
　　受給者数 4,044人

（5）　公立高校就学支援金
　一定の収入額未満世帯の生徒に対し、授業料に充てるため公立高等学校就学支援金を支
給した。
　対象者数 30,656人

３　執　　行　　額 4,863,289,596円
                                                　　　　　　　　　　　　　   （うち貸付金　811,280,000円）

１　施策の趣旨等
　情報活用能力の向上や、各教科等におけるICTを活用した学習活動を充実することにより、
新しい時代に必要とされる資質の育成を図るとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大に
伴う家庭学習の支援や通信手段の速やかな整備を図るため、府立学校におけるICT環境を整
備する。

２　施策の実施状況
（1）　全府立高等学校の校内ネットワーク等を整備した。

国庫支出金
4,420,209,796

諸　収　入
1,348,590,538

府　　　債
340,000,000

一 般 財 源       
37,914,961

スマートスクール推進
事業

（高校教育課）



― 313 ―

― 312 ―

（2）　府立高等学校のICT環境を整備した。
　電子黒板機能付きプロジェクタの整備　　13校
　遠隔学習のための通信装置の整備　　　　全校

３　執　　行　　額 582,234,903円
（うち委託料　445,748,603円）

　

１　施策の趣旨等
　農業系高校の実習施設を更新する。

２　施策の実施状況
　農芸高等学校において、温室の更新工事を実施した。

３　執　　行　　額 80,371,500円　

　
１　施策の趣旨等
　「府立高校特色化推進プラン」に基づき、生徒一人ひとりに応じた教育と時代の変化に対
応した教育を実践し、各高校の特色化を推進する。

　　　　 　 指　　標　　　　　　　　　  　 目　　標　　　　　　  実　　績
　京都大学との連携による　　　　　　　　延べ1,000人　　 　　　 延べ54人　数学オリンピック等参加者数

　
２　施策の実施状況
（1）　数学オリンピック等チャレンジ事業

　生徒の数学に対する興味・関心を喚起するとともに、数学的な見方や考え方を養い、 数
学的資質の向上を図るため、京都数学オリンピック道場を実施した。
　京都数学オリンピック道場
　　開催日時　令和２年11月１日（日）
　　会　　場　京都リサーチパーク

（2）　グローバルネットワーク京都等
　大学教授等による論文作成講座や高校生による論文コンテスト、民間企業と連携した商
品開発等の取組を実施した。

（3）　京都フロンティア校支援事業
　各高等学校の特色に応じて自ら設定したテーマに基づく先進的な取組を支援した。
　実　施　校　清明高等学校ほか29校

（4）　京都フレックス学園構想推進事業
　清明高等学校等における教育環境の充実に関する取組を支援した。

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　　　
　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　　　

府立学校施設整備事業
（管  理  課）

夢に応えられる府立高
校づくり事業

（高校教育課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　

確かな学力を身につけ
るための支援事業

（高校教育課）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（5）　ワールドワイドラーニングコンソーシアム構築支援事業
　イノベーティブでグローバルな人材を育成するための先進的なカリキュラムを開発・実
践した。
　実　施　校　鳥羽高等学校

（6）　地域との協働による高等学校教育改革推進事業
　地域課題の解決等の探究的な学びの実現に向けて、先進的なカリキュラムを開発・実践
した。
　実　施　校　京都すばる高等学校

３　執　　行　　額 73,772,727円
　　

１　施策の趣旨等
　生徒一人ひとりの能力・個性を伸ばすため、生徒の学力・学習状況をきめ細かに把握・分
析し、状況に応じた取組を推進することで、学力や学校生活の基礎・基本の向上と定着を図る。

２　施策の実施状況
（1）　府立高校生学びの基礎診断

　生徒の学力状況を把握し教科指導の充実を図るため、学びの基礎診断の受験料を一部補
助した。

（2）　府立高校「セカンドラーニング教室」設置事業
　義務教育段階の学び直しが必要な生徒の学習不安を解消し、学力不足による中退等の防
止や学習意欲の向上による希望進路実現を図るため、学習内容の定着が十分でない生徒を
対象に個別指導を実施した。

（3）　基礎学力補習
　学習習慣の確立、基礎基本の徹底により、生徒の基礎学力の充実を図るため、補習の実
施や独自教材の作成を行った。

（4）　進路補習
　生徒の希望進路を実現するため、進学・就職等希望進路に対応したコース別補習の実施
や、資格取得のための就職補習を実施した。

（5）　大学生教育ボランティア活用事業
　教職を目指す大学生等をボランティアとして受け入れ、授業補助や個別指導補助に活用
し、きめ細かな指導体制の充実を図った。

３　執　　行　　額 44,626,240円
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１　施策の趣旨等
　日本・郷土の伝統文化を尊重する態度の育成に当たり、府にゆかりの深い茶道及び華道を
取り上げ、伝統文化への関心を高めるとともに、豊かに生きる力を育む。

　　　指　　標　　　　　　　　　　　　目　　標　　　　 実　　績
　参加生徒数（延べ）　　　　　 　　　　  7,800人　　　　   8,349人

２　施策の実施状況
　府立高等学校において、総合的な学習の時間等を活用し、茶道や華道、古典に関する講義
や作法を通して、規範意識や思いやりの心を学ぶ授業を実施した。
　実　施　校　茶道　山城高等学校ほか46校
　　　　　　　華道　山城高等学校ほか24校
　　　　　　　古典　清明高等学校ほか24校
　　　　　　　京の文化継承・価値創造推進校　鴨沂高等学校ほか13校

３　執　　行　　額 17,578,590円

１　施策の趣旨等
　府立高等学校における特別支援教育の充実を図る。

２　施策の実施状況
　府立高等学校において、聴覚障害生徒に対する学習補助システムによる支援を実施した。
　実　施　校　　 ２校

３　執　　行　　額 2,348,224円

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業による影響を防ぐため、休業中の
学習支援や再開後の円滑な授業実施のための機器整備等を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　オンラインを活用した学習支援をするためのグループウェアを整備した。

　実　施　校　　全府立高等学校
（2）　感染拡大防止のため教室を分散した上で、遠隔授業を実施するためのICT機器を整備し

た。
　実　施　校　　全府立高等学校

高校生伝統文化事業
（高校教育課）

特別支援教育総合推進
事業

（高校教育課）

「学びの保障」事業
（高校教育課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
３　執　　行　　額 427,000,000円

                                                   　（うち工事請負費　290,311,882円）
　

１　施策の趣旨等
　WITHコロナ社会における農業分野での人材不足を背景に、援農や地域農業の即戦力とな
る人材を育成するため、府立農業系高校において省力化に資するスマート農業機械の導入に
よる実践的な教育を実施する。

２　施策の実施状況
　農業系高校において、直進アシスト付きトラクター等のスマート農業機械を整備した。

３　執　　行　　額 55,493,515円

１　施策の趣旨等
　老朽化した校舎等の維持補修を計画的に実施する。

 
２　施策の実施状況
　老朽校舎改修及び設備改修等を実施した。
　老朽校舎・設備改修等                                   946,687,314円
　建築物定期点検                                    　　　 30,752,658

　　
３　執　　行　　額 977,439,972円

１　施策の趣旨等
　学校施設の計画的な改修により長寿命化を推進する。

２　施策の実施状況
　大規模改修、空調改修及び体育施設改修工事を実施した。
　実　施　校　　大規模改修　　木津高等学校、田辺高等学校
　　　　　　　　空 調 改 修　　城陽高等学校
　　　　　　　　体育施設改修　　福知山高等学校、城陽高等学校

   
３　執　　行　　額 495,599,126円

５ 学校建設費
 （P198）

2,235,473,000
（2,521,355,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

581,052,000
老朽校舎等改修 
費

208,932,300
学校施設長寿命
化推進費

323,531,200
府立高校トイレ
洋式化推進事業
費

 48,588,500

　　　　　　　　　　　　　　
1,649,727,578

（1,935,609,578）
決算額の財源
内訳
繰　越　金

4,780,701
府　　　債

1,643,000,000
一 般 財 源

1,946,877

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　

スマート農業実践教育
事業

（高校教育課）

老朽校舎等改修事業
（管  理  課）

学校施設長寿命化推進
事業

（管  理  課）
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１　施策の趣旨等
　府立高等学校のトイレ洋式化を推進し、学習環境及び衛生環境の向上を図る。

２　施策の実施状況
　トイレ洋式化のため改修工事及び改修設計を実施した。
　実　施　校　　トイレ改修　　西城陽高等学校ほか３校
　　　　　　　　改 修 設 計　　嵯峨野高等学校ほか13校

     
３　執　　行　　額 176,688,480円

１　施策の趣旨等
　山城地域の特別支援学校における児童生徒の急増に対応するため、井手町との連携協力の
もと、新設特別支援学校を整備する。

２　施策の実施状況
　井手やまぶき支援学校の新築工事を実施した。

３　執　　行　　額 2,116,211,489円

１　施策の趣旨等
　情報活用能力の向上や、各教科等におけるICTを活用した学習活動を充実することにより、
新しい時代に必要とされる資質の育成を図るとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大に
伴う家庭学習の支援や通信手段の速やかな整備を図るため、府立学校におけるICT環境を整
備する。

２　施策の実施状況
（1）　全府立特別支援学校の校内ネットワーク等を整備した。
（2）　府立特別支援学校のICT環境を整備した。

　児童生徒用１人１台タブレット端末の整備　　全校
　低所得世帯向けモバイルルーターの整備　　　全校
　入出力支援装置の整備　　　　　　盲学校ほか８校

３　執　　行　　額 164,548,000円　　　　　
                                                  　（うち委託料　117,625,525円）

５  特別支援学校
費

１ 特別支援学
校費
 （P198）

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

5,574,858,000
（18,956,575,500）
翌年度への繰越
事業費繰越額

2,773,538,000
新設特別支援学
校建設費

2,739,218,000 
老朽校舎等改修
費

34,320,000
　　　　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　　　

2,792,040,178
（16,051,416,918）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

1,117,587,052
繰　越　金

35,502,000
府　　　債 

1,609,000,000
一 般 財 源

29,951,126

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　　

府立高校トイレ洋式化
推進事業

（管  理  課）

新設特別支援学校建設
事業

（管  理  課）

スマートスクール推進
事業
（特別支援教育課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　老朽化した校舎等の維持補修を計画的に実施する。

２　施策の実施状況
　老朽校舎改修及び設備改修等を実施した。
　老朽校舎・設備改修 98,001,807円
　建築物定期点検  6,678,153

３　執　　行　　額 104,679,960円　　　　　

１　施策の趣旨等
　 「向日が丘支援学校改築基本構想」に基づき、校舎等の全面改築とともに、長岡京市共生
型福祉施設構想と連携した教育と福祉の総合的な連携による切れ目のない支援の実現に向け
て教育環境の充実を図る。

２　施策の実施状況
　向日が丘支援学校の改築工事を行うための基本設計を実施し、実施設計に着手した。

３　執　　行　　額 52,203,000円　　　　　
                                                    　（うち委託料　51,994,680円）

　

１　施策の趣旨等
　発達障害を含む障害のある幼児児童生徒一人ひとりの教育ニーズに応じて、一貫した支援
を総合的に行う。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　   目　　標　　　　 実　　績
　京都府スーパーサポートセンターにおける　 　　1,000人　   　　　  408人　教員への体験型専門研修受講者数　
　京都府スーパーサポートセンター及び各地　　　 
　域支援センターにおける小・中学校等に対　　　 6,800件　　　　  4,781件
　する相談支援件数

２　施策の実施状況
（1）　特別支援教育サポート拠点事業

　特別支援教育の拠点校である宇治支援学校内に「京都府スーパーサポートセンター」を

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

老朽校舎等改修事業
（管  理  課）

向日が丘支援学校校舎
等整備事業

（管  理  課）

特別支援教育総合推進
事業
（特別支援教育課）
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設置し、総合教育センター、各地域支援センター、盲学校及び聾学校と連携、子ども・保
護者・教員・地域を支援した。
ア　宇治支援学校の授業等を活用した教員への体験型専門研修
　　４講座開催　受講者　408人
イ　医師や作業療法士等からなる専門家チーム等を活用した相談支援
　　相談件数　　  45件
ウ　府南部地域における就学前からの視覚・聴覚障害のある子どもへの相談支援
　　相談件数　　586件

（2）　地域等連携推進事業
ア　各地域支援センターにおける教育相談、医師、臨床心理士、福祉関係者及び教員等に
よる教育相談

　　相談件数　4,195件
イ　小・中学校等での研修会への講師派遣
　　支援件数　　148件

３　執　　行　　額 13,431,172円

１　施策の趣旨等
　特別支援学校高等部生徒の職業的自立を促進するため、就労支援及び職業教育内容の充実
を行う。

　　　　 　　 指　　標　 　　　　    　 　  目　　標　　　　　 　  実　　績
　特別支援学校生徒の就職率（特別
　支援学校高等部卒業者に占める就　　　　　 30%　　　　令和２年度末卒業生24.9%
　職者の割合（福祉就労を除く。））

２　施策の実施状況
　進路指導担当教員がハローワーク等と連携し、新しい職場の開拓や現場実習の受入先の確
保に一層取り組めるよう非常勤講師を10校に配置した。

３　執　　行　　額  6,129,778円

１　施策の趣旨等
　外部機関等と連携し、生徒の清掃や接客などの職種別専門的技能を客観的に評価するシス
テム（京しごと技能検定）を構築する。

２　施策の実施状況
　教職員向け指導者講習会の実施や介護分野の指導マニュアル及び評価基準を策定するとと

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　

特別支援学校職業教育
等充実事業
（特別支援教育課）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

羽ばたけ就労支援事業
（特別支援教育課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
もに、各種目で京しごと技能検定を実施した。
　実施種目　清掃、接客、介護、パソコン実務

３　執　　行　　額 2,267,639円

　　
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症への感染防止対策を徹底するため、特別支援学校の児童生徒が
通学に利用するスクールバスの過密化を防止する。

２　施策の実施状況
　スクールバスの運行を増便した。
　実 施 校　向日が丘支援学校ほか７校

３　執　　行　　額 220,345,837円　　　　　
                                                   （うち委託料　156,404,688円）

　

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業からの再開に当たり、府立学校の
実情に合わせた感染防止対策等を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　学校の実情に合わせた感染防止対策や学習保障に資する物品等を全府立特別支援学校に

整備した。
（2）　休業期間を短縮して授業を実施する特別支援学校において、スクールバスを追加運行し

た。
（3）　夏季において生徒が安心して授業を受けられるよう空調管理を実施した。

３　執　　行　　額 102,020,039円　　　　　

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業からの再開に当たり、児童生徒の
学びを保障するため、必要な人的体制を強化する。

　　　　　　　

　
学校衛生環境緊急対策
事業

教職員企画課
教職員人事課
特別支援教育課

学校教育活動再開事業
総務企画課
管 理 課

教育体制緊急強化事業
教職員企画課
教職員人事課

（　　　　）

（  ）

（  　　）
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２　施策の実施状況
　学校再開に伴う感染症対策強化や授業準備で負担が増加する教員を補助するスクール・サ
ポート・スタッフを配置した。
　配置校　　11校

 
３　執　　行　　額 10,203,264円

１　施策の趣旨等
　府立医科大学及び府立大学が法人化により、質の高い教育研究等を実施することを通じて、
府民の健康増進及び福祉の向上等に貢献するとともに、中期計画期間に合わせた収支見通し
を立て、弾力的・効率的で透明性の高い運営の実現が行えるよう支援を行う。

２　施策の実施状況
　京都府公立大学法人によって行われた、幅広い教養、高度の専門的知識及び高い倫理観を
備えるための人材育成、他大学や地域の多様な主体と協力・連携した研究成果等の活用、附
属病院における医療の提供等を通じた社会への貢献等の事業を支援した。

　府 立 医 科 大 学　｛ 学　　　部 医学科662人、看護学科344人
 大　学　院 医学研究科341人、保健看護学研究科29人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間延べ人数　　　 １日平均
　府立医科大学附属　｛ 入院患者数              178,705人                  490人
　病院 外来患者数  455,783 1,876
　府立医科大学附属　｛ 入院患者数           　 64,483　　　　   　  177
　北部医療センター 外来患者数  128,940 531
　　　　　　　　　　{ 学　　　部 文学部547人、公共政策学部448人
　府　立　大　学  生命環境学部901人
 大　学　院 文学研究科56人、公共政策学研究科18人
  生命環境科学研究科148人

３　執　　行　　額 8,989,114,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（交付金）　　　　　

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　  
１　施策の趣旨等
　京都府公立大学法人が行う施設設備整備事業に対して貸付を行い、法人の施設設備整備事
業の円滑な実施を図る。

京都府公立大学法人運
営費交付金

（大学政策課）

京都府公立大学法人施
設設備整備資金貸付金

（大学政策課）

　

11,323,336,496
（11,522,626,046）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

386,345,000
繰　越　金

1,139,374
府　　　債

1,988,000,000
一 般 財 源

8,947,852,122

11,487,591,000
（11,692,205,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

163,000,000
京都府公立大学
法人施設整備資
金貸付金

33,000,000
医科大学附属病
院医療環境向上
整備費

130,000,000    

６  大 　 学 　 費
1  大　学　費

 （P200）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
２　施策の実施状況
（1）　機器等整備事業                                          　

　公立大学法人ネットワーク機器等を整備した。 396,000,000円
（2）　施設整備事業

　府立医科大学附属病院において中央電気室無停電電源装置更新工事等を行った。
 304,000,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     
３　執　　行　　額 700,000,000円
                                                                  　　　　　　　　　　　　　  （貸付金）

１　施策の趣旨等
　府立医科大学附属病院が行う施設整備事業に対して貸付を行い、より専門的な医療を提供
できる環境整備や患者の療養環境の改善を図る。

２　施策の実施状況
（1）　メディカルセンター整備事業                                          　

　高度治療室（HCU）を備える循環器センターを整備した。 90,000,000円
（2）　大型診療機器整備事業

　磁気共鳴画像診断装置（MRI）及び人工心肺装置を整備した。 400,000,000円

３　執　　行　　額 490,000,000円
                                                　　　　　 　　   　　（貸付金）

１　施策の趣旨等
　府政の推進及び府域の発展に寄与し社会的貢献を果たすため、府立大学が市町村、NPO
等と共同して地域の課題解決に向けた調査・研究を行う「地域貢献型特別研究（ACTR）」
の取組及び研究成果の発信に対して支援を行う。

　指標：調査研究活動件数
　目標：20件　実績：22件

２　施策の実施状況
（1）　調査研究活動

　　研究分野　  件数  　　　　         　 　　　内　　容                             
　文学・歴史 ７件 夜久野末窯跡群を中心とした地域の文化遺産の調査と活用他

医科大学附属病院医療
環境向上整備事業

（大学政策課）

府立大学地域貢献活動
強化事業

（大学政策課）
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　公 共 政 策　   ２ 与謝野町の持続可能な行財政マネジメントシステムに関する研
  究他
　生 命 環 境 13 視覚障害者のための府立植物園「新・触地図」の完成と実用化
  に向けて他
          計 22

（2）　研究成果報告会等の開催
　　開　催　日                    　　　　　　　  　  開催内容 　　　　　　  参加者数
　令和２年９月10日～９月30日　府立京都学・歴彩館における研究成果の展示　　  －
　令和３年１月29日        　　 　  リモート形式による報告会　　　　　　　　　67人

３　執　　行　　額  30,000,000円
                                                                   　　　　　　　　　　　　　    （交付金）

１　施策の趣旨等
　府立医科大学附属北部医療センターにがん診断から治療までを一体的に実施するがん診療
棟を整備する。

２　施策の実施状況
　がん診療棟の新築工事を実施した。
　整備の内容　　放射線治療（リニアック）、がん診断機器（PET-CT室）、外来化学療法室
　　　　　　　　の増床（７床→10床）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     

３　執　　行　　額 799,139,374円
（うち貸付金　717,000,000円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　 　　    

１　施策の趣旨等
　治療費が高額な陽子線治療を受ける患者の負担を軽減するため、府民を対象に、府立医科
大学附属病院「最先端がん治療研究施設」における陽子線治療費の一部を助成する。

２　施策の実施状況
　陽子線治療に要する費用の一部を助成した。
　助成人数　　14人

３　執　　行　　額   3,500,000円
                                                　　　　　 　　   　　　　　　　　　　　（補助金）

北部医療センターがん
診療棟整備事業

（大学政策課）

陽子線治療府民助成事
業

（大学政策課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　旧総合資料館跡地や府立植物園、老朽化した府立大学体育館の整備等、北山エリア全体の
施設整備を計画的に進めるための基本計画を策定する。

２　施策の実施状況
　北山エリア整備基本計画を策定した。

３　執　　行　　額 9,950,122円
                                                          　         （委託料）

１　施策の趣旨等
　府立医科大学及び府立大学において、両大学が今後目指すべき方向性と施設整備内容の検
討・具体化を図るための整備構想策定に向けた調査・検討に対して支援を行う。

２　施策の実施状況
（1）　府立医科大学施設整備構想策定準備                                          　

　大学の今後目指すべき教育・研究・診療の方向性を検討するとともに、大学全体の施設
整備構想の策定に向けた各種調査を実施した。 34,000,000円

（2）　府立大学施設整備構想策定準備
　学部学科再編等の新たな教育研究体制の構築による新生府立大学の実現に向けたキャン
パス整備を検討した。 5,000,000円

３　執　　行　　額 39,000,000円
                                                          　         （交付金）

１　施策の趣旨等
　府立医科大学附属病院及び北部医療センターの院内感染防止対策や資機材確保等を行える
よう支援を行う。

２　施策の実施状況
　感染症指定医療機関として、放射線医遠隔読影システムの導入、院内感染防止対策及び発
熱外来運営等の新型コロナウイルス感染症対策を実施した。

３　執　　行　　額 262,633,000円
                                        　　　　　　　   　　　　　　（交付金）

北山エリア整備基本計
画策定事業

（大学政策課）

京都府公立大学法人施
設整備構想策定準備事
業

（大学政策課）

新型コロナウイルス感
染症対策事業

（大学政策課）
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１　施策の趣旨等
　「学校・家庭・地域」が連携・協働し、地域社会全体で教育に取り組む体制づくりや子ど
もたちを心豊かで健やかに育てる環境づくりを推進し、社会全体の教育力の向上や地域の活
性化を図る。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　目　　標　　　　　 実　　績
　「京のまなび教室」の開設数 89教室 35教室
　「地域学校協働本部」の本部数 46本部 72本部
　「地域未来塾」の開設数 48箇所 41箇所

２　施策の実施状況
（1）　「京のまなび教室」の開設等

　放課後の体験活動・学習活動等の充実を図るため、  「京のまなび教室」を開設する市町（組
合）に対し、助成を行った。
　開　設　数　11市町（組合）　35教室

（2）　地域学校協働活動の推進
　地域の住民・団体等の協力を得て、子どもたちの学びや成長を支えるとともに、郷土学
習や登下校安全指導などの地域と学校が連携・協働して行う活動を推進し、新たな取組校
が増えるよう市町（組合）に助成を行った。
　実施本部数　18市町（組合）　72本部　177校

（3）　「地域未来塾」の開設
　学習が遅れがちな中学生等を対象とした地域住民の協力による学習支援を行う「地域未
来塾」の開設を行う市町（組合）に助成を行った。
　実施箇所数　11市町（組合）　41箇所　 52校

３　執　　行　　額 33,561,160円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　  （うち補助金　32,489,000円）         

１　施策の趣旨等
　家庭での学習や生活習慣がしっかり身に付くよう、就学前の子どもを持つ保護者を対象に
学習機会や情報の提供を行うとともに、相談体制の充実を図ることにより、家庭の教育力の
一層の向上を目指す。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　目　　標　　　　　 実　　績
　家庭教育に関する学習機会提供数　　　　  　  70回　　 　　　　　48回
　家庭教育支援活動チーム数            　　　　  ７チーム           　　７チーム

７  社 会 教 育 費
１ 社会教育総

務費
 （P200）

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

 49,752,000
  （194,811,000）

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

39,137,849
  （182,854,523）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

18,693,000
一 般 財 源

20,444,849

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

子どものための地域連
携事業

（社会教育課）

　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　　　
家庭教育支援事業

（社会教育課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

２ 図 書 館 費
 （P202）

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

59,034,000
  （564,509,000）

59,033,429
（563,819,326）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

59,033,429

「学びの保障」事業
（社会教育課）

府立図書館新型コロナ
ウイルス感染症対策事
業

（社会教育課）

２　施策の実施状況
（1）　家庭の教育力の向上のため、保護者への学習機会の提供や家庭教育支援チーム活動を行

う市町（組合）に対し、助成を行った。
　実施箇所数　４市町（組合）

（2）　ネットトラブルから子どもを守るため、PTAと連携して保護者を対象とした研修会を実
施した。

（3）　家庭教育アドバイザーが中心となり家庭教育に悩みや不安を抱える家庭を対象に訪問す
ることや地域人材や関係機関により構成するネットワーク会議を行う市町に対し、助成を
行った。
　実施箇所数　３市町

                                                       
３　執　　行　　額 5,576,689円

                                      　　         　　　　　　　　　　　　　  （うち補助金　 3,707,000円）    

    
１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う学校の臨時休業による影響を防ぐため、小学校低
学年の児童等に対して、本の楽しさを早い段階から経験できるよう、本の配布を実施する。

２　施策の実施状況
　小学校低学年の児童及び府立特別支援学校小学部の児童に本を配布した。
　本の配布　約３万冊

　　　
３　執　　行　　額 39,033,430円　　　　　

                                      　　          

１　施策の趣旨等
　府立図書館の全面再開に当たり、利用者の感染防止を徹底し、府民が安心して図書館を利
用できる環境を整備する。

２　施策の実施状況
　閲覧・貸出用図書に、ビニール製透明ブックカバーを装着するとともに返却時のアルコー
ル消毒の実施等、感染症対策を実施した。　　　
　ブックカバー装着数　20万冊

３　執　　行　　額 19,999,999円　　　　　
                                                  　（うち委託料　16,499,999円）



― 327 ―

― 326 ―

８  文化財保護費
１ 文化財保護

費
 （P202）

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

1,698,776,000
（2,155,753,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

157,985,000
歴史的建造物保
存伝承事業費

157,509,000 
文化財活用支援
事業費

 476,000 

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

1,538,008,994
（1,993,609,927）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

50,354,000
繰　越　金 

22,324,125
諸　収　入

1,256,683,000
府　　　債

140,000,000
一 般 財 源

68,647,869

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　

歴史的建造物等保存伝
承事業
（文化財保護課）

　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　

１　施策の趣旨等
　府内の貴重な文化財を適切に保存・活用することにより、文化財の後世への継承を図る。

２　施策の実施状況
（1）　建造物保存修理受託

　国宝・重要文化財建造物のうち、破損の甚だしいものについて、それぞれの所有者から
委託を受けて、保存修理を実施した。
　清水寺本堂ほか　　　　　　　　　　　  　　　　　　　 　 103,917,000円
　裏千家住宅 18,637,000
　本隆寺本堂ほか 67,418,000
　萬福寺法堂ほか 151,537,000
　東福寺常楽庵客殿（普門院）ほか  69,500,000
　良正院本堂及び表門 48,470,000
　聴竹居茶室ほか 70,183,000
　大徳寺方丈及び玄関ほか 34,962,000
　妙法院庫裏 89,482,000
　平等院鳳凰堂中堂 28,572,000
　本願寺阿弥陀堂ほか 300,207,000
　北野天満宮廻廊ほか 83,218,000
　知恩寺御影堂ほか 40,860,000
　白山神社拝殿（宇治市） 10,354,000
　白山神社本殿（木津川市） 15,176,000
　賀茂御祖神社舞殿及び細殿 8,204,000
　十八神社本殿 14,700,000
　石田家住宅 17,545,000
　聖護院書院 19,914,000
　仁和寺飛濤亭 14,225,000
　広隆寺桂宮院本堂及び講堂 16,123,000
　松殿山荘修礼講堂及び事務所ほか 33,479,000
　　　計　22件 1,256,683,000

（2）　国指定文化財等補助
　国指定文化財の保存修理等に対して補助した。
　大徳寺ほか280件　

（3）　文化財巡視
　文化財保護指導委員を委嘱し、文化財の巡視や文化財保護に関する指導・助言を行うと
ともに、地域住民の文化財保護意識の高揚を図るための普及活動を行った。
　委嘱人数　69人
　巡視状況　延べ1,020日
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　

府指定・登録文化財保
存修理事業
（文化財保護課）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

文化財緊急防火・防災
対策事業
（文化財保護課）

（4）　重要伝統的建造物群保存地区保存事業費補助
　重要伝統的建造物群保存地区の保存事業に対して補助した。
　南丹市美山町北重要伝統的建造物群保存地区ほか２保存地区

（5）　祇園祭山鉾保存費補助
　重要有形民俗文化財である祇園祭山鉾のうち、緊急に修理を要するものに対して、補助
した。
　山伏山ほか２件

（6）　京都の史跡・埋蔵文化財活用事業
　府内の史跡・埋蔵文化財に対しての理解や関心を深めるため、出土品の展示や現地見学
会等を実施した。
　参加者数　3,705人

３　執　　行　　額 1,336,772,909円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  （うち補助金　71,399,000円）  

１　施策の趣旨等
　府内の貴重な文化財を適切に保存・活用することにより、文化財の後世への継承を図る。

２　施策の実施状況
　府指定・登録・暫定登録文化財の保存修理等に対して助成を行った。
　三玄院ほか163件

３　執　　行　　額 169,812,000円
                                                              　　　　　　　　　　　　　　　 （補助金）

１　施策の趣旨等
　世界的な文化財の火災が相次いだことを受け、緊急的に文化財の防火・防災対策を実施す
る。

２　施策の実施状況
　文化財の緊急的な防火・防災対策に対し、助成を行った。
　妙傳寺ほか７件

３　執　　行　　額 22,324,125円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち補助金　20,068,000円）
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２ 郷土資料館
費
 （P204）

９  保 健 体 育 費
１ 保健体育総

務費
 （P204）

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

3,000,000
（175,793,000）

 

119,163,000 
（531,134,000）

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

2,999,991
（175,404,270）

決算額の財源
内訳
一 般 財 源       

2,999,991

　　

119,001,715 
（481,713,715）

決算額の財源
内訳
国庫補助金

118,248,285
諸　収　入

181,000 
一 般 財 源

572,430

文化財活用支援事業
（文化財保護課）

文化・スポーツ施設新
型コロナウイルス感染
症対策事業
（文化財保護課）

　　　　　　　　　

学校衛生環境緊急対策
事業

（保健体育課）

１　施策の趣旨等
　文化財の「保存」と「活用」の両輪により文化財を後世に継承するため、文化・観光と連
携した文化財の活用を支援する取組等を実施する。

２　施策の実施状況
（1）　文化財保存活用調査

　文化財の保存促進や活用に向けた検討のため、未指定文化財を含む府内文化財の調査等
を実施した。

（2）　日本博と連携した丹後郷土資料館における特別展等
　国宝「天橋立図（雪舟筆）」をメインとした特別展の開催や、天橋立周辺文化財を活用
したライトアップ等を実施した。

（3）　建造物保存修理現場公開
　建造物の歴史・修理の仕方等について学ぶ機会を提供し、文化財保護の普及啓発に役立
てるため、本隆寺本堂の修理現場を公開した。

３　執　　行　　額  9,099,960円

  
１　施策の趣旨等
　郷土資料館の再開に当たり、利用者の感染防止を徹底し、府民が安心して郷土資料館を利
用できる環境を整備する。

２　施策の実施状況
　感染症対策のためサーモグラフィー、体温計、消毒液等を府立山城郷土資料館及び丹後郷
土資料館に整備した。

３　執　　行　　額 2,999,991円

１　施策の趣旨等
　安心安全な学校衛生環境を確保するため、新型コロナウイルス感染症への感染防止対策を
徹底する。

　   
２　施策の実施状況
　マスク、消毒液、非接触型体温計等を学校に配備し、感染症対策を実施した。
　実 施 校　全府立学校

３　執　　行　　額 118,248,285円　
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

２ 体育振興費
 （P206）

   　　　　　　　　　　
250,006,000

（372,264,000）
232,407,602

（339,105,425）
決算額の財源    
内訳            
国庫支出金

24,050,000
諸　収　入

6,530,000
一 般 財 源

201,827,602

    
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　

学校給食休止対策事業
（保健体育課）

京のアスリート育成・
強化総合推進事業

（保健体育課）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症対策により学校を臨時休業したことに伴う学校給食の中止に
よって生じた食材に係る経費負担を事業者に対して助成する。

２　施策の実施状況
　府立特別支援学校及び府立高等学校定時制課程の給食休止に伴い生じた経費について、京
都府学校給食会を通じて事業者に補助した。

　　　
３　執　　行　　額 753,430円　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（補助金）

  
１　施策の趣旨等
　トップアスリートや国体選手の育成強化を図り、府民スポーツの更なる振興と競技力の向
上を目指す。

　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　　　 目　　標　　　　   実　　績
　国体選手等派遣事業、もっと元気な 25種目25会場 ８種目８会場　京都ジュニア夢・発見プロジェクト 　　　　　　　　延べ1,600人　　　  延べ483人　体験事業　実施種目数、会場数、参加者数　　　

２　施策の実施状況
（1）　パワフル京都推進

　競技団体主導による選手強化施策の支援を実施した。
　指定強化選手（ジュニア層）の支援　　　　　　　19競技　　　52人
　国体京都代表選手（大学生等）の支援　　　　　　２　　　　　６
　専門的指導者による多角的な強化支援　　　　　　24

（2）　チーム京都推進
　府競技力向上対策本部主導による競技横断的な強化施策の支援を実施した。
　社会人選手の雇用主への活動支援　　　　　　　　７社　　　　28人

（3）　ジュニア層強化事業
　ゴールデンスポーツイヤーズに京都ゆかりのジュニア選手が花開くための速やかな競技
力向上に向けた支援を実施した。
　ジュニア指導者を対象とした講習会　　　　　　　４競技　　    38人　
　オリンピック出場選手等による体験教室等　　　　８    　　     420
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３　執　　行　　額 206,872,762円
                                                 　　　　　　　　　　　　　　 （うち補助金　198,709,607円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　施策の趣旨等
　外部人材を配置することにより、運動部顧問教員の負担軽減を図るとともに、運動部活動
の活性化及び教員の指導力向上を図る。

　          　指　　標　　　　　　　　　　　　　　  目　　標　　　  実　　績
　地域のスポーツ指導者による　　　中学校      ｝   160運動部　　　167運動部　部活動等指導の実施　　　　　　　高等学校

２　施策の実施状況
（1）　学校部活動の校内業務を担う部活動指導員を中学校に配置した。

　配置人数　中学校　　58人
（2）　地域のスポーツ指導者を外部指導者として中学校及び府立高等学校に派遣した。

　派遣校数　中学校　　48校　
　　　　　　高等学校　37

３　執　　行　　額 21,040,840円　　
                                              　           　　  

１　施策の趣旨等
　より多くの成年・中高年の健康増進や生涯スポーツ推進に寄与するとともに、ワールドマ
スターズゲームズ2021関西に向けた機運の醸成を図る。

　          　指　　標　　　　　　　　　　　　　　  目　　標　　　  実　　績
　マスターズ部門実施種目数　　　　　　　　　　   23種目　 　　　 16種目

２　施策の実施状況
　京都府民総合体育大会にマスターズ部門を設置し、京都府版マスターズ大会を開催した。
　実施種目数　16種目
　参 加 者 数　3,930人

３　執　　行　　額 4,494,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （補助金）

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　

京都式「部活動サポー
ト」事業

（保健体育課）

　　　　　　　　　　　
京都府版マスターズ大
会開催事業

（保健体育課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

１　施策の趣旨等
　府内の私立学校（高等学校、中学校、小学校、幼稚園、専修学校、各種学校）教育の振興
を図る。

２　施策の実施状況
（1）　私学運営費補助

　必要な経費の一部を学校法人に対して補助し、保護者の教育費負担の軽減、教育条件の
向上及び経営の健全化を図った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 211校（園） 18,882,710,442円

（2）　北部過疎地域私立高等学校運営費特別補助
　北部過疎地域内における私立高等学校の生徒の減少に対応し、学校経営の健全化を図り、
併せて保護者の教育費負担の軽減等を支援した。
 １校 19,270,000円

（3）　私立高等学校生徒通学費補助
　高額の通学費を負担する家庭に対し、通学費の支援を実施した。
  125人 2,520,000円

（4）　私立高等学校等授業料減免事業等補助                                    　　
　府内の私立小学校及び私立中学校に在籍する生徒の保護者の教育費負担の軽減を図るた
め、経済的理由により学校法人が行った授業料減免を支援した。
 16校  36,270,829円

（5）　私立高等学校定時制及び通信制課程教科書等給与費補助
　高等学校定時制及び通信制の課程に学ぶ勤労青少年の経済的負担を軽減し、学習意欲の
向上を図るため、有職者で希望する者に教科書及び学習書を給与することを支援した。 

 29人 124,000円
（6）　私立幼稚園幼児教育振興補助

　宗教法人が設置する私立幼稚園（（1）の対象外）における幼児教育の振興を図るため、
体験学習等の教育事業を支援した。
 １園  8,000円

（7）　私立幼稚園教材費補助
　宗教法人が設置する私立幼稚園（（1）の対象外）の振興と保護者の教育費負担の軽減を
支援した。
 １園 9,397,000円

（8）　私立幼稚園心身障害児教育費補助
　幼稚園設置者に対して補助し、心身障害園児の就園の促進と幼児教育の振興を図った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 114園　  734人  547,947,000円   

私立学校教育振興補助
事業

（文  教  課）

32,500,079,646
（32,733,717,744）
決算額の財源    
内訳            
国庫支出金

10,411,596,820
諸　収　入

59,400
府　　　債

16,000,000
一 般 財 源

22,072,423,426

32,928,829,000
（33,164,495,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

68,527,000
私立学校教育振
興補助金

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　　

10  私学振興費
２ 私学振興費

 （P206）
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（9）　私立幼稚園預かり保育推進特別補助                                 
　私立幼稚園児の保護者の子育て支援及び幼児教育の振興を図るため、預かり保育事業を
支援した。 
 130園 367,749,000円　   

（10）　私立専修学校・各種学校教育振興費補助
　必要な経費の一部を学校法人に対して補助し、専修学校教育及び各種学校教育の振興を
図った。
 32校 60,000,000円   

（11）　私立高等専修学校生徒奨学補助                                     
　私立高等専修学校に在籍する生徒の奨学と保護者の教育費負担の軽減を図るため、一定
の所得以下の府民の子弟である生徒を対象に、年額18,000円の授業料軽減措置を行った。
 ６人 118,000円

（12）　私立学校教職員研修費等補助
　私立学校の教職員の資質向上を図るための研修等を奨励し、私学教育の振興を図るため、
私学団体が行う私立学校教職員等の研修事業等を支援した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ５団体 10,796,000円   

（13）　私立学校教職員共済事業団補助
　私立学校教職員共済事業団加入者及び学校法人等の掛金、負担金の軽減を図るため、日
本私立学校振興・共済事業団に対して、厚生年金保険の保険料のうち標準報酬月額の1,000 
分の7.5の１箇年分を補助した。

   7,265人 221,200,625円
（14）　私立学校教職員退職金補助

　私立学校教職員の福祉の増進を図り、もって私学教育の振興を図ることを目的として、
公益財団法人京都府私学退職金財団に対して、標準給与月額の1,000分の19の１箇年分を
補助した。
 4,433人 324,046,400円

（15）　私立学校施設緊急耐震化事業費補助金　
　府内私立学校（幼稚園含む）施設の耐震化を促進するため、私立学校の耐震・改築改修
事業に要する経費の一部を補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ３校（園）   16,635,000円

（16）　幼児教育推進支援事業補助金
　幼児教育の振興を図るため、公益社団法人京都府私立幼稚園連盟に対して、幼児教育を
担う人材確保・資質の向上、読書習慣育成等の子育て支援等に要する経費の一部を補助し
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   １団体 4,780,000円

（17）　高等学校等就学支援金
　私立高等学校等に在籍する生徒の保護者の教育費負担の軽減を図るため、授業料軽減措
置を行った。
 23,804人  6,238,330,307円
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

私立高等学校あんしん
修学支援事業

（文  教  課）

（18）　奨学のための給付金
　授業料以外の教育負担の軽減を図るため、高等学校等就学支援金の対象校（特別支援学
校の高等部を除く。）に在籍する低所得世帯の保護者に対して、給付金を支給した。
 4,338人 513,961,850円

（19）　学び直し支援金
　高等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学び直す場合に、法律上の高等学校等
就学支援金の支給期間経過後も、卒業までの間（最長24月）継続して授業料を支援した。
  19人 2,480,688円 

（20）　専門学校生への効果的な経済的支援実証研究事業
　専門学校生に対する経済的支援策等について総合的な検討を進めるため、経済的理由に
より修学が困難な生徒に対し、学校法人が実施する授業料減免を支援した。
 ４校 5,380,000円

（21）　教育支援体制整備事業費補助
　幼稚園及び認定こども園における教育支援体制の整備事業を支援し、子供を安心して育
てることができる体制の整備を促進した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   72園  21,919,000円

（22）　私立中学校等修学支援金
　私立小・中学校に在籍する児童生徒の保護者の教育費負担の軽減を図るため、授業料軽
減措置を行った。
  229人 24,885,308円

（23）　幼稚園教諭処遇改善支援事業
　幼稚園教諭の人材確保を図るため、私立幼稚園が実施した処遇改善に要する経費の一部
を支援した。
 71園 25,160,000円

（24）　私立高等学校専攻科修学支援金
　私立高等学校の専攻科に在籍する生徒の保護者の教育費負担の軽減を図るため、授業料
軽減措置を行った。
 65人 14,229,200円

３　執　　行　　額 27,349,918,649円
   　                         　                　　  　　　　　　　　　   （うち補助金　27,341,318,084円）

１　施策の趣旨等
　家庭の経済状況にかかわらず、修学の意志のある私立高校生が安心して勉学に打ち込める
よう、 修学費用負担の解消・軽減を行い、経済的理由により学業の継続が困難となることが
ないよう支援する。
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２　施策の実施状況
（1）　私立高等学校等授業料減免事業等補助                                    　　

　府内の私立高等学校に在籍する生徒の保護者の教育費負担の軽減を図るため、年収590
万円未満程度の世帯における授業料を65万円まで実質無償化するなど、学校法人が行った
授業料減免を支援した。
 42校 2,632,110,376円

（2）　私立高等学校学費軽減補助                                  
　府内の私立高等学校に在籍する生徒の奨学と保護者の教育費負担の軽減を図るため、一
定の所得以下の府民の子弟である生徒を対象に、年額80,000円の授業料軽減措置を行った。       
  5,715人 441,997,550円

（3）　府外通学生相互支援事業
　府外（兵庫県、奈良県）の私立高等学校に在籍する生徒の奨学と保護者の教育費負担の
軽減を図るため、一定の所得以下の府民の子弟である生徒を対象に、授業料軽減措置を行っ
た。
 32人 1,055,000円

３　執　　行　　額 3,075,162,926円
   　                         　                 　　      　　　　 　 　　　　　　　　  （補助金）

１　施策の趣旨等
　いじめ、体罰、不登校等の課題に対応するため、生徒や保護者の相談に対応する相談機関
の運営を支援するとともに、いじめ対応のための附属機関等を設置する。

 
２　施策の実施状況
（1）　私学修学支援相談センター事業

　いじめ問題等の解決を促進するため、京都府私立中学高等学校連合会が設置する相談機
関の運営経費の一部を補助した。

（2）　いじめ対応のための附属機関等の設置                                  
　多くの関係機関が相互に連携を図るために、京都府いじめ問題対策連絡会議を設置する
とともに、教育委員会や学校が行った重大事案調査の再調査を行う京都府いじめ調査委員
会を設置した。
　京都府いじめ問題対策連絡会議の開催　　１回
　京都府いじめ調査委員会の開催　　　　　７

                  　　　　　　　　　  
３　執　　行　　額 7,616,374円

   　                         　                　　　  　　　  　　　　　　　  （うち補助金　4,500,000円） 

いじめ防止・不登校支
援等総合推進事業

（文  教  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
１　施策の趣旨等
　すべての子どもに質の高い幼児教育を保障するため、私立幼稚園における幼児教育の無償
化に必要な経費を負担する。

 
２　施策の実施状況
　３歳から５歳全ての子どもの施設利用費を月額上限25,700円まで無償化するとともに、保
護者が保育の必要性の認定を受けた場合の、預り保育利用料を月額上限11,300円まで無償化
するため、市町村が実施する子育て支援施設利用支援事業に助成した。
　実施市町　　24市町

       　                  　　　　　　　　　  
３　執　　行　　額 1,212,836,097円

   　                         　       　　　　　　　 （補助金）

１　施策の趣旨等
　真に支援が必要な低所得者世帯の者に対し、修学に係る経済的負担を軽減することにより、
子どもを安心して生み、育てることができる環境の整備を図る。

２　施策の実施状況
　高等教育の無償化に伴い、一定の世帯年収区分に応じて府内の専修学校が減免した授業料
及び入学料について全額を助成した。
　実施校　　　31校

３　執　　行　　額 739,260,600円
                                                                         （補助金）　　　　 

１　施策の趣旨等
　幼児教育の質の向上のため、幼稚園等における教育支援体制の整備に関する事業に対し補
助を行う。

２　施策の実施状況
　幼稚園における新型コロナウイルス感染症対策を支援し、子どもを安心して育てることが
できる体制の整備を促進した。
　実施園　　 139園

子育て支援施設利用支
援事業

（文  教  課）

私立専門学校修学支援
事業

（文  教  課）

新型コロナウイルス感
染症対策事業

（文  教  課）
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３　執　　行　　額 113,960,000円
                                                                         （補助金）

１　施策の趣旨等
　医療・社会福祉施設等において、実習生及び施設の双方が安心して実習を行えるよう、
PCR検査費用の一部支援を実施する。

２　施策の実施状況
　専修学校等が施設実習を行う際に学生に実施するPCR検査に要する経費の一部を助成し
た。
　助成件数　　７校　　

３　執　　行　　額 1,325,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（補助金）　

施設実習生安心確保事
業

（文  教  課）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

第11款 災 害 復 旧 費

１  農林水産施設
災害復旧費

１ 農業施設災　　 
害復旧費
 （P208）

２ 林業施設災　　 　
害復旧費
 （P208）

380,634,889
（424,062,889）

翌年度への繰越
事業費繰越額

17,536,418
耕地災害復旧事
業費

238,741,000
（246,692,000）

翌年度への繰越 
事業費繰越額   

15,538,000
林道災害復旧事
業費

316,571,011
（359,233,985）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

316,271,011
一 般 財 源

300,000

194,377,260
（202,323,595）

決算額の財源   
内訳           
国庫支出金     

194,130,000
繰　越　金

247,260

耕地災害復旧事業
（農村振興課）

林道災害復旧事業
（森の保全推進課）

１　施策の趣旨等
　台風、豪雨、洪水等の異常な天然現象によって被災した農地、農業用施設の効用や機能の
回復と再度の災害を防止し、農業経営の安定を図るため、農林水産業施設災害復旧事業費国
庫補助の暫定措置に関する法律及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法
律に基づき、その復旧に対して補助する。

２　施策の実施状況
 　     　 　　　　　　　　箇所数          　　　 事 業 費             　　　  補 助 金
　29年災 農地   ４箇所　　　　     6,639,174円　　　　     6,165,195円
　30年災 農地   82 117,051,343 109,168,110
 施設 116  188,708,878 185,016,780
　元年災 農地   ４ 6,835,127 6,698,122
 施設   ３  5,875,100 5,569,594
　２年災 農地   ３ 2,750,800 2,510,998
 施設   １  1,171,500 1,142,212
　　　　　　　  計 213 329,031,922 316,271,011

３　執　　行　　額 316,571,011円
                                      　　　　     　　　　　　　　　　　   （うち補助金　316,271,011円）

１　施策の趣旨等
　台風、豪雨、洪水等の異常な天然現象によって被災した林道施設について、機能の回復及
び林業経営の安定を図るため、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する
法律及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づき、災害復旧事業
を実施する。

２　施策の実施状況
 　     　 　　　　　　　　箇所数          　　　 事 業 費             　　　  補 助 金
　補助営　　30年災　　  30箇所　　　　 177,915,000円　　　　 166,070,000円
　　　　　　元年災   ２ 28,593,000 25,103,000
　　　　　　２年災   ２ 3,250,000 2,638,000
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円
 　     　 　　　　　　　　箇所数          　　　 事 業 費             　　　  補 助 金
　　　　　　　計　　　　34箇所　　　　 209,758,000円　　　　 193,811,000円

 
３　執　　行　　額 194,377,260円

                                                   　　　　　　　　　　　　　 （うち補助金　193,811,000円）

１　施策の趣旨等
　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等に基づき、過年及び現年発生の災害に係る復旧
工事を行い、公共土木施設の機能回復を図る。

２　施策の実施状況
　　　　　　　   箇所数　　　　事　業　費
　29年災　　　  ６箇所　　     106,805,049円
　30年災　　　338　　　　  3,490,176,826
　元年災　　　  ３　　　　　  102,252,922
　２年災　　　  １　　　　　    99,719,400
　　計　　　　348　　　　 3,798,954,197

３　執　　行　　額 3,798,954,197円

１　施策の趣旨等
　土木施設災害に係る復旧工事を実施し、公共土木施設の機能回復を図る。

２　施策の実施状況
　　　　　　　   箇所数　　　　事　業　費
　30年災　　　  92箇所　　　 207,069,800円
　元年災　　　  ６　　　　　　54,933,185
　２年災　　　 107　　　　　 201,601,658
　　計　　　　205　　　　    463,604,643

３　執　　行　　額 463,604,643円

公共土木施設災害復旧
事業

砂 防 課
都 市 計 画 課

単独災害復旧事業
自然環境保全課
砂 防 課

（ 　 ）

（ 　 ）

２  土木施設災害
復旧費

１ 河川等災害
復旧費
 （P208）

6,428,615,300
（6,508,638,300）
翌年度への繰越
事業費繰越額

529,636,000
平成30年発生土
木災害復旧事業
費 

119,585,000
令和２年発生土
木災害復旧事業
費 

311,652,658
単独災害復旧事
業費

98,398,342

4,262,558,840
（4,339,859,678）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

2,531,066,327
繰　越　金

6,421,296
府　　　債

1,724,000,000
一 般 財 源

1,071,217



特　　　別　　　会　　　計
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

京都府営林事業特別会計

１  営 林 事 業 費
２ 府有林造成
　 事業費

 （P224）

82,000,000
（277,960,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

60,871,100
府有林造成育成
事業費

21,128,900
（216,555,868）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

10,728,900
一 般 財 源

10,400,000

府有林造成育成事業
（林業振興課）

１　施策の趣旨等
　新型コロナウイルス感染症の影響による住宅着工数の減少等、木材需要の減退を受け、林
業事業体の雇用維持を図るとともに、府内産木材の利用拡大を支援することで、林業・木材
産業の維持を図る。

２　施策の実施状況
　林業事業体の業務量確保による雇用維持のため、府有林の間伐を前倒して実施した。
　間伐面積　58.3ha

３　執　　行　　額 21,128,900円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（委託料）
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科 目 予 算 現 額 決 算 額 主 要 な 施 策 施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等

円 円

京都府港湾事業特別会計

２  港 湾 整 備 費
１ 港湾整備費

 （P270）
250,000,000

（326,186,000）
翌年度への繰越
事業費繰越額

80,000,000
京都舞鶴港物流
基盤重点整備事
業費

170,000,000
（246,186,000）
決算額の財源
内訳
府　　　債

170,000,000

京都舞鶴港物流基盤重
点整備事業

港湾企画課
港湾施設課（ ）

１　施策の趣旨等
　京都舞鶴港の港湾施設の整備を行い、対岸諸国との物流拠点や府北部の地域振興拠点づく
りの推進を図る。

　　　  指標　　　　　   　    目標（令和５年）　　　　　  　　　　　  実績
　コンテナ取扱量　　　　　　  25,000TEU　　　　　　　　　　　 18,557TEU 　　

２　施策の実施状況及び執行額
　　港　湾　名　　　　　　     施 行 場 所　　　　　  　　　　　   執　行　額
　京 都 舞 鶴 港　　　　　　  和   　　田 170,000,000円




